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論文の内容の要旨 
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都市における交通問題は，数多くの人々が関わる身近な問題であり，その解

決のための計画や政策について，さまざまな意見が存在する．しかしながら，

その議論の中には，観念的・情緒的なレベルのものも少なくない．例えば，混

雑地域において道路混雑を緩和するために新たな道路を建設するという計画に

ついては，道路容量の増加は，新たな交通量の増加を招くだけで，結局混雑は

緩和されず，道路投資は無駄である，という主張が存在する．また，道路利用

に対する混雑課金政策の導入についても，課金は低所得者に対して相対的に大

きな影響を与え，所得間公平性の問題が生じるため望ましくないという反対意

見がある．しかしながら，財源制約下で多数の主体が関わる都市・地域の計画

や政策においては，科学的，客観的な手法を用いた判断が求められる． 
この判断においては，社会経済構造を単純化・抽象化した理論モデルを用い

た考察から得られる知見は少なくない．上述の道路建設による誘発交通の問題

についての も単純化した議論は，空間，時間を捨象した，横軸に交通量，縦

軸に交通費用をとったグラフにおける需要曲線とトリップ費用曲線を用いたも

のである．誘発交通が存在しない場合は，垂直な需要曲線が想定され，誘発交

通が存在する場合は，需要曲線が傾いているときに相当する．これらを用いて，

誘発交通が存在することによる道路投資の便益のゆがみなどを，定性的に議論

することが可能となる． 
これらの理論的考察は，経済学を中心に行われてきた．そこでは，さらに，

道路混雑に対するファーストベストな対策として，混雑課金が古くから提案さ

れ，その課金額の 適設定法や政策の所得間公平性の議論についても同様に単

純なグラフを用いた議論がなされてきた． 
これら理論的議論は，定性的なものでありながら，一般性・規範性に優れて

いる．しかしながら，現実の政策判断に必要な定量的な評価値を得るためには，

グラフで想定されている需要曲線，トリップ費用曲線をどう推定するのか，ネ

ットワークから構成される現実の都市施設をどのように考えればよいのかとい

う問題があり，これらの議論は現実の政策評価に直接利用できるものではなか

った． 
一方，実際の都市圏において現実の評価を行うために，工学的に実用的なモ

デルが数多く開発され，実務の現場で幅広く用いられてきた．四段階推定法に
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基づく都市圏レベルの交通需要予測，交通政策分析はその典型といえよう．し

かし，四段階推定法は，工学的な実用性の一方で，理論との整合性，モデル内

部の整合性に問題があることが古くから指摘され，この欠点により，前述した

誘発交通などの扱いが不十分となっており，それらの分析に有益な情報を提供

しうるものではなかった． 
工学的な実用性を重視したモデルを用いた予測，分析が一般的となったのは，

現実都市の複雑なネットワークや，利用者の多種多様な行動を想定した場合，

理論の厳密性，一般性を維持した展開は困難と考えられていたためと思われる． 
本研究では，これら一見困難と思える理論との整合性を堅持した政策分析フ

レームの拡張は，ネットワーク均衡モデルを応用することで可能となることを

明らかにし，その特徴を生かした，現実の都市圏レベルの交通政策分析を行う

ことを目的とする． 
ネットワーク均衡モデルの概念自体は，目新しいものではなく， 近では，

実都市圏への適用事例も少なからず存在する．しかしながら，残念なことに既

存研究では，これらのモデルは四段階推定法の代替案としての工学的需要予測

ツールとしてしか利用されていなかった．モデルが理論と整合性があることを

利用した分析例は意外なほど少なかった．本研究では，この点に着目し，単純

なグラフを用いて展開されていた理論考察のいくつかが，複数交通手段を考慮

した現実の大規模なネットワーク上で，利用者の異質性を考慮しながら利用者

の多次元選択行動を明示した場合にも展開可能であることを示し，その知見を

用いた現実都市圏での分析を行う． 
本論文は，全８章から構成される．第１章では，上述の内容を含む本論文の

背景と目的を詳述し，第２章では，本研究に関連する既存研究の動向を整理し

ている．第３章では，本研究の政策分析の基礎となるモデルの構築を行い，第

４章から第７章は，このモデルを用いた政策分析を行っている．第４章は，既

存の工学的実用性を重視したモデルと本研究のモデルによる政策評価の違いが

端的に示される章である．理論の厳密性，一般性を維持した展開及び整合性を

活かした分析例は，第５，７章および第４章の一部に含まれる．また，第５，

６，７章は，都市交通政策の多様化に応じた内容ともなっている． 
具体的に，第３章では，現実の東京都市圏を対象に，マルチクラス Nested Logit

型ネットワーク均衡モデルの定式化，解法の構築を行った．トリップ目的別の

利用者のセグメントを行いつつ，発生レベルまでの統合を行うために，片側制

約型の分布モデルを採用し，目的地選択肢集合の確率的形成を考慮したパラメ

ータ推定を行った．これらの改良によりモデルの現状再現性は既存の固定需要

モデルと同等なレベルが確認され，論理性を保持しながらも実用性の高いモデ

ルが構築された．また，このモデルは，大規模な多手段の交通ネットワークを
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対象に，鉄道の混雑現象を考慮しつつ，発生レベルまでを統合した点で，先進

的なモデルといえる． 
第４章では，誘発交通を考慮した混雑地域における道路整備の利用者便益推

定を行った．セカンドベストの経済となる現実の都市圏での便益評価における

留意点を踏まえた理論的検討，誘発交通量の試算とその便益評価に与える影響

を詳細に考察した．推定の結果，誘発交通の量は，都市圏全体ではわずかであ

るが，対象道路の交通状況，利用者便益に大きな影響を与えうることが示され

た．さらに， 適料金制度の下での便益計測に関して，本モデルから，既存の

交通経済学の知見を一般化した結果が得られることも示された． 
これら誘発交通の存在とも関連して，道路混雑対策としての道路容量の拡大

は， 適な対策ではなく，混雑課金こそが 適な政策であると経済学者により

主張されてきた．しかしながら，特に経済系の研究における混雑課金理論は，

前述したようにきわめて単純なフレームに基づいており，現実都市圏にそのま

ま適用できるものではない．第５章では，これらの問題意識から， 適混雑課

金理論の拡張と，実都市圏でのその料金レベル試算を行った．具体的には，利

用者の交通行動が複数の交通手段を含むネットワーク上で Nested Logit 型の多

次元選択行動に従う場合の 適混雑課金を考察した．この場合，ネットワーク

上の全リンクへの限界費用課金がモデルと整合的な社会的余剰の 大化をもた

らす 適課金であることを簡明に証明，解説した．この証明をもとに，現状の

料金制度下と， 適混雑課金が実行できた場合と，現実に構想されている都心

部への課金政策を実施した場合の，それぞれの社会的余剰を試算し，それらの

値を比較し考察を加えた．本章の内容は，現実都市圏の大規模な複数の交通手

段を含むネットワーク上での利用者の行動を対象としており，記述性に優れな

がら， 適課金の算出などの規範的な分析も行えるという，既存のモデルでは

実現できない政策評価の枠組みの一例を示したものである． 
第６章では，混雑課金施策の社会厚生的な問題点を，利用者を所得階層に区

分したマルチクラス型のネットワーク均衡モデルを用いて考察した．まず，課

金によって所得逆進性の問題が生じることを単純なネットワークで確認し，課

金収入を鉄道料金，駐車料金値下げに利用することで政策の所得逆進性が緩和

されることを示した．また，課金が計画されている東京都心部にもモデルを適

用し，政策の逆進性，地域間の影響差の計算例を提示し，混雑課金政策の所得

間公平性の問題点について定量的に検討可能となるフレームが現実都市でも構

築可能であることを示した． 
第７章では，現状の職住の分布は変化させずに，職住の組み合わせのみを変

化させるという職住 適配置問題を考えている．既存の職住配置問題は，自動

車の混雑現象，現実の交通ネットワークの情報が十分に考慮されているとは言
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いがたいものであった．本章では，職住 適配置の議論を，ネットワーク均衡

モデルを応用して，理論的な厳密性を保ちつつ，各リンクでの混雑現象を考慮

した形で展開し，東京都市圏を対象にその実証研究を行った．その結果，通勤

交通の 適配置により，自動車総走行台キロ，台時，CO2 総排出量，鉄道混雑を

大幅に削減可能であることを実証的・定量的に明らかにした． 
第８章では，本研究の成果をまとめ，今後の課題と展望を述べている． 
ネットワーク均衡モデルの既存研究の多くは理論研究にとどまっており，そ

れを実務で利用していくために検討が必要な事項の整理が十分とはいえなかっ

た． この問題意識のもと，本研究では，広範なレビューをもとに，ネットワー

ク均衡モデルの実都市圏への適用時に有用となるモデル拡張の考え方，検討が

必要な事項を整理した．そして，現実の交通計画に用いる需要予測モデルの論

理性，客観性を高めるためには，解の一意性が保証されたモデルの利用が望ま

しいとの立場に立ち，その考えに基づきながら現状再現性を高める改良を行っ

た．結果として構築したモデルは，現実の都市圏の交通需要予測・便益評価に

も十分適用可能な，従来の四段階推定法に代替しうる有用性，実用性を兼ね備

えたものであることを明らかにした．また，具体的に誘発交通を考慮した道路

整備効果の推定，混雑課金政策の評価など，緊急な回答が必要とされている政

策課題について，試算の域ではあるが，具体的な数値を示した社会的意義は少

なくないものと考える． 
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記号表 

 
本論文において頻繁に利用される基本的な記号を以下にまとめる．その他の

記号は，その度に定義される． 
 

i: 利用者クラスを区別する記号. 
r: 起点ノードを区別する記号. 
s: 終点ノードを区別する記号. 
m: 交通手段を区別する記号. 
k: 経路を区別する記号. 
a: リンクを区別する記号. 

ax : リンク a の交通量. 手段 m，クラス i で区別する場合は im
ax . 

at : リンク a の所要時間. 手段 m で区別する場合は m
at . 

ap : リンク a の料金. 手段 m で区別し，クラス i 別に異なる場合は im
ap . 

rs
kf : OD ペア rs 間の経路 k の交通量. 手段 m，クラス i で区別する場合は ,

,
i rs

m kf . 

rsq : OD ペア rs 間の OD 交通量. 手段 m，クラス i で区別する場合は im
rsq . 

rO : 起点 r からの発生交通量. 手段 m，クラス i で区別する場合は im
rO . 

sD : 起点 s への集中交通量. 

,
rs
a kδ : リンク経路接続行列. 手段 m で区別する場合は ,

,
m rs
a kδ . 

iτ : 利用者クラス i の時間評価値. 
θ : 行動モデルのパラメータ. 

rs
kc : OD ペア rs 間の経路 k の経路費用. 

rsS : OD ペア rs 間の期待 小費用. 
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第１章 序論 

(Version, 2004/8/17, 2:30 PM) 
1.1 研究の背景 

 
1.1.1 政策評価のための理論分析と現実との乖離 

 
都市における交通問題は，数多くの人々が関わる身近な問題であり，その解

決のための計画や政策について，さまざまな意見が存在する．しかしながら，

その議論の中には，観念的・情緒的なレベルのものも少なくない．例えば，混

雑地域において道路混雑を緩和するために新たな道路を建設するという計画に

ついては，道路容量の増加は，新たな交通量の増加を招くだけで，結局混雑は

緩和されず，道路投資は無駄である，という主張が存在する．また，道路利用

に対する混雑課金政策の導入についても，課金は低所得者に対して相対的に大

きな影響を与え，所得間公平性の問題が生じるため望ましくないという反対意

見がある．しかしながら，財源制約下で多数の主体が関わる都市・地域の計画

や政策においては，独善性，恣意性の混入を極力排除した科学的，客観的な手

法を用いた政策判断が求められる． 
この判断においては，社会経済構造を単純化・抽象化した理論モデルを用い

た考察から得られる知見は少なくない．上述の道路建設による誘発交通の問題

についての も単純化した議論は，空間，時間を捨象した，横軸に交通量，縦

軸に交通費用をとったグラフにおける需要曲線とトリップ費用曲線を用いたも

のである(図-1.1)．誘発交通が存在しない場合は，垂直な需要曲線が想定され，

誘発交通が存在する場合は，需要曲線が傾いているときに相当する．これらを

用いて，誘発交通が存在することによる道路投資の便益のゆがみなどを，定性

的に議論することが可能となる． 
これらの理論的考察は，経済学を中心に行われてきた．そこでは，さらに，

道路混雑に対するファーストベストな対策として，混雑課金が古くから提案さ

れ，その課金額の 適設定法や前述した政策の所得間公平性の議論についても

同様に単純なグラフを用いた議論がなされてきた． 
これら理論的議論は，定性的なものでありながら，一般性・規範性に優れて

いる．しかしながら，現実の政策判断に必要な定量的な評価値を得るためには，

グラフで想定されている需要曲線，トリップ費用曲線をどう推定するのか，ネ

ットワークから構成される現実の都市施設をどのように考えればよいのかとい

う問題があり，これらの議論は現実の政策評価に直接利用できるものではなか

った．すなわち，単一のリンク，あるいは極端に単純化されたネットワークを
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用いて導かれる理論が，現実の複雑なネットワーク上で当てはまるのか，また，

経路選択，手段選択，時刻選択などさまざまな利用者の行動は，単純な需要曲

線で表現できるのか，あるいは，それをどのように推定するのかという問いに

対して答えるのは容易ではなかった． 

 
図-1.1  グラフを用いた理論分析の例 

注) このグラフによる分析については， 

第２章，第４章でも詳述する． 

 
 

1.1.2 工学的に実用的なモデルによる評価の不備 

 
一方，実際の都市圏において現実の評価を行うために，工学的に実用的なモ

デルが数多く開発され，実務の現場で幅広く用いられてきた．四段階推定法に

基づく都市圏レベルの交通需要予測，交通政策分析はその典型といえよう．し

かし，四段階推定法は，工学的な実用性の一方で，行動理論との整合性，モデ

ル内部の整合性に問題があることが古くから指摘され，この欠点により，前述

した誘発交通などの扱いが不十分となっており，それらの分析に有益な情報を

提供しうるものではなかった． 
工学的な実用性を重視したモデルを用いた予測，分析が一般的となったのは，

現実都市の複雑なネットワークや，利用者の多種多様な行動の集積である需要

曲線を想定した場合，理論の厳密性，一般性を維持した展開は困難と考えられ

ていたためと思われる． 
 
 
 

一般化 

費用 

変動需

要曲線

トリップ

トリップ費用 

曲線 

固定需

要曲線

a

e
g

c 

d 

f 

b
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1.1.3 都市交通政策の多様化 

 
都市の交通に関わる問題は，自動車の交通混雑，大気汚染といった局所的な

ものから，運輸部門起因の CO2 排出による温暖化問題など全地球レベルまで，

依然深刻であり，これらへの対策は，先進国，途上国に共通する都市交通計画

の重要な政策課題である． 
これらの問題に対処する従来の方法論は，交通混雑の原因となる道路の容量

不足を解消すべく，将来想定される交通需要にみあうように道路容量を拡大す

るというものであった．しかしながら，既存市街地での新規道路の建設は，用

地取得や財源の制約から厳しいという実行上の問題点があるほかに，現実に建

設されたとしても，前述したように道路のサービスレベルが上昇することによ

り誘発交通が発生し，道路の整備効果は，当初予期していたものにならないと

いう指摘もなされている． 
これらのことから，近年，交通計画において，将来交通需要を予測して，供

給と需要を調整し，交通混雑を防止するというアプローチの重要性が主張され

ている．英国におけるフレーズを借りれば，「予測して供給する(Predict and 
Provide)」から「予測して予防する(Predict and Prevent)」への交通政策のパラダ

イムシフトである． 
このパラダイムシフトは都市交通計画，都市交通政策の多様化を意味する．

交通計画の対象の変遷は，図-1.2 の「交通計画の道具箱」としてまとめられてい

る．1960 年代の交通計画の主役は，図-1.2 の右下の長期的な容量拡大を目指す

供給サイドのものであった．それから，右上の交通施設の運用管理が追加され，

1990 年代からは左上の需要サイドの調整も交通計画の範囲とされた．さらに，

近では左下の長期的な交通需要管理と位置づけられる，交通負荷を軽減する

ような土地利用計画に取り組む先進事例も見られる． 
これら多様な交通計画，交通政策を評価しうる分析手法が望まれている． 
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図-1.2  交通計画の道具箱 

出典)  原田 (2002)1) p.5 一部加筆修正 
 
 
1.2 研究の目的 

 
本研究では，現実都市の複雑なネットワークや，利用者の多種多様な行動を

想定しながらも， 
・ モデル内部の整合性(特に，混雑現象によって変化しうるサービスレベル変数

の整合性) 
・ ミクロ経済理論に基づく行動理論との整合性 
以上 2 つの整合性を堅持した，論理性に優れた政策分析フレームの構築が，ネ

ットワーク均衡モデルを応用することで可能となることを明らかにし，その特

徴を生かした，現実の都市圏レベルの交通政策分析を行うことを目的とする． 
 
研究の背景で述べたように，以上のような整合性と論理性に優れた政策分析

フレームの実都市圏での構築は，従来非常に困難と思われていたものである． 
なお，ネットワーク均衡モデルの概念自体は，目新しいものではなく， 近

では，実都市圏への適用事例も少なからず存在する．しかしながら，残念なこ

とに，既存研究では，これらのモデルは四段階推定法の代替案としての工学的

需要サイド 供給サイド 

短 
 

期 

中
長
期 

発生源の調整（通信手段による代替等）

手段の変更 

（公共交通利用促進，自転車利用促進等）

適切な自動車利用の誘導 

（自動車交通の規制・誘導，駐車政策による

規制・誘導，社会慣習・商習慣の変更等）

出発時刻の変更（時差出勤等） 

自動車の効率的利用（相乗り,共同集配等）

 

ボトルネックの改良 

  （交差点改良，信号制御改良） 

既存道路の有効利用 

  （リバーシブルレーン等） 

交通結節点の整備 

  （駅広・駐車場・駐輪場等） 

 

成長管理 

交通負荷の小さな都市づくり 

  （交通施設に対応した都市開発， 

   複合都市開発，都市構造の改編） 

 

道路ネットワークの整備 

公共交通機関の整備 

新技術の開発 

  （ITS，地下物流，地下利用） 
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需要予測ツールとしてしか利用されていなかった．すなわち，モデルの内部整

合性に優れた政策評価モデルとしてしか利用されてこなかった．モデルが行動

理論と整合性があることを利用した分析例は意外なほど少なかった．本研究で

は，この点に着目し，単純なグラフを用いて展開されていた理論考察のいくつ

かが，複数交通手段を考慮した現実の大規模なネットワーク上で，利用者の異

質性を考慮しながら利用者の多次元選択行動を明示した場合にも展開可能であ

ることを示し，その知見を生かした現実都市圏での分析を行う． 
また，ネットワーク均衡モデルの既存研究の多くは理論の構築，モデルの数

理特性の把握，解法の構築にとどまっており，それを交通計画の実務で利用し

ていくために検討が必要な事項の整理が十分とはいえなかった．しかし，モデ

ルは，実際の評価に適用されて初めて土木計画，交通計画に有用なツールと言

えるだろう．この問題意識のもと，本研究では， 新の研究を含む広範なレビ

ューをもとに，ネットワーク均衡モデルの実都市圏への適用時に有用となるモ

デル拡張の考え方，検討が必要な事項を整理する．また，それらを踏まえ，開

発するモデルを現実の都市圏の交通需要予測・便益評価にも適用可能な，従来

の四段階推定法に代替しうる実用性を兼ね備えたものとすることも目的とする． 
需要予測モデルとしての実用性を高めるためには，モデルが高い現況再現性

を示すことが求められ，これは，実務での適用で特に重要視される点である．

現況再現性の向上のためには，一般にモデルの改良が必要となる．ただし，ネ

ットワーク均衡モデルの改良については，いくつかの方向性があり，どの方向

に向かうかについて注意深い取り扱いが必要と考える．そこで，次節では，現

実の交通計画の需要予測で用いるモデルの要件を踏まえて，本研究で採用する

モデル構築の基本的考え方を明示しておく． 
 
 
1.3 研究の基本方針 

 
ここでは，本研究で用いるネットワーク均衡モデルの発展形についての議論

をいくつか紹介し，本研究のモデルを構築するにあたっての，基本的な設計思

想ともいうべき考えをまとめておく． 
 
第２章でも詳述するが，ネットワーク均衡モデルには， 
・ モデルと等価な 適化問題が構成可能な場合 
・ 等価な 適化問題が構成できず，変分不等式・不動点問題を用いた解析が

必要な場合 
の 2 種類がある．等価な 適化問題が構成可能な場合については，モデルの解
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の一意性，アルゴリズムの収束性が容易に確認される利点がある一方，モデル

内部の利用者の行動，混雑現象の表現法等の仮定は，比較的単純なものに限ら

れる．一方，変分不等式・不動点問題を用いたモデルでは，緩やかな仮定を採

用できる一方で，解の一意性，アルゴリズムの収束性は不明な場合も少なくな

い． 
 
Wu and Lam (2003)2)は，このことについて， 

統合モデルの開発においては，現実描写が詳細であること(behavioral richness)と計算上の

扱いやすさ(computational tractability)のバランスへの努力が必要であるという合意がある．

(p. 57)  

と表現している． 
 
Bar-Gera and Boyce (2003)3)は， 適化問題としてネットワーク均衡モデルを構築

することによる限界への対応に関して次のように述べている． 
 

2 次方程式のような単純な数学の問題は，複数の解を持ちうる．ある局面においては，ど

のような解を用いても十分であろうが，交通のモデリングにおいては，そうではない．A

と B の 2 つのシナリオを考えよう．そして，各シナリオに応じて，モデルは複数の解

; 1, , ; ; 1, ,i jA i n B j m= = を持つとしよう．これらすべての解を見つけることは可能であ

ろうか．また，各シナリオでひとつの解を利用する場合，それらの解の差がシナリオの差

によるものだといえるのだろうか．それは，たまたま選択された Ai,Bj に特有なものでし

かないかもしれない．われわれは，多くの場合，モデルとアルゴリズムが不適切な挙動(ill 

behaved)をするリスクを避けるために，凸型の 適化問題で交通システムを表現すること

による限界を受け入れたほうが望ましいと信じる．(p. 409)  

 
本研究は，この Bar-Gera and Boyce (2003)3)の主張に同意し，その考えに沿って

モデルを構築し分析をすすめることにする．  
 
本研究のモデルを構築するにあたっての，基本的な設計思想ともいうべき考

えを，次のようにまとめる． 
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交通計画における需要予測では，そのモデルの論理性，科学性，客観性を重視

すべきである．また，需要予測が目的とするのは各種政策代替案の比較であり，

その比較の論理性，客観性を保つためには，解の一意性が保証されたモデルが

有効である．そのモデルの現状再現性，現象記述性を高めるために改良を加え

る際にも，モデルの特徴である解の一意性と，モデル内部の整合性が保持され

る方法を用いることが望ましい．また，アドホックな設定，ヒューリスティッ

クな解法の使用は，その論理性，客観性に問題があるため，その使用は極力排

除されるべきである． 
 
 

Lee (1994)4)は，計画における科学の要件として， 
(1) 透明性(Transparency): ブラックボックスでないもの 
(2) 再製可能性(Replicability): コンピュータコードの存在有無に関わらず結果

が再現可能であること 
(3) 実際的な評価(Pragmatic Evaluation): 実際に計画作業の改善に役に立つこ

とを示す 
を挙げている． 
一意性の保証されたモデルは，同じ条件下であれば，誰が計算しても同じ結

果が得られるもので，これら(1) 透明性，(2) 再製可能性 の面で明らかに有用と

いえる．また，本研究は，実際の都市への適用も精力的に行い，(3) 実際的な評

価を行うことを目的としている． 
 
本研究で採用するネットワーク均衡モデルは，すべて等価 適化問題が構成

可能であり，解の一意性が確保されたものである．本研究のモデルについても

変分不等式などの概念を用いることで，より高度なモデルの定式化は，十分可

能である．しかしながら，特に本研究が意図している大規模なネットワークで

の適用を考えた場合，まず一意性の確保されたモデルを構築し，そのモデルの

基本的な挙動を確認することが重要であると考える． 
一意性の確保されないモデルの利用は，即座に否定されるべきものではない

ことは，言うまでもない．特に，複数均衡解が存在するモデルでも，その解が

例えば劣位解，優位解と解釈しうるのであれば，そのモデルは，政策判断に有

用な知見を提供しうる．しかしながら，本研究の対象とするネットワーク均衡

モデルにおける複数解とは，不定解ともいえるべきものが多く，それらの解の

違いが意味することの判断は困難となり，Bar-Gera and Boyce (2003) 3)の言う不適

切な挙動(ill behaved)のリスクが生じるのである． 
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モデルの解の一意性が確保されるようにモデルを定式化し，アドホックな設

定やヒューリスティックな解法の利用を排除することで論理性を高めることは，

上述のように交通計画に用いる需要予測モデルとして，大きな利点となること

を強調しておきたい． 
 
 
1.4 研究の構成 

 
本研究の章構成は，図-1.3 のようにまとめられる．本論文は，全８章から構成

され，第２章では，本研究に関連する既存研究の動向を整理している．第３章

では，本研究の政策分析の基礎となるモデルの構築を行い，第４章から第７章

は，このモデルを用いた政策分析を行っている．第４章は，既存の工学的実用

性を重視したモデルと本研究のモデルによる政策評価の違いが端的に示される

章である．理論の厳密性，一般性を維持した展開及び整合性を活かした分析例

は，第５，７章および第４章の一部に含まれる．また，第５，６，７章は，都

市交通政策の多様化に応じた内容ともなっている(表-1.1)． 
各章の概要を以下に述べる． 
第２章では，本研究の対象とするネットワーク均衡モデル，ロードプライシ

ング，誘発交通問題に関する近年の研究を整理しまとめている．ネットワーク

均衡モデルについては， 新の理論展開について整理すると同時に，本研究独

自に，確率的利用者均衡モデルの実用化の際の問題点の整理，統合需要型モデ

ルにおける平均乗車人員・手段別の時間価値の設定法が等価 適化問題の構成

可能性に与える影響をまとめている．ロードプライシングに関しては，ネット

ワークを考慮した 適課金，セカンドベスト課金を中心に膨大な既存研究を整

理している．誘発交通に関しては，既存の誘発交通の実証研究について，考え

方の整理を行い，既存研究における道路交通需要の弾力性の推定値をまとめる

とともに，既存の土地利用・交通モデルの適用状況を概観し，本研究で交通市

場のみに分析対象を限定する意義を述べる． 
第３章では，実際の東京都市圏を対象に，本研究の政策評価・政策分析の基

礎となるモデルの定式化，解法の構築，現状再現性の確認を行っている．この

モデルは，大規模な多手段の交通ネットワークを対象に，鉄道の混雑現象を考

慮しつつ，発生レベルまでを統合している点で，先進的といえる．  
第４章では，第３章で構築したモデルの有用性が端的に表現される政策評価

の例として，誘発交通を考慮した混雑地域における道路整備の利用者便益推定

を行う．需要予測と整合的な便益評価，セカンドベストの経済となる現実の都

市圏での便益評価における留意点を踏まえた検討，誘発交通量の試算と，その



 - 9 -

便益評価に与える影響を詳細に検討する内容である．また，図-1.2 の交通計画の

道具箱の中では，右下に区分される伝統的な交通計画に対応した政策分析であ

る． 
道路混雑に対する政策としての道路容量の拡大は，古くから知られた供給側

のアプローチであるが，その政策は第４章で述べる誘発交通の存在とも関連し

て，ファーストベストな混雑対策ではないということが，特に経済学者を中心

に主張されてきた．経済学者は，混雑に対する混雑課金こそがファーストベス

トな政策であると主張する．しかしながら，特に経済系の研究における混雑課

金理論は，利用者の行動記述という観点でも，空間的表現の観点でもきわめて

単純なフレームに基づいていた． 
第５章では，これらの問題意識から， 適混雑課金理論の拡張とその料金レ

ベルの実都市圏での試算を行う．具体的には，利用者の交通行動が複数の交通

手段を含むネットワーク上でランダム効用理論に基づく Nested Logit 型の多次

元選択行動として記述される場合の 適混雑課金を考察する．その結果，限界

費用課金がモデルと整合的な社会的余剰の 大化をもたらす 適課金となるこ

とを簡明に証明，解説する．この証明をもとに，現状の料金制度下と， 適混

雑課金が実行できた場合と，現実に構想されている都心部への課金政策を実施

した場合の，それぞれの社会的余剰を試算し，それらの値を比較し考察を加え

る． 
第６章では，混雑課金施策の社会厚生的な問題点を，同じくネットワーク均

衡モデルを用いて考察している．特に所得逆進性の問題に着目し，それの問題

が生じることを単純なネットワークで確認し，課金収入でのそれらの解決策を

探り，現実の都市圏を対象としても考察を進める．第５章，第６章は，図-1.2
の交通計画の道具箱の中では，左上に区分される交通需要管理の一例である混

雑課金についての政策分析である． 
第７章では，中長期的な交通政策との関連が深い都市構造と交通現象の関係

について分析している．具体的には現状の職住の分布は変化させずに，職住の

組み合わせのみを変化させるという職住 適配置問題を考える．既存の職住配

置問題は，自動車の混雑現象，現実の交通ネットワークの情報が十分に考慮さ

れているとは言いがたい．本章では，ネットワーク均衡モデルを利用して，職

住 適配置の議論を，理論的な厳密性を保ちつつ，ネットワーク上での各リン

クでの混雑現象を考慮した形で展開し，東京都市圏を対象にその実証研究を行

う．これらの分析は， 図-1.2 の交通計画の道具箱の中では左下に位置しうる長

期的な TDM 施策の一案として，職住再配置政策を考える場合の，基礎的な情報

提供としての意義を持つ． 
第８章では，本研究の成果をまとめ，今後の課題と展望を述べる． 



第１章 序論 

 - 10 -

 
図-1.3  論文の構成 

 
表-1.1  政策分析の章の相互関係 

 

章 政策 理論の展開 
整合性を活かし

た政策分析 

都市交通政策の多様

化に応じた分析 
利用するモデル 

第４章 道路整備 ○ ○ - 
発生・分布・分担・ 

配分統合モデル 

第５章 混雑課金 ◎ ◎ ◎ 分担・配分統合モデル

第６章 混雑課金 - ○ ◎ 分担・配分統合モデル

第７章 職住再配置 ◎ ○ ○ 
分布・配分統合 

モデルの応用 

 
 

第１章 序論

第２章 既存研究の動向の整理

第３章 大規模都市圏における交通需要統合型ネットワーク均衡モデルの構築 

第４章 
誘発交通を考慮し

た混雑地域におけ

る道路整備の利用

者便益推定 

第５章 
ネットワーク均衡条件下

の 適混雑料金: 一般化と

実都市圏における試算 

第６章 
ロードプライシングの所

得逆進性とその緩和策 

第７章 
ネットワーク上での

混雑を考慮した 適

職住配置手法の構築

とその実証研究 

第８章 結論 
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第２章 既存研究の動向の整理 

 
本章では，本研究で頻繁に利用する分析手法であるネットワーク均衡モデル

とロードプライシング・誘発交通の分析手法を中心に既存研究の 新の動向を

紹介し，それらの整理を行う．特にネットワーク均衡モデルについて，既存研

究では十分な整理がされていなかった，実都市圏への適用時に有用となるモデ

ルの拡張の考え方，検討するべき課題について取りまとめることを主な目的と

している． 
章の構成は，2.1 で交通需要予測手法・便益評価手法を概観したのち，2.2-2.8

にかけて，ネットワーク均衡分析の基礎的な概念， 新の研究動向を紹介し，

2.9 でロードプライシング，2.10 で道路投資による誘発交通の関連研究をレビュ

ーしたのち，これらを 2.11 でまとめるものである． 
 
 
2.1 交通需要予測・便益評価手法の概説 

 
2.1.1 需要予測の意義 

 
都市交通計画や土木計画といった計画学問分野に対して交通需要予測という

分析手法が果たしてきた役割は極めて大きい．交通需要予測によって，ある政

策や計画を実施した場合に，施設の利用者数がどれだけ変化し，その計画がど

のような主体にどのようなインパクトを与えるのかを，具体的に算出すること

が可能になる．このプロセスは，利用可能な客観的なデータと，そのデータに

よって同定される将来にわたって安定的と想定される因果関係に基づくもので

ある．  
この客観性は，多主体が関わる社会経済システムの将来意思決定問題を学問

として扱う場合に不可欠となる科学性を担保し，もし需要予測に用いられるデ

ータやモデルの中身が公開されるならば，透明性も高まることになる． 
山内，竹内 (2002)5)は， 
交通の需要予測は (中略)，他の分野の需要予測と比べて理論上また実務上きわめて進んだ

分野である．(中略)需要予測手法を理論に基づいてシステマティックに，かつ実務的なレ

ベルまで浸透させたという点において，交通需要予測に匹敵するものはないと考える．(pp. 

101-102) 

と述べている． 
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2.1.2 便益評価の現状と課題 

 
交通計画や土木計画において需要予測と対になって重要な役割を果たしてき

たのが，費用便益分析を代表とするプロジェクト評価法である．プロジェクト

評価については，森杉 (2003)6)によってまとめられており， 近では，実務での

適用にむけたガイドライン，マニュアルが数多く整備されている．交通事業の

費用便益分析の現状と課題については，加藤 (2004)7)がまとめており，本来，一

体的に行われるべき需要推計と便益評価が，現状では分離してしまっている問

題点などを指摘している．需要予測と便益評価を分離作業としてとらえると，

意図せずとも，評価にバイアスが混入し政策判断の科学性，客観性が保証され

ないことになる． 
近，城所(2003)8)は，交通プロジェクトの便益評価について，理論モデルを

用いた体系化を試みている．ただし，その論文では，上述した，交通需要予測

との整合性という視点が欠けているように見受けられる．それに対し，Bates 
(2003)9)は，交通モデルを用いた経済評価について，理論と実務の幅広い観点か

ら議論を試みている． 
ミクロ経済理論と整合した需要予測，便益評価手法として，上田ら (2000)10)

は，Morisugi and Lee (1994)11)，Morisugi, et al. (1995)12)によって構築された古典的

消費者行動理論に基づいた交通需要予測モデルを地域間交通に適用し，便益計

測を行っている．しかしながら，それらのモデルでは混雑現象は扱われていな

い． 
経済理論に立脚し，ネットワーク上での混雑も整合的に考慮した需要予測，

便益評価は，赤松(1997)13)が紹介しているように，ネットワーク統合均衡モデル

の枠組みで実現できるのであるが，このことは，一般にあまり知られていない．

また，後述するようにネットワーク統合均衡モデルの実証研究は十分ではなく，

その点も，このモデルの実務への普及のネックとなっていた． 
 
 
2.1.3 四段階推定法の対比としての非集計行動モデルの発展 

 
従来から都市圏交通計画の評価に用いられてきた需要予測手法としての，四

段階推定法は，長年の適用実績を元に，経験的なノウハウが蓄積されて実用的

な手法として確立している．四段階推定法の意義は，1950 年代における統計的

手法，情報処理技術，計算機の性能とコストの制約下で，交通需要の全体傾向

を捕らえる実用的な手法として機能してきた点にある． 
しかしながら，この四段階推定法に対しては，古くから，(1) モデルの基礎と
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なる因果関係が不明確であること，(2) モデルの同定に多くの判断が入り推定手

法も統計的検定を許すものとなっていないこと，(3) 四段階相互の変数間の整合

性が取れていないこと，(4) 交通サービス特性の影響が，トリップ発生や分布の

段階に十分に取り入れられていないこと，といった問題点が指摘されてきた(太
田, 1988)14)． 

また，第１章で述べた多様な交通政策に対する評価に対応し切れていない．

例えば，道路容量の拡大にともなう誘発交通の扱いは，きわめて不十分である．

また混雑料金の導入による手段の変更，目的地の変更行動などは考慮不十分で

ある．これらは，上述したモデルの技術的問題点のうち(3),(4)に原因がある． 
1970 年代から開発されてきた非集計行動モデルは，これらの問題点のいくつ

かを解消してきた．すなわち，ランダム効用理論に基づいた一貫性のあるモデ

ルが構築され，交通行動のさまざまな場面に適用されてきた．しかしながら，

このようなモデルの適用は，交通行動の一部に限られ，都市圏交通計画全体を

評価可能なものではなかった．特に，道路交通政策の評価では必須となる混雑

現象を扱うものではなかった．また，基本的にトリップベースのモデル化が行

われ，派生需要である交通の根源であるアクティビティについての扱いも不十

分であった． 
近年，Bowman and Ben-Akiva (2001)15)は，活動のスケジューリングに基づいた

交通需要モデルの一例を示している．また，Jovicic and Hansen (2003)16)は，コペ

ンハーゲンを対象とした発生レベルまでを Nested Logit 型で統合したモデルを

提示している．彼らのモデルはツアーを組み込んでいる点が優れている．ただ

し，混雑現象の上位モデルへの影響についてはフィードバックが考慮されてい

るのみで完全な整合性が保たれているわけではない． 
 
 

2.1.4 ミクロ行動ネットワーク交通流シミュレーション 

 
既存の需要分析手法における時間軸の欠如，トリップベースであること，ア

クティビティを考慮していないといった問題点を根本的に解決することを意図

して，1990 年代の後半からは，時間軸を考慮した一日の生活・交通行動を個人

単位で再現しようとするミクロ活動・交通行動シミュレーションが開発されて

きた．このシミュレーションは，計算機の能力向上もあいまって，動的な交通

流シミュレータとの組み合わせにより都市圏レベルでの適用計算もなされてい

る．ただし，このシステムは，現状では計算可能であることが示されているが，

モデル内部の変数の不整合性の問題，あるいは，中長期的な将来需要予測モデ

ルに用いる場合に，モデルで想定した多数の因果関係が将来も保持しうるかと
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いった点の検討が十分とはいえない． 
 

赤松(2002)17)は， 
少なくとも，長期・広域の交通計画のための分析が，詳細かつ大規模な BNS[ミクロ行動

ネットワーク交通流シミュレーション]によってなされるという未来は考え難い．さらに

比較的短期の交通管理・計画においても，広域ネットワークを対象とすると，(個人行動

を単位とする)大規模 BNS の有効性には，筆者は懐疑的である．(p. 30, [カッコ]内は筆者

が追記)  

と，このモデルの有効性に否定的な見解を示している．その理由として，1)モデ

ル推定に必要なデータ入手の困難性，2) 将来予測時の入力変数の設定可能性の

問題， 3) システムの不安定化の可能性，を挙げている． 
 
 
2.1.5 工学的に実用的なモデルの問題点 

 
工学的実用性を重視したモデルでは，アドホックな設定・ヒューリスティッ

クな解法が用いられることが多い．言い換えるならば， 
・ アドホック(ad hoc): 都合のいい, その場しのぎ的な設定 
・ ヒューリスティック(heuristic): 発見的な, 経験則的な，根拠のない解法 

である． 
交通配分モデルにおけるアドホックな設定としては，モデルの現状再現性が

高まるように，リンク QV(交通量-速度関係)式のパラメータや容量を変更する例

が挙げられる．このように設定された QV 式を用いた配分結果における OD 間所

要時間などの出力値の信頼性は低いものとなる． 
ヒューリスティックな設定としては，利用者均衡モデルの近似解法としての

分割配分法の利用が代表例である．この場合，分割回数に応じて結果が変化す

るなどの問題点が挙げられる． 
また，四段階推定法の段階間の不整合性を解消するためのフィードバック計

算も一種のヒューリスティックである．このフィードバックモデルの問題点と

して，古くから指摘されていたことは， 
・ フィードバックを繰り返しても収束する保証がない 

という点である．また 
・ 繰り返し回数によって結果が異なる可能性がある 

という言い方もされる．これは，分割配分の分割の回数に応じて結果が変化す

るのと同様である． 
ただ，収束の有無だけが問題であるならば，フィードバックを MSA(逐次平均
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法)でおこなえばよいだけのことである．この場合に残る本質的な問題は，フィ

ードバックが収束したとして，その収束値が意味する点である．すなわち， 
・ 収束値が求めるべき均衡値であるのかどうか判然としない 
また，フィードバックを前提としたモデル構築では 
・ モデル内部の理論的整合性がない 

という問題が生じやすい．これは，わかりやすい端的な例で説明すれは，手段

選択レベルと経路選択レベルで用いる時間価値が一致していない場合である． 
四段階推定法の簡易な改良モデルとして，各段階のモデルから得られるログ

サム変数をアクセシビリティの指標にして，フィードバックをかけるというア

プローチは近年良く見かけるが，その場合にも，上記のように段階間で時間価

値が一致していないことが多い．しかし，この考え方は，工学的実用性を重視

した段階選択モデルの思想から脱却しているといえない．これは，みかけ上，

Nested Logit モデルの考え方にしたがっているように見えるが，Pure な Nested 
Logit とはいえるものではない．この場合には，便益評価において，手段選択レ

ベルでの評価と，経路選択レベルでの評価とで違う結果が得られるという問題

点が生じる．少なくとも手段選択と経路選択が意思決定の同じ時間スパンで行

われていると考える場合は，手段選択と経路選択が同時に決定されると表現し

たモデルi)が利用されるべきで，この場合，モデル内部に含まれる時間価値は，

利用者クラス別に一意となる．18) 
厳密な理論整合性を保った場合，どの選択レベルで便益評価をおこなっても

等しい結果が得られることが，第４章で示される．また，工学的実用的なモデ

ルでは，規範的な分析を行うことが困難であるという問題がある． 
 

Boyce (2002)19)は，段階的推計法にもとづく予測手法の改良は，各段階の部分

的な改良のみを注視しがちで，そのフィードバックについても考え方が不明確

(ill-defined)で，非生産的(counterproductive)であると述べた上で，手法全体の革命

的(revolutionary)な改良が必要であるとしている．そして，四段階推定法の普及

以前に理論の構築がなされ，並行的な歴史を歩んできた統合型のモデルが，そ

れらの革命的手法の基礎となると述べている．この統合型モデルこそが，本研

究が採用するアプローチである． 
 
 

                                                 
i) なお，手段・経路選択 Nested Logit モデルは，同時選択モデルである．Nested 

Logit モデルを段階選択モデルと解釈するのは，第３章，第４章でも詳述する

が典型的な誤解である(北村，森川, 2002, p. 130)18)． 
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2.2 ネットワーク均衡モデル概説 

 
ネットワーク均衡モデルは，四段階推定法における配分段階における有用な

需要予測手法として，あるいは応用数学の興味深い問題として，数多くの研究

者の興味を引き，Wardrop (1952)20), Beckmann, et al. (1956)21)以来，半世紀で急速

な発展を遂げた．四段階推定法と統合モデルの歴史的経緯などは，Boyce (2002)19)

がまとめている． 
この分野の研究の発展経緯のレビューは数多い．日本語の文献としては，宮

城, 加藤(1984)22)，宮城 (1985)23)などを挙げることができる．海外では， Gartner 
(1980)24) ,25),  Friesz (1985)26), Boyce, et al. (1988)27)，Boyce (1998, 2002,2004)28),19),29)，

Boyce and Daskin (1997)30) などにも見られる．テキストとして Sheffi (1985)31), 
Oppenheim (1995)32 ), Bell and Iida (1997)33 ), Ortuzar and Willumsen (2001)34 ), 
Cascetta (2001)35),土木学会(1998, 2003)36),37)が挙げられる． 

近の例では，羽藤 (2002)38)，Prashker and Bekhor (2004)39)が，経路選択行動

を扱う固定需要型のネットワークモデルの近年の発展動向をレビューしている．

また，Boyce and Bar-Gera(2004)40)は，マルチクラス型の統合需要型ネットワーク

モデルについてまとめている．さらに，Boyce, Mahmassani and Nagurney (2004)41)

は，Beckmann, et al. (1956)21)が与えたインパクトと影響を回顧している．  
 
ネットワーク均衡モデルは，数多くの他の学問分野と同様に，まずきわめて

限定的な仮定に基づく単純なモデルが構築され，その仮定が緩和されていくと

いう発展経緯をたどっている．この経緯によって，体系的な研究分野としての

確立が行われ，モデル間の比較が容易となっている． 
本章では， 近の研究事例について，どの仮定の緩和を意図したものなのか

という視点で分類・整理しながら紹介することを試みる．特に，既存のレビュ

ーでは，あまり触れられてない点を中心に触れていく． 
なお，ネットワーク均衡分析における重要な研究課題である OD 推定法，動

的ネットワーク配分問題は，レビューの対象外であることを明記しておく． 
 

 
2.3 固定需要型利用者均衡モデル 

 
2.3.1 基本仮説と基本モデル 

 
利用者行動の仮説として，以下の仮定をおこう． 
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[1] すべての利用者は，ネットワーク上の各リンクの所要時間に関する完全な情

報を得ている (完全情報)． 
[2] すべての利用者は，常に， 短所要時間の経路を選択する(合理的利用者)． 
 
[1]，[2]の仮定より， 
 
[3] すべての利用者は同質である． 
[4] 利用者の経路選択基準は所要時間のみである． 
 
という暗黙の仮定も存在することになる．また 
 
[5] すべての利用者は，経路の選択行動のみを行う(固定需要)． 
 
という仮定も考えよう． 
 
パフォーマンス型の条件として， 
 
[6] 交通ネットワークは，グラフで表現される． 
[7] 対象地域は，均質なゾーンに分割される． 
[8] 利用者の移動は，発ゾーンのセントロイドから発し，着ゾーンのセントロイ

ドへ向かうと表現する． 
[9] リンク上の所要時間は，そのリンクの交通量のみの関数で表現される単調増

加関数である(分離型リンクコスト関数)． 
[10] システムは定常状態にある 
 
とする．以上に従うと，以下の暗黙の仮定も存在することになる．  
[11]  利用者の経路選択基準は，リンク単位の交通費用の線形和である(加算型経

路費用)． 
 
これらの利用者の行動とパフォーマンス条件の結果として，次のような利用者

均衡状態が実現する． 
 
どの利用者も，自分だけが経路を変更しても，自分の所要時間を短縮でき

ない状態 
 
すなわち， 
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Wardrop (1952)20)の第一原則(等時間原理) 
 
(各 OD ペアについて)利用されている経路の所要時間は皆等しく，利用されない

経路の所要時間は，それより大きいか，せいぜい等しい． 
 
という状態である．  
ここで，注意すべきなのは，Wardrop の第一原則を導くのに，[1]-[11]のきわめ

て限定的な仮定を設けたが，これらは，Wardrop 原則の十分条件であって必要条

件ではないということである．これは，利用者の完全情報仮説や合理的選択行

動仮説を緩和した場合でも，Wardrop 原則や，それにきわめて近い状態が存在し

うることを意味する．例えば，後に説明する確率的利用者均衡のフローパター

ンは，混雑が激しい場合，利用者均衡フローと類似した結果となることが知ら

れている (Sheffi and Powell, 1981)42)． 
 
以上の条件を数理的に記述していこう． 
交通ネットワークは，ノード集合 N および有向リンク集合 A からなるネット

ワークのグラフ表現 G(N,A)として表現されるものとする． 
ノード集合 N は，起点ノード集合 R，終点ノード集合 S と，それ以外の交差

点などを示すノード集合から構成される． 
このうち起点/終点ノードを特にセントロイドと呼ぶ．交通ネットワーク分析

は，通常，分析対象地域をゾーンに分割して行われ，セントロイドは，そのゾ

ーンの中心を表す． 
リンク集合は，実際の道路区間，鉄道区間，及びセントロイドから実際に存

在するリンクへの移動を表現するコネクターと呼ばれる仮想リンクから構成さ

れる．リンク集合 A の要素である各リンクは，a で区別する． 
このモデルにおいてトリップは，発ゾーンのセントロイドからコネクターを

経由して，実際のネットワークに入り，ネットワーク上のリンクを移動し，

終的にコネクターを経由して着ゾーンのセントロイドに到着するという表現が

なされる． 
人間の移動は発ゾーンから着ゾーンに向かうものを集計化して表現する．起

点セントロイド r が表現するゾーンから，終点セントロイド s が表現するゾーン

へ向かう OD トリップを rsq とする． rsq の行列表示が OD 表である． 
リンク aを通過するのに要する費用は，そのリンクの交通量 xaの関数であり，

ta(xa)と表記する．ta(xa)は単調増加関数と仮定する． 
OD ペア rs 間の k 番目経路の経路交通量を rs

kf とする． ,
rs
a kδ はリンク･経路接続

行列であり，リンク a が OD ペア rs の経路 k 上にあれば 1，そうでなければ 0
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をとるものとする． 
 
Wardrop 均衡条件を数学的に記せば， 

 0, , ,rs
k rsc u r s k− ≥ ∀  (2.1) 

 ( ) 0, , ,rs rs
k k rsf c u r s k− = ∀  (2.2) 

として表現される．ここで rs
kc は，OD ペア rs 間の経路 k の経路費用， rsu は，OD

ペア rs 間の 小経路費用とする．さらにフローの保存条件として 

 ,
, ,

,rs rs
a a k k

r s k
x f aδ= ∀∑  (2.3) 

 , ,rs
k rs

k
f q r s= ∀∑  (2.4) 

が成立し，フローの非負条件として 

 0, , ,rs
kf r s k≥ ∀  (2.5) 

 0,ax a≥ ∀  (2.6) 

パフォーマンス側の条件として， 

 , , , ,rs rs
k a a k

a
c t r s kδ= ∀∑  (2.7) 

 ( ),a a at t x a= ∀  (2.8) 
が成り立つ．  
 
以上の式(2.1)-(2.8)で表現される連立方程式・不等式系は以下の 適化問題と等

価であることがわかっている(丁寧な解説書として土木学会(2003)37)を参照)． 
 

 
0

min . ( ( )) ( )ax

a
a

Z t dω ω= ∑∫x f  (2.9) 

subject to ,
, ,

,rs rs
a a k k

r s k
x f aδ= ∀∑  (2.10) 

 , ,rs
k rs

k
f q r s= ∀∑  (2.11) 

 0, , ,rs
kf r s k≥ ∀  (2.12) 

 0,ax a≥ ∀  (2.13) 
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この 適化問題は，本研究のモデルの も基本となる問題である．モデルの

発展に伴い，この 適化問題に含まれる変数，目的関数や制約条件が変更，追

加されていくことになる． 
また，上記の問題の性質から，利用者均衡モデルは，リンク交通量の解は一

意であるが，経路交通量については，必ずしも一意ではないことがわかってい

る (e.g. Sheffi, 1985; 土木学会, 1998, 2003)31),36),37)． 
 
 
2.3.2 所要時間以外の経路選択基準の導入 

 
さて，仮定を緩和してモデルを拡張していくことを考えよう． 

いくつかの拡張方向があるが，利用者の経路選択基準が所要時間だけではない

場合を考えよう(仮定[4]の緩和)． 
例えば，対象道路網に有料道路が含まれる場合である．そして，経路選択基

準が所要時間と料金の 2 つである場合を考えよう．この場合，料金を時間評価

値により所要時間単位に変換し，一般化所要時間単位で考えればよい．ここで，

まず利用者は同質であるという仮定[3]は保持し，時間評価値は一定であるとし

よう．この場合，料金をリンク単位で表現できる場合，上記の 適化問題をそ

のまま利用できる．いままでの議論の中での「所要時間」を「一般化所要時間」

と置き換えればよい． 
 
 

2.3.2.1 ランプ間料金の表現 

 
料金単位をリンク単位で表現できるというのは，経路料金がリンク単位の料

金の線形和で表現できる場合(リンク加算(link-addictive)型)である．日本の高速自

動車道路のように，料金がターミナルチャージ+対距離料金部分となる場合や，

定額料金制度の場合は，これに該当する． 
しかしながら，一般に料金制度は，高速道路の場合ランプ間別に，鉄道の場

合は駅間別に定められることもある．このようなリンク非加算(non-addictive)型
の金銭費用についても，Yang, Zhang and Meng (2004)43)は，ランプ別の料金制度

を考えたモデルが，以下の 適化問題として定式化できることを示している． 
 

 
0

,

1min. ( ( )) ( )ax

a ij ij
a i j

Z t d p Xω ω
τ

= +∑ ∑∫x f  (2.14) 
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subject to ,
, ,

,rs rs
ij ij k k

r s k
X f ijδ= ∀∑  (2.15) 

and (2.10) - (2.13) 
 
ここで，時間評価値をτ ，ランプペア ij 間の料金を ijp ，交通量を ijX とする． 

,
rs
ij kδ は，OD ペア rs 間の経路 k がランプペア ij を通過するとき 1，それ以外のと

き 0 をとる．この問題のリンク単位の交通量の解は一意であるが，ランプ間の

交通量の解は，必ずしも一意ではないこと，ただし総料金収入 ij ijp X∑ は一意と

なることが示されている．そして経路列挙の必要のないアルゴリズムが提案さ

れている． 
 
2.3.2.2  非加算型経路費用モデル 

 
前項のランプ間料金の表現モデルは，加算型経路費用の仮定[11]を緩和するも

のである．これをさらに一般的に緩和したものを以下で紹介しよう．非加算型

の経路費用のモデルについて，Larsson, et al. (2002)44)は，経路費用が，次のよう

な時間単位で表現できる場合， 

 , ( )rs rs rs rs
k a a k k k

a
c t pδ ν= +∑  (2.16) 

モデルと等価な以下の 適化問題が存在することを示した． 

 
0

, ,
min . ( ( )) ( ) ( )ax rs rs rs

a k k k
a r s k

Z t d f pω ω ν= +∑ ∑∫x f  (2.17) 

subject to (2.10) - (2.13) 
ここで， rs

kp は，OD ペア rs 間の経路 k の金銭費用， (.)rs
kν は，OD ペア rs 間の経

路 k の金銭費用を所要時間単位に変換する関数である．この関数は，時間評価

値が非線形の場合にも適用できる．これらは，森川ら(2002)45)によって，実証的

に示された，所要時間の増加に対して時間価値は増加することを表現した時間

評価値関数の利用の可能性を意味する．このモデルは，高速道路を含むネット

ワーク上での配分精度を向上させるのに有用な可能性がある．ただし，このモ

デルの解法には，一般に経路の列挙が必要となる． 
なお，このモデルは，経路費用を式(2.16)で時間単位に設定した点がひとつの

ポイントである．経路費用を金銭単位で設定した場合，モデルと等価な 適化

問題は一般に構成できない．Gabriel and Bernstein (1997)46)，Lo and Chen (2000)47) 
は，この条件下のモデルを考察している． 
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2.3.3 多基準ネットワーク均衡モデル 

 
ネットワーク上の経路の選択行動において，利用者は，たいてい所要時間と

金銭費用の 2 つの基準を元に選択行動を行う．通常，この所要時間と金銭費用

のトレードオフは，時間評価値という指標で表現し，すべての利用者が一意の

時間評価値を持つという仮定のもとでの構築されるモデルが一般的である．し

かしながら，この時間価値には，利用者間で異質性が存在すると仮定するのが

自然である．また，所要時間，金銭費用のほかにも経路の景観，混雑の激しさ

など数多くの基準を元に利用者は選択行動をとり，それらの基準間重みは利用

者間で異なると考えられよう． 
多基準ネットワーク均衡モデル(multi-criteria network equilibrium model)は，こ

れらを明示的に考慮したネットワーク均衡モデルであり，仮定[4]を一般化した

ものである． 
Dial(1996, 1997, 2000) 48), 49), 50)は，2 基準の交通配分モデルについて，Leurent 

(1994, 1996, 1998) 51),52),53),54)は，特に時間価値の連続分布を考慮した時間と交通

費用の 2 基準の交通配分モデルについての考察を進めている．時間価値の異質

性を考慮したモデルは，Cantarella and Binetti (1998)55)などにも見られる． 
Nagurney and Dong (2002)56) は，これら多基準ネットワーク均衡モデルについ

ての研究を分類・整理している．分類基準は，モデルが扱う時間と費用を代表

とする対象とする基準(criteria)数，それらの基準がフローに応じて変化するか否

か (flow-dependent or not)，需要が固定型か変動型か，定式化が 適化問題アプ

ローチか，有限次元あるいは無限次元変分不等式(VI)か，アルゴリズムの構築の

有無，モデルの数理特性の精査の有無などである．その上で，より一般化した

モデルを構築し，数理特性，計算法を示している．具体的には，各基準の重み

が，利用者クラスによって変化するのみならず，リンクごとに変化する状況，

さらに非分離型の関数を含む一般的な需要関数を想定したモデルについて，有

限次元変分不等式を用いた解析を行っている． 
時間価値の異質性を考慮したモデルは，ロードプライシングの分析に有効で

あり，これらは 2.9.4 でも詳述する． 
 
 
2.3.4 マルチクラスモデル 

 
利用者は同質であるとの仮定[3]を緩和したモデルについてまとめる．利用者

の特性は，所得，トリップ目的，車種などで異なることは明白である．これら

を明示的に考慮した発展モデルがマルチクラスモデルである． 
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マルチクラスモデルは，2 つに大別される． 
a) 車両の違いを考慮するもの (車種別配分)． 
b) 車両は同一であるが行動基準が異なるもの． 

この違いによりモデルの複雑性は大きく異なる． 
 
 
2.3.4.1  車種の異質性 

 
同じ道路を走行する車両でも，小型自動車，大型貨物車などの車種の違いが

ある．これらの違いを表現するモデルとして，Dafermos (1972)57) は，車種別の

リンクコスト関数を設定し，リンクを車種の数に相当する単車種リンクに分解

し，同一リンクにおける車種間の相互干渉を単車種のリンク間の相互干渉に置

きかえ，リンク間に相互干渉のある均衡モデルとして定式化している．これは，

仮定[9]を緩和したものとなる．このような場合，一般に貨物車と自動車の場合

など，相互干渉が非対称となるため，等価な 適化問題は構成できず，解の一

意性，解法の収束性などは不明になる．ただ，緩和法による計算事例は多く，

(Mahmassani and Mouskos, 1988; 河上ら, 1991; 金子, 2001)58), 59), 60)いずれも収束

解が得られたと報告されている． 
ただ，モデルの一意性が保証されないことには変わりなく，政策感度などが

不安定になる恐れがある．これら，リンク間に相互干渉が非対称となる利用者

均衡モデルの定式化，解法などは土木学会(1998)36)に詳しいので，ここでは詳細

は省略する． 
車種間の相互干渉が対称とならない理由は，乗用車換算係数(PCU: Passenger 

Car Unit)が車種別に異なるためである．ここで，乗用車換算係数は，一般にリン

クの属性(勾配，沿道状況など)によって変化するものであるが，対象都市圏全域

で，車種ごとに一定であると仮定できるとする．すると，OD 表のレベルで，台

数ベースからPCUベースへの換算が可能となる．このPCUベースで配分すれば，

車種間の相互干渉は，対称となるため，モデルと等価な 適化問題が以下のよ

うに構成できる． 

 
0

min . ( ( )) ( )ax

a
a

Z t dω ω= ∑∫x f  (2.18) 

subject to 

 ,i
a a

i
x x a= ∀∑  (2.19a) 

 , ,
,

, ,

, ,i i rs i rs
a a k k

r s k

x f i aδ= ∀∑  (2.19b) 
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 , , , ,i rs i
k rs

k
f q i r s= ∀∑  (2.19c) 

 , 0, , , ,i rs
kf i r s k≥ ∀  (2.19d) 

 0, 0, ,i
a ax x i a≥ ≥ ∀  (2.19e) 

ここで，リンク a の車種(利用者クラス)i の PCU 単位の交通量を i
ax ，車種合計

の PCU 単位交通量を ax ，車種別 OD 交通量 i
rsq ，車種別経路交通量 ,i rs

kf ，車種別

リンク経路接続行列 ,
,

i rs
a kδ とする．この場合の問題点は，リンク交通量の合計値に

ついては，解の一意性が保証されるものの，車種別のリンク交通量の一意性が

保証されないことにある．この問題点に対しては，経路選択を確率化し，経路

交通量の一意性が保証されるようにモデルを変換するアプローチと，利用者均

衡解のうち も尤もらしい交通量を探し出すアプローチがある．前者について

は，吉田，原田(2002)61)の研究があるが，後述する確率的利用者均衡モデル(SUE)
における経路選択肢集合の設定法という，SUE の解法上の問題により政策感度

に問題が生じることがあることも報告されている．後者は，Larsson, et al. 
(2001)62)などの研究例がある． 
 
 
2.3.4.2  利用者属性の異質性 

 
時間価値の異質性に代表される利用者の行動選択に関する異質性を考えるこ

とは，前項よりは，簡単である．時間価値の異質性を考えるモデルとして時間

価値の分布を考慮した分析手法が数多く提案されている．それらのアプローチ

は次の 2 つに大別される． 
・ 離散型アプローチ  
・ 連続分布アプローチ 
前者の離散型アプローチは，時間価値の異なる複数の利用者クラスの存在を

想定し，各クラスにおいては，同一の時間価値を仮定する場合である．ネット

ワーク分析に限らず，高所得者，低所得者層といったセグメントを分けた分析

事例は数多くある．現実には連続分布をしている層を離散化することで，一つ

の近似手法となるが，各利用者クラスの影響をモデル出力結果で明示的に扱え

るという利点がある．このアプローチによる研究例は数多い．後者の連続分布

アプローチは，時間価値の連続分布をそのまま扱うモデルであり． Dial (1996, 
1997, 2000)48),49),50)，Leurent(1994, 1996, 1998) 51),52),53),54)が挙げられる．このアプロ

ーチは，2.3.3 のモデルに区分されることもある． 
前者の離散型アプローチのモデルにおいて，以下の等価な 適化問題が存在
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することを示したのは，おそらく van Vliet, et al. (1986)63)が初めてと思われる． 

 
0

, ,

min ( ( )) ( )ax i
a a a i

a i m a

Z t d p xω ω τ= +∑ ∑∫x f  (2.20) 

subject to (2.19)  
ここで，利用者クラス i のリンク a の交通量を i

ax ，利用者クラス i の時間価値を

iτ とする． 
一般化費用を時間単位に「正規化」することで，マルチクラス，多基準ネッ

トワーク均衡モデルを 適化問題として表現できることなる．これは，費用関

数が対称系になっているためである．具体的には，リンク a のクラス i の一般化

費用を i
ac とおくと，下記のように確認できる． 

 ( )i
a a a a ic t x p τ= +  (2.21) 

 ( ) ( ) ( )i
a a a a a a a a
j j j

a a a a a

c t x t x x t x
x x x x x

∂ ∂ ∂ ∂ ∂
= = =

∂ ∂ ∂ ∂ ∂
 (2.22) 

 , ,
i j
a a
j i

a a

c c
i j

x x
∂ ∂

= ∀
∂ ∂

 (2.23) 

この正規化は，所要時間と金銭という 2 つの基準の時のみならず，距離など 3
つ以上の基準の場合についても，所要時間以外の基準がフローに依存しなけれ

ば実行可能である． 
このモデルにおいても，式(2.18), (2.19)のモデルと同様にクラス別の交通量は

一意ではない． 
なお，このモデルと，2.3.2 で紹介したランプ間料金，非加算型経路費用モデ

ルは容易に統合できる． 
 
また，利用者の行動規範の異質性を表現するモデルとしては，ランダム効用

理論を用いて，[1]利用者の完全情報，[2]合理的選択行動に関する仮定を緩和し

た，次節で詳述する確率均衡配分モデルがある．このモデルは，[3]，[4]の仮定

を緩和しているとも解釈しうるものである． 
 
以上で紹介してきたモデルは，利用者均衡モデルにおける行動仮説について

の仮定を緩和するものであり，それらの相互関係は表-2.1 のようにまとめられる．  
確率的利用者均衡モデル，マルチクラス，多基準モデル，非加算型経路費用

モデルそれぞれを組み合わせたモデルも考えることができる．これらのモデル

は，通常の利用者均衡モデルよりも豊富な政策評価指標を出力しうるものであ

る．また，大規模ネットワークでも計算可能なモデルも多いため，実都市圏で

の適用における現状再現性向上にも有用であると考えられる． 
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表-2.1 利用者側の行動仮説の緩和を意図したモデルの相互関係 

 仮定 
確率的利用者

均衡モデル 

マルチクラス

モデル 
多基準モデル 

非加算型経路

費用モデル 

[1] 完全情報 ○ - - - 
[2] 合理的利用者 ○ - - - 
[3] 利用者の同質性 △ ○ △ - 
[4] 経路選択要因の限定(注) △ □ ○ □ 

[11] 加算型経路費用 - - - ○ 

 ○: 主にその仮定の緩和を目的としているモデル 

 △: その仮定を改良していると解釈できるモデル 

 □: その仮定の緩和の際に，その利用が有効となるモデル 

 
注) 経路選択基準が所要時間のみ，または単一の変換パラメータ(e.g.時間価値)を用いた一

般化費用に限定されること 

 
 
 
2.4 確率的利用者均衡モデル 

 
確率的利用者均衡モデルのサブモデルとしての経路選択モデルの仮定は，利

用者が認識している各経路の旅行時間は正確なひとつの値ではなく，確率的に

変動する誤差を含んでいるというものである． 
この経路選択モデルを，利用者均衡モデルの 短経路選択仮説[2]に代替させ

ると，以下の確率的利用者均衡状態が定義できる． 
 
どの利用者も経路を変更することで自分の旅行時間を短縮することはできな

いと信じている状態 
 
この利用者が信じている状態をどのように表現するかで，さまざまなモデル

化が可能となる． 
この確率的利用者均衡の概念は，Daganzo and Sheffi(1977)64)によって，構築さ

れ，Fisk(1980)65)らによる Logit 型確率的利用者均衡モデルの定式化を経た．こ

れらは，土木学会(1998)36)に詳しいが，本研究のモデルの比較のために有用であ

るため，以下に Logit 型確率的利用者均衡モデルと等価な 適化問題を記す． 
 

 
0

, ,

1min. ( ( )) ( ) ln /ax rs rs
a k k rs

a r s k

Z t d f f qω ω
θ

= +∑ ∑∫x f  (2.24) 

subject to (2.10) - (2.13) 
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ここで，θ は，経路選択に関する分散パラメータである．通常の利用者均衡モ

デルの目的関数(式(2.9))に経路交通量に関するエントロピー項が追加された形

式になる．確率的利用者均衡モデルの利点の一つは，経路交通量についても一

意の解を得られることにある(土木学会, 1998) 36)． 
 
 
2.4.1 確率的利用者均衡モデルの理論拡張 

 
確率的利用者均衡モデルの理論の拡張事例を紹介しよう． 
一般に利用者均衡配分モデルなどの交通需要予測法は，将来の交通状態の「平

均的状態」を記述する． も単純な記述法は，システムを確定的に捕らえる方

法である．確定的利用者均衡モデルはこの分類に属する．この記述法について，

確定的ではなく，安定的な確率分布を仮定して確率的なシステム状態を記述す

るというのは自然な発展である． 
このアプローチの先駆けは，おそらく，Mirchandani and Soroush (1987)66)によ

る研究である．中山ら(2002)67)は，利用者の確率的な行動によって生じる交通量

の確率分布を明示的に扱ったモデルを提案している．Watling(2002)68), 69), 70)は，

交通量と所要時間の確率分布の 2 次のモーメントまでを考慮したモデルを提示

している．この他にも，所要時間の変動を考えた配分モデルについては信頼性

の評価モデルを含めて膨大な既存研究(e.g. Yin and Ieda, 2001, 2002; Bell and 
Cassier, 2000; Bell and Iida, 2003)71), 72), 73), 74)が存在する．なお，上述の確率的利用

者均衡モデルは，利用者の認知の確率的記述を行っているが，リンク交通量，

リンク所要時間などシステム全体までを確率的に記述するものではない．通常

の確率的利用者均衡モデルの出力値は，確率分布の期待値であることが，土木

学会(1998, p. 74) 36)，Sheffi(1985, pp. 280-282)31) に詳述されている． 
また，Bell and Cassir (2002)75)は，混合戦略ナッシュ均衡を用いたリスク回避型

の利用者均衡モデルを提示している． 
 
 
2.4.2 確率的利用者均衡モデルの問題点とその解決策 

 
ここでは，理論的には完成されたとされる確率的利用者均衡モデルについて，

そのモデルを実都市に適用する際の問題点とその解決を意図した研究を整理し，

そのモデルの実用性を考察する． 
なお，確率的利用者均衡モデルのサブモデルと位置づけられるネットワーク

上の経路選択行動モデルについては，朝倉，羽藤(2000)76)，羽藤(2002)38)，Prashker 
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and Bekhor (2004)39)が詳しい．以下は，本研究のテーマである均衡分析との統合

と大規模都市圏ネットワークでの適用という問題意識を特に考慮に入れた再整

理を試みるものである． 
確率的利用者均衡モデルは，理論的に優れたモデルで，実用上も経路交通量

が一意に算出できるというメリットがあるにも関わらず，実務ではあまり多く

用いられていない．実務での適用上の問題点は，van Vuren (1994)77)なども報告し

ている．この問題は，以下のように整理できる． 
 
a) 経路選択肢集合の決定法 
b) 経路選択肢間の類似性の表現法 
c) 均衡解への収束が保証されたアルゴリズムの開発 
d) 目的関数における経路エントロピー項の効率的計算法 
e) 需要モデルと整合的な利用者便益指標の効率的計算法 
f) 経路選択モデルのパラメータ推定法 
 
a), b)は確率的配分にもちいるローディング(交通量負荷)アルゴリズム(言い換

えると確率的利用者均衡モデルのサブモデルとしての経路選択モデル)の問題，

c), d)は，それを均衡モデルに導入する際の問題点である． 
これらは，区別して考えなければいけない．これらの問題点に対しては個別

に解決法が提示されているが，これらすべてを解決できるような一般性/汎用性

と実用性を兼ね備えた枠組みは提示されていない．a)-e)について，関連文献を紹

介しながら以下に詳しく述べていく． 
なお，f)は，モデル構築とは，異質の問題であるので，詳しくは 2.7.3 で述べ

ることにする． 
 
 

2.4.2.1 経路選択肢集合の決定法 

 
a) の選択肢集合の決定問題は，古くからの研究課題である．ランダム効用理

論に基づく行動モデルでは，一般に利用者は，すべての選択肢から「利用可能

な選択肢集合(Choice Set)」を選別し，その中から「 も望ましい選択肢」を選

択すると仮定される．ネットワーク上の経路選択肢は膨大であり，それらから

何の基準で，どのような選択肢集合を決定すべきかは，難しい問題である． 
この問題に対して，Dial (1971)78)は，経路を列挙せずに交通量を負荷するアル

ゴリズムを開発した．のちに，そのアルゴリズムは， van Vliet (1981)79)によっ

て Logit モデルと等価であることが示された．このアルゴリズムは，経路選択肢
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を明示的に考慮せずとも(implicit に)，経路選択原則を満たすように交通量を配

分できることができることが 大のメリットである．ただし以下のような欠点

がある． 
 
i) 経路選択肢集合を有効経路(Efficient Pass)に限定することによって不自然・

非現実的なフローパターンを生成する可能性がある． 
ii) ネットワークのコーディングによって配分結果が異なる． 
iii) 経路選択肢集合の設定基準が，選択モデルの効用項(一般に経路の所要時

間)と等しいものに限定される． 
 
i), ii)は，実務上大きな問題である．特に ii)は，新規リンクの追加の政策を評

価する場合に，政策感度の点で問題を生じうる． 
iii)は，確率的ローディング・アルゴリズムとして，利用する場合には大きな

問題ではないが，確率均衡に用いる場合に大きな問題となり，後述する． 
この問題点に対するひとつの回答は，サイクリックな経路を含むすべての経

路選択肢集合を扱うというもので，そのモデルは Bell (1995)80)，Akamatsu 
(1996)81)によって示されている．しかしながら，このモデルは，過大なサイクリ

ック経路フローの生成の可能性，(後述する)IIA 問題の増幅の可能性が指摘され

ている．このサイクリックな経路を除去するような研究も行われている(Huang 
and Bell, 1998; 赤松，牧野, 1996)82), 83)が，実務的な有効性は限定的であろう．ま

た，Wong (1999)84)は，Bell(1995)80)のアルゴリズムが収束する条件を整理してい

る． 
 
 
2.4.2.2 経路選択肢の類似性の表現法 

 
Dial のアルゴリズムの前述した i)-iii)の問題については，経路選択肢集合を明

示的に列挙すれば，解決できる問題も少なくない．計算機の能力向上に伴って，

このアプローチも非現実的ではなくなりつつある．しかしながら，その場合も

b)経路選択肢の類似性の問題への対処が必要となる． 
も容易な Logit 型の経路選択モデルを用いた場合，ロジットモデルの IIA 特

性に起因して重複経路へ交通量を過大に負荷する問題は，古くから指摘されて

きた(Sheffi, 1985; 羽藤, 2002 ほか)31),38)．この問題に対する古くから提唱されて

きた解決策のひとつは，Probit 型のモデルの利用である．選択肢集合の誤差項が

リンク毎に独立な正規分布に従うとし，経路効用がリンク効用の線形和となる

場合の負荷モデルは，Monte Carlo 法によって比較的容易に計算できる． 
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この場合の問題点は，計算量が膨大になることと，統合モデルへの展開を考

えた場合に，通常，GEV 型のモデルの利用が多い目的地，手段などの選択モデ

ルと経路選択モデルの整合性を取りにくい点にある．  
なお，Maher and Hughes (1997)85)は，Probit 型確率均衡配分の効率解法のひと

つを提案している．ただ，そのモデルは Clark 近似に基づくものであり，その近

似の精度が問題となりえよう． 
Logit モデルの IIA 特性を緩和するモデルの研究は数多いが，GEV 型経路選択

モデルでは，Vovsha and Bekhor (1998)86)による Cross-Nested (Link-Nested) Logit
モデルの適用，Prashker and Bekhor (1998)87)，Bekhor and Prashker (1999)88)，Prashker 
and Bekhor (1999)89), Prashker and Bekhor (2000)90)による PCL,CNL モデルの研究

と確率均衡モデルへの発展，および Bekhor and Prashker (2001)91) による GNL 形

確率的利用者均衡モデルの定式化などがある．これらのモデル間の関連は，羽

藤(2002) 38)に詳しい． 
これらのうち，特に，ネットワーク上の特性を生かした Link-Nested 型のモデ

ルは，実務への応用が期待されるが，経路の列挙が必要になり大規模ネットワ

ーク上でのフィージビリティは検討の余地がある． 
また， 近では，Russo and Vitetta (2003)92)は，Cascetta, et al. (1996)93)による

C-Logit モデルをベースとし，経路列挙を回避した配分モデルを提示している． 
 
 
2.4.2.3 均衡解への収束が保証されたアルゴリズムの開発 

 
確率的利用者均衡配分のアルゴリズムとしては， MSA(逐次平均法)が古くか

ら知られており，この解法は，経路選択肢集合を固定すれば，厳密解に収束す

ることが証明されている(Powell and Sheffi, 1982)94)．ただし，収束は極めて緩慢

であることも知られている． 
経路選択肢集合を固定しない場合，厳密解への収束は保証されない．特に Dial

のアルゴリズムを用いた場合，経路選択肢集合の決定基準である経路所要時間

が変化することで，選択肢集合が計算途中で変化し，厳密解へ収束するとは限

らない．特に単純なネットワークでは振動をすることが報告されている．大規

模ネットワークで計算した場合，見かけ上，収束したように思える結果もある

が，この収束値が厳密解である保証はなく，政策感度などに影響を与えること

が少なくない． 
この Dial のアルゴリズムの問題点に対して，Leurent (1995, 1997)95), 96)は，経

路選択肢集合の生成基準をリンク距離などの flow-independent な指標を用いて

(stable set of efficient paths)，かつ経路を列挙しないでローディングが可能なアル
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ゴリズムを開発している．このアルゴリズムを前提にした場合，確率的利用者

均衡モデルが，MSA によって効率的に収束することを報告している．ただ，こ

の場合でも，本来流れるべき経路に流れないなどの不自然な結果となりうる．

これらに対しては，いったん，利用者均衡配分を実行し，その均衡リンクコス

トをもとに，経路選択肢集合を固定するという，アドホックな計算法もありう

るが， 終的な均衡解と経路選択肢集合の決定基準との間の不整合が生じえる

ため(Maher, 1998)97)，妥当な政策感度が得られるかどうかは定かではない． 
経路選択肢集合を固定すれば，厳密解に収束することは，MSA に限らない．

例えば，経路の列挙を前提とした場合でも，適切なアルゴリズムを用いれば，

それは，その前提に一致した解に収束する．経路を列挙したアルゴリズム

(Simplicial Decomposition 法)については，土木学会(1998, pp. 187-190)36)，Damberg, 
et al. (1996)98)に詳しいので，ここでは詳細は省略する．この解法の問題点につい

てのみふれると，経路列挙が前提となることで大規模ネットワーク上での実行

が困難になることと，近似解であるという点である． 
Maher (1998)97) は，Logit 型確率均衡モデルの Sheffi and Powell (1982)99)よるモ

デルの目的関数について，期待 小費用項がローディグアルゴリズム上で，簡

単に計算できること (2.4.2.5 参照)と，降下方向探索時に 2 次あるいは 3 次の内

挿法による近似を用いた効率解法を提示している．マルチクラス型プロビット

確率均衡モデルについて，Rosa and Maher (2002)100)は前提条件付共役勾配探索法 
(preconditioned conjugate gradient search) を用いたアルゴリズムを検討している．

これらについては，近似解法であることの影響の精査が必要となろう． 
 

2.4.2.4 目的関数における経路エントロピー項の効率的計算法 

 
Fisk(1980)65)型の確率的利用者均衡問題の目的関数，式(2.24)には，経路エント

ロピー項が含まれ，大規模ネットワークを前提とした場合，その計算は困難で

あった． 
この問題に対し，赤松ら (1991,1990)101), 102)，Akamatsu (1997)103)は，Logit 型

配分モデルについての以下のような経路エントロピーの分解定理を示し，この

項が起点別リンク交通量で表現できることを示した． 

 
, ,

ln / ln lnrs rs r r r r
k k rs ij ij ij ij

r s k r ij r j i i

f f q x x x x⎛ ⎞ ⎛ ⎞= − ⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑ ∑∑ ∑∑ ∑ ∑  (2.25) 

ここで， r
ijx は，起点 r から発したリンク(i→j)間のリンク交通量である．なお，

この定理は終点別のリンク交通量を用いても表現できる． 
ただし，この定理が成立するのは，経路選択モデルで Markov 性が成立する場

合のみである．この定理が成立するのは，MCA(Markov Chain Assignment)や Dial
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配分などに限られる． 
 
この分解定理は，効率的な均衡解の算出に有用となる．特に MSA では，目的

関数の評価を行わないが，この定理を用いて，リンク別交通量を用いた部分線

形化法も可能である(土木学会, 1998)36)．MCA を前提とするアルゴリズムを用い

た場合，MCA 自体に解が求まる条件が満たされれば (行列 W の収束条件が満た

されるネットワーク構造，パラメータ; 詳しくは 土木学会, 1998; Wong, 1999) 

36),84)，この分解定理を用いたアルゴリズムは，厳密解に収束する． 
ここで，注意するべきは，Dial 配分を前提とした場合である．Dial 配分は，

分解定理の前提となる Markov 性を満たすため，定理は成立するが，2.4.2.3 で述

べたように，アルゴリズム途中での経路選択肢集合が固定されないという別の

問題がある．したがって，残念ながら厳密解には収束しない．筆者の経験では，

Dial 配分を用いた部分線形化法は，きわめて早く収束してしまう．しかしなが

ら，この収束解は，厳密解である保証はまったく無く，政策感度に問題を生じ

させることが少なくない．この問題は，この計算法の開発当初から認識されて

はいた問題であるが，その当時想定されていた程度のトリビアルな問題ではな

いといえる． 
 
 

2.4.2.5 需要モデルと整合的な利用者便益指標の効率的計算法 

 
ロジットモデルを用いた場合，以下のログサム変数が需要モデルと整合的な

利用者便益指標であることが知られている(Williams, 1977)104)． 

 1 ln exp( ), ,rs
rs k

k
S c r s

θ
θ= − − ∀∑  (2.26) 

Srsは OD ペア rs 間の期待 小費用と呼ばれる．この式は，経路の列挙を前提

としたもので，大規模ネットワークで計算するのは容易ではない． 
Akamatsu (1997)103)の貢献は，ロジットモデルを用いた場合の整合的な利用者

便益指標であるログサム変数が大規模ネットワーク上でも計算可能であること

を示したことにもある． 
具体的には，Dial のアルゴリズムを用いた場合は以下のように計算できるこ

とを示した． 

 min
1 1ln exp( ) ln [ ], ,rs rs

rs k
k j J

S c c W j s r sθ
θ θ ∈

= − − = − → ∀∑ ∑  (2.27) 

ここで， min
rsc は，OD ペア rs 間の 小交通費用で，J は，着ノードに接続する

ノード集合，W は Dial のアルゴリズムで計算されるリンクウェイトである． 
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また，MCA(Markov Chain Assignment)の場合は，以下のように計算できる． 

 11 1{ ; ln exp( )} [ ]rs
rs rs k

k
S S cθ

θ θ
−= = − − = − −∑S ln I W  (2.28) 

ここで，I は単位行列，W は，MCA の計算過程で計算される重み行列(土木学

会, 1998) 36)，ln(z)はベクトル z の要素毎に対数をとったベクトルを与える演算子

とする． 
 
Leurent (1997)96)は，彼の開発した Logit 型ローディング解法(STOCH3)の場合

は，次のように計算できることを示した． 

 1 1ln exp( ) ln( ( ))rs
rs k N

k
S c W sθ

θ θ
= − − = −∑  (2.29) 

( )NW s は，STOCH3 の過程で計算される，ノードウェイトである． 
これらの式は，いずれも経路の列挙を必要としないものである．この指標は，

政策評価における利用者便益指標が容易に計算できるという価値のほかにも，

需要変動型モデルにおいて効率的な解法の構築に有用となるものである．  
なお，Maher (1998) も以下の式を示している．  

 1 1ln exp( ) ln( )rs
rs k rs

k
S c Wθ

θ θ
= − − = −∑  (2.30) 

ここで，起点ノード r からのノードウェイトは，以下である． 

 
( )

exp( )rj ri ij
i B j

W W cθ
∈

= −∑  (2.31) 

また， ( )B j は，ノード j の直前のノード集合， ijc はリンク(i, j)のリンクコスト

である． 
 
以上のように，Logit モデルを前提とした一部のアルゴリズムについては，需

要モデルと整合的な利用者便益指標の効率的計算法が存在する．しかしながら，

これらのアルゴリズムには，前述したように別個の問題が発生する．それらの

問題点により，上記の便益指標では，妥当な政策感度が得られないことが報告

されている(吉田, 原田, 2003)105)． 
一方，プロビット確率配分や，GEV 型のモデルを対象とした場合，モデルと

整合的な利用者便益指標の効率的計算法は，筆者が知る限り存在せず，特に現

実都市圏レベルでの評価は容易ではないと予想される． 
 

以上のように，確率的利用者均衡モデルは，理論的には古くから完成し，良

く知られたモデルであるが，いくつかの問題点が残されており，それらを同時

に解決できる枠組みは提示されていない．これらは，表-2.2 のようにまとめられ
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る．これらの問題より，確率的利用者均衡モデルは，現実の大規模都市圏での

適用においては，現状では，いまだ実用的とはいえないと判断される．ただし，

このモデルの将来的な発展性を否定しているわけではない．  
 
 

表-2.2 各種確率的利用者均衡モデルの特徴と問題点 

 

モデル 
STOCH 

Logit SUE 
MCA[1] Logit 

SUE 
STOCH3 

Logit SUE
SD[2]-base 
Logit SUE Probit SUE 

GNL[3] 
-SUE 

貢献者 

Dial 
(1971)78), 

Akamatsu 
(1997)103) 

Bell 
(1995)80),

Akamatsu
(1996)81) 

Leurent 
(1995, 

 1997)95),96)

Damberg, et 
al. (1996)98)

ほか 

 Daganzo 
and Sheffi  
(1977)64) 

 Prashker 
and Bekhor 

(1999,   
2001)89),91)

ほか 

a) 経路選択肢集合

の決定法 
implicit  
非 cycle 

implicit 
含 cycle 

implicit 
任意の基準

explicit implicit explicit 

b) 経路選択肢間の

類似性の表現法 × × × △ ○ ○ 

c) 均衡解への収束

が保証されたアルゴ

リズムの開発 
× ○ ○ × ○ ○ 

d) 目的関数におけ

る経路エントロピー

項の効率的計算法 
○ ○ ○ △ × × 

e) 需要モデルと整

合的な利用者便益指

標の効率的計算法 
○ ○ ○ △ × × 

その他の問題点など 

不自然な経

路抽出の可

能性あり 

過大なサイ

クリック経

路の発生の

可能性あり

不自然な経

路抽出の可

能性あり

計算負荷中,
必要とする

計算容量

が大 

計算負荷が

大きい 

計算負荷中,
必要とする

計算容量

が大 

注)  [1]: Markov Chain Assignment 
[2]: SD: Simplicial Decomposition 

 [3]: Generalized Nested Logit; この他，PCL, CNL モデルを含む 
 
2.5 需要変動型利用者均衡モデル 

 
利用者均衡モデルの仮定のうち  
[5] すべての利用者は，経路の選択行動のみを行う(固定需要)． 

を緩和するモデルが需要変動型利用者均衡モデルである．なお，このモデルは，

統合需要型モデルなどとも呼ばれる． 
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2.5.1 Beckmann モデル 

 
変動需要型のモデルの基本モデルは，Beckmann, et al. (1956)106)によるモデルで

ある．それは以下の 適化問題と等しい(土木学会, 1998; Sheffi, 1985) 36),31)． 

 1

0 0
,

min . ( ( ), ) ( ) ( )a rsx q

a rs
a r s

Z t d D dω ω ω ω−= −∑ ∑∫ ∫x f q  (2.32) 

subject to (2.10) - (2.13) 
 

1()rsD− は，OD ペア rs 間の逆需要関数である．この需要関数 ( )rs rsD c は，OD ペア

ごとに，その OD ペアの 小費用 rsc のみの連続な非負の関数であり， rsc の増加

に対して単調に減少すると仮定されている． 
 
OD 需要関数が，その OD ペアのみに依存するという仮定は，きついものであ

る．それを緩和するモデルの流れは，Fernandez and Friesz (1983)107)がまとめてい

る． 
分離不可能な変動需要関数と分離不可能なリンクコスト関数モデルを含む一

般的な需要変動型利用者均衡条件は，以下の変分不等式条件と等価であること

が，Dafermos (1982)108)によって示された． 
 1( *) ( *) ( ) ( *) 0, ,−⋅ − − ⋅ − ≥ ∀ ∈Ωt x x x D q q q x q  (2.33) 
ここで，Ωは，式(2.10) - (2.13)で表現される許容領域であり， “*”は，均衡解

を意味する記号である．この解が一意となる条件は，リンクコスト関数と需要

関数の負値が強い単調性を持つことである．もしくは，リンクコスト関数と需

要関数の負値のヤコビ行列が正値定符号行列となることである．なお，このモ

デルの需要固定の場合が，Smith (1979)109)によるモデルである．これら変分不等

式アプローチによる均衡モデルについては，土木学会 (1998)36)，Nagurney 
(1999)110)に詳しい． 

また，需要関数とリンクコスト関数のヤコビ行列が対称形の場合は，等価な

適化問題が構成可能で，目的関数は，次のような線積分を用いたものとなる 
(Fernandez and Friesz, 1983; 宮城, 1985)107),23)． 

 1

0 0
min . ( ) ( )Z d d−

→ →
= ⋅ − ⋅∫ ∫x q

t ω ω D ω ω  (2.34) 
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2.5.2 需要変動モデルの分類 

 
需要変動型の利用者均衡モデルの分類軸はいくつか存在する． 
 
a) 対象とする交通行動の範囲(トリップ発生の有無，目的地，手段，経路) 
b) 経路選択行動を確率的に扱うか，確定的に扱うか 
c) 利用者のクラス数 
d) 等価な 適化問題の存在有無 

 
a)の対象に応じて，目的地選択と経路選択を組み合わせた分布・配分統合モデ

ル，手段選択と経路選択を組み合わせた分担・配分統合モデルというようにな

る．c)のクラス数がひとつの場合のモデルについては，土木学会(1998) 36)に詳細

に記述されているので，ここでは詳細な説明は割愛する．そのなかでも，

Evans(1976)111)の二重制約型エントロピーモデルを用いた分布配分統合モデルは

有名であり，彼女が示した部分線形化アルゴリズムは，統合モデルの解法とし

て もよく利用されるものとなっている． 
 

土木学会(1998) 36)に触れられていない理論的な発展モデルとして，Oppenheim 
(1993)112)は，目的地での混雑を考慮した分布配分統合モデルを提案している．

近の理論の発展では，Cantarella (1997)113) は，不動点問題を用いた複数交通手段，

複数利用者クラスを考慮した変動需要型モデルを示している．また，以下で，

経路の途中での手段の変更を考慮したMixed modeモデルの発展について詳述し

よう． 
 
 
2.5.3 Mixed Mode ネットワーク均衡モデル 

 
手段と経路の選択を内生化した分担配分統合モデルの展開例をまとめておこ

う．経路の途中で手段の変更がある場合の複合モード選択を考慮したモデルの

原型は，Fernandez, et al. (1994)114)である．このモデルのアクセス手段選択を考慮

したモデルが宮城 , 水口  (1995)115)によって展開され，さらに，溝上 , 河内 
(2000)116)によって経路選択を確率化したNested Logit型のモデルにより一般化さ

れた．Wu and Lam (2003)117)は，ノンモータライズド交通も含めた交通手段と経

路選択のネットワーク統合モデルを変分不等式を用いて構築している． 
なお，P&R 型のモデルのような場合は，Nest Logit モデルをより一般化した

GEV 型のモデルも有効な場面もあろう(溝上, 2003)118)．研究例は見当たらないが，
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2.4.2.2で紹介した経路選択モデルのGEV型の発展型のモデルを用いたMixed モ
ード GEV 型ネットワーク均衡モデルへの展開も定式化は容易と思われる． 

わが国においては，高速道路転換率内生型モデルについての研究進展も進ん

でいる．松井, 藤田 (2000)119)，松井, 藤田 (2000)120)，藤田ら(2001)121)は，高速

道路と一般道の選択を分担配分統合モデルの一種として定式化し，実証的な成

果を挙げている． 
高速道路転換率モデルは，わが国で古くから時間比配分モデルの適合度が高

いことが知られていた．時間比配分モデルは，ランダム効用理論において，対

数線形型の効用関数を仮定したモデルに相当する．この対数線形型のモデルで

は，ネットワーク均衡モデルを構築する際に等価な 適化問題が構築しにくい

という問題があった．松井，藤田らのモデルは，通常の線形型効用関数による

ロジットモデルのパラメータを OD 間距離の変数とすることで，時間比配分型

のモデルにおいても，等価な 適化問題が構成可能であることを示し，実証的

にその有効性を確認したところに大きな貢献がある．これらのモデルは，時間

価値の異質性を考慮したものとも解釈できる． 
高速道路を含むネットワークに含むモデルとしては，単純に料金を時間評価

値により一般化所要時間に変換する料金抵抗法(一例として，河上，杉野, 1998)122)

と上記転換率内生化型モデルの 2 つのアプローチがある．河上，金森 (2002)123) 
は，料金抵抗法と高速転換率法を比較している． 
転換率式を組み込む意義は，モデルの操作性の向上による現状再現性の確保

のしやすさのほかに，高速道路の料金などの政策に対する多様な感度を表現可

能なモデルとなるという 2 つの側面がある． 
また，都市高速道路を含むネットワークのモデル化には，2.3.2.1 で紹介した

Yang, Zhang and Meng (2004)43)によるランプ間別料金を考慮したモデルも有効で

あろう．また，秋山ら(2004)124)による乗り継ぎ制を考慮したモデルも考慮にいれ

る価値がある． 
 
 

統合モデルの現実都市圏への適用を考えた場合，整理が必要な点がいくつか

ある．以下では，そのうち分布モデルのモデル形(片側制約型か両側制約型か)，
平均乗車人員の設定法， 適化問題の構成可能性，について整理しておこう． 
 
 
2.5.4 分布モデルの構造の扱い方 

 
分布・配分統合モデルには，発生集中交通量のいずれかのみを所与とする片
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側制約型のモデルと両者ともに与えられている両側制約(二重制約)型のモデル

に分けることができる．この両者の比較について，Sheffi (1985, p. 188)31)が述べ

ている考えを要約しておこう． 
 
両側制約型モデルが前提とする両側制約エントロピーモデルは，個々の利用者の行動集積

ではなく，物理学の重力モデルのアナロジーから導出されたもので，利用者の行動集積とし

てネットワークフローを考える，行動分析の研究者の中には，両側制約型のモデルは受け入

れがたく思う人もいる． 

発生制約型の片側制約モデルは，非勤務(non-work)目的のモデルに適当と考えられる．これ

は，発生地の選択は長期の行動変化によって決定されると考えられるためである．一方，勤

務目的のトリップは，発生地も到着地も長期の行動変化に基づくものであるため，両側制約

が望ましいと考える研究者もいる． 

また，モデルが評価しようとする交通政策によって，発生量，集中量の両方が変化しない

と考える場合には両側制約が，どちらかが変化すると考える場合には片側制約が望ましいと

いう考え方もある．(p.188, 筆者による要約) 

 
両側制約エントロピーモデルは，空間相互作用モデル( 近のレビューとして

Roy and Thill, 2004125)を参照)の一種であるが，利用者の行動モデルとの対応が必

ずしも明確ではないという問題が指摘できる．一方，片側制約型のエントロピ

ーモデルは，Logit 型の目的地選択モデルに他ならない．我が国の都市圏交通計

画の予測モデルには，古くから重力モデルが利用されてきたが， 近では，こ

の目的地選択モデル型の分布モデルの利用も見られる． 
 
両側制約型のモデルの場合は，利用者の行動理論に基づいたトリップ発生選

択レベルとの統合が容易ではないという問題がある．ただ，キャリブレーショ

ンが容易なのは，両側制約型のモデルという関係にある． 
以上のような関係は，表-2.3 のようにまとめられる． 

 
表-2.3 分布配分統合モデルの分類と特徴 

 
 両側制約型 片側制約型 

行動論的根拠 解釈は困難 目的地選択モデル 

パラメータの推定 容易 ゾーン数によっては困難 

既存の適用例が多いトリップ目的勤務-帰宅トリップ 非業務目的トリップ 

モデル構造 安定的 場合によっては不安定 

発生選択モデルとの統合 困難 容易 



 - 39 -

 
なお，片側制約を基本として，Yang and Meng (1998)126)のモデルのように，発

生制約と集中制約のクラスを分けてモデル化するというアプローチも存在する． 
 
本研究では，後述するようにトリップ発生選択とも統合したモデルを構築す

るために，片側制約型のモデルを採用する． 
 
 
2.5.5 平均乗車人員と時間価値の異質性の扱い方 

 
実都市圏への適用を考えた場合，特に分担・配分を統合したモデルにおいて

は，平均乗車人員の設定法は重要である．この設定によっては，モデルと等価

な 適化問題の構築可能性に影響を与える．また，手段ごとに時間価値が異な

ることがありうる．これらの設定と等価な 適化問題への変換可能性の関係は

表-2.4 のようにまとめられる． 
 

表-2.4 ネットワーク統合モデルの 適化問題への変換可能性の整理 

 

  自動車ネットワークのみ混雑 
手段別に分離した混雑 
(e.g. 自動車と鉄道) 

  
手段毎 

同一の VOT 
手段別 VOT 

手段毎同一の
VOT 

手段別 VOT

VOC=1 可能 可能 

可能  
本論文第３章 
円山ら(2002) 

可能 

単一利用

者クラス 

VOC≠1 

可能
Abrahamsson and 

Lundqvist 
(1999)127) 

可能 可能 可能 

クラス別
VOT 

可能 van Vliet, et 
al (1986)63) 

可能 

可能  
本論文第４章 
円山ら(2003) 

不可能 
マルチ 
クラス 

クラス別
VOC 

可能 可能 不可能 不可能 

 
クラス別
VOT,VOC 

可能 
可能 Boyce and 

Bar-Gera 
(2003)128) 

不可能 不可能 

注) VOT: Value of Time, 時間価値 
   VOC: Vehicle Occupancy, 平均乗車人員 
   「不可能」とは一般のネットワークでの変換可能性であり，変換可能性を完全に排除するも

のことを意味しない．特殊な事例では，変換可能なこともありえる． 
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単一クラスのモデルの場合，費用単位を金銭単位と置くことで，通常の条件

下では， 適化問題への変換可能性は問題ない． 
 
Abrahamsson and Lundqvist (1999)127)のモデルでは，都市圏全域で，乗車人員を

均一に与えている．この場合は， 適化問題をわずかに変更することで対応で

きる．一般に，都市圏全域で均一に与える場合は，手段間に相互干渉がないモ

デルであれば，手段別に平均乗車人員を設定することは問題ない． 
Boyce and Bar-Gera (2003)128)は，利用者のクラス別，手段別に平均乗車人員，

時間価値が変化した場合の 適化問題を示している．このモデルでは，公共交

通に混雑が発生しない設定になっているのがポイントである．一般に，混雑が

生じるのが 1 手段のみの場合は，クラス別の平均乗車人員の設定は可能である

が，2 手段以上に混雑が発生すると， 適化問題の構成は困難になるという関係

にある． 
 
なお，平均乗車人員は，利用者の相乗り行動で変化しうるものである．だた，

この行動をネットワーク均衡モデルの枠内で整合的にモデル化した研究は，筆

者の知る限りでは見当たらない． 
 
 
2.6 アルゴリズムの拡張 

 
ネットワーク均衡モデルのアルゴリズムは，Patriksson (1994)129)，土木学会

(1998) 36)にまとめられている． 近の開発動向は，Patriksson (2004)130)が詳しい． 
固定需要型のネットワーク均衡モデルでは，Frank-Wolfe 法が，統合需要型の

モデルでは，Evans 型の部分線形化法がもっとも良く用いられる解法である．両

方のアルゴリズムとも，計算の初期段階においては，比較的効率的であるが，

厳密な 適解への収束性は非常に緩慢であることが知られている．この問題点

の改良のために，打ち切り二次計画法，Simplicial Decomposition 法などがあり，

土木学会(1998) 36)にまとめられている．Frank-Wolfe 法の改良方法については，

Lee and Nie (2001)131), Chen (2001)132)が考察を進めている． 
これ以降の重要な発展として，Bar-Gera (2002)133)，Bar-Gera and Boyce (2002)134)

による起点別の準ニュートン型のアルゴリズムが挙げられる．彼らは，現実の

大規模なネットワークにおいても厳密解を求めることができることを報告して

いる． Boyce, Ralevic-Dekic and Bar-Gera (2003)135)は，このアルゴリズムを用い

て，実務において厳密解を求めることの必要性を考察している．Bar-Gera and 
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Boyce (2003)136)は，このアルゴリズムを統合型モデルに応用している． 
リンク間の相互干渉が非対称となるモデルは，一般に解の安定性，一意性が

保証されない．これらの問題に対しては，緩和法による解法がしばし利用され

ている．内田ら (2002)137)は，この種のモデルのもつ解の信頼性を検証している． 
 
 
2.7 パラメータの推定 

 
以上は，ネットワーク均衡モデルの理論，数理特性，計算法についてまとめ

たものである．現実の都市圏に適用する際には，モデルに含まれるパラメータ

の設定法が重要となる．以下，それらパラメータの推定法についてレビューし，

考え方をまとめる． 
 
 
2.7.1 道路のリンクコスト関数 

 
道路のリンクコスト関数は，一般に以下の BPR 型が用いられることが多い． 

 0[1 ( / ) ]car car car
a a a at t x Q βα= +  (2.35) 

ここで， 0
at :自由走行時間, car

aQ :交通容量である． 
わが国における道路の交通量配分に用いるリンクコスト関数の推定事例とし

て，代表的なものは溝上ら (1989)138)，松井, 山田 (1998)139)，八木, 溝上 (2000)140)，

吉田, 原田 (2002)141)が挙げられる． 近の推定事例は，道路交通センサスのデ

ータを用いたものが多い． 
西谷，朝倉，柏谷 (1991)142)は，BPR 関数のパラメータ ,α β が均衡配分結果に

及ぼす影響について，分散分析を用いて検討している．この結果，交通量や所

要時間といった評価指標に対して， ,α β は，それぞれ異なった影響を与えるこ

とを明らかにしている． 
リンクコスト関数の推定に関しては，自由走行時間に関する信号交差点密度，

沿道状況の影響を表現するパラメータと，容量制約を表現する ,α β は，性質，

配分モデルにおける役割が異なるものであり，それらを考慮した推定法の開発

が今後望まれると筆者は考える．パラメータによって実測データから推定可能

なもの，そもそもできないもの，推定することが望ましくないものがあると思

われる．さまざまなデータソースを適切に使い分けた推定が望ましいと考える．

また，パラメータ推定時と配分時については，交通容量の設定法の整合性を取

る必要がある． 
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朝倉 (1994)143) は，リンクコスト関数の設定とアウトプットの精度評価につい

ての留意点をまとめている．Boyce, et al. (1981) 144)は，リンクコスト関数の違い

の配分結果への影響を精査している． 
 
 
2.7.2 鉄道の混雑不効用関数 

 
鉄道の混雑不効用関数は，鉄道車内の混雑による乗客の不効用を表現する．

現時点での我が国におけるこの関数の公式なものは，マニュアル145)に掲載され

ている，折れ線型の式であるが，その式の元になっているのは，いわゆる家田

式として知られた，志田ら (1989)146)の論文の値である．この論文では，利用者

均衡モデルの逆推定の考え方で，パラメータを求めている．そのほかにも，美

谷ら(1987)147)では，乗車位置選択行動から，パラメータの推定もされている．以

上は，土木系の研究事例であるが，経済系の研究事例では，山鹿，八田 (2000, 
2003)148), 149)が家賃関数から推定するアプローチを示している． 
このほかには，Lam, et al. (1999)150)は，香港における LRT の混雑パフォーマン

スを表現するモデルを提示している．岩倉ら(2000)151)は，運行本数と駅乗降者数

によって変動する各列車の表定速度を表現可能な鉄道のリンクコスト関数を推

定している．岩倉らの関数は，鉄道サービスの供給レベルを規定する関数で，

サービスのパフォーマンスを規定する他の関数とは異なることに注意が必要で

ある． 
 
 
2.7.3 経路選択モデルのパラメータ 

 
非集計行動モデルを用いた経路選択モデルの研究は，膨大であり，ここでは，

レビューの対象としない．朝倉，羽藤(2000)76)，羽藤(2002)38)，Ben-akiva and 
Bierlaire (2003)152)などを参照されたい． 

 
非 IIA 型の経路選択モデルのパラメータ推定については，鉄道経路選択に関す

る Yai, et al. (1998)153)による構造化プロビットモデルが，理論的にも優れており，

東京都市圏鉄道ネットワークの評価についての実務での利用の実績を持ってい

る． 
道路ネットワークに対してのLogit型確率的利用者均衡配分のパラメータθの

推定については，溝上, 松井 (1993)154)の研究がある． 
Yang, Meng and Bell (2001)155) は，OD 表とθの同時推定法を示している．彼ら
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は，SQP (Succcessive Quadratic-Programming)法 を用いた推定法を利用した．た

だし，観測値，推定値についての統計的性質については示していない．この問

題に対して，Lo and Chan (2003)156)は，観測値の統計的分布に基づく尤度関数を

設定した手法を提案している．彼らは，OD 交通量，リンク交通量の確率分布を

規定する分散共分散行列は，外生的に与えて，それを用いた 尤推定法を提案

している． 
一方，中山，高山 (2003)157)は，システム全体を確率的に記述するモデルを構

築し，そのモデルから得られる分散共分散行列を用いたパラメータ推定法を提

案している． 
 
 
2.7.4 統合需要モデルのパラメータ 

 
統合型のモデルは，一般に需要固定型のモデルよりも多くのパラメータが含

まれ，それをどのように推定するかという問題がある． 
 

Boyce and Zhang (1997)158)は，ネットワーク統合均衡モデルのパラメータのキ

ャリブレーション法を，次のようにまとめている． 
1. 他の事例の値を転用する 
2. 関連制約条件式の制約乗数として求める． 
3. 統計的推定 

 
2.の例としては，Boyce, et al. (1983)159) の Dispersion-constrained モデル，Wilson 

(1967)160), Anas (1988)161)の Entropy-maximizing モデルがあり，統合モデルの等価

適化問題に付加した制約条件の双対変数としてパラメータを推定するもので

ある．これらは，Oppenheim (1995)32)にも詳しい． 
 

近の研究は，3.のアプローチをとるものが多い(Boyce and Zhang, 1998; 
Abrahamsson and Lundqvist, 1999; Boyce and Bar-Gera, 2003)162), 127),128)．この場合は，

収束の保証されたアルゴリズムの開発が課題となる． 
 
溝上, 竹隈 (2003)163)は，上位問題を観測交通量とモデル推定値の残差平方和

小化，下位問題を各種ネットワーク均衡モデルとおいた MPEC を，非線形感

度分析を用いて逆問題的に解く方法を示している． 
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2.8 ネットワーク分析の応用技術 

 
ネットワーク均衡モデルを拡張したモデル，分析手法を整理する． 

 
2.8.1 モデル化要素の拡大 

 
ネットワーク均衡モデルにおけるモデル化要素を拡大する研究は，数多い．

Lam and Yin (2001)164), Lam and Huang (2002)165), Lam and Huang (2003)166)は，ネッ

トワーク配分モデルと活動選択との統合を試みている．Nagurney and Dong 
(2002)167) は，手段選択に情報通信の代替案を導入したネットワーク均衡モデル

を提案している．溝上, 亀山 (1998)168)は，分布・配分統合型ネットワーク均衡

モデルを用いた観光地の容量推定法を提案している．Oppenheim (1993)169)は，人

流と物流を統合したネットワーク均衡モデルの一例を提示している． 
 
 
2.8.2 トランジット配分モデル 

 
バス，LRT や鉄道など運行軌道が定められているトランジット(Transit)の配分

モデルについての研究も進められている．これらの発展経緯などは de Cea and 
Fernandez (2000)170)に詳しい． 
トランジットにおける Wardrop 均衡モデルの構築は，de Cea and Fernandez 

(1993)171)，Wu, et al. (1994)172)による．Lam, et al. (1999)173)は，トランジット配分

を確率的利用者均衡モデルとして拡張している．Lam, et al. (2002)174)は，容量制

約型のトランジット配分モデルにおいて，運行頻度を内生化している．Lo, et al. 
(2003)175)は，多手段交通機関における乗換えと非線形の運賃制度のモデル化を提

示している．トランジットモデリングの 近の専門書としては，Lam and Bell 
(2002)176)が挙げられる．この他，時刻表を組み込んだモデルなど，モデルをより

詳細化しようとする研究も数多く見られる． 
 
 
2.8.3 情報提供の評価モデル 

 
ネ ッ ト ワ ー ク 均 衡 分 析 を 用 い た ITS(Intelligent Transport Systems) ，

ATIS(Advanced Traveler Information System) ， VICS(Vehicle Information and 
Communication System) などの情報提供の評価モデルに関する研究も数多い． 

Yang (1998)177)は，ATIS の普及率と情報利用に関する多種流ネットワーク均衡
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モデルのパラメトリック数理 適化法による均衡計算モデルを示した．Yang and 
Meng (2001)178)は，このモデルを普及率の増加を考慮するように拡張している．

また，Yin and Yang (2003)179)は，このモデルを，情報に従うかどうか(compliance)
も含めた拡張モデルを提示している． 
溝上，本田 (2002)180)は，Yang (1998)177)のモデルを，VICS 利用の選択行動も

内生化した拡張モデルを提示している．溝上，竹隈 (2003)181)は，このモデルを

用いた情報提供効果の便益計測を実都市圏で試算している． 
Yang (1999)182)は，情報提供と 適課金の組み合わせで総所要時間が 小化さ

れるシステム 適状態が実現することを利用した分析を示している． 
Yang and Zhang (2002)183)は，交通情報利用の有無を区別した乗用車と公共交通

の選択行動を時間価値の異質性を考慮しながら考察している．Huang, Lam and 
Chan (2003)184)は，情報利用の有無で利用者を区別したマルチクラス活動，目的

地，経路選択ネットワーク均衡モデルを示している． 
 
これらのモデルは，いずれも静的なネットワーク均衡を前提としたものであ

り，情報提供効果に関する動学的な要素は捨象されておりその点で限界はあろ

う．ただし，day-to-day に提供情報を参照することで得られる効用に関する一種

のベンチマーク的な評価値を与えており，また現実都市圏への計算可能性も高

いという特徴があり，それらを生かした適用が望まれる． 
 
 
2.8.4 容量制約型利用者均衡配分モデル 

 
通常の静的利用者均衡問題に対する式(2.9)の等価 適化問題の制約条件に容

量制約を追加し，その制約条件に対応するラグランジュ乗数が待ち行列時間に

等しくなるとする分析も数多い．古くは，井上(1986)185)，Patriksson(1994)186)，

Ferrari(1995)187)，Bell (1995)188)，Yang and Bell(1997)189)，Yang and Huang(1998)190)

などに見受けられる．Cheng, Iida and Uno (2002)191)は，容量制約型利用者均衡モ

デルへの準ニュートン法の適用を検討している．容量制約型利用者均衡モデル

についての 近の研究例は，Nie, Zhang and Lee (2004)192)がある． 
 
しかしながら，これらの手法は，渋滞の遅延時間が交通流との特性とは無関

係に決定されており，実際の渋滞現象との対応が不明確であるという問題点が

指摘されている．交通渋滞は，需要交通量が交通容量を上回る時に発生するが，

このモデルでは，リンク内交通量がボトルネック容量と等しくかつ一定である

場合にも渋滞が発生することになる．また 1 時間帯での静的モデルであるため
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に，渋滞の時間的進展メカニズムを内生できていない． 
 
2.8.5 時間帯別配分モデル 

 
時間帯別配分モデルは，時間帯内では静的配分と同様に定常状態を仮定し，

時間帯間では，動的配分と同様に状態変化を仮定する． 
時間帯間の状態変化は，時間帯内に終点に到着できなかった残留交通量によ

って表現される．よって，時間帯別配分モデルでは，時間帯の終端時刻におけ

るこの残留交通量の扱いが重要な部分となる．OD 修正法 (藤田，松井，溝上， 
1988)193)は，経路上の各リンクにおける残留交通を平均化し，OD 表のレベルで

修正を行う方法である． OD 交通量レベルの修正では，各リンクでの渋滞を表

現できないという限界があるが，実用的な方法といえよう．OD 修正法による時

間帯別配分モデルは宮城, 牧村 (1991)194) の研究もある． 
リンク修正法 193)は，リンク交通量レベルでの修正を行っているが，修正後の

等時間原則を満たすことが難しくなっている．均衡リンク法(藤田, 山本, 松井, 
1989)195)は，修正後も等時間原則が満たされるように変分不等式によりリンク修

正法を改良したものである．藤田ら(1989)195)は，渋滞を考慮したリンクコスト関

数を設定し，均衡リンク修正法によりリンクでの渋滞表現を試みている．しか

し，待ち行列台数が明示的な内生変数とされていないコスト関数の設定には疑

問が残るとされる 196)．赤松ら(1998)196)は，この問題を解消するコスト関数を用

いて，リンクでの渋滞と時間帯別の弾性需要を内生化したモデルを提案し，変

分不等式問題として定式化している．このモデルは，固定需要問題の場合，

Frank-Wolfe 法を用いた通常の利用者均衡問題におけるコスト関数を多少修正す

るだけで実行可能である．赤松ら(1998)196)と同様に，残留待ち行列を考慮した時

間帯別モデルの試みとしては，Lam, et al. (1999)197)，Lam and Zhang (2000)198)が

挙げられる． 
 
 
2.8.6 非線形感度分析 

 
非線形感度分析(Sensitivity Analysis)とは，モデルに含まれるパラメータや入力

変数の変化等に対して，モデルの解がどのように変化するかを，計算しなおす

ことなしに解析する手法である．このような解析は，シミュレーション・モデ

ルでは不可能であり，数理モデルの持つ利点の一つである． 
ネットワーク均衡モデルに対する非線形感度分析(Sensitivity Analysis)は，需要

固定型利用者均衡モデルに対する Tobin and Friesz (1988)199)，需要変動型に対し
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ての Yang (1997)200)の貢献がある． 近では，ロジット型確率的均衡モデル(Ying 
and Miyagi, 2001)201)，プロビット型確率的利用者均衡での解析例(Clark and 
Watling, 2000, 2002)202), 203)がみられる．Leurent (1998)204)は，2 基準ネットワーク

均衡モデルに対する非線形感度分析と誤差分析法を示している．さらに， 近

の研究としては，Patriksson and Rockafellar (2003)205)，Patriksson(2004)206)がある． 
 
 
2.8.7 MPEC アプローチ 

 
ネットワーク均衡分析を，広く都市交通政策の評価に利用していくことを目

的とした研究も数多い．上位問題を交通政策モデル，下位問題をネットワーク

均衡モデルとした均衡制約つき 適化構造となる問題で，一般に MPEC 
(Mathematical Programming with Equilibrium Constraints)として知られている． 
 

MPEC の一種と位置づけられるネットワークデザイン(network design)問題の

レビューとしては，古くは朝倉 (1988)207)があり， 近のものでは Yang and Bell 
(1998)208)がある． Luo, et al. (1996)209), MPEC 研究会 (2003)210)は，この問題の専

門書である．なお，ネットワークデザイン問題のうち，料金設定，課金位置を

定める問題については，2.9 でも触れる． 
Tam and Lam (2000)211)は，道路容量と駐車場空間の制約下での 大乗用車保有

を求める問題について，下位問題を分布配分統合モデル，上位問題を乗用車保

有の 大化とおいた 2 段階 適化モデルとして解析している．Patriksson and 
Rockafellar (2002)212) は，2 段階 適化問題による交通管理計画を論じている．

Meng and Yang (2002)213)は，ネットワークデザイン問題において，便益の分布と

公平性についての制約を付加した場合について解析している． 
Yang and Meng (1998)214)は，待ち行列を考慮した出発時刻，経路選択と混雑料

金の関係を考察している．Ferrari (1995)215)や Yang and Bell (1997)216) は，交通量

を制約する手段として課金政策を用いる場合の交通の制約とプライシングとネ

ットワーク均衡の関係を考察している．Ferrari (1996)217)は，これらのモデルにつ

いて，自動車と公共交通の 2 手段ネットワークの場合について解析，評価をし

ている． 
赤松, 宮脇 (1995)218)は，利用者均衡条件下のネットワーク 大容量問題を論

じている．Yang, Bell and Meng (2000)219)は，分布配分統合モデルを用いた赤松，

宮脇(1995)218)の発展モデルを示している．赤松, 半田 (1997)220)は，赤松, 半田 
(1996)221)の交通・住居立地統合均衡モデルを用いた許容オフィス容量問題を解析

している． 
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ネットワーク均衡問題を下位問題とした MPEC の解法として，2.8.6 で紹介し

た非線形感度分析が有効とされ，これを利用した政策分析例は数多い．Yang and 
Yagar (1994)222) は，高速道路の交通量制御問題，Yang(1995)223) は，OD 交通量

推定問題に利用している．また，Yang (1997)224) は道路ネットワーク設計問題や

適料金設定問題など，下位問題の解である交通需要が変化した時，上位問題

の消費者余剰や総走行費用の変化を予測するのに，Miyagi and Suzuki (1996)225)，

鈴木(2002)226)は，上位問題をラムゼイ価格基準による社会的厚生の 大化，下位

問題を機関分担・配分統合モデルとした問題の計算手法に非線形感度分析を適

用している．適用例は，このほか，Yin and Ieda (2002)72)にも見られる．  
 
Yang and Meng (2000)227)は，BOT 型の民間企業による有料道路事業における課

金額と容量の選択について，利益 大化解と社会的余剰 大化解などの比較の

数値実験を示している．Yang and Meng (2002)228)は，このモデルを用いて，一般

ネットワークでも Morhring の定理が成立することを示している．Morhring の定

理(Mohring and Harwitz, 1962)229)とは，道路料金と道路容量の関係についての定

理で，以下の条件下において 適混雑税の課徴により 適な道路整備水準を実

現できることを示すものである(解説書として例えば，Small, 1992)230)． 
(1) 容量は連続的に変化可能 
(2) 建設費は，規模に関して一次同時(constant return to scale) 
(3) トリップ費用関数が，交通量/容量に対してゼロ次同次 

これに従えば， 適混雑料金収入が固定費(道路の償却費+支払い利子) を上回

る場合，道路規模を拡充し，下回る場合は道路規模を縮小するという政策判断

基準が導ける． 
 
Yang and Bell (2001)231)は，Transportation Research Part B の 2 段階 適化問題の

特集号で，今後の課題として，(1) 実ネットワークでの適用との比較，(2) 問題

の非凸性や局所 適解の存在の影響の精査，(3) 大局的な 適解を効率的に求め

る解法の開発，を挙げている． 
一般的な MPEC は，大域的な解を求めることが困難であり，モデルの対象が

大規模になるほどフレームが極めて複雑になる．その結果，現時点では，扱わ

れているネットワークが極めて単純であることも少なくない．また，分析結果

も数値計算にとどまることも多く，現実の大規模都市圏での政策分析に利用可

能な，一般的で有用な政策知見が得られているとは限らないように思われる． 
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2.9 ロードプライシング  

 
ここでは，第５章，第６章の政策分析対象となるロードプライシングに関し

て，広範囲な視点からのレビューを行っておく 
ロードプライシングは，近年都市交通政策の現実的な代替案となりつつある．

ノルウェーのトールリング，ロンドン中心部でのエリアプライシング，フラン

スの一部の高速道路でのピーク時課金，カリフォルニアSR-91でのValue Pricing，
トロント近郊高速道路での適用，シンガポール中心部での実施，日本での環境

ロードプライシング，首都高の夜間割引実験など，定義によっては，すべてロ

ードプライシングに含まれるものである．太田(2003)232)などを参考にされたい． 
ロードプライシングに関する研究は，経済学，交通計画，交通工学，地域科

学，OR，土木計画学など多分野にわたる．学術雑誌の特集だけでも，Button 
(1986)233)，Small (1992)234), Paulley (2002)235), 山田(2004)236)が挙げられる．専門書

として Johansson and Mattsson (1995)237)，Button and Verhoef (1998)238)がある．交

通混雑と混雑課金のまとまったレビューとしては，Lindsey and Verhoef (2001)239)

が挙げられる．和書では，山田(2001)240)がある．本節では，山田 (2001)240)に詳

述されている点は割愛しながら， 近の研究動向を中心にレビューする． 
 

ロードプライシングに関する研究は，いくつかの分類軸がある．Huang, Li and 
Kaku (2003)241)は，ファーストベストとセカンドベスト( 適課金と次善課金)，
静的と動的(static vs. dynamic)，利用者のクラスが単一か複数かで分類しながらレ

ビューしている．このほかにも， 
・ 対象とする空間の広がり: 単一リンク，2 リンク，平行(parallel)ネットワー

ク，一般ネットワーク 
・ 理論的モデルと実証的モデル 
・ 利用者の行動分析に主眼をおいたものと規範的な分析に主眼をおくもの 
・ ロードプライシングの目的: 混雑緩和，道路投資 

などでも分類されよう． 
本節では， 適課金(2.9.1)，セカンドベスト課金(2.9.2)，動的分析(2.9.3) 利用

者の異質性(2.9.4), 政策評価例(2.9.5), 適用上の問題点(2.9.6)の流れでレビュー

する． 
 

2.9.1 最適課金 

 
Pigue (1920)242), Walters (1961)243)以来の限界費用原理に基づく 適課金理論は，
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ネットワーク分析にも応用され，成果が挙げられてきた． 
 

2.9.1.1 ネットワークを考慮した最適課金 

 
Beckmann (1965)244)，Dafermos and Sparrow (1971)245)によって，固定需要型分離

型リンクコスト関数を用いた利用者均衡配分で，各リンクに限界費用課金を課

すことで，総所要時間が 小になるシステム 適配分が達成されることが示さ

れた．この理論は，Dafermos (1973)246)により複数利用者クラスの場合に拡張さ

れ，Smith (1979)247は，非分離型リンクコスト関数・需要関数の場合でも，一定

の条件下で，その理論が適用できることを示した．Beckmann 型の需要変動型利

用者均衡モデルの場合においても，全リンクへの限界費用課金が Gartner 
(1980)248)，Yang and Huang (1998)249)らによって社会的余剰を 大にする課金であ

ることが示されている． 
以上は，経路選択が確定的なモデルであるが，確率均衡配分モデルの元での

適混雑料金については，赤松，桑原(1988)250)，Akamatsu and Kuwahara(1989)251)

による研究がある．彼らのモデルの目的関数は総走行時間の 小化を基本とし

たものであり，その場合に適用できる限界費用原理の拡張式を示した．Smith, et 
al. (1994)252)も，同様な考察を行っている． 

これらの研究に対して，Yang (1999)253)は，利用者の確率的選択モデルと，総

所要時間の指標の不整合性を指摘し，Fisk (1980)65)型のロジット確率均衡モデル

においても，モデルと整合的な純経済便益の 大化を目的関数とした場合，通

常の限界費用原理が 適混雑料金となることを示した． 
以上のモデルは，単一の手段を対象としてものであったが， 近，Bellei, et 

al.(2002)254)は，以上の議論をさらに一般化して，利用者の行動モデルが複数の利

用者クラスで構成されたランダム効用理論に従う任意のモデルで，リンクコス

ト関数が相互干渉を表現する場合も含めた 適課金について，不動点問題を用

いた議論を展開している．そして， 適化の目的関数を，行動モデルと整合的

な利用者余剰と料金収入の和とおいた場合，限界費用原理が 適課金解の必要

条件を満たす解の一つであることを証明している．円山ら(2003)255)は，特に上記

のモデルのうち，複数交通手段を考慮した Nested Logit 型の確率的利用者均衡モ

デルについて限界費用課金が 適課金であることを平易に証明している．この

モデルは，第５章で詳述されるii)．また，Yang, Meng and Hau (2004)256)は，同様

なモデルの 適課金について，代表的個人の直接効用関数を用いた分析を示し

                                                 
ii) 円山ら(2003)255)のモデルは，Bellei, et al.(2002)254)の特殊例に過ぎないともいえ

るが，著者らは，Bellei, et al.(2002)254)の研究の存在を知らずに，この論文の草

稿(円山ら, 2002)を投稿していたことを付記しておきたい． 
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ている． 
 

2.9.1.2 最適課金の徴収法 

 
前節で，ネットワークで考えた場合においても全リンクへの限界費用課金が

モデルと整合的な社会的余剰を 大化する 適課金であることが示された．し

かしながら，全リンクへの限界費用課金は，社会的余剰を 大化する課金の十

分条件であるが，必要条件とは限らない．すなわち，全リンクへの限界費用課

金以外の課金策でも社会的余剰を 大化する課金方式もありうる． 
この観点から Hearn and Ramana (1998)257), Hearn and Yildirim (2002)258)や Dial 

(1999, 2000) 259), 260)らは，社会的余剰の 大化を満たした課金解集合から課金収

入が 小化されるもの，課金位置数を 小化するものなど，別の基準をも同時

に満たす解の算出法について分析している． 
 
 

2.9.2 セカンドベスト課金 

 
以上の 適課金は，ネットワーク上での全リンクでの料金徴収を前提とした

もので，実行は，現実的ではない．そこで，ネットワーク上での一部のリンク

のみでの徴収を前提としたセカンドベスト課金についての研究も盛んに行われ

ている． 
 
 

2.9.2.1 単純なネットワーク対象 

 
課金リンクと非課金リンクの存在を仮定した 2 リンクネットワークを対象に

した議論では，動的なモデルでの Braid (1996)261)，静的モデルでの Verhoef, 
Nijkamp and Rietveld (1996)262)，Liu and McDonald (1998)263) Liu and McDonald 
(1999)264) が挙げられる． 
 

線上都市におけるロードプライシング政策と Park &Ride 政策を議論してい

る研究としては，竹隈, 溝上 (2002)265)，Wang, Yang and Lindsey (2004)266)が挙げ

られる． 
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2.9.2.2 一般のネットワーク対象 

 
Verhoef (2002)267),268)は，一般的なネットワークを対象にしたセカンドベスト課

金の計算法について考察している．このモデルを用いて，May, et al. (2002) 269),270)

は，仮想的なネットワークにおけるコードン課金のパフォーマンスを比較して

いる． 
Santos (2002)271)は，通常のコードン課金と二重コードンの効果を比較している． 

Mun, et al. (2003)272)は，単一中心都市モデルを用いて 適コードン課金を議論し

ている． Yang, Zhang and Huang (2002)273), Zhang and Yang (2004)274)は，コードン

課金の位置と課金額を決定する 2 段階 適モデルの定式化と解法を示している． 
 

このほか，May and Milne (2000)275)は，コードン方式，距離方式，所要時間方

式，混雑応答式などのさまざまなセカンドベスト課金の結果を比較している．

野杁, 秋山(2001)276)，Akiyama and Noiri (2003)277), 秋山, 奥嶋 (2003)278)は，遺伝

的アルゴリズムを用いたゾーン別料金設定について考察している． 
ネットワークデザイン問題において，計画変数を課金額とするネットワーク

料金設定問題(network toll design problem)の研究も多い．Yang and Lam (1996)279)，

Yang and Bell (1997)216)は，2.8.6 で述べた非線形感度分析を用いた分析を進めて

いる．Yang and Zhang (2002)280)は，次善のネットワーク料金設定問題(network toll 
design problem)に，さまざまな公平性の制約を導入した． 
 
 
2.9.3 動的分析 

 
渋滞現象は，静的なモデルで表現するのは本来適切とはいいがたい．この問

題に対しては，Vickrey (1969)281)以来のボトルネックモデルを用いたモデルが有

効である． 
静的な分析の問題点と限界は，桑原(2003)282) によって明快に整理されている．

特に，桑原(2002)283)は「ボトルネック容量がいっぱいに使われている状態では，

時刻 t の動的限界費用は，自由旅行時間と時刻 t 以降の渋滞継続時間の和に等

しくなる」ことを示した． 
動的な分析は， 近，経済学者によっても行われているが(Verhoef, 2001; Small 

and Chu, 2003; Verhoef, 2003)284),285),286) 桑原(2002)283)ほど明快な結論を導けてい

る研究はないように思われる． 
日本における 近の研究では，赤松ら (1999)287)は，始業時刻選択に関する動

的な均衡条件を基に通勤不効用を 小にする始業時刻分布を導いている．吉村，
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奥村ら(2002, 2003)288), 289), 290)は，始業時刻変更による業務活動の効率低下の影響

を考慮した通勤・始業分布，および手段の分担を考慮できるモデルを用いた分

析を行っている．Huang (2000, 2001)291), 292)は，ボトルネックモデルにおける競

合公共交通機関を考慮した Tabuchi (1993)293)のモデルを発展させた分析を行っ

ている． 
ただ，これらのモデルは，いずれも単一リンク，あるいは極端に単純なネッ

トワークを対象としており，本研究の対象とする都市圏レベルの分析には不向

きである． 
なお，秋山ら (1999)294)は，渋滞シミュレーションを用いた混雑料金の設定法

を考察している． 
 
 
2.9.4 利用者の異質性 

 
2.9.4.1 時間価値の異質性 

 
利用者均衡配分モデルにおいて各リンクに限界費用原理を適用することで，

総走行時間を 小化するシステム 適配分が達成できることは，2.9.1.1 でも示

したように，よく知られている．利用者の時間価値に異質性が存在している場

合この関係はどのように変化するのであろうか． 
 

Yang and Huang (2004)295)，Yin and Yang (2004)296)は，時間価値の異質性を離散

的に扱う場合について興味深い議論を示している．これについて多少詳しく紹

介しよう． 
まず，システム 適配分の目的関数を，金銭単位の総所要時間の 小化とお

いた場合を考える． 

 min . ( ) i
i a a a

a A i
t x xβ

∈
∑∑  (2.36) 

subject to (2.19)  
ここで， 

iβ :  利用者クラス i の平均時間価値 

ax :  リンク a の利用者クラス合計の交通量 
i
ax :  リンク a の利用者クラス i の交通量 

1

i
a a

i

x x
=

⎛ ⎞=⎜ ⎟
⎝ ⎠
∑  

( )a at x : リンク a のリンクコスト関数 (リンク a の交通量総量のみに依存) 
である． 
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この場合の， 適課金解の一つは， 

 
( ) ,

i
SO a a a
a i a

i a a

x d t xx a A
x d x

τ β
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

= ∈⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠
∑  (2.37) 

であり，この課金額はクラスによらず一定であることが示されている．
1

i
a

i
i a

x
x

β
=
∑

とは，リンク a の利用者の時間価値の期待値であり，通常の限界費用課金を自

然に拡張したものとなっている．文(1993)297)は，同様な考察を 1OD ペア，n リ

ンクから構成されるパラレルネットワークを対象に行っていたが，その考察を

一般ネットワークに拡張したものである． 
以上は，時間価値の分布を離散的に扱った場合であったが，連続分布で扱っ

た場合にも同様な議論が展開される．Dial (1999)298),299)は，この連続分布型の時

間価値モデルを用いた場合の 適混雑課金を議論している．総知覚時間費用の

小化を目的関数とする． 
 min . ( )a a a

a A
u t x

∈
∑  (2.38) 

 ( )a aB
u x dβ β β= ∫  (2.39) 

ここで， 

au : リンク a における時間価値 β の一次モーメント 
( )ax β : リンク a の時間価値 β である利用者数． 

ax : リンク a の総利用者数． ( )( )a aB
x x dβ β= ∫  

( )a at x :リンク a のリンクコスト関数 (リンク a の交通量総量のみに依存) 
である． 
このときの 適課金解の一つが， 

 
( ) ,SO a a

a a
a

d t xu a A
d x

τ = ∈  (2.40) 

であることが示されている．すなわち限界費用の社会的要素の期待値が 適課

金となる．この課金も利用者間で同一なものである．この Dial (1999)298),299)のモ

デルは，OD ペアごとに異なる時間価値分布をしていても良い． 
以上のモデルからは，利用者に異質性が存在しても，利用者によらない課金

制度，言い換えると無名性を満たす料金制度で 適課金が可能であることが示

されている．これに関連して，Arnott and Kraus(1998)300)は，一般的な混雑の動学

モデルを用いて，課金額が時間変動可能で，金銭単位の目的関数を用いる場合，

利用者に異質性が存在しても，無名性を満たす 適課金が可能であることを証

明している． 
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また，井料，桑原(2001)301)は，単一ボトルネックを対象とした出発時刻選択問

題において時間価値の個人差を考慮した議論を展開している．Yang, Kong and 
Meng(2001)302)は，バスサービスの競争市場モデルにおける利用者の時間価値の

分布を考慮した場合の分析を，Yang, et al. (2002)303)は，Yang and Meng (2000, 
2001)227),228)の BOT 評価モデルについて，利用者の時間価値の異質性を考えた場

合の結果の変化を考察している．Kawamura (2000, 2003)304),305)は，トラック運転

手の時間評価値の分布を推定し，その分布を用いて混雑課金のもたらす便益に

ついて分析している．  
 
 

2.9.4.2 時間単位の計測 

 
さて，前項の金銭単位の総所要時間の 小化とは，言い換えれば，金銭単位

社会的余剰の 大化であり，利用者の所得の限界効用がすべて等しいことを暗

黙に仮定している．これは，高時間価値利用者層における時間節約を低時間価

値利用者層の時間節約よりも高く評価することを意味する．これは，公平性の

観点から問題が生じることが指摘されている．この点について，時間単位の社

会的余剰の 大化の 適課金を考えてみよう．この場合利用者の時間の限界効

用がすべて等しいことを仮定することになる．時間節約の社会的価値を全利用

者で等しく評価することを意味する． 

Mayet and Hansen (2000)306)は，2 リンクを対象とした議論で，時間価値が分布

している場合，混雑料金政策の目的関数である社会的厚生関数が時間単位で計

測されるか，金銭単位で計測されるか，料金収入を便益に含めるか否かで様々

な料金設定となることを明らかにしている． 
さらにネットワークを明示した議論を行っている Yang and Huang(2004)295)を

引き続き紹介しよう．前節では，金銭単位の総所要時間の 小化を考えたが，

時間単位の総費用時間の 小化を考える． 

 min . ( ) ( )i
a a a a a a

a A i a A

x t x x t x
∈ ∈

⎧ ⎫=⎨ ⎬
⎩ ⎭

∑∑ ∑  (2.41) 

subject to (2.19) 
この場合の， 適課金解の一つは， 

 ,
( )

,SO a a
a i i a

a

d t x
x a A

d x
τ β= ∈  (2.42) 

であり，この場合は，クラス別に時間価値に比例して課金額が変化することに

なる．もちろん，このような料金制度は現実には不可能である．この問題に対

し，Yang and Huang(2004) 295)は，無名性を満たす料金制度を探す線形計画問題を
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定式化し，単純なネットワークでの数値計算例を示している． 
 
 
2.9.4.3 製品差別化 

 
経済学の視点からは，利用者の異質性に伴う製品差別化(Product Differentiation, 

例えば，ヴァリアン, 2000; p.390)307)に着目した研究も少なくない．Small and Yan 
(2001)308)，Verhoef and Small (2004)309)は，道路管理者の収入 大化料金と社会厚

生 大化料金の差を，利用者の異質性を考慮した製品差別化によって緩和でき

ることを示している． 
 
 
2.9.4.4 異質性を考慮したモデルの展開例 

 
Teubel (2000)310)は，利用者の異質性を考えた Small (1983)311)のモデルを基に混

雑課金政策の厚生分析を実証的に進めている． 
Chen and Bernstein (2004)312)ネットワーク課金設定問題について複数ユーザク

ラスの場合の拡張を示すとともに，いくつかの仮定を設けることで，この 2 段

階の問題が，1 段階の非線形 適化問題に置き換えることができることを示した． 
 
 
2.9.5 ロードプライシングの政策評価例 

 
2.9.5.1 行動モデルを用いた分析 

 
ロードプライシング実施時の行動分析についての研究も膨大に存在する．

2000 年以降の代表的な論文を中心に以下に挙げていこう． 
Brownstone, et al. (2003)313) は，San Diego の I-15 混雑課金プロジェクト際の

RP データを用いて旅行時間節約に対する支払い意思を分析している．Bhat and 
Castelar (2002)314)は，Mixed Logit モデルによる RP-SP 統合型モデルを San 
Francisco Bay Bridge の料金変化などの政策分析に利用している．Lam and Small 
(2001)315) は，Orange County, California の SR91 (State Route 91)における課金プロ

ジェクトのデータから，時間評価値と信頼性価値を計測している．同じプロジ

ェクトを対象に Yan, Small and Sullivan (2002)316)は，経路，時刻，相乗りの選択

行動を分析している．また，Lam (2004)317)は，Lam (2000)318) のスケジューリン

グと経路選択を考慮したモデルを用いて，一部のレーンのみが課金される
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Value-pricing プロジェクトは，スケジューリングの便益も発生させることを明

らかにした．Value-pricing プロジェクトの経済効率性を計測するため，Liu and 
McDonald (1998)263), Small and Yan (2001)308), Verhoef and Small (2004)309) は，単純

な需要関数を用いたシミュレーション分析を行っている． 
章ら(2000)319)は，鎌倉 TDM 実験におけるアンケート調査に基づきロードプラ

イシング導入時の手段選択を Nested Logit モデルを用いて分析している．

Yamamoto, et al. (2000)320)は，SP データを用いて時間配分，時刻，経路の選択行

動を分析している． 
 
 
2.9.5.2 実都市圏でのシミュレーション分析 

 
都市圏レベルで，ロードプライシングの政策分析をシナリオ分析的に行った

研究は数多い． 近の例では，松村ら (2001)321)，東京都(2001)322)，円山(2001) 323), 
Maruyama, et al. (2002)324)，Santos (2000)325)，金子(2001)326などが挙げられる．こ

れらについては，シナリオ分析であるために，結果に必ずしも一般性が無い点

が指摘できよう． 
 
 
2.9.5.3 適用の展開例 

 
Huang, Yang and Bell (2000)327)，Yang and Huang (1999)328) カープーリングと

HOV レーンの経済分析を進めている． 
また，Shepherd (2002)329)は，Edinburgh 都市圏において 適な限界費用課金と

他の課金制度を比較している． 
 
 
2.9.6 ロードプライシングの適用上の問題点の分析 

 
2.9.6.1 需要関数の推定 

 
混雑課金の設定において， Walters (1961)243)は，その当時から需要関数の推定

の重要性を指摘していたが，その推定は困難とされる．この問題について Li 
(1999, 2002)330), 331)は，速度-交通量関係と一般化費用(時間価値)の情報さえあれ

ば，需要関数の正確な値は必ずしも必要ないことを主張し，それの主張を踏ま

え，Yang, Meng and Lee (2004)332)は，需要関数が不明な場合にも， 適課金を試
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行錯誤的に求める MSA(逐次平均法)による収束解法を提示している．  
 
 
2.9.6.2 パレート改善混雑課金 

 
混雑料金の導入は，利用者の一般化交通費用(移動時間と料金を含む時間的・

金銭的費用の和)を増大させる．このことが混雑料金の受容性を低める一因とな

っている．この問題については，課金収入の還元で対応するという考えが一般

的であった．しかし，還元を前提とせずともすべての利用者の一般化交通費用

を減少させることができる課金方式(パレート改善混雑課金)についての研究も

進んでいる． 
Daganzo (1995)333), Daganzo and Gracia (2000)334)は，課金と割当(rationing)制の組

み合わせによるパレート改善混雑課金について単一ボトルネックを対象に分析

している．早崎，赤松(2003)335)は，Daganzo モデルの一般のネットワーク上での

経路選択行動を対象にした分析フレームを提示している．Nakamura and 
Kockelman (2002)336)は，San Francisco Bay Bridge を対象に Daganzo(1995)333)モデ

ルの実証研究を試みている． 
Verhoef, Nijkamp and Rietveld (1997)337)は，交易可能な許可証 (tradable permit; 

see e.g. Raux, 2004)338)を用いた方法を考察している． 
 
 
2.9.6.3 分配インパクト 

 
Santos and Rojey (2004)339)は，ロードプライシングの分配インパクトについて，

Santos, et al. (2001)340) のモデルを利用して，逆進的にも，累進的にもなりうるこ

とを示している．ロードプライシングの潜在的な逆進性については，Small 
(1983)311)などを数多くの研究があるが，それらは，Santos and Rojey (2004)339)の

参考文献，及び第６章におけるレビューを参考にされたい． 
 
 
2.9.6.4 地域経済へのインパクト 

 
ロードプライシングへの反対意見として，課金の効果の疑問視と経済インパ

クトへの不安は頻繁に挙げられるものである．効果は，課金システム，課金額

に大きく依存し，また，地域経済へのインパクトは，事前に予測することは非

常に難しいためである． 
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具体的に，混雑課金が搬送コストと 終価格の増加をもたらし，買物トリッ

プの費用を引き上げ，可処分所得を引き下げ，業務が停滞することが危惧され

る．ただ，Whitehead (2002)341) は，課金収入の担保契約(hypothecation)に基づく

課金は，都心部の業務パフォーマンスを改善しうることを示している．また,ロ
ンドンのエリアプライシングでは，経済インパクト，政策の逆進性などへのモ

ニタリングが周到に準備されている． 
 

関連して，Boyce and Mattsson (1999)342)は，都市道路ネットワーク上での 適

課金について居住地選択と関連付けて考察している．また，Eliasson and Mattsson 
(2001)343)は，ロードプライシングの土地利用，世帯立地への影響を分析している．

結果として，それらへの影響は，交通量，手段の変更，トリップ長への影響と

比較すると小さいことが示されている． 
 
 
2.9.6.5 受容性の心理構造分析 

 
ロードプライシングの受容性についても膨大な研究が存在する (Schade and 

Schlag, 2003; Goodwin, 1989; Jones, 1991; Marcucci, 2001; Verhoef, Nijkamp and 
Rietveld, 1997; Schade and Schlag, 2003; Oberholzer-Gee and Weck-Hannemann 2002; 
Lave, 1994) 344), 345), 346), 347), 348), 349), 350), 351)． 
課金の受容意識の心理構造についての分析については，国内では，新田ら 

(1995)352)，新田ら (1996)353)，藤井，Garling and Jakobsson (2001)354)が挙げられる．

近では，Fujii, et al. (2004)355)が受容意識について，日本，台湾，スウェーデン

の国際比較を報告している． 
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2.10 道路投資による誘発交通の分析 

 
ここでは，本研究の第４章で詳細に検討する道路投資による誘発交通に関す

る論点について，広範囲な視点から既存研究のレビューを行っておく．まず，

2.10.1 で誘発交通をめぐるさまざまな言説を紹介しながら，基本的な事項をまと

める．2.10.2 では，既存の研究を分類しながらレビューし，その中でも特に誘発

交通の分析において重要な観点となる交通需要の弾力性について，その考え方，

推定事例を 2.10.3 で整理する．2.10.4 では，交通市場以外の市場変化に伴う誘発

交通を考慮することを試みる土地利用・交通モデルなどの関連分野の研究動向

をレビューする． 
 

 
2.10.1 誘発交通概論 

 
道路投資に関わる誘発交通の問題について，Goodwin (2003)356)は，「交通政策

の意図しない効果(Unintended effects of policies)」の一例として次のようにまとめ

ている． 
 
交通流の速度向上と環境改善による便益の発生を意図した，特にバイパスなどの道路建設

が，政策の意図しない効果として，今まで存在しなかった交通を呼び起こし，ほとんど，

あるいは全く速度は改善せず，環境負荷も増大してしまう問題．(p. 604)  

 
そして，この問題に対して，誘発交通は存在するという証拠としては落ち着

いており，広く受け入れられているが，完全に受け入れられているわけではな

い，とも述べている． 
 

以下，Goodwin (2003)356)に従って，述べていこう．誘発交通の問題については，

膨大な実証研究があるが，その始まりは，英国政府の幹線道路評価常設諮問委

員会による検討(SACTRA, 1994)357)である．この要点は，Transportation (1996)の
特集号にまとめられている．欧州における実証研究は，欧州交通大臣会議(ECMT, 
1998)358)でまとめられ，米国の研究は，Noland and Lem (2002)359)がまとめている．

これらから利用可能な証拠は，折衷的な(eclectic)ところがあり，ひとつの手法が

支配的でもないが，それらの多くは，集計時系列データに基づくか，事前・事

後(before-and-after)調査によるものである． 
一般に，コードンラインによって定義される道路網において，交通量を台キ
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ロ単位で計測すれば，SACTRA は，10%の速度の増加が，結局 5%から 10%の交

通量の増加につながる，としている．また，建設から 1 年後の改善された区間

における交通量は，予測値よりも 10%以上増加し，迂回経路の交通量は予測値

よりも 16%増加していると述べている．もちろん予測誤差は誘発交通の影響の

みではないことに留意すべきである． 
誘発交通は短期よりも長期において増加するとされ，イギリスでは，経験的

に短期では 10％，長期では 20％が誘発交通となると言われている．ただし，こ

の数値は変動しうるもので，対象となる政策に依存する．また，この値は，経

済評価に影響を与えるに十分な値と言われている． 
 

Goodwin (2003)360)は，「交通行動を変化させるのはどの程度容易か?」という文

脈でも誘発交通の議論を展開している．Mogridge (1997)361)は，道路を整備する

と手段の転換にともなう公共交通の需要減少によって，公共交通の運行頻度な

どのサービスレベルが低下し，公共交通，道路の両方のサービスが低下すると

いう Downs-Thomson のパラドックスの文脈で，誘発交通に関係する研究を中心

にレビューしている． 
このテーマはきわめて論争を呼ぶものである． 近でも，Prakash, et al. 

(2001)362)が，英国のデータの統計的分析により誘発交通の存在に疑義を呈したの

に対して，Goodwin and Noland (2003)363)は，彼らのモデルが，誘発交通をモデル

化するにふさわしい政策変数とはいえない道路支出をデータとして用いている

点で，モデルの定式化に誤りがあるとして，彼らの主張を批判している． 
 
誘発交通とは，道路容量が変化しない場合には発生しないが，容量を拡大し

たときに生じうるすべての交通である．ただ，この交通とは数多くの選択行動

の結果として生じるもので，特に直接的な消費ではなく派生的な需要として生

じるものとなる．したがって，誘発交通の増加とは，以下のような選択行動が

合成されて生じることになる．すなわち，トリップ頻度の増加，より遠くの経

路の選択，交通手段の変更，職場・買い物場所の変更によるトリップ長の増加，

未開発の土地がより便利になることによる変化，雇用の変化，これらの選択行

動によって生じうる土地利用の変化などの間接効果を含むものである． 
これら，誘発交通の具体的な行動変化の中身については，Hills (1996)364)，

Litman (2001)365)によって明快に整理されている．和文の平易な解説としては，

桐越, 野坂, 永尾(2002, 2003)366), 367)も参照されたい．Cairns, et al. (1998)368) は，

行動調査と交通日誌調査よりこの範囲を拡大し，SACTRA (1999)358)は，さらに

生産性や，労働などのほかの市場，経済成長の間接効果にも言及している． 
なお，トレンドで将来交通を推計する際には，誘発交通も考慮されていると
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いう見解が示されることがある．ここで注意すべきは，トレンドによる予測モ

デルには，通常政策変数が入らないため，道路整備有無の政策シナリオの比較

はできず，また便益評価もおこなうことができない点である． 
また，走行台キロを誘発交通の評価指標として用いる場合は，道路整備によ

り迂回交通が減少することで，台キロが減少するという場合には，適当な指標

ではないことにも注意が必要である． 
人口増加，所得増加，その他人口統計学的要因も交通量の増加につながるが．

誘発交通とは，交通費用の減少に伴う交通量の増加である．多くの実証研究は，

交通費用減にともなう誘発交通をその他外的要因と区別することを目的として

いる． 
 
誘発交通の存在が道路投資の利用者便益に与える影響は，単純な図を用いた

説明が数多くなされる． 

図-2.1  誘発交通の有無と利用者便益 

 
図-2.1a)において，道路投資は，パフォーマンス関数の右下への移動として表

現され，誘発交通を無視した固定需要曲線を想定する場合，均衡点は a→b への

移動，誘発交通を考慮する変動需要曲線では，a→e への移動で表現される．消

費者余剰の考え方による利用者便益はそれぞれ長方形 abcd と台形 aefd の面積

で与えられる．これらの面積の差(図の線がけ部の面積の差分)が，誘発交通を考

慮しないことによる便益推定値のバイアスとなる．したがって，需要曲線が弾

力的な場合，また投資後の均衡点がパフォーマンス曲線が急激に立ち上がる容

量付近にある場合，誘発交通を無視すると利用者便益は，過大推計される傾向

にあるといえる．さらに，図-2.1b)のように，土地利用の変化などで需要曲線自
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体が変化する場合，均衡点は a→h への移動と表現され，直線 ah を一般均衡需要

曲線とみなして，利用者便益は台形 ahid の面積で与えられることになる． 
Lee, Klein and Camus (1999)369)は，短期需要曲線上の変化を誘発交通(induced 

traffic)，長期需要曲線上の変化を誘発需要(induced demand)と呼び区別している． 
これらのように誘発交通の概念自体は，図-2.1 で示されるように説明は容易で

あるが，計測，計量化は容易ではない． 
 
 
2.10.2 研究の分類 

 
誘発交通に関する研究は数多いが，それぞれ分析の目的・視点，対象地域，

対象期間などが異なるため，それらを区別することが重要となる． 
Cervero (2002)370)は，誘発需要研究は，実証研究とシミュレーションに大別さ

れると述べ，さらに実証研究を以下の 5 種類に分類し，レビューしている． 
 

・ 事例研究(facility specific) 
・ モデル予測 
・ 仮の弾性値を用いた地域研究 
・ 偏弾性値を用いた地域研究(area studies using partial elasticities) 
・ 非集計分析 
 
これらの分類に従いながら，既存研究をレビューしていこう． 
 
 
2.10.2.1 特定の施設についての事例研究 

 
道路の車線数増加などの改良区間について，そのプロジェクトが実施されな

かった場合の交通量の推定値と実現値を比較するものである．実現しなかった

場合の交通量は，傾向外挿法や需要予測などが用いられる．結果は，弾力性で

はなく，交通量の増加分のうち誘発交通が占める率として出力される．この表

現法は，一般人にもわかりやすいという特徴がある．ただ，経路の転換交通と，

新規誘発交通が区別しくにいなど問題もおおい．また，新規道路の建設事例で

は適用が困難といえる．3 種類の手法がある． 
一つ目は，過去の交通量の傾向をもとにした成長比較法(growth comparisons)

である．SACTRA (1994)357)では，新規道路の交通量の観測値は，10-20%程度，

予測値よりも過大であり，この分の誘発交通の存在が示唆されるとした．ただ，
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この固定需要モデルを用いた推定値と観測値の差は，誘発交通の存在のみなら

ずモデルそのものの誤差の二つがあり，それらの区別は難しいであろう．平行

街路についても調べることで，経路の転換交通を区別することを試みるものも

ある． 
二つ目は，準実験計画法により制御(Control)したアプローチである．改良区間

の交通量の増加を，改良道路と対にした道路の交通量の増加と比較する． 近

の例では，Mokhtarian, et al. (2002)371) がある． 
三つ目として重回帰分析もなされるが，データの制約上，施設レベルではあ

まり多くない．  
 
 
2.10.2.2 代理変数に基づく地域事例研究 

 
VMT(走行台キロ)を被説明変数，レーン・マイルを旅行時間削減の代理変数と

する分析は数多い．時系列データとクロスセクションデータをプールしたデー

タを用いた Hansen and Huang (1997)372)，Noland (2001)373)，Noland and Cowart 
(2000)374)，Fulton, et al.(2000)375)などの研究が挙げられる． 

Noland and Cowart (2000)374)は，既存研究における同時性バイアス(simultaneity 
bias)の問題に対し，操作変数(instrumental variable)を用いた 2 段階 小二乗法を

もちいている． Cervero and Hansen (2002)376)は，操作変数を用いた 2 段階 小二

乗法を用いている．Hansen and Huang (1997)372)，Noland (2001)373)の値よりも 近

の研究の弾力値は，小さくなっており，これら初期の研究のバイアスが示唆さ

れる．  
 
経済学でよく利用される以上の集計分析について，交通計画者は，個人の行

動変化が反映されていないとして批判し，非集計分析を提唱する．ただ，集計

分析の意義は，容量拡大の全体的なインパクトに関する有用な情報を政策決定

者に集計レベルで提供することを意図しているものである(Noland and Lem, 
2002)359)． 
 
 
2.10.2.3 一部の指標に基づく地域事例研究 

 
時間節約に対する交通量の増加を実測した研究も少なからず存在する．

SACTRA(1994) 357)の報告書をまとめた Goodwin (1996)377)は， も広範囲のレビ

ューの一つで，所要時間に対する弾力性-0.1 から-1.0 まで変動があることを報告
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している．所要時間は，ピーク，オフピークの時間変動が激しいため，その影

響が考えられる． 
 

 
2.10.2.4 非集計モデル 

 
個人の行動単位で計測するものである．米国全国 PT 調査(National Personal 

Transportation Survey)の非集計データを利用して，Barr (2000)378)は，所要時間の

弾力性について -0.35 から-0.58，平均が-0.44 という推定値を示している．ただ

し，所要時間の削減が道路拡張によるものかどうかなどの区別はされていない． 
 
 
2.10.2.5 モデル予測とシミュレーション 

 
誘発交通を考慮できるモデルを使用し，モデルが完全であるという前提のも

とでの分析例もある． 
Rodier, et al. (2001)379)は，「誘発交通の解剖学」とする論文で，土地利用・交通

モデル MEPLAN を用いた分析を行っている．Rodier, et al. (2001)379)の貢献の一つ

は，非集計型土地利用・交通地域モデルから得られる値は，既存の集計分析の

値と同様であることを示したことである．二つ目は，交通需要モデルの改良の

みで，土地利用を含めた誘発交通効果の 50%程度を説明できるということを示

したことにある． 
 
 
2.10.3 弾力性分析の整理 

 
ENO (2002)380)は，誘発交通分析のための弾力性推定値の既存研究結果を表-2.5

のように明快にまとめている． 
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表-2.5 さまざまな分析により報告された交通需要の弾力性の範囲 

 
 地域/プログラムレベル 施設/プロジェクト レベル a) 
弾力性の分析

タイプ 
短期 長期 短期 長期 

価格 
(一般化費用) 

-0.4 から-1.0 -0.8 から-2.0 -0.3 から-1.0 
(経路転換交通を除く

と-0.2 から-0.5) 

-0.6 から-2.0 
(経路転換交通を除く

と-0.5 から-1.0) 
旅行時間 -0.2 から-0.5 -0.4 から-1.0 -0.2 から-0.5 

(経路転換交通を除く

と-0.1 から-0.3) 

-0.3 から-1.0 

容量 0.2 から 0.6 0.4 から 0.9 0.2 から 0.8 
(経路転換交通を除く

と 0.1 から 0.3) 

0.4 から 1.0 
(経路転換交通を除く

と 0.3 から 0.6) 
a) 施設は，6 マイル(約 10 km)の都市高速道路と仮定した施設のトリップに対する弾力性 
b) 容量弾力性は，ピーク時にすでに混雑しており，需要の増加が予測されている施設の拡張を

対象 
出典) ENO (2002)380) 
 
 

容量の変化に対する弾力性は，論理的に次の 2 つの要素に分解できる．交通

需要の交通速度に対する弾力性と，交通速度の交通容量に対する弾力性である． 
誘発交通の推定量が研究で変動が大きいのは，車線の増強が交通速度の与え

る影響が，混雑の量によって大きく変化するためと考えられる． 
 
これらの弾力性は以下のような利用価値がある． 
・ モデルに導入する 
・ モデルの結果のもっともらしさ(plausibility)をチェックする 
・ モデルのキャリブレーション時に利用する 

また，一般的な傾向として， 
・ 長期の弾力性は短期の弾力性の約 2 倍である 
・ 旅行時間の弾力性は，価格の弾力性の半分程度である．これは，旅行時間

は，通常の私的交通費用の半分程度を占めるためである．これは，状況や，

時間評価値に依存する． 
・ 地域レベルの弾力性と施設レベルの弾力性は 2 つの点で異なる．経路の転

換交通は，施設レベルの弾力性でのみ捕らえられる．ある施設の走行は，

全トリップの一部であり，したがって，トリップの全体価格の一部となる．

前者は，施設弾力性を高くし，後者は，反対の効果を持つ． 
としている． 
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地域レベルの弾力性は，経路や時刻の変更による誘発交通を考えていないこ

と，弾力性は，ゼロでもないし，無限大でもないことに注意が必要である． 
 
 
2.10.3.1 シミュレーション分析 

 
弾力性推定値と交通流シミュレーションを有効に組み合わせた興味深い研究

を紹介する． 
Stathopoulos and Noland (2003)381)は，交通流マイクロシミュレーション VISSIM

を用いて，誘発交通と環境負荷排出量との関係を考察している．彼らは単純な

ネットワークを対象に，ボトルネック改良や信号制御など交通流円滑化策を行

った時の効果を分析している．一般に，交通量が変化しないと仮定した場合は，

改善は大きいが，誘発交通が存在する場合にはこの効果は打ち消される可能性

がある．この問題についての示唆をえるため，彼らは，環境負荷排出量が変化

しないレベルまで交通需要を人工的に増加させることで，環境負荷を変化させ

ない弾力性(Breakeven travel time elasticity)を算出し，それを既存研究の弾力性と

比較し考察を行っている．この環境負荷の変化なし弾力性は，既存研究で示さ

れている-0.5 から-1.0 の台マイルの弾力値の範囲にあることから，長期の環境負

荷削減が達成されない可能性を述べている．彼らの研究は，コールドスタート

なども表現できる動的シミュレーションを用いて興味深い結果を導けている．

ただ，具体的な政策評価を行うためには，弾力性を具体的に設定する必要があ

り，その設定法は触れられていない．また，シミュレーションを用いることに

よる結果の頑強性(robustness)の検討についても今後の課題として挙げられてい

る． 
 
 
2.10.4 空間経済システム・モデルの適用状況 

 
ここでは，交通市場以外の市場変化に伴う誘発交通を考慮することを試みる

土地利用・交通モデルなどの関連分野の研究動向をレビューする． 
 
 

2.10.4.1 土地利用・交通モデル 

 
土地利用・交通モデルの 近のレビューとしては，Wilson (1998)382)，Waddell 
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(2001)383), Timmermans (2003)384)などに詳しい．海外の適用事例については，これ

らの論文に詳しいので，以下では日本国内におけるモデル開発，適用事例を整

理しよう． 
 

国土交通省国土交通政策研究所(2002)385)に従うと， 近の土地利用・交通モデ

ルの研究は，以下のように大きく 2 つに分類できる． 
 
(1) 統合フレーム 
立地モデルと交通モデルが矛盾なく結合され，主に便益評価を目的とする． 

 
(2) 相互作用フレーム 
前期の交通条件が，次期の土地利用モデルに入力される形式の擬似的な動学

モデルで，主に都市構造変化の分析を目的としている． 
 
まず， 近の(2)のモデルとしては，尹, 青山, 中川, 松中 (2000, 2002)386),387)

が挙げられる．彼らは，相互作用フレームに基づいて，実用的な土地利用・交

通相互作用モデルを構築し，土地利用の変化による誘発交通を考慮した道路整

備効果を推定し，既存の交通モデルが，13.3%便益を過大に推計していることを

明らかにした．ただ，彼らのモデルでは，手段の変更は考慮されていない．ま

た，交通行動と立地行動とが完全に整合しておらす厳密な意味での便益評価が

困難といえる． 
 

(1) の研究では，交通モデルに重点を当てた宮城ら (1995)388)のモデルがあり，

上田，堤(1999)389)により，既存研究の体系化がなされている． 
武藤ら (2000)390)は，統合フレームの考えに基づいて，応用都市経済モデルを

用いた立地変化を考慮した便益評価を示している．この研究のケーススタディ

としては，新交通システムの整備が取り上げられている．武藤ら (2001)391)，田

口ら (2001)392), Muto, et al. (2003)393) は，同様なモデルを用いて都市環状道路の

整備効果を推定している．上田ら(2003)394)は，このモデルの東京都市圏への適用

を試みている． 
これらのモデルでは，経済原理に基づき交通均衡と立地均衡が表現され，便

益計測が可能となっており，現段階での土地利用・交通モデルの一つの到達点

といえる優れたモデルである．しかしながら，厳密に議論すると，a) 交通均衡

と立地均衡間の整合性確保にヒューリスティックな繰り返し計算が用いられて

いる，b) システム全体の解の性質(一意性)が検討されていない，などの点が課

題として挙げられる．また，パラメータの推定方法や，モデルの現状再現性に



 - 69 -

ついて詳細は触れられていない． 
 

Ewing and Lichtenstein (2002)395)は，誘発交通に比較して誘発開発(induced 
development)についての研究は少ないことを指摘し，誘発開発のモデル化は，大

規模土地利用モデルで理論的には可能であるが，その出力結果は疑問があるも

のが少なくないことを指摘し，誘発開発のモデル化には，実用的ではないと結

論づけている． 
 
 
2.10.4.2 そのほかの地域計量モデル 

 
吉野, 上田, 佐藤 (2002)396)は，首都高速中央環状線の整備が首都圏の総生産，

所得，雇用，税収などに及ぼす影響を計測可能な地域計量経済モデルを構築し，

交通市場以外の財市場における間接効果を推定している．ただ，この地域計量

経済モデルの結果としての立地条件の変化，観光交通の誘発，企業の潜在生産

力の変化に伴う，交通サービスレベルへのフィードバックは，考慮されていな

い．この意味で，別のバイアスを生んでいる可能性がある． 
佐藤, 小池, 上田 (2002)397) は，Kanemoto and Mera (1985)398) によって示され

た，市場が完全競争的である場合，帰着ベースの便益は，発生ベースの便益に

一致することをもちいて，発生ベースで計測された便益を，帰着ベースの便益

を簡易に計測する方法を示している． 
溝上ら(2000, 2002)399), 400)は，地域間観光流動モデルと観光地域内周遊需要モ

デルから構成される需要予測システムと産業連関分析などを用いた高規格幹線

道路整備の観光経済インパクトの評価システムを提案している． 
 
 

2.10.5 本研究の対象とする誘発交通 

 
本研究では，交通市場のみに着目し，その内部で完全に整合性の取れた交通

需要予測モデルを構築することが重要と考え，その考えに基づいた分析を第４

章で行うことにする．土地市場や他の都市経済活動との相互作用を盛り込むこ

とは考慮しない． 
 
このようにモデルの対象を絞る根拠として，次のような事項がある． 

 
(1) 交通プロジェクトの便益評価において，完全競争の条件下では，交通市場以
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外の財市場における間接効果の便益は，キャンセルアウトされ，交通市場の

みで便益を計測すれば十分であることがわかっている(ショートカット理論; 
森杉, 1997; 金本, 1997)401), 402)． 

 
(2) 将来的に土地市場や都市経済活動との連携を考えたモデルのサブモデルに

なり，そのサブモデルの精緻化，考察は，将来的なモデルにおいても役立つ． 
 
もちろん現実の経済は完全競争にはないため，実際には(1)のショートカット

理論は成立しないことになる．それらを無視することの近似の誤差の影響は少

なくない可能性もあるが，一方で，これらを考慮するためにモデルを大規模化

にすることで別の誤差が生じうると考える．将来的には，これらのトレードオ

フの関係を考慮した研究発展が望まれよう． 
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2.11 既存研究の総括 

 
2.11.1 ネットワーク均衡モデルの実都市圏への適用に向けての課題の整理 

 
本章では，ネットワーク均衡モデルの 近の研究動向を紹介するとともに，

実都市圏に向けて適用にあたり，既存研究では十分な整理がされておらず検討

が必要な点を整理した． 
 
まず，固定需要型確定的利用者均衡モデルの発展形としてのマルチクラスモ

デル，多基準モデル，非加算型経路費用モデル，確率的利用者均衡モデルの

近の研究動向を紹介した．そして，それらが，利用者均衡モデルにおけるどの

行動仮説の緩和に対応するのかという相互関係を整理した． 
これらのモデルは，極めて限定的な仮定が課せられた利用者均衡モデルより

も豊富な政策評価指標を出力しうるものである．また，大規模ネットワークで

も計算可能なモデルも多いため，実都市圏での適用における現状再現性向上に

も有用であると考えられる． 
また，確率的利用者均衡モデルは，理論的には古くから完成し，良く知られ

たモデルであるが，いくつかの問題点があり，それらは， 
a) 経路選択肢集合の決定法 
b) 経路選択肢間の類似性の表現法 
c) 均衡解への収束が保証されたアルゴリズムの開発 
d) 目的関数における経路エントロピー項の効率的計算法 
e) 需要モデルと整合的な利用者便益指標の効率的計算法 
f) 経路選択モデルのパラメータ推定法 

と分類されることを明らかにした．また，それらを同時に解決できる枠組みは

提示されていないことを示した．これらの問題より，確率的利用者均衡モデル

は，現実の大規模都市圏での適用においては，いまだ実用的とはいえないと判

断した． 
また，分担・配分統合モデルにおいて，平均乗車人員や手段別時間価値の設

定法について，それが，モデルの等価 適化問題の構成可能性に与える影響を

整理した．そして，自動車ネットワークのみにおいて混雑が発生しているとい

う場合においては，クラス別の平均乗車人員や手段別クラス別の時間価値を設

定しても，等価な 適化問題が構成可能であることを示した． 
現実都市への適用においてモデルに含まれる数多くのパラメータの設定法は，

極めて重要になる．そこで，ネットワーク均衡モデルに含まれるパラメータ推
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定事例，およびその推定の考え方について整理した．道路のリンクコスト関数

及び鉄道の混雑不効用関数の推定事例について整理した．統合モデルのパラメ

ータ推定法についても，数多くの考え方があることを示した． 
また，ネットワーク分析の応用技術として，情報提供の評価モデル，トラン

ジット配分モデルなどの 近の研究事例を整理した． 
また，ネットワーク分析を も一般的に拡張する手法として，

MPEC(Mathematical Programming with Equilibrium Constraints)に関する研究が盛

んに行われていることを紹介し，非線形感度分析の手法とあわせて既存研究を

整理した．しかしながら，一般には，実都市圏を対象とした場合，厳密解が計

算可能な方法が開発されていないことを指摘した． 
 
 

2.11.2 ロードプライシング研究の動向 

 
ネットワーク上のロードプライシングについて， 適課金，セカンドベスト

課金の考え方に大きな進歩が見られ，動的課金の理論的展開，パレート改善混

雑課金，政策の受容性などの研究が盛んに行われていることを紹介した． 
 
 
2.11.3 道路交通による誘発交通の分析 

 
道路投資に伴う誘発交通の分析が数多く行われており，弾力性の推定事例な

どを含めて，既存研究を整理した．また，既存の土地利用交通モデルは数多く，

実都市への適用が試みられていることを紹介した．その中には，モデル内部の

整合性への配慮が見受けられるものもあるが，完全な整合性を維持したモデル

は少ないことを指摘した． 
また，交通プロジェクトの便益評価において，一定の条件下では，交通市場

のみで便益を計測すれば十分であるというショートカット理論が存在すること

からも，誘発交通の分析では，まず交通市場に対象を絞り，その市場内で完全

にモデル内部の整合性，解の一意性に注意した基本的なモデルを構築すること

が重要と考えられることを述べた． 
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第３章 大規模都市圏における交通需要統合型ネットワーク均衡モデルの構築 

 
3.1 はじめに 

 
3.1.1 研究の背景と目的 

 
施設拡充型から需要調整型へといった交通計画の変化の必要性が指摘される

なか，需要予測ツールとしての旧来の四段階推定法の問題点が繰り返し指摘さ

れている．その問題点の主なものは，段階推計であることにより，段階間で OD
所要時間などの変数の不整合性が生じていること，行動論的基盤の欠如，時間

軸の欠如，トリップベースであることである． 
一方，配分段階を主な対象としていたネットワーク均衡分析の分野では，発

生･分布･分担･配分段階を同時的かつ整合的に扱うことのできる統合均衡モデ

ルの理論が構築されるに至っている403),404)．このモデルは，対象地域に代表的個

人の存在を仮定し，その行動にランダム効用理論に基づく Nested Logit モデルを

適用し，一貫した行動記述を行うものである．このモデルに従えば，先にあげ

た四段階推定法の問題点のうち，段階推定であることによる不整合性と行動論

的基盤の欠如に関しては解決できる． 
一方，交通は派生的需要であり，トリップ発生の源である活動の種類によっ

て行動は大きく変化するため，それらを的確に記述することが必要とされる．

旧来の四段階推定法においても発生集中･分布･分担段階においては，交通目的

別のモデルを作成することで，それらは近似的に表現されてきた．しかしなが

ら，通常，統合均衡モデルは利用者の属性を均一に扱っており，交通目的別の

モデルを作成することは少ない．また，実際都市への適用事例も限られている． 
本章では，以上の背景のもと，発生･分布･分担･配分統合型確率均衡モデルを

トリップ目的別のモデルへ拡張し，東京都市圏を対象として，モデルの有効性

を実証的に検討することを目的とする．また，東京都心部における鉄道の混雑

を適切に表現するために，鉄道ネットワークにおいても確率的利用者均衡状態

を仮定し，時間帯別のモデル化を行う．  
 
3.1.2 ネットワーク均衡モデルの実都市への適用研究のレビュー 

 
交通需要統合型ネットワーク均衡モデルの理論の発展経緯，過去の適用事例

(加藤，宮城，吉田, 1982405) ; 桑原, 1988406)など)はテキスト 403)および松井，藤田

(2000)407)にまとめられているので，ここでは，比較的 近の統合モデルの実都市
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への適用事例についてレビューする． 
河上らは，名古屋市への分担配分統合モデル408),409),410)および分布･分担･配分

統合モデル411)の適用を行っている．Abrahamsson and Lundqvist412)は，ストック

ホルムにおいて分布･分担･配分統合モデルについて，分布と分担の上下構造を

変化させた場合の比較検討を行っている．Safwat らは，4 段階を統合したモデル

(Safwat and Magnanti, 1988)413)の実証検討414),415),416),417)を行っている．Kaneko, et 
al.(2001)418)は，マルチクラス型の分担･配分統合モデルをバンコク都市圏に適用

している．円山ら419),420)は東京都市圏へ分担･配分統合モデルを適用した． 
近年の適用事例では，マルチクラス型モデルの利用も見られる．マルチクラ

ス型統合需要モデルについては， 近 Boyce and Bar-Gera(2004)421)がまとめてい

るが，本研究で多用するモデルでもあり，以下に詳述する． 
配分レベルのみならず分布レベルも含めたマルチクラスモデルを，初めて提

示したのは，Lam and Huang (1992)422)である．ただし，彼らのモデルは，手段に

よってクラスが分かれており，手段選択は内生化されてはいない．このモデル

の長所は，2.3.4.2 で紹介した van Vliet (1986)による一般化費用の正規化表現を用

いて，モデルと等価な 適化問題を導いていることにある． 
de Cea and Fernandez (2001)423), de Cea, et al. (2003)424)は，現時点で構築されてい

る も詳細なモデル構造のマルチクラス統合モデルである．変分不等式に基づ

き，公共交通の容量制約，自動車，タクシー，バスの相互干渉も考慮され，13
の利用者クラス，3 トリップ目的，7 つの純粋なトランジット手段，4 つの複合

手段を考えたものである．モデルの解の一意性が保証されないことによるシス

テムの不安定性などの問題が危惧されるが，その問題は現時点では，報告され

ていないようである．なお，Florian, et al. (2002)425)も同じ都市圏を対象としたモ

デルを報告している． 
Boyce and Bar-Gera (2001, 2003)426),427)のモデルは，構造は比較的単純であるも

のの，対象ゾーン数(1790)，道路ネットワークサイズ(39,018 リンク)は， も大

規模なものである． 
金子(2001)428)は，乗用車と公共交通の交通費用に関して非対称な相互干渉が生

じる分担配分統合モデルおよび車種間に非対称な相互干渉がある車種別均衡モ

デルについて，緩和法を用いた解法を適用している．これらの均衡問題は，一

般に解の一意性が保証されないものであるが，いずれも収束した解が得られた

と報告されている．この研究では，統合需要モデルで利用している行動モデル

のパラメータ値の根拠が明確でない点が課題のひとつと言える． 
近では，Wong, et al. (2004)429)が，マルチクラス分布分担配分統合モデルを

適化問題で定式化し，香港を対象に適用し，計算性能を確認している． 
このほかにも統合モデルによる政策評価例を示した Tatineni, et al. (1994)430)，
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都市圏レベルのモデルを比較した Boyce, Lohse and Nöth (2002)431)などが挙げら

れる．また古くは，Boyce, et al. (1983)432)，Boyce and Lundqvist (1987)433)や，MSA
と Evans アルゴリズムを比較した Walker, et al. (1998)434)などが挙げられる．また，

Boyce, et al. (1994)435)は，四段階推定法に対するフィードバック型の解法と均衡

モデルを比較している．Marin (2003)436)はパリ都市圏を対象とした幹線道路の自

動走行化の評価モデルにおいて，発生，分布レベルの誘発交通を扱ったと述べ

ている．ただし，モデルの詳細は不明である．Loudon, Parameswaran and Gardner 
(1997)437)は，四段階推定法にフィードバックをかける方法の検討結果を報告して

いる．直接法では，収束しないことがあることなどを示している． 
表-3.1, 表-3.2 には，1990 年代以降の統合型ネットワーク均衡モデルの実都市

圏への主な適用事例をまとめた． 
既存研究をまとめると，統合モデルは，確立した理論が構築されたものの，

都市圏レベルへの実証分析は十分ではないといえる．特に，統合モデルでも 4
段階をすべて統合したモデルの適用事例は少ない．唯一の例である Safwat らの

モデルに対しては，利用者の行動論的根拠が無いという批判ができる．また，

利用者の属性を均一に扱っている場合が多く，配分段階には確定的均衡モデル

を仮定している場合がほとんどである．時間帯別のモデル化の事例も少ない． 
本章で詳述するモデルは，他のモデルと比較して，発生レベルまで統合し，

鉄道の混雑も考えて，経路選択も確率的に表現している点で優れている．また，

大規模なモデルでありながら，解の一意性が保証されるようにモデル化におい

て注意を払っている点も特徴である．また，発生･分布･分担レベルは，利用者

のトリップ目的を区別し，経路選択には Logit 型確率的均衡配分を利用し，鉄道

のネットワークにおいても混雑現象を考慮した上で，時間帯別の適用を行うも

のである．このモデルは，既存研究のほとんどを，その特殊形として内包する

一般的なモデルとなる．この一般的なフレームにもとづいたモデルを本研究の

ような大規模な都市圏に適用した事例は，筆者の知る限り存在しない． 
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表-3.1 ネットワーク統合モデルの適用事例の比較 その 1 

著者 
河上 , 石 (1993, 
1995) 

Lam and Huang 
(1994) 

Marshal and Boyce 
(RSG, 1997) 

Abrahamsson and 
Lundqvist (1999) 杉野, 河上 (2000)

モデル名 
分担配分統合

モデル 
分布配分統合モデル

環境法と政策センタ

ーモデル 

分布・分担・配分

統合モデル 

分布分担配分統合

モデル 

対象地域 名古屋市 Kowloon, 香港 シカゴ,USA Stockholm 名古屋市 

基準年次 1981 1986 1996 1986 1991
予測年次   2020 2020   

クラス数  単一 

自家用車，占有バス

(franchised buses), ト
ラック 

勤務-自宅，その他-
自宅，その他，トラ

ック 

単一  単一 

交通手段 
鉄道 , バス , 自
動車 

クラス別により表現
自動車， 

トランジット 
自動車，トランジット 

鉄道 , バス , 自動

車 

ネットワ

ーク 

自動車とバス

の相互干渉あ

り 

道路，手段間の限定

的な相互干渉あり 

道路とトランジット

の分離ネットワーク

道路と公共交通の

分離型ネットワー

ク 

道路と公共交通の

分離型ネットワー

ク 

定式化 

適化問題に

基づくヒュー

リスティック

解法 

制約条件つき 適化

問題 

適化問題に基づく

ヒューリスティック

解法 

制約条件つき 適

化問題 

制約条件つき 適

化問題 

OD 固定 
二重制約型，負の指

数関数形 

二重制約型，負の指

数関数形，乗数関数

二重制約型，負の

指数関数形 

二重制約型，修正

重力モデル 

手段 Logit なし Nested Logit Logit Logit 
出発時刻 なし なし ピーク，その他 なし なし 

経路 小経路 
乗用車: 小経路, バ
ス経路固定 

乗用車: 小経路，

トラック: 小経路
小経路 Logit 

トリップ

の有無 
なし なし   なし なし 

ゾーン 16 60 1,790 46 221
ノード 2162 324 13,000    
道路リン

ク数 
441 880 40,000 964   

鉄道リン

ク数 
          

解法 緩和法 Evans(1976) MSA に も と づ く
Evans(1976) Evans(1976) 部 分 線 形 化 法

Evans(1976) 
データ PT 調査 MicroTRIPS と合成 世帯交通調査   PT 調査 

推定法 

2 段階 適化問

題に基づく残

差 小化 
不明 回帰分析 最尤推定法 

2 段階 適化問題

に基づく残差 小

化 

検証 あり コードン /スクリー

ンラインデータ 
世帯交通調査 あり あり 

 
注) Boyce and Bar-Gera (2004) 421)の Table 1 をもとに，大幅に文献，内容を追加 
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表-3.2 ネットワーク統合モデルの適用事例の比較 その 2 
 

著者 
Hasan and Safwat 
(2000) 

Kaneko, et al. 
(2001)，金子(2001)

 de Cea and 
Fernandez (2001), 
de Cea, et al (2003)

Boyce and Bar-Gera 
(2001, 2003) 

円山ら (2002), 本

論文第 3 章 

モデル名 
発生・分布・分担・

配 分 同 時 均 衡
(STEM) 

マルチクラス分担

配分統合モデル 
ESTRAUS 

マルチクラス・マ

ルチモード統合モ

デル 

マ ル チ ク ラ ス

Nested Logit 型統合

モデル 

対象地域 Tyler, Texas バンコク都市圏 チリ，サンチアゴ シカゴ,USA 東京都市圏 

基準年次   1997 1991 1990 1998
予測年次 2000   1995 & 2010     

クラス数  高所得者，低所得

者 

13クラス; 3トリッ

プ目的 
自宅-勤務，自宅発

その他, トラック 

通勤，通学，業務，

私事，帰宅，貨物

交通手段  自動車, バス 11 の複合手段 自動車，トランジ

ット 
自動車，鉄道 

ネットワ

ーク 
 自動車とバスの相

互干渉あり 

道路: 自動車，タク

シー，バス; 公共交

通: 地下鉄，専用レ

ーン走行バス 

道路とトランジッ

トの分離ネットワ

ーク 

道路と鉄道の分離

ネットワーク，鉄

道の混雑あり 

定式化 
制約条件つき 適

化問題 
変分不等式問題 変分不等式問題 

制約条件つき 適

化問題 

制約条件つき 適

化問題 

OD 二重制約型，負の

指数関数形 
なし 

二重制約型，負の

指数関数形 

二重制約型，負の

指数関数形 
Logit (片側制約) 

手段 Logit Logit Nested Logit Nested Logit Logit 
出発時刻 なし なし 3 肢選択 なし なし 

経路 小経路 小経路 

乗用車: 小経路，

トランジット : 
小経路，徒歩 

乗用車: 小経路，

トラック : 小経

路 

乗用車 : Logit; 鉄
道 Logit 

トリップ

の有無 
回帰式 なし   なし Logit 

ゾーン 252 57 450 1,790 149
ノード 998 1,583 2,500 12,982 10,692
道路リン

ク数 
3078 2,122 8,000 39,018 22,911

鉄道リン

ク数 
    4,620

解法  緩和法 
Evans(1976)をベー

スにした緩和法 
Evans(1976) Evans(1976) 

データ  PT 調査 世帯交通調査 世帯交通調査 PT 調査 

推定法  外生的に設定 不明 尤推定法 
尤推定法，回帰

分析 

検証  あり 不明 
勤 務 交 通 調 査
(Travel to work 
census) 

道路交通センサ

ス，大都市交通セ

ンサス 

注) Boyce and Bar-Gera (2004)421)の Table 1 をもとに，大幅に文献，内容を追加 
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3.2 トリップ目的別発生･分布･分担･配分統合型確率的交通ネットワーク均衡

モデル 

 
3.2.1 モデルの定式化 

 
ゾーン r に滞在する代表的個人が，ある時間帯 t においてトリップを行うか否

か，トリップを行う場合の，利用交通手段，目的地，目的地までの経路の選択

行動を考える．交通手段 m を利用して目的地ゾーン s へネットワーク上の経路 k
を利用して移動する行動を図-3.1 のような Nested Logit 型のツリー構造で記述で

きると仮定する．伝統的な交通モデルでは，目的地の選択が手段の選択よりも

上位の場合が多い．本章では，後述する実際都市への適用事例のパラメータの

推計結果から，手段選択を上位とする構造を採択している． 
なお，当然のことながら，選択構造の上位下位とは，利用者の行動仮説にお

ける選択の順序を意味しているわけではない．今回の場合，利用者は， 初に

手段を選択して，目的地を選ぶという仮定がなされているわけではなく，モデ

ルの行動仮説は，あくまで，手段と目的地(さらには，トリップの有無，経路)
を同時に決定しているというものである．Nested Logit モデルの選択構造とは，

効用の誤差項の分散スケールによって，すなわち実データによるパラメータの

推定結果によって決定されるものであることに注意したい． 

 

図-3.1  Nested Logit 型の選択構造 

 
以下，この選択構造の下位のレベルからモデルを具体的に述べる．手段選択

を下位とする場合も，モデルの若干の変更で対応可能となる． 
 
3.2.1.1 経路選択行動 

 
トリップ目的 i で OD ペア rs 間で手段 m を選ぶ条件のもと，経路 k を選択す

る確率は，以下で与えられるとする． 

トリップあり なし発生 

鉄道

目的地 1

自動車

経路 k経路 2経路 1

目的地 2 目的地 s分布 

分担 

配分 

(手段 m)
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 1 ,

1 ,

exp[ ( )]
Pr( | , , , )

exp[ ( )]

m rs
k m

m rs
k m

k

θ c t
k i r s m

θ c t
−

=
−∑

 (3.1) 

ここで， , ( )rs
k mc t は，時間帯 t における OD ペア rs 間で手段 m における k 番目経路

の交通一般化費用であり，ネットワークの混雑水準により変化する． 1
mθ は，手

段 m の経路選択に関する分散パラメータである．一般に，交通目的 i 別に経路

選択モデルを構築することも考えられるが，単純化のため，本章では経路選択

に関して目的別の区別は行わず同一のモデルを仮定する． 
 
3.2.1.2 目的地選択行動 

 
次に，トリップ目的 i で発ゾーン r，手段 m を選択するという条件のもと，目

的地に着ゾーン s を選択する確率は，以下で与えられるとする． 

 2

2

exp[ { ( )}]Pr( | , , )
exp[ { ( )}]

im im m
s rs

im im m
s rs

s

θ V S ts i r m
θ V S t

− +
=

− +∑
 (3.2) 

 1 ,
1

1( ) ln exp[ ( )]m m rs
rs k mm

k

S t θ c t
θ

= − −∑  (3.3) 

ここで， ( )m
rsS t は手段別の経路選択に関する期待 小費用である． im

sV は，目

的地選択要因のうちゾーン間費用以外の目的地の固有の要因で，目的 i に応じて

適切な説明変数の利用が望まれる．例えば，通勤目的では従業者数，買物目的

ではサービス従業者数などである． 2
imθ は，トリップ目的 i の目的地選択に関す

る分散パラメータであり，目的地選択については，トリップ目的別にモデルを

作成する． 
 

3.2.1.3 手段選択行動 

次に，トリップ目的 i で発ゾーン r という条件のもと，手段 m を選択する確率

は，以下で与えられるとする． 

 3

3

exp[ { ( )}]Pr( | , )
exp[ { ( )}]

i ir ir
m m

i ir ir
m m

m

θ V S tm i r
θ V S t

− +
=

− +∑
 (3.4) 

 2
2

1( ) ln exp[ { ( )}]ir im im m
m s rsim

s

S t θ V S t
θ

= − − +∑  (3.5) 

ここで， ( )ir
mS t は，目的地選択に関する期待 小費用である． ir

mV は，手段選択

要因のうちゾーン間費用以外のものであり，発ゾーンの駐車場料金，自動車保

有率などから目的 i に応じて適切な説明変数の導入が望まれる． 3
iθ は，トリップ
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目的 i の手段選択に関する分散パラメータであり，手段選択についても，目的別

にモデルを作成する． 
 

3.2.1.4 トリップ発生選択行動 

後に，ゾーン r に滞在する利用者が，対象時間帯に，トリップ目的 i を行う

ために，トリップを発生させる確率が以下で与えられるとする． 

 4

4

exp[ { ( ) ( )}]Pr( , )
1 exp[ { ( ) ( )}]

i r i
i i r

i r i
i i r

θ V V t S ti r
θ V V t S t

− + +
=

+ − + +
 (3.6)

 3
3

1( ) ln exp[ { ( )}]i i ir ir
r m mi

m

S t θ V S t
θ

= − − +∑  (3.7) 

ここで， ( )i
rS t は目的別の手段選択に関する期待 小費用であり，ゾーン r に

おけるアクセシビリティ指標に相当する． r
iV は，ゾーン r から目的 i のトリップ

を行うことによる固有の非効用で，ゾーン r の社会経済属性からトリップ発生に

影響を与えると考えられる変数の導入が考えられる． ( )iV t は，時間帯 t に目的

i のトリップを行うことによる固有の非効用である．これは，トリップの本源的

需要である活動を対象時間帯に行うことによる非効用でもある．例えば，買い

物行動では，店舗の営業時間などが関連する．本研究の枠組みでは，時間帯別

のダミー変数でこれらを近似的に表現することになる． 4
iθ は，トリップ目的 i

のトリップ発生選択に関する分散パラメータであり，トリップ発生選択につい

ても，目的別にモデルを作成する．なお，式(3.6)は，トリップを行うあるいは行

わない選択行動が 2 項ロジットモデルで記述できるとして，トリップを行わな

い効用をゼロに基準化したものである．また，このモデルでは，対象時間帯に

おける一人あたりの 大トリップ数を 1 トリップに限定することになるため，

適切な時間帯区分が必要となる． 
 
 

3.2.2 等価な最適化問題 

 
式(3.1)~(3.7)の選択確率を用いると，手段別の経路交通量 ,

rs
m kf ，手段別目的計

OD 交通量 rs
mq ，手段別目的別 OD 交通量 ,i rs

mq ，手段計目的別発生交通量 im
rO ，目

的別発生交通量 i
rO は，それぞれ次のように表される． 

 , Pr( | , , , )rs rs
m k mf q k i r s m=  (3.8) 

 ,rs i rs
m m

i
q q= ∑  (3.9) 

 , Pr( | , , )i rs im
m rq O s i r m=  (3.10) 
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 Pr( | , )im i
r rO O m i r=  (3.11) 

 Pr( , )i i
r rO N i r=  (3.12) 

 0
i i i
r r rO O N+ =  (3.13) 

ここで，Nr
iは，トリップ目的 i の生成要因の人口指標で， 0

i
rO は，そのうち対象

時間帯にトリップを行わない利用者数である． 
ネットワーク上の混雑状況は，対象時間帯内で手段別に独立に静的均衡によ

る定常状態として記述できると仮定しよう．この仮定の下で，これら需要-パフ

ォーマンスについての各状態をすべて整合的に記述するためには，利用者の行

動に関する非線形連立方程式系 式(3.1)~(3.13)とネットワーク上のフロー均衡条

件を同時に解く事が必要とされる．これは，以下の等価な 適化問題を定式化

し，その問題を解くことで，比較的容易に行える． 

 

, ,0
, , , , 1

, ,

, , , , ,2 3

0 0
, 4

,

, , , , ,

min . ( ( ), , )
1( ) ln( )

1 1ln( ) ln( )

1 ln( ) ln( )

m
ax m rs rs rs

a m k m k mm
m a r s m k

i rs i rs im im im i
m m r r r rim i

i r s m i r m

i i i i i i
r r r r r ri

i r

i rs im im ir
m s r m

i r s m i r

Z

t d f f q
θ

q q O O O O
θ θ

O O N O O N
θ

q V O V

ω ω= +

+ +

⎡ ⎤+ +⎣ ⎦

+ +

∑ ∑∫

∑ ∑

∑

∑

x f q O

,

[ ( )]i r
r i i

m i r

O V V t+ +∑ ∑

 (3.14a) 

subject to  0 , ,i i i
r r rO O N i r+ = ∀  (3.14b) 

 , ,im i
r r

m
O O i r= ∀∑  (3.14c) 

 , , , ,i rs im
m r

s
q O i r m= ∀∑  (3.14d) 

 , , , ,i rs rs
m m

i
q q r s m= ∀∑  (3.14e) 

 , , , ,rs rs
m k m

k
f q r s m= ∀∑  (3.14f) 

 ,
, ,

, ,

, ,m m rs rs
a a k m k

r s k

x f m aδ= ∀∑  (3.14g) 
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,

,

0

0, 0, 0, 0,

0, 0, 0, , , , , ,

m rs i rs rs
a m k m m

im i i
r r r

x f q q

O O O i r s m k a

≥ ≥ ≥ ≥

≥ ≥ ≥ ∀
 (3.14h) 

ここで，交通手段 m のリンク a におけるリンクフローを m
ax ，リンクコスト関数

を ( )m
at ⋅ ， ,

,
m rs
a kδ はリンク経路接続行列とする．この問題は， 

 ( )( ) 0, 0, ,
m m

m m a a
a a m

a

t xt x m a
x

∂
> > ∀

∂
 and 1 2 3 4 0, ,m im i i i mθ θ θ θ> > > > ∀  (3.15) 

という条件下iii)で，目的関数が狭義凸関数となることと，制約条件が凸領域であ

ることから解の一意性が保証される．また，この問題の 適解が満たすべき

Kuhn-Tucker 条件を求めると，前述の Nested Logit 型の方程式系 式(3.1)~(3.13)が
導出できることから等価性も証明される(詳細は，第３章付録Ａ１)． 

旧来の四段階推定法と比較すると，このモデルはランダム効用理論に基づく

Nested Logit モデルによる目的別の一貫した行動記述を行いつつ，発生･分布･分

担の各レベルに相当するモデルにはログサム変数の形式で配分レベルのゾーン

間所要費用の影響が反映されている点で優れたモデルといえる． 
本章では，時間帯別に上記モデルが独立に均衡状態にあると仮定し，時間帯

別の計算を行うこととする．時間帯間の残留交通量の影響考慮などは今後の課

題としたい． 
 
 

3.2.3 計算アルゴリズム 

 
今回の式(3.14)のモデルを部分線形化法により解く場合，アルゴリズムは，以

下のようになる． 
 

Step 0: 初期許容解 X(1)={x(1), q(1), O(1)}を与える．繰り返し回数 n=1． 
Step 1: 元の問題を部分線形近似した補助問題を解き，その解を Y={xsub, 

qsub, Osub}とする． 
Step 2: 以下の 1 次元探索を行い，ステップサイズαを求める． 

( ) ( )min . ( ( )), . . 0 1n nZ s tα α+ − ≤ ≤X Y X  
Step 3: 解の更新． ( 1) ( ) ( )( )n n nα+ = + −X X Y X   
Step 4: 収束していれば終了．そうでなければ，n=n+1 として Step1 へ． 

 
Logit 型確率配分の解法として，Dial のアルゴリズムを用いる場合，Step 1 の

                                                 
iii) この条件の意味については，第４章でより詳しく検討される． 
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補助問題の具体的な解法は，以下のようになる． 
 

Step 1.1: リンクコストの更新． ,( )( ), ,m m m n
a a at t x m a= ∀   

Step 1.2: 手段別ネットワークについて，Dial のアルゴリズムの前進処

理(forward pass)を行い，リンクウェイト{W}を求める． 
Step 1.3: 手段別の OD 間の経路選択に関する期待 小費用を求める． 

,
min

1

1( ) ln [ ], , ,m rs m
rs m

j J

S t c W j s m r s
θ ∈

= − → ∀∑  

 ここで， ,
min
rs mc は，OD ペア間の 短交通費用で， 

J は，着ノードに接続するノード集合である． 
Step 1.4: 式(3.1)~(3.13)に従い，目的地選択および手段選択に関する期待

小費用を求め，発生交通量，OD 交通量に関する補助変数 Osub, 
qsub を得る． 

Step 1.5: 求めた手段別 OD 交通量を，Dial のアルゴリズムの後退処理

(backward pass)により各手段のネットワークに配分し，リンク交

通量の補助変数 xsub を求める． 
 
Step 1.3 の経路選択に関する期待 小費用の算出では，式(3.3)の定義式ではく，

経路列挙を行わずに求めている438)ため，今回，対象とする大規模ネットワーク

でも計算が可能となる．また，Step 2 で必要な目的関数の評価においても，経路

変数を用いずに，起点別リンク交通量を用いた方法が可能である 403),438)．もしく

は，遂次平均法(MSA)403)によって，Step 2 の一次元探索を行わずに， 1/ nα = と

定める方法がある．後者の手法は，計算機の容量を節約でき，アルゴリズムが

単純になるという利点がある．今回は，これら起点別リンク交通量を用いた部

分線形化法と，遂次平均法の両方のアルゴリズムを試行したが，その比較結果

は後述する． 
また，確率配分の計算に Dial のアルゴリズムを用いる場合，第２章で詳述し

たように，経路選択肢集合が遂次計算のたびに変化することより，必ずしも収

束は保証されない．厳密解を求めるために，この問題の解決を試みるのであれ

ば，アルゴリズムの改良(Akamatsu, 1996; Leurent, 1997)439),440)が必要である． 
Logit 型確率配分の解法として，これら Dial 法以外のアルゴリズム(MCA など)
を用いる場合も，第２章で紹介したように経路選択に関する期待 小費用は容

易に計算できる場合が多い． 
ただ，本章の適用においては，Dial のアルゴリズムをそのまま利用しており，
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この収束性の問題についても後に触れる． 
 

3.3 入力データ・設定条件 

 
東京都市圏を対象として，モデルの適用検討を行う．以下，利用したデータ，

設定条件を詳述する． 
 

3.3.1 OD データ・ネットワーク・各種設定条件 

 
ゾーン数は PT 調査の中ゾーン 144，および東京都市圏以外周辺 5 県の合計 149

ゾーンとし，貨物車の OD 表は H06 年度道路交通センサス，それ以外の PT 目的

別 OD 表は，H10 年度東京 PT 調査のデータを利用する．ゾーン内々トリップは

分析から除外した．PT 中ゾーンは，およそ市区町村境界に対応する比較的大き

なゾーンであるが，このゾーンを用いているのは，目的地選択モデルの推定の

際に必要となるゾーン毎の地域データの入手可能性と，パラメータの安定的な

推定を行うために必要な OD 表のサンプル数の確保を勘案してのことである．

これらの条件のもとでは，PT で代表交通手段が鉄道または自動車のトリップが

全体の 89.5%を占めており，このスケールでの分析では，利用可能な交通手段を

自動車と鉄道の 2 手段に限定しても大きな問題はないと判断できる．また，こ

れらの OD データは，モデルの直接的な外生変数ではなく，Nested Logit モデル

のパラメータを推定する際に用いることになる．発生モデル，目的地選択モデ

ルの説明変数となるゾーン別の常住人口，産業分類別従業者数などの地域デー

タは，H07 年度国勢調査を用いる． 
自動車および鉄道のネットワークは既存研究 419),420),441)で構築されたものを利

用する．ネットワーク要素数を表-3.3 に示す．自動車のネットワークにおけるリ

ンクコスト関数などのサービス条件，時間価値等も，既存研究 419),420),441)と同等

とする(表-3.4)．ネットワーク，ゾーンシステムについては，第３章付録Ａ２に

具体的に示す． 
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 関数形 主要パラメータ 

自動車リ

ンク 

BPR 関数 [松井式]139) 
0[1 ( / ) ]car car car

a a a at t x Q βα= +  
0
at :自由走行時間, 
car
aQ : 時間交通容量 

0.4 ~ 0.54α =  
2.2 ~ 3.3β =  

(道路種別毎に設定) 

鉄道 
駅間 
リンク 

[家田式]146) 
0[1 ( / ) ]rail rail rail

a a a at t x Q βα= +
0
at :乗車時間, rail

aQ : 乗車定員 

0.019α =  
4.52β =  

(路線毎一律) 

 

 
 

表-3.3 ネットワーク要素数 

ノード数 リンク数 ダミーリンク数 
自動車 10,692 22,911 1,324 

鉄道 2,177 4,620 3,426 

 
 

表-3.4 リンクコスト関数の関数形と主要パラメータ 

 
既存研究では，鉄道の混雑を考慮していないため，今回，鉄道配分モデルの

均衡モデルへの改良を行った．鉄道の路線容量は，時刻表から得られる時間帯

ごとの路線運行本数と資料442)から時間帯別に推定した．利用者の混雑不効用関

数は，既存研究443)の値を参考に設定した．この鉄道確率的利用者均衡配分シス

テムについては，鉄道 OD を所与とした固定需要型配分の場合において，混雑

を考慮した均衡配分が All or Nothing 配分よりも再現性が高く，経路選択の確率

性を考慮できる確率均衡配分モデルの再現性がさらに高くなることを確認して

いる． 
時間帯の幅は 1 時間とし，発時刻毎に集計したデータを利用する．これは，

鉄道の混雑現象を現実味のある形で表現するのに必要な時間幅と判断したため

であるが，今回の広域な対象地域では，この時間幅では時間帯内に目的地に到

着できない残留交通の影響が大きいものとなっており，モデルの改良を含めて

今後の課題としておきたい． 
モデル適用の基準年次は，PT 調査の実施された H10(1998)年を想定するが，

入手の都合上，リンク交通量の照合などの各種データとは若干の年次の違いが

生じていることに，注意が必要である． 
 



第３章 大規模都市圏における交通需要統合型ネットワーク均衡モデルの構築 

 - 86 -

 
3.3.2 トリップ目的区分と発生モデルの扱い 

 
PT は，通勤，通学，業務，私事，帰宅の 5 分類の目的区分を行い，これにセ

ンサスの貨物車を加えた合計 6 分類の利用者層のモデルを作成する．また，貨

物車は，鉄道への転換は無いものとする． 
式(3.6)のトリップ発生モデルには，対象ゾーンの交通サービス水準を示す )(tS i

r

が導入されており，交通施設整備によるアクセシビリティ改善による狭義の誘

発交通の存在を考慮したモデルが構築できる．一方，発生モデルに，このアク

セシビリティ指標を導入しない場合，発生モデルと，それ以外の分布･分担･配

分レベルを独立に計算しても，同時に計算しても同じ結果が得られる．実際に

誘発交通が起こりうる具体的なトリップ目的は業務･私事目的と言え，これらの

目的では式(3.6)型の発生モデルを推計することとする．他方，業務･私事目的以

外では，発生モデルは扱わず，発生交通量を外生的に与えることとした．本章

では，同時均衡モデルの構築と適用に主眼があるためである．今回，トリップ

生成要因人口指標 Nr
i は，業務目的では従業人口，私事目的では昼間人口(従業人

口+非就業就学人口)を用いるが，この値を発生モデルから計算されるトリップ発

生確率に乗じることで時間帯別の発生交通量が算出されることになる．従来の

モデルと比較すると，本モデルは，原単位法の発生モデルの原単位をロジット

型の確率モデルで表現している形式といえる．今回，外生的に与えた私事･業務

目的以外の発生交通量は，将来予測の際には，時間帯別の発生交通量モデル444)

等で別途推定する必要がある．また，本来ならば，帰宅目的の交通量も，業務･

私事目的の誘発交通に付随して変動することになるが，今回はモデルの構造上，

それらは考慮しないものとする． 
結局，今回の適用でのモデルの全体構成は図-3.2 のようになる．目的別手段別

の OD 交通量がモデルの内生変数として取り扱われ，OD 間所要時間などの変数

がモデル内部で一致した値となっている点が特徴である．また，本章のネット

ワーク均衡モデルの概念図は，図-3.3 のように示される． 
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図-3.2 モデルの入出力変数の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3.3  統合需要型ネットワーク均衡モデルの構造 

 

 

モデルの内生変数: 
・ 目的別発生交通量(業務･私事) 
・ 目的別手段別発生交通量 
・ 目的別手段別 OD 交通量

モデル出力結果: 
・ リンク別交通量，速度 
・ OD 所要時間 他

同時均衡

モデル 

モデルの外生変数: 
・ 地域データ(常住人口，従業者数，等) 
・ 目的別発生交通量(通勤･通学･帰宅･貨物)
・ 手段別ネットワーク，リンクコスト関数

・ Nested Logit モデルのパラメータ θ  etc

トリップあり なし 

鉄道 

目的地 1 

自動車 

経路 k経路 2 経路 1

目的地 2 目的地 s

(手段 m)

道路交通量 

所要時間 道路リンク 
コスト関数 

鉄道利用者数 

混雑 
不効用 

鉄道リンク 
コスト関数 

Nested Logit モデル 

利用者行動 
2 手段ネットワーク 
での混雑現象 

均衡
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3.4 パラメータの推定 

 
3.4.1 パラメータの推定方法 

 
統合均衡モデルのパラメータの推定法に関して，多くの手法があるが

404),412),445),446),447)，本研究では，次のような段階推定法を用いる．基本的な考えと

して，現状の交通状況が，前述の Nested Logit 型の確率的利用者均衡状態にある

と仮定する．その上で，図-3.1 の下位から順に，段階推定を行う．あるレベルで

推定されたパラメータを元に，そのレベルにおける期待 小費用を計算し，そ

の上位のレベルの推定に用いることを繰り返す．推定は基本的に 尤推定で行

うが，選択肢数が膨大となる目的地選択に関しては，後述のように 小二乗法

も併用する． 
 
 

3.4.2 パラメータ推定結果 

 
推定結果の一部を表-3.5，表-3.6 に示す．全体として推定されたパラメータの

符号条件，統計的有意性の問題は生じていない．また，推定されたパラメータ

は，目的別に， 
 θ1 > θ2 > θ3 > θ4  
の条件を満たしているため，図-3.1 の構造の Nested Logit モデルは，ランダム効

用理論と整合的なモデルとなっていることが確認できる．なお，データ入手の

都合上，拡大後の PTOD 表を基本的な対象サンプルとしているため，t 値は全体

的に高めの値を示しているiv)．以下に推定法，外生的に設定したパラメータなど

を詳しく述べる． 
 
 
 
 

                                                 
iv) 今回，PT 調査の個票データが入手できなかったため，拡大後のサンプルを真

のサンプルと仮定しての推定作業を行っている．一般に，同一のサンプルセ

ットを n 倍して推定を行うと，t 値は， n 倍になることが知られている．今回

の場合で概算すると，PT 調査の抽出率を 1%(拡大率 100)と仮定すると，t 値
は，10(= 100 )倍程度過大になっている可能性がある．ただし，仮にこれらの

補正を行っても大多数の変数において統計的有意性の問題は生じない． 
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3.4.2.1 経路選択モデル 

 
経路選択の実データは，現状では観測が困難であるため，経路選択パラメー

タは，手段別 OD を所与とした固定需要型配分におけるキャリブレーションに

より求めることとしたv)．この結果，自動車はθ 1car=0.5 (/min)，鉄道は，θ 1rail=0.05 
(/min)と定められた．鉄道のパラメータが小さな値となっているのは，料金抵抗，

乗換抵抗の個人差，ゾーンの空間集計誤差の影響を表現しているためと考えら

れ，単純に利用者の経路選択の認知誤差が自動車よりも鉄道が大きいと想定し

ているわけでは無いことに注意が必要である．これらのθ 1 のもとで，現状の手

段別OD表を各手段のネットワークに確率均衡配分して得られるOD間手段別期

待 小費用の値を利用して，以降の推定は行っている． 
 
 

3.4.2.2 選択肢集合の確率的形成を考慮した目的地選択モデルの推定 

 
吉田, 原田448)は，集計型の目的地選択モデルについて，PT データのゼロトリ

ップ OD の存在を利用し，選択肢の選別過程を考慮した 2 つのモデルを提案し

ている．本研究では，それらのモデルのうち，簡便で利用しやすい「選択肢自

己サンプリングのモデル(SSA)」を利用し，目的地選択のパラメータを推定した．

推定法の詳細は省略するが，まず PT 調査のある OD ペアに，トリップが存在す

るか否かのデータから，目的地選別の 2 項選択モデルを推定する．その後，ゼ

ロトリップを除く OD サンプルを対象に， 小二乗法による目的地選択モデル

の推定を行う．これらの選別-選択型のモデルは，ある一定の仮定 448)が成立する

条件下で，式(3.2)と同形式になるため，本研究のフレームにも適用可能となる．

また，任意のゾーニングに対して選択確率の加法性が成立するような，効用関

数形を設定している． 
紙面の都合上，選別モデルの推定結果は省略し，選択モデルの推定結果のみ

を示している．どの目的においても，着ゾーンの関連する人口指標を変数に含

むことができている．鉄道利用の目的地選択モデルの精度は比較的高いが，自

動車利用のモデルの精度は，十分ではなく，改善の余地がある．また，通常の

MNL モデル型の目的地選択モデルも推定したが，選択肢の選別を考慮する上記

モデルが，より高い現状再現性を有することを確認している．

                                                 
v) 具体的には，θ 1 の値を少しずつ変化させて固定需要型配分を多数回実施し，

リンク交通量の再現性が も高くなる値に定めた．ただし， 終的に設定し

たθ 1 の近傍での再現性の違いは明確なものではない． 
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表-3.5 通勤 通学 手段・目的地・経路選択モデル推定結果 

 

 
 

 トリップ目的 通勤  通学  
   推定値 (t 値) 推定値 (t 値) 

期待最小費用 −θ 3 -0.017 (-808.9) -0.012 (-164.) 
定数項  -4.44 (-687.9) -2.65 (-81.2) 手段 

尤度比指数 ρ2 0.16  0.69  
ln(ゾーン面積) 1.00 (−) 1.00 (−) 

期待最小費用 −θ 2car -0.041 (-156.8) -0.047 (-74.2) 
ln(就業者数密度) -0.06 (-5.5)   
ln(従業者数密度) 0.56 (150.1)   

目的地 

自動車 

ln(従学者数密度)   0.30 (21.9) 
 サンプル数 N 6,328  876  
 相関係数 R 0.80  0.62  
 回帰係数 a 0.54  0.35  

経路  

自動車 
一般化費用 −θ1

car -0.50 (−) -0.50 (−) 

ln(ゾーン面積) 1.00 (−) 1.00 (−) 
期待最小費用 −θ 2rail -0.022 (-131.5) -0.019 (-97.9) 

ln(就業者数密度) -0.31 (-33.8)    
ln(従学者数密度)    1.002 (256.8) 

ln(2 次従業者数密度) 0.17 (6.4)     
ln(3 次従業者数密度) 1.03 (44.1)     

目的地 

鉄道 

サンプル数 N 8,028   5,770  
 相関係数 R 0.87   0.81  
 回帰係数 a 1.04   0.73  

経路  

鉄道 
一般化費用 −θ1

rail −0.05 (−) −0.05 (−) 

 
注) t 値を(−)としたものは，キャリブレーションにより求めたもの，もしくは，対象

パラメータを固定して推定しているもの． 
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表-3.6 業務 私事 トリップ発生・手段・目的地・経路選択モデル推定結果 

 トリップ目的 業務  私事  
   推定値 (t 値) 推定値 (t 値) 
 時間帯  09-18 時台 10-16 時台 

期待 小費用 −θ4 -0.006 (-218.1) -0.003 (-192.) 
3 次従業人口比率 1.122 (128.1)   
無職人口比率注)  1.458 (240. ) 

9 時台 0.995 (252.5)   
10 時台 1.231 (321.9) 0.186 (77.4) 時間帯別の 

ダミー 11 時台 1.215 (317.5) 0.009 (3.8) 
 12 時台 0.793 (196.7) -0.193 (-73.8) 
 13 時台 1.329 (351.3) -0.005 (-2. ) 
 14 時台 1.211 (316.4) -0.132 (-51.1) 
 15 時台 1.217 (318. ) -0.122 (-47.4) 
 16 時台 1.055 (270.4)   
 17 時台 0.826 (203.4)   

定数項  -7.515 (-1149.) -6.247 (-752.) 
相関係数 R 0.978  0.827  

発生 

回帰係数 a 0.95  0.81  
期待最小費用 −θ 3 -0.016 (-248.5) -0.018 (-409.) 
山手線ダミー  1.210 (306.5) 0.810 (205.7) 
23 区ダミー    0.347 (93.6) 

定数項  -11.26 (-297.7) -6.09 (-436.) 
手段 

尤度比指数 ρ2 0.28  0.14  
ln(ゾーン面積) 1.00 (−) 1.00 (−) 

期待最小費用 −θ 2car -0.033 (-143.5) -0.036 (-127.) 
ln(2 次従業者数密度) 0.15 (4.5)   

目的地 

自動車 

ln(3 次従業者数密度) 0.38 (13.0) 0.36 (76.8) 
 サンプル数 N 7,389  5,042  
 相関係数 R 0.81  0.69  
 回帰係数 a 0.50  0.34  

経路  

自動車 
一般化費用 −θ1

car -0.50 (−) -0.50 (−) 

ln(ゾーン面積) 1.00 (−) 1.00 (−) 
期待最小費用 −θ 2rail -0.018 (-78.6) -0.021 (-108.) 
ln(3 次従業者数密度) 1.10 (212.2) 0.86 (214.6) 

目的地 

鉄道 

サンプル数 N 3,131   5,976  
 相関係数 R 0.97  0.78  
 回帰係数 a 0.88   0.66  

経路  

鉄道 
一般化費用 −θ1

rail −0.05 (−) −0.05 (−) 

注) 無職人口比率=非就業非従学人口/昼間人口， 
   昼間人口=非就業非就学人口+従業人口 
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3.4.2.3 手段選択モデル 

 
業務・私事目的の手段選択モデルには，発ゾーンが，山手線内，山手線外~23

区内に対応して，山手線ダミー，23 区ダミーの地域ダミーを導入している．こ

れらは，東京都心部へ鉄道で通勤する利用者が，勤め先からの業務私事目的で

の移動において，利用手段が鉄道に限定されることを表現していると解釈され

る．なお，定数項を含めて，これらのダミー変数は，鉄道の効用項に導入して

いるため，この推定値が高いほど鉄道の選択率が高い状況になる．また，トリ

ップ目的別に定数項の値は大きく異なっており，トリップ目的別のモデル化の

有効性がうかがえる． 
 
 

3.4.2.4 トリップ発生選択モデル 

 
発生モデルの説明変数には，発ゾーンのアクセシビリティを示す期待 小費

用と時間帯ダミー，および発ゾーンの人口指標を利用している．発ゾーンの人

口指標は，例えば業務目的では，従業者数のうち 3 次産業従業者の割合が多い

ゾーンのトリップ発生確率が高いという状況を表現している． 
 

なお，本モデルは，経路選択モデルのレベルにおいて，外生的に与えた時間

価値で通行料金等を一般化費用に変換して推定を行っている．したがって，パ

ラメータの推計結果には料金等の政策変数は明示的には表れていないが，本モ

デルは料金や時間で表現される一般的な政策を評価可能である．将来的には時

間価値も内生的に推定することが課題となる． 
 
 
3.5 均衡計算結果 

 
3.5.1 計算アルゴリズムの比較 

 
推定されたパラメータを元に，時間帯ごとに統合均衡配分計算を行った．ア

ルゴリズムとしては，前述したように，起点別リンク交通量を利用した部分線

形化法(PL)と，遂次平均法(MSA)の 2 種類がある．これらのパフォーマンスの比

較を，代表的な時間帯について表-3.7 にまとめる．まず，今回対象とした大規模

ネットワークにおいても，短時間で収束解が得られていることが分かる．繰り
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返し計算 1 回あたりの計算時間は，MSA が PL よりも少ない．これは，PL は，

繰り返し計算毎に目的関数の 1 次元探索を行うが，今回の大規模ネットワーク

では，この 1 次元探索のコストが無視できない量になっていることを意味する．

ただし，PL は，この 1 次元探索で目的関数の情報を利用しつつステップサイズ

を決めているため，収束までの繰り返し計算の回数は，MSA よりも少なくて済

む． 
図-3.4 には，09 時台について，横軸に計算経過時間，縦軸にその経過時間に

おける各計算法による目的関数値を描いた比較図を示す．ここで，2 つの計算法

の差が明確になるように，収束した計算時間付近での拡大図を示している．ま

ず，どちらの計算法においても，目的関数は単調に減少していることが確認で

きる．計算時間の初期においては，MSA が PL よりも目的関数値は小さいが，

計算時間が進むにつれ，MSA は目的関数の降下が極めて緩慢になり，途中から

は PL による目的関数値が小さくなっている．目的関数値が小さいほうが，今回

求めるべき均衡解に近い解となることから判断すると，MSA では，未だ均衡解

と離れた状況で収束しているといえる．また，同様な図を 01 時台についても描

いたところ，MSA では，計算時間の後期において目的関数が漸増する現象が観

察された．これらは，MSA では，3.2.3 で述べた Dial のアルゴリズムの問題点が

顕在化したためと考えられる．この MSA の収束解と均衡解との乖離度を具体的

に計測するため，PL を多数回繰り返して得た真の均衡解と MSA の収束解のリ

ンク交通量相互の RMSE を求めた．この値は，09 時台の自動車リンク交通量で

73.5(台/時)，鉄道リンク交通量で 50.0(人/時)となり，集計的なフローパターンに

も若干の差が生じていることが分かった． 
従って，MSA は均衡解を簡便に求めるためには有効な計算法であるが，得ら

れた収束解が必ずしも求めるべき均衡解と一致しないことに十分な注意が必要

であるといえる．表-3.7 において，09 時台で，収束までの総計算時間は，MSA
が PL よりも短い結果となっているが，MSA でのこの時間は，求めるべき解と

は異なった点までの計算時間に過ぎない． 終的に求めるべき均衡解を与える

のは PL であり，以降では PL による計算結果を提示する． 
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表-3.7 アルゴリズムの比較 
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目的
関数値 PL

MSA

(各プロットが繰り返
し計算1回に相当)

(09時台)

 
図-3.4 目的関数の収束状況の比較 

 
なお，今回の適用計算において表-3.7 のように計算時間が比較的短時間となっ

た理由は次のようにまとめられる． 
・ 効率的なアルゴリズムを利用している． 
・ ネットワークに比して少ないゾーン数を設定した． 
・ 道路網に階層構造のネットワークを設定した(第３章付録 A２)441),419)． 
・ 配分レベルにおいては，単一の利用者区分を設定した． 

これらのうち後の 3 点については，それらの改良を加えた場合，計算時間は増

加することになるが，今後の計算機能力の向上で十分対応可能と考えられ，計

算費用という観点では，統合型均衡モデルの適用上の問題は少ないといえる． 

時間帯 
アルゴ

リズム 

繰り返し 1回あ

たりの CPU 時

間 
収束までの繰

り返し回数

収束までの

CPU 時間

MSA 8.4 (s) 36 305 (s) 
01 時台 PL 26.2 (s) 5 131 (s) 

MSA 8.1 (s) 45 363 (s) 
09 時台 PL 25.8 (s) 31 801 (s) 

注) CPU 2GHz の計算機による．また，収束基準は，以下のリンク交通量の

大変化率ε < 0.1 を用いた． 
}.{max )(,)(,)1(,

,

nm
a

nm
a

nm
aam

xxx −= +ε  
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3.5.2 現状再現性 

 
ここでは，モデルの 終出力結果について，現状再現性の比較を行う．本モ

デルは手段別 OD 表を変動需要としている点が特徴の一つであり，まずその再

現性をみる．図-3.5 に，通勤目的トリップの距離帯別の手段別 OD 交通量の適合

度を示す．若干の系統的バイアスが見受けられるものの，全体的には手段分担

を含めて良好な再現性があることが確認できる．なお，この図の解釈において

は，本研究のモデルは，PT 中ゾーンという比較的大きなゾーンで，ゾーン内々

交通量を分析から除外していることに注意が必要である． 
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(×106 トリップ)

トリップ距離帯(km)

自動車観測

自動車推定

鉄道観測

鉄道推定

 
 

図-3.5 トリップ距離帯別にみた手段別分布交通量 

の再現状況 (通勤トリップ 全日) 

 
さらに，モデルの 終出力結果を集計した指標として，自動車昼間 12 時間リ

ンク交通量，鉄道全日リンク交通量，自動車 OD 所要時間，目的計手段別 OD 表

についての現況再現性を表-3.8，図-3.6 にまとめる．また，比較のため，通常の

時間帯別手段別 OD を所与とした固定需要型のモデルの値も示す．
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表-3.8 現状再現性指標 

 
図-3.6 手段別リンク交通量 OD 所要時間の再現性 

指標 モデル 相関係数 回帰係数 RMSE 
固定 (a) 0.72 0.73 11,740 (台)自動車 

リンク交通量 統合 (b) 0.75 0.90 14,313 (台)
固定 (c) 0.95 0.82 122,615(人)鉄道 

リンク交通量 統合 (d) 0.94 1.16 139,263(人)
固定 (e) 0.51 0.91 31.56 (分)自動車 

OD 所要時間 統合 (f) 0.65 0.84 20.50 (分)
自動車 OD 表 統合 0.86 0.56 1,498 (台)
鉄道 OD 表 統合 0.88 0.84 1,326 (人)

注) 自動車リンク交通量は，都市圏内 1,498 箇所昼間 12 時間上下合計交通量(H09 年度道路交通

センサス)，鉄道リンク交通量は，1,050 箇所駅間通過人員日単位上下合計値(H07 年度大都市交

通センサス)，OD 所要時間は時間帯別平均値(H06 年度道路交通センサス･マスターから異常値

を除いた値)，手段別 OD 表は，149 ゾーン間日合計値との比較値． 
記号(a)-(f)は図-3.6 と対応している．
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図-3.6 (a)-(d)からは，鉄道リンクの適合度が道路の適合度よりも高いようにみ

えるが，そもそもの経路選択の自由度が異なるためこれらは一概に比較できる

ものではない．道路リンクの再現性は必ずしも十分ではないが，これは統合モ

デルに限らず固定需要モデルにおいても共通の課題であり，リンクコスト関数

の設定法の改善(e.g. 吉田, 原田, 2002)449)などにより改良が期待されるものであ

る． 
図-3.6 (e),(f)の自動車 OD 所要時間で見た場合，固定需要モデルで過大推計で

あった箇所が統合モデルでは改善されていることが読み取れる．これは，固定

需要モデルは，OD 表の観測誤差の影響を受けやすいのに対して，統合型モデル

では，そのような OD 表の偏りを弾力的に吸収しているためと考えられる． 
全体的に，統合モデルの再現精度は，固定需要モデルと優劣ない結果となっ

ており，今回，構築した統合モデルは，政策評価を行うのに必要な精度を有し

ていると判断される．なお，Nested Logit モデルの推定の際に，時間帯別の推定

や，多数の地域別ダミーの導入などを行えば，現状再現性は更に向上すると考

えられるが，地域別ダミーがθ の推定値に与えるバイアスの問題，推定値の将来

予測時の安定性の問題が生じる．本研究では，モデルに含まれるパラメータ数

を必要 低限に絞り推計していることを付記しておきたい． 
 
3.6 本章の成果と結論 

 
本章では，トリップ目的別の枠組みで発生･分布･分担･配分統合型確率的交通

ネットワーク均衡モデルを構築し，東京都市圏を対象として適用検討を行った．

理論的には完成されている統合モデルを実務に適用していくためには，人間の

行動分析で得られている多くの知見や，分析手法を積極的にモデルに取り入れ

ていく必要があると考えられる．本章で示したトリップ目的別のモデリングや，

選択肢集合の確率的形成を考慮した目的地選択モデルの推定はその一例である．

本章ではこれらの改良により，モデルの論理性，解の一意性，モデル内部の整

合性を堅持しつつ，モデルの現状再現性が高められ，今回対象とした大規模な

都市圏においても統合モデルの有効性が確認できたといえる． 
今後の課題としては，時間帯間の相互干渉の考慮，出発時刻選択の内生化が

挙げられる．現在のモデルでは，時間帯間の残留交通を考慮していないことに

起因すると考えられるピーク時の過大推計が生じている．また，通勤目的につ

いては，着地制約型の分布モデルを適用するなど目的ごとにモデル構造を変化

させる発展も望ましいであろう．パラメータの推定に関しては，Nested Logit モ
デルの各レベルの同時推定，さらには均衡フローとの同時推定の必要がある．
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後者に関しては，収束の保証された推定アルゴリズムの開発が必要である． 
統合モデルの各レベルをより精緻化する発展も望ましい．道路交通のモデル

について高速道路転換率モデル(松井, 藤田, 2000)450),451)の組み込み，鉄道のモデ

ルについては，アクセス･イグレス手段選択モデル(吉田, 原田, 1996)452)の導入，

経路の途中での手段の変更の考慮(溝上, 河内, 2000)453)，などが挙げられる．こ

れらは，すべて本研究の Nested Logit モデルのフレームと理論的な整合性・一貫

性を保った形での展開が可能である．また，Nested Logit モデルの誤差項の仮定

を一般化した GEV モデル系のモデル(GNL モデルなど)への発展もありうる(e.g. 
Bekhor and Prashker, 2001)454)．Closed form 形のモデルであれば，等価な 適化問

題が構築しやすいため均衡問題と整合的な展開が期待できる． 
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第３章 付録Ａ１ 等価性の証明 

 
式(3.14)の制約条件つき 適化問題が，式(3.1)~(3.13)の統合需要型ネットワー

ク均衡モデルと等価であることを証明しておこう．なお，土木学会(1998)403)には，

本章のモデルを単純化したモデルについての証明がされているため，あわせて

参照すると，理解が容易になると思われる． 
 
まず，式(3.14a)の目的関数には，リンク交通量ベクトル x が含まれているが，

リンク交通量ベクトル x は，式(3.14a)を用いて経路交通量ベクトル f の関数とし

て表現することができるので，目的関数も経路変数ベクトルで表現することに

しよう．そして次式のようにラグランジュ関数を設定する． 
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Kuhn-Tucker 条件より以下が得られる． 

 ,
, ,

0 0, , , ,rs
m k rs rs

m k m k

L Lf and r s m k
f f
∂ ∂

= ≥ ∀
∂ ∂

 (3.18)  

 0 0, , ,rs
m rs rs

m m

L Lq and r s m
q q
∂ ∂

= ≥ ∀
∂ ∂

 (3.19)  

 ,
, ,0 0, , , ,i rs

m i rs i rs
m m

L Lq and i r s m
q q
∂ ∂

= ≥ ∀
∂ ∂

 (3.20)  

 0 0, , ,im
r im im

r r

L LO and i r m
O O
∂ ∂

= ≥ ∀
∂ ∂

 (3.21)  



第３章 大規模都市圏における交通需要統合型ネットワーク均衡モデルの構築 

 - 100 -

 0 0, ,i
r i i

r r

L LO and i r
O O
∂ ∂

= ≥ ∀
∂ ∂

 (3.22)  

 0
0 0

0 0, ,i
r i i

r r

L LO and i r
O O
∂ ∂

= ≥ ∀
∂ ∂

 (3.23)  

 and  (3.14b)- (3.14f) 
 
ここで， 

 ,
, ,0 0

, ,, ,

( ) ( ) ( )
m m
a a

mx x m m m rs rsa
a a a k k mrs m rs

m a m a am k a m k

xt d t d t x c
f x f

ω ω ω ω δ
⎛ ⎞ ∂∂ ∂

= = =⎜ ⎟∂ ∂ ∂⎝ ⎠
∑ ∑ ∑∫ ∫  (3.24)  

が成立するため， 
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1

1 , , ,rs rs
m mrs m

m

L r s m
q

η ψ
θ

∂
= − + + ∀

∂
 (3.26)  

 ,
,

2

1 (1 ln / ) , , , ,i rs im im im rs
m r s r mi rs im

m

L q O V i r s m
q

γ η
θ

∂
= + + − − ∀

∂
 (3.27)  

 
2 3

1 1 (1 ln / ) , , ,im i ir i im
r r m r rim im i

r

L O O V i r m
O

µ γ
θ θ

∂
= − + + + − + ∀

∂
 (3.28)  

 
3 4

1 1 (1 ln / ) [ ( )] , ,i i r i i
r r i i r ri i i

r

L O N V V t i r
O

λ µ
θ θ

∂
= − + + + + − + ∀

∂
 (3.29)  

 0
0 4

1 (1 ln / ) , ,i i i
r r ri i

r

L O N i r
O

λ
θ

∂
= + − ∀

∂
 (3.30)  

 

となる．ここで， , 0rs
m kf = と仮定すると，式(3.18)は，
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となる． 
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以上を踏まえると，式(3.25)，(3.31)より 
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が得られる．変形して， 
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式(3.33)，(3.14f)から 
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が得られる．式(3.34)を式(3.32)に代入すると， 
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ここで， 
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とおくと， 
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となる．式(3.38), (3.26)，(3.31)より 

 rs m
m rsSη = −  (3.39)  

が得られる．式(3.27), (3.31)，(3.39)より 

 ,

2

1 (1 ln / ) 0, , , ,i rs im im im m
m r s r rsim q O V S i r s mγ

θ
+ + − + = ∀  (3.40)  

が得られ，今までと同様に式(3.14d)を用いると， 

 , 2

2

exp[ ( )]
exp[ ( )]

im im m
i rs im s rs
m r im im m

s rs
s

θ V Sq O
θ V S

− +
=

− +∑
 (3.41)  

が得られ，式(3.41)を(3.27)に代入すると， 

 2

2 2

exp[ ( )]1 1 ln 0
exp[ ( )]

im im m
im m ims rs

s rs rim im im m
s rs

s

θ V S
V S

θ V S
γ

θ

⎛ ⎞
− +⎜ ⎟+ + + − =⎜ ⎟− +⎜ ⎟

⎝ ⎠
∑

 (3.42)  
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 2
2

1 1 ln exp[ ( )]im im im m
r s rsim

s

θ V Sγ
θ

⎛ ⎞= − − +⎜ ⎟
⎝ ⎠

∑  (3.43)  

が得られる．ここで， 

 2
2

1 ln exp[ ( )]ir im im m
m s rsim

s

S θ V S
θ

= − − +∑  (3.44) 

とおけば， 

 
2

1i m i r
r mi m Sγ

θ
= +  (3.45)  

が導ける．式(3.45)を式(3.28)，(3.31)に代入すると， 

 
3

1 (1 ln / ) 0, , ,im i ir i ir
r r m r mi O O V S i r mµ

θ
+ + − + = ∀  (3.46)  

であり，今までと同様に式(3.14c)を用いると， 

 3

3

exp[ ( )]
exp[ ( )]

i ir ir
im i m m
r r i ir ir

m m
m

θ V SO O
θ V S

− +
=

− +∑
 (3.47) 

が得られ，式(3.47)を式(3.28)，(3.31)に代入することで， 

 3

3 3

exp[ ( )]1 1 ln 0
exp[ ( )]

i ir ir
ir i irm m

m r mi i ir ir
m m

m

θ V S
V S

θ V S
µ

θ

⎛ ⎞
− +⎜ ⎟+ + − + =⎜ ⎟− +⎜ ⎟

⎝ ⎠
∑

 (3.48)  

となり， 

 3
3

1 ln exp[ ( )]i i ir ir
r m mi

m

S θ V S
θ

= − − +∑  (3.49) 

とおけば， 

 
3

1i i
r r iSµ

θ
= +  (3.50)  

が導ける．式(3.50)を式(3.29)，(3.31)に代入すると， 

 
4

1 (1 ln / ) [ ( )] 0, ,i i r i i
r r i i r ri O N V V t S i rλ

θ
+ + + − + = ∀  (3.51)  

 4 4exp[ ( )]exp( 1)i i i r i i i
r r i i r rO N V V Sθ θ λ= − + + − −  (3.52)  

が得られる．一方，式(3.30)より 

 0 4exp( 1)i i i i
r r rO N θ λ= − −  (3.53)  

が得られる．式(3.14b)より 0 , ,i i i
r r rO O N i r+ = ∀ であるから，式(3.52)，(3.53)の両辺
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の和を取ると， 

 ( )4 41 exp[ ( )] 1 exp( 1)i r i i i
i i r rV V Sθ θ λ= − + + + − −  (3.54)  

が得られ， 

 4

4

exp[ { ( ) ( )}]
1 exp[ { ( ) ( )}]

i r i
i i i i r
r r i r i

i i r

θ V V t S tO N
θ V V t S t

− + +
=

+ − + +
 (3.55)  

が導ける． 
以上で，式(3.14)の制約条件つき 適化問題が，式(3.1)~(3.13)の統合需要型ネ

ットワーク均衡モデルと等価であることを証明された．本章以降で示されるモ

デルは，本章のモデルの簡単な改良モデルか，変数の一部を定数とおいて得ら

れるものであるため，以上と同様にして等価性が証明できる． 
 
 

第３章 付録Ａ２ ゾーンシステム・ネットワーク 

 

本章および本研究全般のモデルで利用する東京都市圏を対象とした交通ネッ

トワーク，ゾーン図を以下に示しておく． 
 
なお，ここに示したのは適用年次時点でのネットワークである．その年次以

降に開業した鉄道新線，新規高速道路などは含まれてはいない．ただし，別途

それら新規路線を表現したネットワークも作成しているため，それらの開業効

果などを計測することは可能となっている． 
これらの空間情報はすべて緯度経度情報をベースとして構築されているため，

任意の GIS ソフトウェアで表示，加工することは容易である． 
 
図-3.7 は，今回利用したゾーンシステムである平成 10 年度東京都市圏パーソ

ントリップ調査中ゾーンを示している． 
図-3.8 は，道路ネットワークである．都心から 40km 以降の地域についてはネ

ットワークの簡略化をおこなっており，演算時間の短縮化を図っている． 
図-3.9 は，鉄道ネットワークであり，都心の詳細部については，図-3.10 に示

す．今回の適用においては，各駅停車，急行など列車種別は区別していない． 
図-3.11 は，都心部について，道路と鉄道のネットワークを重ねて表示したも

のである． 
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図-3.7  ゾーンシステム 
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図-3.8  対象道路ネットワーク 
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図-3.9  対象鉄道ネットワーク(広域縮尺) 
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図-3.10  対象鉄道ネットワーク(都心拡大) 
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図-3.11  都心部多手段ネットワークの重ね合わせ表示 
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第４章 誘発交通を考慮した混雑地域における道路整備の利用者便益推定 

 
4.1 はじめに 

 
混雑した地域における道路投資の有効性と関連して，「誘発交通問題」として

知られる問題点が古くから指摘され，議論がなされてきた．すなわち，混雑緩

和を目的として道路などの交通施設整備を行うと，新たな交通需要を誘発し，

結局混雑緩和にはつながらないという議論である．これらの議論の土台となる

べき論理性をもった科学的分析手法，すなわち誘発交通を考慮した交通需要予

測・便益評価手法の開発は，急務の課題といえる． 
道路整備により自動車利用のアクセシビリティが増加すると，利用者は，鉄

道から自動車利用へ手段の変更，目的地の変更，トリップ頻度の増加といった

行動変化をとる可能性がある．道路交通における誘発交通の分析手法には，以

上のような利用者の行動変化を記述しつつ，道路混雑も的確に表現するモデル

が必要とされる． 
我が国の実務においては，四段階推定法が需要予測手法として広く用いられ

てきた．この手法は道路整備によるサービスレベル向上の影響が，発生・分布・

分担段階に及ばない形式となっており，実務における誘発交通の取り扱いは極

めて不十分なものである． 
一方，学術研究分野では，非集計モデルを代表とした個人の交通行動に関す

る研究が盛んに行われ，誘発交通の具体的な中身となる利用者の個々の行動変

化については，詳細なモデルが数多く構築され，交通行動に関する知見の蓄積

がなされている．しかしながら，これらのモデルは，道路交通における誘発交

通の議論では必須となる道路混雑現象との整合性への配慮が不十分である． 
以上の背景を踏まえ本章の主な目的は，次のようになる． 
(1) 混雑地域における誘発交通を考慮した需要予測モデルの要件をまとめた

上で，既存のモデルをレビューし，その中でネットワーク統合モデルは誘発交

通の評価モデルとして適切な性質を持つことを示す． 
(2) 経済理論に基づいたネットワーク統合モデルの定式化を行い，モデルと整

合的な便益評価指標を示す．  
(3) 利用する便益指標は，セカンド・ベストの経済となる現実都市の便益評価

における留意点を踏まえた経済学的に問題のない指標であることを，モデルに

供給者の行動と料金形成原理を含めた枠組みを用いて確認する． 
(4) ネットワーク統合モデルを用いた現実の都市圏における誘発交通を考慮

した道路投資の便益評価の実例を示し，誘発交通を無視することによる便益評
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価のバイアスの存在とその性質を実証的に明らかにする． 
本章では，具体的には，マルチクラス Nested Logit 型ネットワーク統合均衡モ

デルを用いて，東京都市圏において現実に計画されている環状道路の新規整備

による交通状況の変化予測，利用者便益の推定例を示す．従来用いられてきた

固定需要型のモデルでは，誘発交通の一部が無視されているため，利用者便益

の推定値に歪みが生じることが一般に知られている(太田, 1997; Williams and 
Moore, 1990; Coombe, 1996)455), 456), 457)．本研究は，これらを実証的に検証するこ

とを試みるものであり，研究の社会的意義は大きい． 
以下，4.2 においては，既存モデルのレビューを，4.3 では，本章で用いるモ

デルの定式化を行う．4.4 では，4.3 のモデルに供給者の行動等を含めた枠組み

における議論から，本章のモデルから求まる便益計測指標がセカンド・ベスト

下の便益評価における留意点を踏まえた経済学的にも問題のない指標であるこ

とを示す．4.5 では，東京都市圏を対象としてモデルの適用を行い，誘発交通を

考慮する場合の便益計測の実例，誘発交通を無視した場合の便益評価のバイア

スとその性質を実証的に明らかにする． 後に 4.6 で本章の成果を取りまとめる． 
 
 
4.2 誘発交通関連のレビューと本章の方針 

 
本章では，混雑地域における誘発交通を考慮した需要予測モデルの要件を整

理し，その観点から既存のモデルをレビューする．英国における誘発交通関連

の文献は室町ら(1997)458), 459)により，米国における文献は北村(1996)460)，兵藤

(1998)461)により紹介されている．我が国においても誘発交通を考慮した需要推計

手法の検討が始められた段階にある(国土交通省, 2002)462)．本章では，より 新

の研究事例の紹介を含めた整理を試みる． 
 
 
4.2.1 誘発交通問題のモデル化に必要な要件 

 
混雑地域における「誘発交通問題」とは，道路整備により自動車の利便性が

向上し，新たな需要が創出され，道路整備効果が打ち消されるとされる問題で

ある．この問題に関連しては誘発交通そもそもの定義，測定単位といった基本

的な事項に関してもさまざまな議論がある(Abelson and Hensher, 2001)463)． 
表-4.1 は，誘発交通の要因として一般に知られる代表的な行動変化例をまとめ

ている(Hills, 1996; DeCorla-Souza, 2000)464), 465)．これら各要因に起因した誘発交

通は，計測単位に応じて(例えば台キロ，トリップ数)，定量的に把握可能なもの，
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不可能なものに分類される 462)．また，短期的な変化，長期的な変化という分類

も可能である(Lee, et al., 1999)466)．なお，経路，手段の変更などに起因する交通

量変化は転換交通と呼ばれる場合もあるが，本研究における誘発交通とはそれ

らを含めた広義のものとする． 
 

表-4.1 誘発交通の代表的要因 

 
さて，混雑地域における誘発交通を評価するためのモデルの要件について議

論しよう．表-4.1 に挙げた要因は道路のサービスレベルの変化に対する利用者の

行動変化であるとまとめられ，このモデル化を行うことが必要となる．道路の

サービスレベルは，混雑現象，すなわち利用者の行動変化の集積によって変化

するため，これらの相互干渉を記述することも必要になる．まとめると，混雑

地域における誘発交通を明示した需要予測モデルに必要なものは， 
・ 利用者の行動記述 
・ 混雑現象の記述 
・ 上記 2 つの整合性(均衡状態の算出) 

以上，3 点に集約される．そして，これらのバランスの取れたモデルが必要とな

る．この 3 つの要件の観点で，既存のモデルをレビューしよう． 
 
 
4.2.2 既存モデルのレビュー 

 
4.2.2.1 マクロ計量モデル 

 
誘発交通の存在を統計的に検証することを主な目的として，第２章でも紹介

したように都市圏の乗用車走行台キロを道路延長，道路容量で説明する種類の

集計モデルの研究が数多く行われている(Barr, 2000; Noland and Lem, 2002; 
Mokhtarian, et al. 2002; Cervero and Hansen, 2002; Cervero; 2003)467),468),469),470),471)．

要因 具体的な行動変化例 
経路の変更 改良された道路を利用するように変更 
手段の変更 鉄道・バスなどから自動車利用へ 
目的地の変更 遠距離の商業施設への買い物トリップ 
トリップ発生 移動頻度増，新規移動の発生 
出発時刻変更 混雑が緩和された時間帯に出発時刻を変更 
乗車人員削減 相乗りの取りやめ 
開発交通 社会経済活動の変化による立地変更 
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これらのモデルは，道路建設がシステム全体へ与える集計的効果を把握するの

には有益であるが，モデルに利用者の行動が反映されていないなど，先の 3 つ

の要件は満たされず，需要予測・便益評価に直接利用可能なものではない． 
 
 
4.2.2.2  四段階推定法とその改良法 

 
旧来の四段階推定法は，利用者の行動原理が不明確であり，配分段階におい

て混雑を考慮したモデルが用いられる場合も，通常その結果が発生・分布・分

担段階へフィードバックされていない．表-4.1 の分類では，経路の変更による誘

発交通のみを考慮可能なものであり，それ以外の要因による誘発交通は全く無

視されている．言い換えると，四段階推定法を一つのモデルとしてとらえた場

合，分布，分担段階における OD 所要時間と配分結果の OD 所要時間が一致して

おらずモデル内部の不整合性が生じている．配分結果がフィードバックされる

改良法についても，その収束性の問題，行動原理の不明さの問題は残される．

つまり，先の 3 つの要件のうち，行動記述，整合性の 2 点で問題がある． 
 
 
4.2.2.3 非集計行動モデルの応用 

 
利用者の行動記述の観点では，個人の行動を直接モデル化する作業が有効で

ある．この個人の行動モデル研究は膨大な量になるが，特に，本章の誘発交通

推定の関連では，室町ら(1997)458)，上田ら(2000)472)のモデルが参考になる．ただ

し，それらのモデルにおいて，混雑現象は扱われていない．また，藤井ら(1997)473)

による構造方程式モデルも提案されているが，同様な問題点が残される． 
この問題に対し，個人行動モデルに立脚し，混雑との相互干渉を考慮する目

的で，個人行動のマイクロシミュレーションと動的なフローモデルを組み合わ

せたシステムが提案されている(北村, 森川, 2002)474)．このシステムでは，生活・

交通行動を詳細に表現したモデルと，動的交通流シミュレータとの繰り返し計

算により近似的な整合性を保つことが試みられている．派生需要である交通行

動の根源の生活行動を含めたモデリングが可能であることで，このシステムは，

一見誘発交通を議論するのに も有望と思える．しかしながら，既存のモデル

が誘発交通を扱えていない一番の根源は，利用者の行動と混雑現象の記述の不

整合性にあり，この解決法をヒューリスティックな繰り返し近似計算に依存し

ている点では，問題が残される．すなわち，これらのモデルは，先の 3 つの要

件のうち行動記述には優れるが，整合性の問題は依然存在している． 
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4.2.2.4 ネットワーク統合モデル 

 
モデル内部の整合性に も注意を傾けてきた研究分野の一つは，ネットワー

ク均衡分析(土木学会, 1998)475)である．そこでは，モデルの解の一意性の検討，

収束の保証された効率的なアルゴリズムの開発も盛んに行われてきた．主に，

配分分析のみを対象としていたモデルを拡張して，行動理論に立脚して，四段

階推定法の各段階の不整合性を解消するモデルも理論的に完成されている(宮城, 
加藤; 1984)476)．また，便益評価との整合性の面でも優れている．ただし，モデ

ル内部の整合性を堅持するために，利用者の行動モデルは，合理的行動を基本

とした単純なものに限られるという限界がある．しかし，この限界は利用者の

属性でクラス分けしたモデル化(Florian, et al., 2002; Boyce and Bar-Gera, 2001, 
2003)477),478),479)などの改良で対応可能である．したがって，このモデルは先の 3
つの要件をバランスよく満たしているといえる． 
 
 
4.2.3 本章の方針 

 
本研究では，これらのレビューを踏まえ，4.2.2.4で述べたネットワーク統合

モデルを利用することとする．このモデルは，誘発交通を考慮するのに必要な

モデルの要件を満たし，さらに既存の固定 OD 表を所与としたモデルを特殊例

として含むため，既存のモデルとの比較も容易であるという特徴がある．本研

究では，この統合モデルと既存のモデルを用いて，誘発交通を考慮することに

よる交通状況の変化，便益推定値の変化について考察する． 

図-4.1  誘発交通の有無と利用者便益 

 
ところで，誘発交通を無視することによる便益評価の歪みについては，

一般化 

費用 

変動需
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Williams らによる単一リンクを対象とした研究 (Williams and Moore, 1990; 
Williams and Lam, 1991; Williams and Yamashita, 1992)456), 480), 481)が明快な考察を

加えている．この考察は，広く知られたもので第２章でも紹介したが，本章で

の分析結果との比較の際に特に有用であるので，ここで多少詳しく述べておく．

図-4.1 において，道路投資は，パフォーマンス関数の右下への移動として表現さ

れ，誘発交通を無視した固定需要曲線を想定する場合，均衡点は a→b への移動，

誘発交通を考慮する変動需要曲線では，a→e への移動で表現されるvi)．消費者余

剰の考え方による利用者便益はそれぞれ長方形 abcd と台形 aefd の面積で与え

られる．これらの面積の差(図の線がけ部の面積の差分)が，誘発交通を考慮しな

いことによる便益推定値のバイアスとなる．したがって，需要曲線が弾力的な

場合，また投資後の均衡点がパフォーマンス曲線が急激に立ち上がる容量付近

にある場合，誘発交通を無視すると利用者便益は，過大推計される傾向にある

といえる(太田, 1997; DeCorla-Souza and Cohen, 1999)455), 482)．また，均衡点が混雑

が発生していないパフォーマンス曲線が水平になるところにある場合，便益は

過小推計されることになる．この分析は単一手段・単一リンクを対象としたモ

デルであるが，このモデルをネットワークを対象に拡張したモデルがネットワ

ーク統合モデルといえる． 
も単純なネットワーク統合モデルは，Beckmann 型の OD ペアごとに需要関

数を設定するモデルであり，このモデルを用いた誘発交通の議論もされている

(Williams, et al., 2001)483), 484)．ただし，この場合，需要関数の弾力性パラメータ

は，表-4.1 にまとめた，さまざまな行動変化を合成して表現していると解釈され

る値となり，その値を行動原理に基づいたモデルから設定することが難しい．

本研究では，表-4.1 の行動変化のいくつかを明示的に表現したネットワーク統合

モデルを用いる．この種類のネットワーク統合モデルを利用し，大規模な現実

の都市圏における道路整備による誘発交通推定と便益評価を実際に行った研究

例は，見あたらない． 
 
 
4.3 マルチクラス Nested Logit 型ネットワーク統合均衡モデルの定式化 

 
ここでは，本研究で用いるマルチクラス Nested Logit 型ネットワーク統合モデ

ルについて述べる．以下，このモデルを単に統合モデルと呼び，四段階推定法

における固定 OD 表を所与とした旧来の配分モデルを固定需要モデルと呼称す

                                                 
vi) この図において，簡単のため道路投資による需要曲線自体のシフトは考えて

いない．考える場合は第２章を参照． 
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ることにしよう．固定需要モデルにおいては，誘発交通は，表-4.1 の分類では経

路の変更に起因するもののみが扱われていたが，この統合モデルでは，経路/手
段/目的地の変更とトリップ新規発生に起因する誘発交通も考慮可能である． 
 
4.3.1 代表的個人の行動 

 

図-4.2  Nested Logit 型の選択構造 

 
統合モデルの定式化の詳細，解法は，第３章485)と同様であるので，本章では，

概略を述べるにとどめる．なお，第３章では，配分レベルにおいては単一の利

用者属性を仮定したモデルを提示したが，本章では，配分レベルにも複数の利

用者属性を想定したより一般的なモデルを提示しておく．また，便益評価との

関連を明確にするために代表的個人の効用 大化行動からモデルを導くことに

する． 
代表的個人の行動に図-4.2 のような Nested Logit 型の確率的な選択行動を仮定

する．この際に，よく知られているように適切な定式化を行うことで需要予測

と便益評価および経済理論との整合性を取ることができる．また，本章ではト

リップ目的別のモデルを意図して代表的個人をクラス分けしてモデル化する．

利用者クラス i の代表的個人の直接効用関数 Uiを次のように定める． 

 , *
, ,

, , ,

( , , )i i rs rs
i m k m k i i

r s m k

U f t u zτ= − + +∑ f q O  (4.1) 

トリップあり なし発生 
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(手段 m)
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i i i i i i
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m s r m r r

r s m r m r
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q q O O O O
θ θ
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θ

q C O C O C
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f q O

 (4.2) 

予算制約式は， 

 ,
, ,

, , ,

rs i rs
m k m k i i

r s m k

p f z y+ =∑  (4.3) 

であり，交通量の保存式は以下のようになる． 
 0

i i i
r r rO O N+ = , im i

r r
m

O O=∑ , ,i rs im
m r

s
q O=∑ ,  

, ,
,

i rs i rs
m k m

k
f q=∑ , , ,

, ,
, ,

im m rs i rs
a a k m k

r s k

x fδ= ∑ , m im
a a

i
x x= ∑ , 

 , ,
, 00, 0, 0, 0, 0, 0, 0m im i rs i rs im i i

a a m k m r r rx x f q O O O≥ ≥ ≥ ≥ ≥ ≥ ≥  (4.4) 

ここで，OD ペア rs の手段 m の経路 k の均衡時における所要時間を *
,

rs
m kt ，価格(料

金)を ,
rs
m kp とする．zi は，代表的個人の交通以外の財の消費を表現する合成財(価

格を 1 に基準化)，yiは代表的個人の所得， iτ は，利用者クラス i の時間価値であ

る．また，手段 m リンク a におけるクラス別リンク交通量 im
ax ，クラス合計のリ

ンク交通量 m
ax ，リンクコスト関数 ( )m

at ⋅ ，料金 m
ap ，リンク経路接続行列 ,

,
m rs
a kδ ，手

段別経路交通量 ,
,

i rs
m kf ，手段別 OD 交通量 ,i rs

mq ，手段別発生交通量 im
rO ，発生交通

量 i
rO ，利用者クラス i のトリップ発生要因の人口指標 Nr

i，対象時間帯にトリッ

プを行わない利用者数 0
i
rO とする． 1

mθ , 2
imθ , 3

iθ , 4
iθ はパラメータ， im

sC , ir
mC , i

rC は，

各選択レベルに対応する固有の非効用項である． 
代表的個人の交通行動は，次の効用 大化問題として定式化される． 

 max.i iV U=  (4.5) 
subject to (4.3), (4.4) 

ここで，Vi は利用者クラス i の間接効用関数である．この 適化問題を解くと，

図-4.2 の構造の以下の Nested Logit モデルが導出されるvii)． 

 
*

1 , ,, ,
, *

1 , ,

exp[ ( )]
exp[ ( )]

im i rs rs
k m k mi rs i rs

m k mim i rs rs
k m k m

k

θ t p
f q

θ t p
τ

τ
− +

=
− +∑

 (4.6a) 

                                                 
vii) 具体的には，第３章付録Ａ１とほぼ同様にして導出できる． 
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θ C Sq O
θ C S

− +
=

− +∑
 (4.6b) 
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3

exp[ ( )]
exp[ ( )]

i ir ir
im im m
r ri ir ir

m m
m

θ C SO O
θ C S

− +
=

− +∑
 (4.6c) 

 4

4

exp[ ( )]
1 exp[ ( )]

i i i
i ir r
r ri i i

r r

θ C SO N
θ C S

− +
=

+ − +
 (4.6d) 

ここで，各レベルの期待 小費用は以下のようになる． 

 *
1 , ,

1

1 ln exp[ ( )]im im i rs rs
rs k m k mim

k

S θ t p
θ

τ= − − +∑  (4.7a) 

 2
2

1 ln exp[ ( )]ir im im im
m s rsim

s

S θ C S
θ

= − − +∑  (4.7b) 

 3
3

1 ln exp[ ( )]i i ir ir
r m mi

m

S θ C S
θ

= − − +∑  (4.7c) 

以上のように，Nest 型のモデルを数理 適化問題から導く方法については，

Brice (1989)486)，宮城(1995)487)，Verboven (1996)488)，Oppenheim (1995) 489)などに

も見られる．本章の意義は，その数理 適化問題と経済モデルにおける効用

大化問題との関係を明確化したことにある．なお，Oppenheim (1995)489)のモデル

の持つ問題点については後述する． 
 
 
4.3.2 行動モデルと整合的な便益指標と均衡解の算出法 

 
式(4.6), (4.7)を式(4.1)の直接効用関数に代入すると，以下の準線形型の間接効

用関数 Vi が得られる． 

 4
4

1 ln{1 exp[ ( )]}i i i i
i i r r ri

r

V y N C S
θ

θ⎡ ⎤= + + − +⎣ ⎦∑  (4.8) 

ここで，発ゾーン，クラスごとの期待 大効用 

 4
4

1 ln{1 exp[ ( )]}i i i i
r r riS θ C S

θ
= + − +  (4.9) 

と置けば次式が得られる． 

 i i
i i r r

r

V y N S= + ∑  (4.10) 

交通投資の前後で，この効用値を比較することで，投資の利用者便益 UB (消
費者余剰の変化 MD，今回は EV,CV とも等価)を次のように求めることができる． 
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 , ,

,
( )i i with i without

r r r
i r

UB N S S= −∑  (4.11) 

ここで，with を投資後，without を投資前を示す添字とする．なお，Oppenheim
のテキスト 489)においては，上式と若干異なる便益指標が示されているが，経済

理論と整合的なモデルを用いている点で，上式の利用が望ましいといえる (第４

章付録Ａ１参照)．なお，式(4.7a)の値は，Akamatsu(1997)490)によって示された方

法を用いれば，経路列挙を行わずに算出が可能である．結局，大規模なネット

ワークにおいても i
rS の値を算出するのは容易である． 

また，式(4.11)では，利用者便益が起点ゾーン別に集計されて算出されるが，

より細かい分析単位，すなわち OD 別，手段別に求めるという要求もあろう．

この場合の利用者便益 UB は，次式を用いればよい． 

 

, ,

, ,

,

,

, , , , , ,

( )

1 ( )( )
2

i with im with
r rs

i without im without
r rs

S Si i i rs im im
r r m rs rsS S

i r irsm

i rs with i rs without im without im with
m m rs rs

irsm

UB N dS q S dS

q q S S

= = −

≅ + −

∑ ∑∫ ∫

∑
 (4.12) 

ここで，積分経路を直線で近似している．この近似の精度は，後に実証的に検

討するが，結論として近似誤差は極めて小さいものであることが確認されてい

る．ここで，経路選択が確定的すなわち 1
mθ → ∞ とすると， im

rsS は，OD 間 小一

般化費用となり，式(4.12)は，いわゆる台形公式そのものになる．台形公式を利

用すると，手段別の発生便益を計算できる利点もあるviii)． 
以上は，利用者の行動の記述であるが，さらに，この行動の集積である混雑

現象の記述と，それらの間の整合性を取る必要がある．本章のように複数の利

用者クラスが混在する場合は，マルチクラス型ネットワーク均衡モデル 477), 478)

によってそれらは実現できる．ネットワーク上の混雑状況は，各リンクにおい

てクラス合計のリンク交通量 m
ax のみに依存する分離型のリンクコスト関数

( )m m
a at x で，対象時間帯内で独立かつ静的に記述できると仮定すると，均衡解の

算出は，以下の 適化問題を解くことで効率的かつ厳密に行える． 

 
0

, , ,

min. ( ( ), , ) ( ) { ( , , ) }
m
ax m im m i i

a a a i
m a i m a i

Z t d x p uω ω τ τ= + + −∑ ∑ ∑∫x f q O f q O  (4.13) 

subject to (4.4) 

                                                 
viii) なお，式(4.12)は，

, ,

, ,
, , ,

( ) ( )
i with im with
r r

i without im without
r r

S Si i i im im im
r r r r r rS S

i r i r m

UB O S dS O S dS= − = −∑ ∑∫ ∫ とも変

形できる．これは，本章の理論整合的に設計されたモデルでは，便益評価の

際に，どの選択レベルの変数を用いても，そのレベルに対応した指標を用い

れば， 終的な推定値は一致することを意味する．またこの値は，リンクレ

ベルでの評価とも一致することが，第４章付録 A３ 式(4.36)から確認できる． 
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以上のように，経済理論と整合的な需要予測・便益評価モデルが構成された．

具体的には，上記， 適化問題を部分線形化法 485) などで解いて，整備前後の均

衡リンク所要時間を求めた後，式(4.11)あるいは(4.12)を用いて，利用者便益は計

算される． 
 
 
4.3.3 パラメータの条件について 

 
以上のモデルに含まれるパラメータが満たすべき条件，パラメータの解釈上

の注意点について述べておこう．まず，式(4.1)の代表的個人の直接効用関数が，

効用関数が満たすべき一般的な条件である凹関数となるには，第４章付録Ａ２

より， 

 1 2 3 4 0, ,im im i i i mθ θ θ θ> > > > ∀  (4.14) 

が条件となる．また，一般に知られるように式 (4.6), (4.7)の Nested Logit モデル

がランダム効用理論との整合性を保つためには (e.g. Carrasco and Ortúzar, 
2002)491)， 

 1 2 3 4 , ,im im i i i mθ θ θ θ≥ ≥ ≥ ∀  (4.15) 

が条件となる．さらに，ネットワーク均衡モデルの解が一意となるためには，

式(4.13)の目的関数が凸関数となることが必要であり， 

 ( )( ) 0, 0, ,
m m

m m a a
a a m

a

t xt x m a
x

∂
> > ∀

∂
 and (4.14) (4.16) 

が条件となる．以上のように， 
・ 代表的個人の直接効用関数が凹関数となる条件 
・ NL モデルのランダム効用理論との整合性条件 
・ ネットワーク均衡モデルの解の一意性条件 

は密接な関係があることに注意すべきである．以上の条件が満たされないパラ

メータが推定された場合は，モデル構造を変化させる必要がある．また，以上

の条件はランダム効用理論の文脈では，効用の誤差項の確率分布に関連するも

のである．この誤差項は，利用者の選択行動の構造によってのみ特定化される

ものではなく，分析者が利用者の効用を確定的に観測することができないため

生じる項でもある．したがって，分析者が想定したフレームに応じてもパラメ

ータが変化する，さらにはモデル構造が変化する可能性があることに注意が必

要である．例えば，ゾーンの大きさ，ネットワークに含む道路リンクの詳細さ

による空間集計誤差による影響が生じうる． 
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さて，今回の便益計測は，道路混雑が発生しており，料金が限界費用課金と

は限らない現実の都市を対象としており，セカンド・ベストの経済での便益評

価といえるものである．この場合，金本(1996)492)，城所(2002)493)，上田ら(1997, 
2002)494), 495)，Kidokoro(2004)496)によって議論されているように，供給者便益を

含めた注意深い取り扱いが必要となる．したがって，次章では，ネットワーク

上での利用者のみならず，供給者の行動，料金形成原理も考慮したモデルを提

示しておく．そして，そのモデルを利用した議論から，式(4.11)あるいは(4.12)を
用いた利用者便益の計測は経済学的にも問題のない指標であることを確認する． 
 
 
4.4 供給者の行動と料金形成原理を含めたネットワーク上での便益計測モデル 

 
本節では，4.3 のモデルに供給者の行動を含め，料金形成原理を内生化した形

式で議論を行い，4.3 で求めた利用者便益の指標の妥当性を確認する．具体的に

は，上田ら 494), 495)の 2 施設対象のモデルを参考に，4.3 のモデルに供給者の行動

と料金形成原理を簡略化して組み込む．得られるモデルは，上田らのモデルを

ネットワーク上において，確率的な利用者の多次元選択行動を明示した拡張形

式となる．なお，関連して，城所もネットワークを考慮したモデル 493)，496），一

般モデル(城所, 2003)497)と呼ぶモデルを提示して，便益評価に関する注意事項を

述べている．城所 493), 496), 497)が指摘した点が，本章の確率的な利用者の多次元選

択行動を明示したモデルにおいても成立していることも確認する． 
 
 
4.4.1 モデルの定式化 

 
ここでは，記号表記をなるべく単純化するため交通手段を表現する添え字 m

を省略し，利用者のクラス i の区別も行わないこととする．区別した場合も同様

である． 
 
 

4.4.1.1 仮定 

 
以下の仮定をおく．代表的利用者が存在し，その行動は 4.3 の Nested Logit 型

の確率的多次元選択モデルに従う．ネットワーク上のリンクサービスを供給す

る代表的供給者がリンク別に存在する．リンク a の所要時間 ta は，リンク交通

量 xa と，施設の性能(容量) Qa の関数 ( , )a a a at t x Q= で表す．リンク a の料金 pa は，
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ある種の料金形成原理に基づいて課せられるとし，一般的に ( , )a a a ap p x t= と関

数で表す．供給者の供給費用は，関数 ( , )a a a ac c x Q= で表す．供給者の利潤 aπ は，

利用者へ所得として一括配当されるとする．負の利潤，すなわち，赤字の場合

は，逆に利用者は一括税を支払い，それを補填すると解釈する．一括税は，そ

の存在自体は，社会的厚生に影響を与えない種類の税であるため，本章ではモ

デルの単純化のために，この制度を採用する．これを利用者からの供給者への

所得移転 Ta として表す．交通施設の整備は，ネットワーク上のある一本のリン

ク b の性能 (容量)Qb が向上することとして表現する．すなわち， without with
b bQ Q→

とする．一般に，改善が複数リンクにわたる場合，料金を変化させた場合の効

果も同様に考察できる．施設整備が新規リンクの追加として表現される場合に

ついては，後述する． 
 
 
4.4.1.2 社会的余剰 

 
まず，4.3 の Nested Logit 型の利用者の行動モデルにおいて，所得 y を所得移

転を考慮して次のように書き改める． 

 a
a

y T= Ω − ∑  (4.17) 

ここで，Ω は，所得移転前の総所得である．したがって，利用者の間接効用

関数(利用者余剰の指標)は，式(4.10)より以下のように与えられる． 

 a r r
a r

V T N S= Ω − +∑ ∑  (4.18) 

また，前述の仮定から，供給者の利潤(供給者余剰)は，次のように与えられる． 
 ( , ) ( , ) ,a a a a a a a a ap x t x c x Q T aπ = − + ∀  (4.19) 
利用者余剰と供給者余剰の和として社会的総余剰は次のように表される． 

 ( ) ( )

( )

a
a

a r r a a a a
a r a

r r a a a
r a

W V

T N S p x c T

N S p x c

π= +

= Ω − + + − +

= Ω + + −

∑

∑ ∑ ∑

∑ ∑

 (4.20) 

 
 

4.4.1.3 市場均衡条件 

 
料金が，ある種の形成原理に従って内生化されており，所要時間も混雑を反
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映して内生化されているため，均衡料金は，次の不動点問題の解関数として定

義されるix)． 
 ( ( ), [ ( ), ])a a a a a ap p x t x Q= p p  (4.21) 

この解が存在すると仮定して，それを *
ap とおく．この均衡解の計算は，一般

的なネットワークでは容易でないと予想される．ただし，特殊な例として料金

が外生的に与えられる現実の都市の場合，上記均衡問題は通常の交通ネットワ

ーク均衡問題に帰着する．以降では，一般的な場合として，料金が内生化され

ている場合について，便益計測の議論を続ける．章末では，料金が外生的に定

められている現実都市圏における便益計測法を示す． 
 
 

4.4.2 社会的純便益の基本定義 

 
社会的純便益は，社会的余剰の変化分として次のように定義される．この式

の導出法は，第４章付録Ａ３に示す． 

 

with
b

without
b

with
b

without
b

Q

bQ
b

a a
a a a

Q a A a a
bQ

b b
b

b b

WW dQ
Q

t cp x Y
x x

dQ
t cx
Q Q

τ

τ

∈

⎛ ⎞∂
∆ = ⎜ ⎟∂⎝ ⎠

⎧ ⎫⎛ ⎞∂ ∂
− −⎪ ⎪⎜ ⎟∂ ∂⎪ ⎝ ⎠ ⎪= ⎨ ⎬

⎛ ⎞∂ ∂⎪ ⎪− +⎜ ⎟⎪ ⎪∂ ∂⎝ ⎠⎩ ⎭

∫

∑
∫

 (4.22) 

ここで，A は，リンク全体の集合で， 

 
* *

* *
a c a c

a
c A c b c b

x p x tY
p Q t Q∈

⎛ ⎞∂ ∂ ∂ ∂
= +⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠

∑  (4.23) 

とする．式(4.22)の積分内の b
b

b

tx
Q

τ ∂
∂

, b

b

c
Q

∂
∂

は，それぞれ，改良されたリンク b の

所要時間の直接的な変化に伴う限界的な利用者余剰の増加，及び供給者の限界

的な費用節約である．また， a a
a a a

a a

t cp x Y
x x

τ
⎛ ⎞∂ ∂

− −⎜ ⎟∂ ∂⎝ ⎠
は，リンク b の改良によって

生じる，ネットワーク上の各リンクにおいて発生していた死重損失の変化分と

いえる．これは，上田ら 494), 495)の 2 施設対象のモデルをネットワークに拡張し

                                                 
ix) この不動点問題は他の変数を用いた表現も可能である． 
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た結果であり，城所 493), 496), 497)による考察とも本質的に同等な結果といえる．セ

カンド・ベスト経済における便益計測に関して，既存の研究と整合的な結果が

得られており，式(4.22)は便益計測の基本式と呼べるものである． 
 
 

4.4.3 料金形成原理に応じた整備便益の考察 

 
ここで，料金形成原理を特定化した場合の整備便益を上田ら 494),495)と同様に考

察してみよう．紙面の都合上，各リンクにおいて料金が混雑の外部不経済と供

給費用の両方の限界費用料金として設定されている，ファーストベストの状況

のみを考える．つまり，この場合の料金は， 

 ,a a
a a

a a

t c
p x a

x x
τ

∂ ∂
= + ∀

∂ ∂
 (4.24) 

となる．この場合の社会的便益は，式(4.22)に代入して， 

 
with
b

without
b

Q b b
b bQ

b b

t cW x dQ
Q Q

τ
⎛ ⎞∂ ∂

∆ = − −⎜ ⎟∂ ∂⎝ ⎠
∫  (4.25) 

となり，整備されたリンクのみの利用者余剰の増分と供給者費用の節約分のみ

を計測すればよいことがわかる．これは，Mohring 以来の経済学者による指摘
492),493)と整合的な結果である．本節の議論は，利用者の行動モデルとして確率的

な多次元選択 Nested Logit モデルを適用し，ネットワーク上での移動を明示的に

考慮した場合にもこの指摘が成立することを確認した意義があるx)． 
 
 

4.4.4 現実の都市における計測 

 
現実の都市における便益計測においては，料金が 善に設定されているとは

限らないため，式(4.22)を用いた計測が必要となる．ただし，式(4.22)は，リンク

                                                 
x) なお，式(4.25)で， 0b

b

t
Q

∂
<

∂
であるため，必ず 0W∆ > となる．これは，全リン

クに 適課金が負荷されている場合，リンクの容量増加は，モデルと整合的

な社会的余剰を必ず増加させることを意味する．これは，固定需要型利用者

均衡モデルにおいて，全リンクに限界費用課金が負荷されている場合，容量

増加パラドックス(Braess のパラドックス: リンクの容量増加がネットワーク

全体の総所要時間を増加させる)が生じないという関係を一般化したものであ

る． 
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ベースの計測法であるため，新規リンクの便益を評価する場合には，新規リン

クに対して禁止的価格の設定の必要があり，一般にその計測は困難となる．こ

の場合は，上田ら 494)によって指摘されているように，グループに対する代表価

格による計測が望まれる．今回の場合， も望ましい代表価格は，起点ゾーン

別の期待 大効用となる．また，現実都市においては，料金は外生的に設定さ

れており，交通サービス供給費用の変動も十分小さいと仮定しよう．これらの

仮定のもとでは，社会的純便益は，次のようになる． 

 
( ) ( )

with with
r a

without without
r a

S x

r r a a bS x
r a

with without with without
r r r a a a b

r a

W N dS p dx c

N S S p x x c

∆ = + −

= − + − −

∑ ∑∫ ∫
∑ ∑

 (4.26) 

上式の右辺第一項は利用者余剰の増分，第二項は供給者の料金収入の変化，

第三項は，新規リンクの供給費用である．期待 大効用 rS は，具体的には，式

(4.9),(4.7)で定義されるネスト型のログサム変数である．つまり，第一項の値は，

4.3 で示した利用者便益の指標と同一である．したがって，4.3 のモデルで利用

者便益を計測した後，第二項，第三項に相当する供給者便益を加えれば，式(4.22)
と同じ問題のない計測が行えることが明らかにされた． 

 
本節では，ネットワーク上での供給者の行動と料金形成原理を考慮した便益

評価法を示した．ネットワーク上の各リンクに 適料金が負荷されている場合，

改良されたリンクのみの利用者余剰の増分と供給費用の変化を考えればよいと

いう既存の経済学的知見が，利用者の多次元選択行動を明示した場合にも成立

することを確認した． 
一般に，4.3 のモデルの式(4.11)のネスト形式のログサム変数の利用者便益指標

は，セカンド・ベストの経済となる現実都市での便益計測に用いて問題ない．

本節の議論で示されたように，その値に供給者便益を加えれば， 終的な社会

的便益は式(4.22)の基本式と同じ値になる．なお，式(4.11)の理論的な指標を分解

することで，式(4.12)の手段別の便益計測式が導かれる．この式を用いた場合，

代替手段の混雑緩和便益も明示的に追加されることになるが，この作業も問題

のないものといえる． 
 
 

4.5 現実都市への適用と推定事例 

 
本節では，4.3 のモデルを用いた，現実の都市圏における誘発交通を考慮した

道路投資効果の便益評価の実例を示し，誘発交通を無視することによる便益評
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価のバイアスの存在とその性質を実証的に明らかにする． 
 
 

4.5.1 前提 

 
一般に，投資効果の推定には，道路供用後に生む出される各期の社会的便益

を現在価値に割り引いた値を，評価の対象期間について合算した経済的純現在

価値を用いる必要がある．ただし，本章では，誘発交通が便益評価に与える歪

みを計測することに主眼があるため，対象道路がモデル適用年次に瞬時に完成

したと仮定し，その単年次の利用者便益の推定のみを行うこととする．4.4 の分

析から明らかなように，この利用者便益に供給者便益を加えることで，問題の

ない便益評価が行える． 
 
 

4.5.2 対象都市圏における設定498499 

 
東京都市圏において現実に計画されている新規環状道路(約 16km)の建設効果

の計測を試みる．この新規建設区間以外の道路ネットワークは，変化しないも

のとする．この都市圏を対象として，4.3 の形式の鉄道と自動車の混雑を考慮し

た Nested Logit 型ネットワーク均衡モデルは，第３章で既に構築済みであり 485) ，

そのモデルを用いる．PT は，通勤，通学，業務，私事，帰宅の 5 分類の目的区

分を行い，これにセンサスの貨物車を加えた合計 6 分類の利用者クラスのモデ

ルである．パラメータの推定法は，第３章と同様であるが，本章では，確定的

な経路選択行動を仮定しxi)，貨物車の OD 表を H11 年度道路交通センサスのデー

タに更新している．確定的な経路選択の仮定は，形式的には 1
mθ → ∞ を意味し，

Nested Logit モデル全体のパラメータを再推定している．また，今回は配分レベ

ルに関しては，目的別の区別は行わず，時間価値 iτ も一律 50 円/分として外生的

に与えた．再推定されたパラメータ値は，第３章 485)の値とほぼ同等である．誘

                                                 
xi) 第３章 485)では，Dial のアルゴリズムを用いたロジット型の確率的経路選択行

動の記述を行った．この場合，経路選択肢集合が遂次計算のたびに変化して

しまうというアルゴリズム上の問題により厳密な均衡解への収束は必ずしも

保証されないことが知られている．本研究では，厳密な均衡解が得られるこ

とを前提として，誘発交通を考慮した政策評価，モデルの政策感度を議論し

たいため，このアルゴリズムの利用は適切ではない．この問題の解決法には，

経路選択のアルゴリズムの改良などの方法もあるが，本章では，経路選択を

確定的に扱うことで も単純にこの問題に対処している． 
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発交通の議論においては，特に Nested Logit モデルのスケールパラメータθの推

定値，およびリンクコスト関数の ,α β の設定値が重要である．結果に影響を与

えると考えられるこれらのパラメータ値について表-4.2，表-4.3 にまとめておく．

また，これらの推定・設定値は，式(4.14)~(4.16)の条件を満たすため，モデルは

ランダム効用理論と整合的であり，かつ一意の解を持つことが確認できる． 
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 トリップ目的 通勤 業務 私事 
発生要因人口指標 Nr

i  従業人口 昼間人口 

期待 小費用 −θ4  -0.004 -0.003 
3 次従業人口比率  1.11  
無職人口比率   1.54 

発生 

時間帯別のダミー  (略) (略) 
期待最小費用 −θ 3 -0.019 -0.018 -0.019 
山手線ダミー   1.35 0.94 
23 区ダミー   0.21 0.56 

手段 

定数項  -0.85 -5.14 -2.13 
ln(ゾーン面積) 1.00 1.00 1.00 

期待最小費用 −θ 2c a r -0.029 -0.024 -0.027 
ln(就業者数密度) -0.03   
ln(従業者数密度) 0.60   

ln(2 次従業者数密度)  0.32  

目的地 

自動車 

ln(3 次従業者数密度)  0.28 0.41 
ln(ゾーン面積) 1.00 1.00 1.00 

期待最小費用 −θ 2r a i l -0.024 -0.020 -0.023 
ln(就業者数密度) -0.30   

ln(2 次従業者数密度) 0.17   

目的地 

鉄道 

ln(3 次従業者数密度) 1.08 1.16 0.90 
一般化費用 −θ 1m −∞  

経路 
時間価値 iτ  50 (円/分)  

注) 推定パラメータはすべて 5%有意．θの単位は，(/分)． 
無職人口比率=非就業非従学人口/昼間人口，昼間人口=非就業非就学人口+従業人口．

山手線ダミー，23 区ダミーは，発ゾーンがそれぞれ山手線内，23 区内の場合 1，それ

以外 0． 
トリップ発生レベルにおける時間帯別ダミーの具体的な値は第３章 485)と同等なため，

紙面の都合上省略． 
 

 関数形 主要パラメータ 

自動車リ

ンク 

BPR 関数 [松井式]498) 
0[1 ( / ) ]car car car

a a a at t x Q βα= +  
0
at :自由走行時間, car

aQ : 時間交通容量

0.4 ~ 0.54α =  
2.2 ~ 3.3β =  

(道路種別毎に設定) 

鉄道 
駅間 
リンク 

[家田式]499) 
0[1 ( / ) ]rail rail rail

a a a at t x Q βα= +  
0
at :乗車時間, rail

aQ : 乗車定員 

0.019α =  
4.52β =  

(路線毎一律) 

 

表-4.2  Nested Logit モデルの主要パラメータ 

表-4.3 リンクコスト関数の関数形と主要パラメータ 
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既存のモデルでは，貨物交通に関しても目的地の変更がある形式となってい

たが，今回はこの形式ではなく，貨物交通の OD 表は変化しない形式にした．

この理由の一つは，貨物交通の目的地選択モデルの精度が低いことであるが，

貨物交通を的確に再現できるモデルを構築した段階で，貨物車の誘発交通の議

論を進めるべきと考えている．また，帰宅目的のトリップも OD 表は固定とし

た．本来であれば，他目的のトリップの変化に応じて帰宅目的のトリップの出

発地，手段は変更しうるが，それらは無視する．結局，本モデルで扱う誘発交

通は表-4.4 のようにまとめられる．本来は，表-4.4 のほかにも，表-4.1 にまとめ

たように，誘発交通は発生しうる点に注意が必要である． 
 

表-4.4 誘発交通の区分と本研究のモデルの対象 

 
モデルの現況再現性を表-4.5 に示す．今回のモデルは，経路選択を確定的に仮

定することで，鉄道の配分結果の現状再現性は確率的な経路選択を仮定した既

存研究 485)のモデルよりもわずかに劣る．ただし，自動車の配分結果は，既存研

究との差は小さい．これは，混雑の激しい対象地域においては，確定的均衡モ

デルも確率的均衡モデルもほぼ同様なフローパターンになることが知られてお

り500)，その影響と考えられる． 

 通勤･通学業務･私事 帰宅 貨物 
経路の変更 ○ ○ ○ ○ 
手段の変更 ○ ○ ● − 
目的地の変更 ○ ○ − ● 
トリップ発生 − ○ − ● 
注) ○: 現実に生じうる変化で本モデルで考慮しているもの 
   ●:  現実には生じうるが本モデルで無視しているもの 
    − : 現実に生じる可能性が低く，モデルで無視しているもの 
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表-4.5 現状再現性指標 

 
4.5.3 誘発交通による便益の歪みの計測法 

 
誘発交通を考慮することによる便益推定値の違いを求めるには，従来の固定

需要モデルと今回の統合モデルをそれぞれ用いて需要予測・便益計測を行い，

その差を計測すればよい．ただし，この場合，統合モデルは，OD 表がモデルに

より内生的に決定されるため，現状を完全に再現するモデルを推定しない限り，

現況とは異なるフローパターンの初期状態になる．言い換えると，モデルの現

況再現精度に依存して，初期均衡状態が固定需要モデルと統合モデルで異なる

ことが想定される．図-4.1 の議論からは，初期均衡状態の違いが計測の差に影響

を与えることが想定される．したがって，モデルの初期均衡状態の違いによる

歪みと誘発交通による便益の歪みが区別されなくなる恐れがある．この問題に

対処するには 2 つの方法がある．一つは，モデルを Incremental 型501), 480) , 502)に

変更し，統合モデルを完全に現状手段別 OD を再現するように設定する方法で

ある．もう一つは，統合モデルの初期均衡 OD 交通量を固定需要モデルの手段

別 OD 表の入力値に用いる方法である．本章では，単純な後者の方法を用いる．

この場合，固定需要モデルの入力 OD 表が，観測 OD 表とは異なる値になるが，

表-4.5 に示した 終的なリンク交通量，OD 表の適合度を見ても，大きな問題と

はならないと判断できる． 
 
 
4.5.4 誘発交通の推定例503 

 
表-4.6 には，対象道路の整備による交通環境状況の変化の集計値を示す．統合

モデルから得られる変化予測値は，固定需要型のモデルから得られる数値より

も小さいものとなっている．また，どのモデルでも，総走行台キロは，道路整

指標 相関係数 回帰係数 RMSE 
自動車リンク交通量 0.73 0.98 15,363 (台)
鉄道リンク交通量 0.92 0.93 144,423 (人)
自動車 OD 所要時間 0.63 0.92 23.91 (分)

自動車 OD 表 0.96 0.79 853 (台)
鉄道 OD 表 0.97 0.97 710 (人)

注) 回帰係数とは，回帰直線 y = ax + b における傾き a ． 
観測値として H6, 9, 11 年度道路交通センサス， H7 年度大都市交通センサス

を利用．詳細は，第３章 485)と同様． 
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集計地域 23 区内 全域 
モデル 固定需要 統合 固定需要 統合 

総走行台時 -7.6% -4.4% -2.3% -0.7% 

総走行台㌔ -4.1% -2.6% -1.1% -0.3% 

平均走行速度 3.8% 1.9% 1.3% 0.4% 

NOx総排出量 -5.6% -3.3% -1.7% -0.5% 

CO2総排出量 -6.0% -3.6% -1.8% -0.5% 

注) NOx, CO2  排出量の算出には速度別平均排出係数 503)を利用 
 

モデル 固定需要モデル 統合モデル 
指標 変化量 変化率 変化量 変化率 

総トリップ数 0 0 +11,145 +0.03% 
自動車トリップ数 0 0 +40,132 +0.3%注 1) 

自動車平均トリップ長注 2) 0 0 +120 (m) +0.50% 
総走行台キロ -2,791,700 -1.1% -835,603 -0.31% 
注 1) 都市圏全域の自動車分担率でみると+0.10%の変化量である 

注 2) OD 間距離の自動車トリップ数による重み付け平均値 

備により減少している．これは，今回の場合，新規道路により，短距離での移

動が可能になったトリップが多数存在しているためと考えられる．統合モデル

の場合は，この減少率が新規誘発交通により小さくなっている． 
 

表-4.6 交通環境状況の変化率 (日合計値) 

 
 
具体的な誘発交通の値は，表-4.7 のように算出される．統合モデルでは，新規

発生トリップ，手段の転換による自動車トリップの増加により，それぞれ総ト

リップ数，自動車トリップ数に，変化が生じているが，変化率で見るとわずか

な値となっている．これは，表-4.2 のパラメータで，θ3 ，θ4 の推定値が小さいた

め，それぞれのレベルに対応した需要弾力性も小さい値であるためである．た

だし，変化率がごく小さく見えるのは都市圏全体の交通量で見た場合である． 
固定需要モデルの統合モデルの違いは，このわずかな需要の変化を考慮する

か否かである．しかし，この違いにより，表-4.6 にあるように総走行台時などの

交通環境指標の出力結果は大きく異なっている．このことに起因し便益評価に

大きな違いが生じること，また対象道路の交通状況にも違いが生じることを以

下で具体的に示していこう． 
 

表-4.7 交通状況の変化(都市圏全域, 日合計値) 
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まず，図-4.3 には，今回対象の新規道路の交通量・平均速度の予測値を時間帯

別，利用したモデル別に示す．これによると，誘発交通を無視した固定需要モ

デルでは，誘発交通を考慮する統合モデルと比較して，昼間では，道路交通量

を 1000(台/時間・片方向)程度過小に推計し，平均速度も約 10(km/h)過大に推計

することが分かる．もとより，本モデルは静的モデルであり，リンクコスト関

数の設定によりこれらの値は変化しうるものであるが，既存の固定需要モデル

が，新規施設に対する需要を過小評価し，施設の実現サービスレベルを過大に

評価することが定量的に示されている． 

 
図-4.3  新規建設道路の時間帯別交通量・平均速度 

注) 片方向交通量・速度の平均値 
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表-4.8 道路整備による利用者便益推定値の比較結果

    単位: 103円 

 固定需要 
モデル 統合モデル 

台形公式[式(4.12)] 

時間帯 
自動車混雑 
緩和便益 A 自動車混雑

緩和便益 B 
鉄道混雑緩

和便益 C 合計 B+C

ログサム式

[式(4.11)] 
D 

台形式とログ

サム式の差
[(B+C)-D]/D

固定需要モデル

と統合モデル間

の推定値の差 
(A-D)/D 

[参考] 
整備後の自動

車総トリップ

数 
(6 時=100 で

基準化) 
0 308 328 0 328 327 0.34% -6% 6 
1 240 261 0 261 260 0.46% -8% 5 
2 225 246 0 246 244 0.42% -8% 4 
3 948 1,003 0 1,003 999 0.40% -6% 7 
4 1,464 1,535 0 1,535 1,526 0.54% -5% 9 
5 6,694 5,014 13 5,027 5,005 0.44% 33% 27 
6 33,965 13,797 571 14,368 14,251 0.82% 136% 100 
7 64,259 19,926 3,282 23,208 22,766 1.94% 177% 179 
8 52,546 18,853 1,864 20,717 20,425 1.43% 154% 134 
9 53,296 21,220 213 21,433 21,221 1.00% 149% 123 

10 47,935 19,935 34 19,969 19,795 0.88% 140% 119 
11 46,314 20,872 12 20,884 20,734 0.72% 122% 117 
12 28,911 14,636 2 14,638 14,554 0.58% 98% 85 
13 51,694 22,735 13 22,748 22,569 0.79% 127% 121 
14 45,376 20,127 8 20,135 19,988 0.74% 125% 116 
15 47,455 22,104 33 22,138 21,985 0.69% 114% 121 
16 47,058 22,779 44 22,823 22,681 0.63% 106% 125 
17 56,859 28,306 260 28,566 28,405 0.57% 99% 152 
18 36,062 20,467 229 20,696 20,568 0.62% 74% 135 
19 11,115 8,252 256 8,508 8,478 0.36% 31% 77 
20 5,810 5,313 27 5,339 5,319 0.38% 9% 55 
21 3,148 3,059 12 3,071 3,058 0.41% 2% 38 
22 1,352 1,408 0 1,408 1,403 0.39% -4% 24 
23 742 781 0 780 778 0.36% -5% 15 

日合計 643,776 292,955 6,872 299,828 297,339 0.84% 115% - 
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表-4.8 には道路整備による利用者便益推定結果を示す．固定需要モデル，統合

モデルを用いた場合の値をそれぞれ時間帯別に示している．本章のモデルから，

算出される利用者便益とは，表-4.3 のリンクコスト関数の設定から明らかなよう

に，自動車交通に関しては，旅行時間節約便益，鉄道交通においては，混雑不

効用関数で表現された鉄道車内における混雑緩和便益のみを対象としている．

本章のモデルでは，時間帯間の残留交通量を無視しており，出発時刻選択，ト

リップチェインも考慮していないため，時間帯別の値そのものの信頼性は高く

はなく，数値の慎重な解釈が必要である．しかし，さまざまな需要量のパター

ンの下での誘発交通による便益評価バイアスの性質を確認するためには有用な

情報となる． 
まず，本章のモデルでは鉄道の混雑現象が表現されているため，統合モデル

を用いた場合，道路整備による手段の変更による鉄道の混雑緩和の便益が追加

される．式(4.12)の台形公式を用いてこれらの手段別の便益を計算し合算した値

も，式(4.11)のログサム変数で便益を求めた場合もほぼ等しい値となっているこ

とが確認できる．  
全体的に，固定需要モデルによる便益は，統合モデルによる便益よりも高い

値となる傾向にある．さらに，時間帯別に見ると，ピーク時のほうが，オフピ

ークよりも，この過大評価の傾向は強い．これは，誘発交通をめぐる議論にお

いて，誘発交通は，道路ネットワークが交通容量に近い状況で使われている場

合に，大きな問題となることが指摘されていたことを，実際の都市圏において

実証的・定量的に確認した意義をもつ．一方，オフピークについては，誘発交

通を無視した固定モデルのほうが，便益がわずかに過小評価される時間帯も見

られている．これらは，図-4.1 を用いた考察と整合的である．参考までに，時間

帯別の道路整備後の自動車総トリップ数の指標も示しているが，この指標と，

便益推定値のバイアスが密接な関係にあり，総トリップ数の多い時間ほど過大

推計の傾向にあることが読み取れる．ただし，時間帯により需要の空間的分布，

目的別のトリップ数の割合が異なるため，総トリップ数とバイアスの関係に，

多少の変動は生じている．また，統合モデルにおける 17 時台の便益が他の時間

帯よりも高くなっているのは，17 時の帰宅トリップが多数発生するが，この帰

宅トリップを本研究では固定で与えているため，固定需要モデルと似通った状

況になっているためである．現実には，この帰宅トリップも変化しうるため，

17 時台に便益のピークがあるという現象が起こるとは限らないことに注意が必

要である． 
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4.5.5 フィードバックによる近似解法の有効性 

 
以上の便益推定値は，需要予測モデルにおいて厳密な均衡解を求めて得られ

た値である．一方，実務における需要予測では，このような厳密な均衡解を求

めることは少ない．しばしば用いられる手法は，四段階推定法を用いた場合，

配分結果の OD 所要時間を発生・分布・分担段階にフィードバックさせ，それ

を繰り返すというヒューリスティックな手法で均衡解の近似解を求めるもので

ある．また，ミクロ個人行動ネットワークシミュレーションにおいては，この

フィードバック法が現状では唯一の解法となっている．この近似解法で，十分

な精度の便益推定が行えるのかどうかを以下で実証的に検討する． 
今回のフィードバック法における行動モデル，ネットワークモデルは，厳密

解を求めたモデルと同等に設定する． も単純なフィードバックは，固定需要

配分の結果を上位のモデルの入力にそのまま導入する直接法である．ただし，

この直接法では，収束しない場合があるため，本章では，逐次平均法(MSA) 462), 480)

を用いて収束を強化した手法も試行した．具体的には，固定需要型の均衡配分

の配分結果の OD 所要時間を Nested Logit モデルのログサム変数に反映させ，OD
表を更新することを繰り返した．この交通量の更新の際に，直接法は，得られ

た新規解をそのまま利用するが，MSA では，平均化操作を行って更新する．こ

れら均衡解の算出法による便益計測結果の比較を図-4.4 に示す． 

図-4.4  均衡解の算出法による便益推定値の違い 
 
厳密な均衡解を求めた場合，利用者便益は，どの時間帯においても正の値で

あり，少なくとも政策感度の符号条件においては，妥当な結果が得られている．

一方，直接法のフィードバックモデルの場合では，時間帯により，便益が負に

なる場合があり，符号条件すら満たされない結果が得られる．MSA を用いたフ
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ィードバックでは，厳密解との差は小さくなるが，時間帯間のバラつきが大き

く安定的な結果が得られていない．また，図-4.4 には示されていないが，MSA
でも，鉄道の混雑緩和便益は負になる時間帯が存在している．ただし，オフピ

ーク時には，フィードバック法による推定値も，厳密解による推定値も変化は

少ない．この結果となった理由は，混雑時には，フィードバック手法による均

衡解の近似の誤差がプロジェクト実施の影響以上の大きさとなっているためと

考えられる．図-4.1 のような単純な例で考えてみると，結果の参照点として厳密

な均衡点(需要曲線とパフォーマンス曲線の交点)を想定した場合，一般に便益が

負になることはありえない．結果の参照点としてフィードバックモデルによる

交点の近似点を与えた場合，近似の精度によっては，便益が負になってしまう．

言い換えると，フィードバックの初期解，および繰り返し回数によって結果が

変化しうる．この問題が，今回対象とした大規模ネットワークにおいて，多手

段の混雑現象を考慮した場合顕在化している．以上のことから，フィードバッ

ク法は，混雑のあまり激しくない都市圏，時間帯において， も簡便な手法と

して有効な場合もあるが，混雑が激しい場合は，フィードバックの不完全性に

よる誤差が，政策感度にも影響を与えてしまうことが明らかになった．厳密な

均衡解の算出は，妥当な政策感度を得るという観点から強く要請されるものと

言える．また，フィードバックによる総計算時間は，部分線形化法を用いた厳

密解の計算時間の 2 倍以上を要しており，計算時間の観点からも厳密解の求解

の優位性は変わらない． 
 
 

4.5.6 政策への知見のまとめと議論 

 
本章での分析より，今回の対象地域では，従来から用いられている固定需要

型のモデルを用いた場合，表-4.8の日合計値から判断して道路整備の利用者便益

をおよそ2倍過大評価しているという結果が得られた．また，表-4.6の値からは，

道路整備の環境負荷削減便益も過大評価している可能性が示唆される．無論，

これらの数値は，さまざまな仮定の下で算出された値であるが，混雑地域にお

ける道路整備効果の議論において，一つの目安として捕らえておくべき値とい

える．誘発交通そのものの量は小さい場合でも，混雑地域においては，そのわ

ずかな交通量が与える影響を便益評価において無視すると，推定値に大きなバ

イアスを生じうる． 
本章の分析結果に関して，いくつか注意点をまとめておこう．まず，本章の

分析からは，誘発交通を考慮することにより，道路整備の利用者便益は既存の

推定値のおよそ半分になりうることが示されたが，便益が負になるわけではな
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い．つまり，混雑地域における道路整備の効果は，誘発交通により完全に打ち

消されるわけではない．便益がゼロになるのは，図-4.1における需要曲線が水平

になる(完全弾力的な)場合であり，このような需要曲線が現実のデータから推定

されることは，少なくとも短期需要曲線を想定したと考えられる分析において

は，ありえないであろう．混雑地域における道路整備の便益は，そもそもの絶

対量が膨大な値であり，その値が半分になろうとも，多くの場合，費用便益基

準は満たされ，道路整備を進めるという 終的な意思決定は変わらないと考え

られる．ただし，この点に関しては，本章の対象外である道路整備の費用の推

定等による精査が必要である． 
また，需要予測モデルで誘発交通を無視していることで便益は常に過大推計

されるとは限らないことにも注意が必要である．今回の計算事例においても需

要の少ない夜間においては，誘発交通を考慮したモデルのほうが便益は増大し

ている．この結果からは，東京の夜間と同等程度の混雑しか発生していない地

方部の道路整備評価においては，既存の固定需要モデルは，便益を過小評価し

ているとも解釈できる．社会資本事業により需要が誘発されることは，その事

業により新たな社会経済活動が生み出されていることを意味し，一般には歓迎

されるべきものである．しかし，混雑地域における誘発交通は，その存在を無

視すると新規施設のサービスレベルを過大に評価する可能性が存在し，モデル

化に細心の注意が必要となることを本章の分析結果は示唆している． 
混雑地域における道路整備の必要性の判断は，誘発交通を考慮した需要予

測・便益推定法を用いて，議論の客観的な土台となる費用便益指標を算出し，

それを参考に行うというのが基本的な原則であろう．ただし，需要予測モデル

の構築の際に，誘発交通をモデル化することのみに執着し，利用者の行動記述

を詳細に行うのみでは不十分である．本章では，フィードバックを用いた近似

解法では政策感度が妥当とならない場合を示した．この知見は，大規模ネット

ワークで鉄道においても混雑が生じている今回の対象地域に特有の可能性もあ

るが，モデル全体の整合性をまず確保し，政策評価を行う際の参照点を明確に

記述することが重要である．モデル内部の整合性が保たれていない場合は，政

策感度の違いが，誘発交通を考慮したことによる差であるのか，それともそれ

以前の計算誤差に過ぎないのか判然としない恐れがある． 
一方で，モデル全体の整合性を確保しつつ，モデルの細部の精緻化を進める

ことは望ましい．今回，モデルのパラメータの推定値は，一時点のクロスセク

ションの集計データを用いているが，複数時点のデータを用いた推定，あるい

は，行動変化の結果を得られるパネルデータなどを用いた推定が誘発交通のモ

デル化に望ましいのは言うまでも無い．また，表-4.1にまとめた行動変化のうち，

本章のモデルで無視した要因の組み込みも求められる．今後の課題としたい． 
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推定された誘発交通の大小に関しては十分な注意が必要である．誘発交通の

大きさは，需要関数すなわち利用者の行動モデルの構造，パラメータ及びリン

クコスト関数の設定に依存する． クロスセクションデータで推計された弾力性

は，現実の値よりも低いという指摘もある 457)．また，両側制約型の分布モデル

を仮定した場合など，モデル構造を変化させた場合の影響分析，代表的個人の

妥当性に依存するパラメータ推定値の信頼性についての検証，パラメータの一

般的な感度分析も必要である．さらに，今回の混雑都市圏においては，リンク

コスト関数の設定も大きな影響を及ぼす．これら数多くの課題は，存在してい

るものの，本章の意義は，今後の展開の基礎となるべき基本モデルを用いて，

混雑地域における誘発交通の議論において，モデル内部の整合性・一貫性を意

識したフレームが重要となることを確認したことにもある． 
 
 

4.6 本章の結論 

 
本章の成果・結論は次のようにまとめられる． 
(1) 混雑地域における誘発交通を考慮した需要予測モデルの要件を整理し，そ

の観点から既存のモデルをレビューした． 
(2) 経済理論に基づいたマルチクラス Nested Logit 型ネットワーク統合均衡モ

デルの定式化を行い，モデルと整合的な便益評価指標を示した．  
(3) モデルに供給者の行動を含めた枠組みにおける議論から，求めた便益計測

指標がセカンド・ベスト下の便益評価における留意点を踏まえた経済学的にも

問題のない指標であることを確認した．また， 適料金制度の下での便益計測

に関して，本モデルから，既存の知見を一般化した結果が得られることを示し

た． 
(4) 混雑の激しい大規模な都市圏にネットワーク統合モデルを適用し，道路整

備による誘発交通を試算し，誘発交通の量は，都市圏全体ではわずかであるが，

対象道路の交通状況に大きな影響を与えうることを示した． 
(5) 誘発交通を考慮するモデルとしないモデルの比較から，誘発交通を無視す

ることによる便益評価のバイアスを実証的に示した．また，この数値を時間帯

別に示し，このバイアスが需要のレベルに大きく影響を受けるという既存の知

見を実証的に確認した． 
(6) 理論と整合的な厳密な指標を用いた便益評価値と，その近似として知られ

る台形公式を用いた便益評価値の差は，極めて小さいことを実証的に確認した． 
(7) フィードバック型の推定法と，厳密な均衡解を求めるモデルとで便益推定

値の違いを示し，厳密な均衡解の求解は妥当な政策感度という観点から要求さ
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れることを示した． 
今後の課題として，4.5 の 後で述べたモデル細部の精緻化のほか，主に次の

ような点が挙げられる． 
本章のモデルは，形式上，合成財の変数を含んだ定式化であるが，効用関数

が準線形型となっていることからも明らかなように，他財の価格，質の変化が

交通行動に与える影響や所得効果はモデル化されていない．大規模交通プロジ

ェクトでは，これらをも表現したモデル化が必要である． 
また，混雑地域における道路整備については，本章の誘発交通問題の議論と

は別に経済学的観点から次のような批判がある．混雑による外部不経済は，混

雑税が課せられておらず，交通の価格が低すぎることによって生じている．混

雑している道路に対する投資は低すぎる価格を更に低くすることになり，外部

不経済の増加を招いている 492)というものである．このような視点から Williams, 
et al.(2001)504)は， 適混雑料金が課せられた状況も含めた道路投資効果の議論を

行っている．本章のモデルに対応する 適混雑料金を算出することは，第５章

で示されるように容易であり505)，Williams, et al.と同様な分析を行うことが可能

である．  
 

 
第４章 付録Ａ１ Oppenheim による便益評価指標について 

 
Oppenheimのテキスト489)では，利用者の直接効用関数を，式(4.1)ではなく， 

 
0

,

( )
m
ax m

a
m a

U t d u zτ ω ω= − + +∑∫  (4.27) 

とおいた形式のモデルが示されている．すなわち，第一項を，総所要時間では

なく，リンクコスト関数積分形としている．そして，便益評価指標として，式(4.11)
に各リンクで発生している外部不経済効果の変化を加えた指標を提示している．

しかしながら，直接効用関数を式(4.27)とおいた定式化は，一般的な経済理論と

整合せず，それを用いた便益評価は誤りといえる． 
この理由は，一般に経済モデルでは，個々の利用者は，価格を所与のもの−コ

ントロールできないもの−として行動すると仮定される必要があるためである．

直接効用関数を式(4.27)とした場合，代表的個人は，リンク交通量を変更するこ

とで，均衡リンク所要時間(すなわち市場価格)を変更することが可能になり，上

述の仮定に反する．それに対して，直接効用関数を式(4.1)とおくことは，均衡価

格を所与としており，経済モデルの前提に合致する．すなわち，式(4.1)および式

(4.11)を用いた需要予測・便益評価を用いるべきである． 
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第４章 付録Ａ２  直接効用関数が凹関数となる条件 

 
式(4.2)を書き換えると， 
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 (4.28) 

となる．したがって，利用者クラス i の直接効用関数， 

 , *
, ,

, , ,

( , , ) i i rs rs
i m k m k i i

r s m k

U f t u zτ= − + +∑f q O  (4.29) 

が，凹関数となる条件は，整理すると，次式となる． 

 1 2 3 4 0,im im i i mθ θ θ θ> > > > ∀  (4.30) 

 
 

第４章 付録Ａ３  社会的純便益の導出 

 

社会的総余剰の式(4.20) 

 
, ,

( )i i m m m
r r a a a

i r m a
W N S p x c= Ω + + −∑ ∑  (4.31) 

を全微分する．なお，付録では，手段 m，クラス i も区別し式展開しておく． 
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,

( )
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i irsm rsr r
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m m m m m
a a a a a
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ここで，クラス別一般化経路費用 *
, ,

irs i rs rs
km k m k mg t pτ= + と定義している．期待 小費

用関数(ログサム変数)の性質から次式が成立する． 

 
,,
,
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また，経路費用は，次のように分解できる． 

 * ,
, , ,( )irs i rs rs i m m m rs

km k m k m a a a k
a

g t p t pτ τ δ= + = +∑  (4.34) 

式(4.33)，(4.34)を式(4.32)に代入すると，式(4.32)第一項は， 
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と変形される．結局， 
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となり， 
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となる．ここで，改良リンクを，手段 n リンク b としている．クラス i，手段 m
の区別を省略したものが本文中の式(4.22)，(4.23)である． 
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第５章 ネットワーク均衡条件下での最適混雑料金: 一般化と実都市圏におけ

る試算 

 
5.1 はじめに 

 
交通渋滞の緩和と大気汚染問題等への対応を目的としたロードプライシング

は，2003 年 2 月よりロンドン都心部での実施が始まり，東京都心部への導入も

検討されるなど，現実味のある都市交通政策の代替案の一つになりつつある．

本章の目的は，このロードプライシングの 適な料金設定に関して，利用者の

行動を明示的に扱いつつ現実都市圏の道路網にも適用可能な形式を提示するこ

とにある． 
道路利用の私的限界費用と社会的限界費用の乖離に等しい額を混雑料金とし

て課せば社会的に 適な状態が実現するという限界費用原理は，経済学におけ

る単純な 1 本のリンクを対象とした議論から導き出されたものである．この理

論は， 
[1] 空間表現が過度に単純化されている． 
[2] 渋滞現象の表現の不備すなわち時間軸の欠如． 
[3] 利用者の交通行動の表現が不十分． 

という問題があり，現実都市圏の混雑料金の設定問題に直接適用できるもので

はない． 
これら 3 つの問題点のうち，[1]の空間表現の問題に関しては，交通ネットワ

ーク均衡分析のモデルの枠組みにおいて，各リンクにおいて限界費用原理を適

用すればよいという拡張がされている．しかし，従来モデルの利用者の経路選

択行動の記述，需要関数の設定法などは，いまだ現実を簡略化したものであり，

[3]の問題は依然残される．一方，[2]の時間軸の欠如の問題に対しては，主に単

一ボトルネックを対象とした議論が進められ，成果が挙げられているが(桑原, 
2002)506)，一般ネットワークへの理論の拡張は困難と思われる． 

本章では以上の背景を踏まえ，既存の混雑料金理論の上述した[1]，[3]の問題

点を同時に解決する分析フレームを提示する．すなわち，利用者の交通行動が

複数の交通手段を含むネットワーク上でランダム効用理論に基づく Nested Logit
型の多次元選択行動として記述される場合における 適混雑料金について議論

する．提示するフレームは，静的モデルであるという限界は依然残されるもの

の，現実の大規模なネットワーク上においても 適混雑料金の算出が可能であ

る点が大きな利点となる． 
また，現実のロードプライシングは，道路混雑緩和のみを目的とするわけで
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はなく，大気汚染等の環境基準の達成を目的とする場合が多い．したがって，

環境負荷排出量にも配慮した料金設定法についても言及する． 
 
 
5.2 既存研究のレビューと本研究の方針 

 
混雑課金についてのレビューは，第２章でもまとめているが，ここでも，本

章の目的に沿った関連既存研究の流れを詳述しておく． 
交通ネットワーク均衡分析における混雑料金政策の議論としては，固定需要

型の利用者均衡配分モデルにおいて各リンクに限界費用原理を適用することで，

総所要時間を 小化するシステム 適配分が達成できることがよく知られてい

る．この料金システムは，需要変動型の場合においても，Gartner (1980)507)，Yang 
and Huang (1998)508)らによって議論されているように，次のような目的関数で示

される社会的余剰を 大化する． 

 1

0
max. ( ) ( )rsq

rs a a a
rs a

D d t x xω ω− −∑ ∑∫  (5.1) 

ここで， 1 (.)rsD− は，OD ペア rs 間の逆需要関数，qrsは，OD ペア rs 間の交通量，

ta(.)は，リンク a のリンクコスト関数，xa は，リンク a の交通量とする．しかし

ながら，これらの研究で仮定されている需要関数は，独立型の需要関数であり，

一般的なロジットモデルなどの競合型の需要関数の場合には，直接的には適用

できない．また，この需要関数は，利用者の交通行動と結びついたものではな

く，需要関数の価格弾力性を設定する必要があるが，その設定値によって混雑

料金は大きく異なることになる(例えば，野杁, 秋山, 2001)509)．さらに，利用者

の経路選択行動も確定的なものが仮定されている．また，単一の交通手段が想

定されており，代替交通手段への影響を評価できない．これらの仮定を緩和し，

フレームを一般化することは，混雑料金政策を論じるうえで重要な研究課題と

なろう． 
この一般化を意図した既存研究としては，利用者の経路選択行動が確率的で

ある，すなわち確率均衡配分モデルの元での 適混雑料金についての，赤松，

桑原 (1988, 1989)510),511)による研究がある．彼らのモデルの目的関数は総走行時

間の 小化を基本としたものであり，その場合に適用できる限界費用原理の拡

張式を示した．これに対して，Yang (1999)512)は，ロジット型確率的均衡配分モ

デルと整合的な純経済便益を定義し，その 大化を目的関数とした場合，通常

の限界費用原理が 適混雑料金となることを示した． 
本章では，利用者の経路選択も確率的とし，さらに，手段選択，目的地選択

など他の次元の選択行動を含めて，ランダム効用理論に基づく Nested Logit モデ
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ルで記述した場合の 適混雑料金について議論する．本章では， 適化の目的

関数に Yang512)と同様な考えに基づく社会的純便益を設定する．これらは，利用

者の総期待 大効用と供給者余剰の和の 適化の問題であり，経済効率性の

適化をもたらす混雑料金といえる．しかしながら，経済性の効率だけではなく，

環境負荷とのバランスという視点も重要であろう．したがって，以上の 適化

問題に，環境負荷の制約を課したモデルも提示し，それらを実現するための料

金設定について議論する．環境負荷も考慮した料金設定法は，Nagurney (2000)513)

によっても示されているが，そこで用いられているのは，利用者の確定的な選

択のみを仮定したものであり，それらを拡張したモデルを提示する． 
 
 
5.3 モデル 

 
5.3.1 定式化 

 
Nested Logit モデルと整合的なネットワーク均衡配分モデルは，数多くの種類

があり，大規模な都市圏に適用可能なアルゴリズムも開発されている．これら

の各モデルに対応した 適混雑料金政策を考えることが可能であるが，ここで

は，まず手段選択と経路選択を Nested Logit モデルで記述する場合の 適混雑料

金を議論する．また，各モードにおいて混雑が発生するが，そのリンクコスト

関数は，モード間で独立であり，相互干渉は無いものとしよう． 
まず，利用者の行動は，ランダム効用理論に基づいて，手段選択を上位，経

路選択を下位の階層とする以下の Nested Logit モデルで記述できると仮定する． 

 1 ,

1 ,

exp( )
Pr( | , ) , , , ,

exp( )

m rs
k m

m rs
k m

k

c
k rs m r s m k

c
θ

θ
−

= ∀
−∑

 (5.2) 

 2

2

exp[ ( )]
Pr( | ) , , ,

exp[ ( )]

rs rs
m m

rs rs
m m

m

S C
m rs r s m

S C
θ

θ
− +

= ∀
− +∑

 (5.3) 

 1 ,
1

1 ln exp( ), , ,rs m rs
m k mm

k

S c r s mθ
θ

= − − ∀∑  (5.4) 

ここで，Pr(k|rs,m)は，OD ペア rs，手段 m の条件のもと経路 k を選択する確率，

Pr(m|rs)は，OD ペア rs の条件で手段 m を選択する確率である． ,
rs
k mc は，OD ペア

rs 間，手段 m の経路 k の金銭単位交通費用， rs
mS は，OD ペア rs 間，手段 m の経

路選択に関する金銭単位の期待 小費用， 1 2,mθ θ は，それぞれ経路選択，手段選

択に関するパラメータ， rs
mC は，手段 m に固有の非効用とする． 



第５章 ネットワーク均衡条件下での 適混雑料金: 一般化と実都市圏における試算 

 - 144 -

ネットワーク上のフローの均衡条件と，上記 Nested Logit モデルを同時に満

足する解は，周知のように次の等価 適化問題の解として求められる．  

 
1 0

, , ,

, , ,

min ( , ) ( )
m
ax m rs rs

a m m
m a r s m

rs rs
rs rs m m

r s r s m

Z t d q H

q H q C

ω ω= −

− +

∑ ∑∫

∑ ∑

x q
 (5.5a) 

subject to , ,rs
m rs

m
q q r s= ∀∑  (5.5b) 

 , , , ,rs rs
k m m

k
f q m r s= ∀∑  (5.5c) 

 ,
, ,

, ,

, ,m rs m rs
a k m a k

r s k

x f m aδ= ∀∑  (5.5d) 

 ,0, 0, 0, , , , ,m rs m
rs k m aq f x m r s k a≥ ≥ ≥ ∀  (5.5e) 

ここで， 

 1

, ,

1

1 Pr( | , ) ln Pr( | , )

1 ln , , ,

rs
m m

k

rs rs
k m k m

m rs rs
k m m

H k rs m k rs m

f f
r s m

q q

θ

θ

= −

= − ∀

∑

∑
 (5.6a) 

 2

2

1 Pr( | ) ln Pr( | )

1 ln , ,

rs
m

rs rs
m m

m rs rs

H m rs m rs

q q r s
q q

θ

θ

= −

= − ∀

∑

∑
 (5.6b) 

rsq  : OD ペア rs 間 OD 交通量 
rs
mq  :手段 m の OD ペア rs 間 OD 交通量 

,
rs

k mf  :手段 m の OD ペア rs 間経路 k の交通量 
m
ax  :手段 m リンク a の交通量 
( )m m

a at x  :手段 m リンク a のリンクコスト関数(金銭単位) 
,

,
m rs
a kδ  :リンク経路接続行列 
この 適化問題の解の一意性の十分条件を求めておこう．式(5.5a)の第一項が

狭義凸関数となる条件より，  

 ( ) 0, ,
m m
a a

m
a

t x m a
x

∂
> ∀

∂
 (5.7) 

が得られ，それ以外の項が狭義凸関数となる条件より，  

 1 2 0,m mθ θ> > ∀  (5.8) 
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が得られる．一般的なリンクコスト関数は，式(5.7)を満たし，ランダム効用理論

と整合的な Nested Logit モデルは，通常，式(5.8)を満たすため，本モデルの解 ( , )x q
は一意に定まる． 
 
 
5.3.2 目的関数の経済学的意味と最適課金 

 
さて，式(5.5a)の目的関数は，一般に経済学的意味づけを全く持たないもので

ある．しかし，各リンクに限界費用原理に従う料金が課せられている場合，こ

の値は経済学的意味を持つことになる．これを以下で示そう．まず，次のよう

な良く知られた関係式を確認しておく．双対理論によれば，ある経路費用 c に

ついてロジットモデルによる経路選択確率が定まる場合，次式が成立する514)． 

 ,Pr( | , ) , , ,rs rs rs
m m k m

k
S H k rs m c r s m+ = ∀∑  (5.9) 

 , ,
, , , , , , ,

rs rs rs rs rs rs
m m m m k m k m

r s m r s m r s m k

q S q H f c∴ + =∑ ∑ ∑  (5.10) 

同様にして，手段選択に関して次式が成立する． 

 Pr( | )( ), ,rs rs
rs rs m m

m
S H m rs S C r s+ = + ∀∑  (5.11) 

 
, , , ,

( )rs rs rs
rs rs rs rs m m m

r s r s r s m

q S q H q S C∴ + = +∑ ∑ ∑  (5.12) 

ここで，Srsは，手段選択に関する金銭単位期待 小費用， 

 2
2

1 ln exp[ ( )], ,rs rs
rs m m

m

S S C r sθ
θ

= − − + ∀∑  (5.13) 

である．ここで，式(5.10),(5.12)の両辺を足し合わせると， 

 , , , , , ,

, ,
, , , ,

( )

rs rs rs rs
rs rs m m rs rs m m

r s r s m r s r s m

rs rs m m m
k m k m a a a

r s m k m a

q S q H q H q C

f c x t x

+ + −

= =

∑ ∑ ∑ ∑

∑ ∑
 (5.14) 

が成立することになる． 
ここで，リンクコスト関数を具体的に，リンク所要時間の金銭換算値 ˆ ( )m m

a at x と

リンク料金 ( )m m
a ap x の和とおこう． 

 ˆ( ) ( ) ( )m m m m m m
a a a a a at x t x p x= +  (5.15) 

そして，リンク料金が限界費用原理で定められるとする．  
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ˆ ( )( )

m m
m m m a a
a a a m

a

t xp x x
x

∂
=

∂
 (5.16) 

このとき，式(5.5a)の目的関数は，式(5.14)，(5.15)，(5.16)を用いると， 

 

1 0
,

,

,

ˆ ( )ˆ( , ) [ ( ) ]

[ ( ) ( )]

( )

m
a

mx m a
a rs rs

m a rs

m m m m m
a a a a a

m a

m m m
rs rs a a a

rs m a

tZ t d q S

x t x p x

q S x p x

ωω ω ω
ω

∂
= + +

∂

− +

= −

∑ ∑∫

∑

∑ ∑

x q

 (5.17) 

となり，結局，式(5.5)の 適化問題は，  

 2max ( , ) ( )m m m
rs rs a a a

rs ma
Z q S x p x= − +∑ ∑x q  (5.18) 

subject to  (5.5b) ~ (5.5d) 
となる．ここで， 2 1( , ) ( , )Z Z= −x q x q とおいている．この目的関数，右辺第一項

は，利用者の行動モデルと整合的な利用者余剰であり，第二項は，料金収入す

なわち供給者余剰となる．つまり， 適化問題は，社会的余剰 Z2 の 大化に等

しくなる．すなわち，限界費用原理は，社会的余剰の 大化をもたらすことが

簡単に証明される．結局，固定需要配分の場合，および独立型の需要関数を用

いた弾性需要配分の場合と全く同様に，各リンクに限界料金を課すことにより，

各自の効用 大化行動が，社会的余剰の 大化につながることが分かる．注意

すべきは，利用者余剰を，行動モデルと整合的な値で定めている点である． 
 
 
5.3.3 システム最適配分 

 
社会的余剰の 大化である式(5.18)は，一般に，限界費用課金が課されていな

くとも，式(5.14)，(5.15)を用いて，次のようにも書き直せる． 

 3
, , , , , ,

ˆmin ( , ) ( )m m m rs rs rs rs
a a a m m rs rs m m

m a r s m r s r s m

Z x t x q H q H q C= − − +∑ ∑ ∑ ∑x q  (5.19) 

subject to (5.5b) ~ (5.5d) 
上記 適化問題は，一般に Nested Logit 型システム 適配分モデルと呼べるも

のである．この式と式(5.5)と比較すると，その違いは，第一項のみであることが

分かる．この差は，固定需要型あるいは需要変動型の利用者均衡配分とシステ

ム 適配分の比較において生じていた差と同様であることが確認できる． 
この社会的余剰が 大となる解 ( , )SO SOx q は，既存の Nested Logit 型確率的利

用者均衡モデルのアルゴリズムにおいて，リンクコスト関数を，式(5.15)，(5.16)
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で置き換えれば容易に求めることができる．すなわち，大規模なネットワーク

においても効率的なアルゴリズムが利用できる．また，この解からリンク交通

量，限界所要時間の値を計算しておけば， 適なリンク混雑料金パターン{pa
m*}

を決定することができる．また，手段別 OD パターン{ }SOq は， 適手段分担を

実現する解と解釈できる． 
 
 
5.3.4 課金解の一意性の政策含意 

 
さて，社会的余剰が 大となる解 ( , )SO SOx q が一意となる十分条件を求めてみ

よう．式(5.19)の第一項が狭義凸関数となる条件より， 

 
2

2

ˆ ˆ( ) ( )2 0, ,
m m m m

ma a a a
am m

a a

t x t xx m a
x x

∂ ∂
+ > ∀

∂ ∂
 (5.20) 

が得られ，それ以外の項の条件からは，式(5.8)が得られる．式(5.20)は，一般的

なリンクコスト関数の場合に成立し，前述したように式(5.8)も満たされる．した

がって，社会的余剰が 大となる交通量パターン ( , )SO SOx q は，一意に定まる． 
しかしながら，社会的余剰が 大となる料金パターン{p*}は，一意ではない．

式(5.16)で示される限界費用料金は，解の一つに過ぎない．このことは，単純な

1OD2 リンクの場合(リンク番号を 1,2 で区別)について考えてみれば容易に確認

できる．限界費用料金は，2 リンク共に，各リンクの限界費用に等しい料金 p1
*，

p2
*を課すことである．しかし，利用者の行動モデルにおいては，通常 2 リンク

間の費用差のみが区別されるため， * *
1 2 1 2p p p p− = −  (=定数)を満たす任意の料

金パターン(p1，p2)によって全く同一の交通量パターン 1 2( , )SO SOx x が実現しうる．

また，これらのパターンに対して社会的余剰は常に 大になっている． 
適リンク料金パターンが一意ではないということは，すべてのリンクにお

ける課金が不可能でも，何らかの課金政策の組み合わせで，社会的に 適な状

態が実現する可能性が示唆され，現実の政策立案に重要な視点を提供しうる．

この観点から Hearn and Ramana(1998) 515 ), Hearn and Yildirim (2002) 516 )や

Dial(1999)517)らは，社会的余剰の 大化を満たした課金解集合から課金収入が

小化されるもの，課金位置数を 小化するものなど，別の基準をも同時に満た

す解の算出法について述べている．ただし，彼らの研究は，確定的なモデルを

対象としたものである． 
 
 
5.3.5 モデルの一般化 
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以上と全く同様な議論は，Nest の上位レベルに手段選択以外を想定する場合，

選択レベルを増やした場合にも当然成立する．Nest の上位を時刻選択モデルと

おいた場合にも，フローモデルとして時間帯間の相互干渉を無視したものを利

用するならば，同様な議論が展開できる．この場合，以上のモデルにおいて手

段 m の添え字を時間帯 m と読み替えればよい．また，目的地選択との統合を行

い，さらに，例えば赤松，半田(1996)518)のモデルのように住宅立地均衡モデルと

も統合した場合にも，限界費用課金は，利用者と家主の行動モデルと整合的な

社会的余剰の 大化をもたらすことが示せる．この場合の， 適 OD パターン

{ }SOq は， 適立地配置などの議論における重要な参照点を与えることになる． 
近，Bellei, et al.(2002)519)は，以上の議論をさらに一般化して，利用者の行動

モデルが複数の利用者クラスで構成されたランダム効用理論に従う任意のモデ

ルxii)で，リンクコスト関数が相互干渉を表現する場合も含めた 適課金について，

不動点問題を用いた議論を展開している．そして， 適化の目的関数を，本章

と同様に行動モデルと整合的な利用者余剰と料金収入の和とおいた場合，限界

費用原理が 適課金解の必要条件を満たす解の一つであることを証明している．

また， 適交通量パターンが一意であれば，限界費用原理は 適課金解の十分

条件をも満たした解の一つであることも示した．複数の利用者クラスの考慮と

は，具体的には，自動車キャプティブ層の存在をも許容するものであり，任意

のランダム効用理論に従うモデルとは，Cross-Nested Logit などの相当多くの行

動モデルが含まれており，限界費用原理が現実的な緩い仮定の下でも成立する

ことが示されたといえる． 
本章の議論は，Bellei, et al.(2002)519)によって一般に証明されることになった事

項の特殊例に分類される．ただし，本章は，モデルの等価 適化問題が構成で

きる場合について，直感的に理解のしやすい，分かりやすい証明を行った点に

意義があると考えられる． 
 
 
5.4 現実都市圏での試算例 

 
前節の知見を生かした政策評価の例として，東京都心部におけるロードプラ

イシングの導入評価を，効率性という も単純な一つの軸上のみで評価した例

を以下に示す．この政策の既存の評価事例としては，課金システム，課金額を

仮に設定した場合の評価が行われているのみ(例えば，円山ら, 2001, 2002; 東京

                                                 
xii) 厳密には，所得の限界効用が一定で，経路費用に対して線形型の効用関数を

想定する必要がある． 
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都, 2001)520), 521), 522)で， 適な課金額の設定法，さらには，設定した政策の 適

解との乖離という観点からの評価は，行われていない．また， 近，Boyce, et 
al.(2002)523)は，シカゴ都市圏を対象に構築した分布・分担・配分統合モデルを用

いて，本章と同様に現実の大規模都市圏で限界費用課金を実行した場合の議論

を展開している．ただし，彼らは，限界費用課金を賦課した場合に，システム

がどのような状況になるのかの考察が不十分でxiii)，単に様々な指標での比較を

行うにとどまっている． 
以下では，第３章で東京都市圏を対象に構築した Nested Logit 型確率的利用者

均衡モデル524)の一部を用いて，現状の料金制度(高速道路，鉄道)の下での社会的

余剰と， 適ロードプライシングが実行できた場合の社会的余剰を計算する．

その後，現実に構想されている課金政策 322)を実施した場合の社会的余剰を計算

し，それらの値を比較する．朝のピーク時の 3 時間帯(7~10 時)を対象に，自動

車と鉄道の混雑を明示した分担配分統合モデルを用いる．ゾーン数は H10 東京

PT 調査中ゾーン 144，ネットワークは，道路約 23,000 リンク，鉄道約 5,000 リ

ンクからなる．利用したリンクコスト関数を表-5.1 にまとめる．自動車のリンク

コスト関数は混雑による所要時間の増加を表現する通常の関数であるが，鉄道

のリンクコスト関数は，既存研究 526)で推定された鉄道車内の混雑による乗客の

不効用を表現するものである．また，Nested Logit モデルのパラメータは

1
mθ = ∞ xiv)， 2 0.0004θ = (/円)を用いている． これらの条件下で，現状再現性は，

道路のリンク交通量について R=0.71, 鉄道のリンク交通量について R=0.92 が得

られており一定の精度を確認している．525526) 

 

表-5.1 リンクコスト関数の関数形と主要パラメータ 

                                                 
xiii) 本章と同様な議論を展開すれば，限界費用課金が彼らのモデルと整合的な社

会的余剰を 大化することが明らかになるものと予想される． 
xiv) 確定的な経路選択を仮定している．これは，確率的な経路選択を仮定する際

に生じる計算アルゴリズム上の問題点(選択肢集合の設定法など)を回避する

ためである． 

 関数形 主要パラメータ 

自動車リンク 

BPR 関数 [松井式]525) 
0[1 ( / ) ]car car car

a a a at t x Q βα= +  
0
at :自由走行時間, car

aQ : 時間交通容量

0.4 ~ 0.54α =  
2.2 ~ 3.3β =  

(道路種別毎に設定) 

鉄道 
駅間 
リンク 

[家田式]526) 
0[1 ( / ) ]rail rail rail

a a a at t x Q βα= +  
0
at :乗車時間, rail

aQ : 乗車定員 

0.019α =  
4.52β =  

(路線毎一律) 

注) 上記の所要時間単位の関数を時間価値 50 (円/分)により金銭 
単位に変換して利用している． 
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5.3 の議論から，限界費用課金を賦課した場合，都市圏全体の社会的余剰が

大になるという意味で 適な手段分担が達成され，その際の 適な手段分担率

は，一意に定まることが分かっている．そこで，まずモデルから算出された自

動車分担率の現状値と 適分担率を表-5.2 に示す．この表から，都心 23 区方向

に向かう OD ペアでは，現状と 適分担率の差は大きくはないが，都心外を目

的地とする OD ペアでは，現状よりも自動車分担率を下げ，鉄道への転換を図

るべきことが分かる．この結果は，東京のピーク時においても，都心と逆方向

に向かう鉄道の車内は空いており，それを効率的に利用するべきという観点か

ら直感的にも理解されよう．  
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表-5.2 自動車分担率の現状と 適値 

 

 

表-5.3 各種課金政策時における社会的余剰 

 
 

表-5.3 には，対象時間帯における各種課金政策下における社会的余剰を示す．

現状の高速料金制度，鉄道運賃制度下と比較すると， 適課金下では 25(億円/3h)
程度の余剰が発生することが分かる．この 適課金下の社会的余剰の値は，い

かなる政策を行っても，これ以上の余剰は見込めないという，政策立案上，重

要な参照点となっている． 
一方，現在構想されている環七・荒川地域を対象としたコードン課金，さら

にエリア課金xv)などを行った場合の社会的余剰の変化はわずかであり， 適課金

                                                 
xv) モデル内部では，コードン課金は，コードンラインを外部から横断するリン

シナリオ 
社会的余剰 

(×106円) 基準化値*)

現状 10,473 0.0 
適課金 12,943 100.0 

コードン課金 500 円 10,485 0.48 
エリア課金 500 円 10,492 0.76 

コードン課金 1000 円 10,496 0.90 
エリア課金 1000 円 10,512 1.58 

エリア課金 500 円+全域

3000 円 
11,207 29.71 

エリア課金 1000 円 

+全域 3000 円 
11,188 28.96 

鉄道限界費用課金 11,798 53.65 
鉄道限界費用課金 

+エリア課金 1000 円 
11,816 54.37 

鉄道限界費用課金 

+全域 1500 円 
12,290 73.56 

*)現状を 0， 適課金時を 100 と基準化した社会的余剰 
コードン/エリア課金はいずれも環七・荒川地域を対象 

 

 現状 適値 差 

全体 38.2% 33.0% 5.2% 
23 区外→23 区内 OD 10.6% 8.1% 2.5% 
23 区内→23 区内 OD 22.5% 20.0% 2.5% 
23 区内→23 区外 OD 50.0% 41.8% 8.3% 
23 区外→23 区外 OD 59.3% 51.7% 7.6% 
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によって達成される状態には程遠い．無論，これらの政策は，対象地域全体の

社会的効率性のみを政策目標とするものではないため，この数値がこれら政策

の有効性を否定するものではない．しかし，地域全体の効率性の観点では，課

金対象地域を限定した場合の限界が伺える．  
 

 
図-5.1 各種課金額の設定値と社会的余剰 

 
そこで，以下では，政策の組み合わせで，最適課金時の社会的余剰を達成す

ることを試みる．最適課金時の配分出力結果を精査すると，各自動車 OD トリ

ップには 1000~5000 円程度の混雑課金が賦課されていることが分かった．そこ

で，全域で，OD 単位で自動車利用の度に課金することを考える．これらは，燃

料税，車両税，駐車料金などを増加させた場合に想定する． 
表-5.3 からは，これらとコードン，エリア課金の組み合わせで，社会的余剰の

最適値と現状値の差の 30%程度を埋めることが出来ることが分かる．さらに，

駅間の料金設定が可能な鉄道においては限界費用課金も自動車よりは実行が容

易と考え，その実行を行った場合，さらに，以上の政策の組み合わせの結果も

示す．これらの政策の組み合わせを試行錯誤した結果，鉄道限界費用課金+全域

1500 円の場合に，社会的余剰の最適値と現状値の差の 74%までの埋め合わせが

可能となることが分かったxvi)．図-5.1 には，鉄道限界課金下におけるエリア課金

                                                                                                                                               
クへの料金抵抗の付加，エリア課金は，それに加えてエリア内部のゾーン発

コネクターにも料金抵抗を付加することで表現している． 
xvi) 自動車の課金額を OD ペアごとに変化させれば，より最適値に近づけること

も可能であろう．ここで示した一律課金は政策の実行の容易性を勘案したも

のである． 
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額と全域対象課金額の 2 変数に対しての社会的余剰の変化を示す．この図から

は，都市圏全体の社会的余剰の 大化のためには，エリア課金は必ずしも必要

でないという解釈も得られるが，これは，鉄道の混雑の激しいピーク時を対象

としたことと，利用者の手段と経路の変更のみを許すモデル構造になっている

ことが一因である．同様な分析を分担・配分統合モデルのみならず，分布・分

担・配分統合モデル，あるいは出発時刻選択との統合モデルで行えば，また異

なった知見が得られよう． 
なお，本論文では，供給者の行動を無視しているため， 適課金とは，混雑

に関する外部不経済についての限界費用であり，供給費用に関しての限界費用

は考慮に入っていない点にも注意が必要である．また，繰り返すが，現実の政

策は，効率性という一つの軸上のみで評価されるような単純なものではないこ

とは言うまでもない．社会的余剰を 適化する料金制度では，利用者と料金徴

収主体との間，利用者 OD 間，利用者階層間の公平性の問題が生じている．こ

れらは基本的に，課金収入の分配方略で解決可能な問題とされるが，本章の対

象外であるこれらの点についての考察も深める必要があり，これは，第６章527)

で行われる． 
また，特に，現実には本章の分析では無視している局所的な大気汚染，騒音

等の問題解決をも目的として課金額の設定を行う場合が多い．次章では，この

場合にも適用できる展開を示しておく． 
 

 
5.5 環境負荷制約の考慮への展開 

 
社会的余剰の 大化の際に環境負荷を考慮した場合を考えておこう．ネット

ワーク，利用者の行動仮説は 5.3 と同等とする．この場合，二つの考え方がある． 
一つの考え方は，環境汚染による外部費用を計測し，その限界費用を課すと

いうピグー税である．もう一つは，環境基準を設定しそれを達成するように料

金を設定するというボーモル・オーツ税の考え方である．後者は，次善の料金

設定となる．しかし，環境外部費用の計測には，未だ不確実性が大きい部分が

あり，現実には，ボーモル・オーツ税の考え方による課金政策が実行しやすい

と考えられる． 
 
 

5.5.1 ピグー税 

 
各リンクにおける環境負荷の排出量の外部費用の金銭換算値が ( )m m

a au x として
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計測できているとしよう．環境負荷排出量がそのリンクの交通量の単調増加関

数となるという仮定は妥当であろう． 

 ( ) 0, ,
m m
a a

m
a

u x m a
x

∂
> ∀

∂
 (5.21) 

ここで，各リンクに，次の料金を課す． 

 
ˆ ( ) ( )( )

m m m m
m m m a a a a
a a a m m

a a

t x u xp x x
x x

∂ ∂
= +

∂ ∂
 (5.22) 

すると，5.3.2 と全く同様にして，式(5.5a)の目的関数は， 

 4max ( , ) ( ) ( )m m m m m m
rs rs a a a a a a

rs ma ma
Z q S x p x x u x= − + −∑ ∑ ∑x q  (5.23) 

と変形される．この目的関数第三項は，各リンクからの環境負荷の排出総量の

外部費用である．すなわち，環境負荷も考慮に入れた社会的余剰が 大化され

ることになる．なお，この場合も，5.3 と同様に，交通量パターンは一意である

が，料金パターンは必ずしも一意ではない． 
 
 

5.5.2 ボーモル・オーツ税 

 
も単純な状況として，各リンクにおける環境負荷の排出原単位が ea

mで一定

であると仮定しよう．リンクから排出される負荷量は，xa
mea

mで与えられる．ネ

ットワーク全体から発生するある種の環境負荷がある一定の基準を満たしつつ，

社会的余剰が 大化されるような料金設定法を考える．以上のような状態は，

数学的に書けば， 

 2max ( , ) ( )m m m
rs rs a a a

rs ma
Z q S x p x= − +∑ ∑x q  (5.24) 

subject to (5.5b) ~ (5.5d) and  

 
,

m m
a a

m a

e x E≤∑  (5.25) 

となる．ここで，E は外生的に与える排出規制量総量である．例えば，CO2 排出

総量の 1990 年比較の 6%減といった値である．目的関数 Z2 を Z3 に置き換えてか

ら， 適条件を求めて整理すると，次式が得られる． 

 1 ,
,

1 ,

exp( )
, , , ,

exp( )

m rs
k mrs rs

k m m m rs
k m

k

c
f q r s m k

c
θ

θ
−

= ∀
−∑

 (5.26) 

 2

2

exp[ ( )] , , ,
exp[ ( )]

rs rs
rs m m
m rs rs rs

m m
k

S Cq q r s m
S C

θ
θ

− +
= ∀

− +∑
 (5.27) 
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 1 ,
1

1 ln exp( ), , ,rs m rs
m k mm

k

S c r s mθ
θ

= − − ∀∑  (5.28) 

 ,
, ,

,

( )[ ( ) ] , , , ,
m m

rs m m m m m rsa a
k m a a a a a km

m a a

t xc t x x e r s m k
x

λ δ∂
= + + ∀

∂∑  (5.29) 

ここで， λは，環境制約条件(5.25)に対応したラグランジュ乗数である．したが

って，各利用者の効用 大化行動の結果が環境負荷制約を満たしながら社会的

余剰の 大化を達成するためには，各リンクに， 

 ( )m m
m m ma a
a a am

a

t xp x e
x

λ∂
= +

∂
 (5.30) 

に等しい額の，料金を課せばよいことになる．この式の第一項は伝統的な混雑

料金であり，第二項が環境負荷制約を達成するためのボーモル・オーツ税と解

釈できる．直感的に説明すれば，環境制約が厳しければ厳しいほど，λは大きな

値をとり，各リンクの排出税は増加する．排出税は，各リンクの排出原単位に

比例するべきこともわかる．また，あまりにも厳しい基準では，その基準を達

成する料金政策が存在し得ないことも理解できよう． 
以上のモデルは，付加的な制約条件付きネットワーク均衡モデル(e.g. Larsson 

and Patriksson, 1998, 1999; Ferrari, 1995, 1999, 2002)528),529),530),531),532)に他ならない．

このモデルでは，λを効率的に求める手法が課題となる． 
これら環境負荷も考えた料金政策を具体的に議論するためには，環境負荷の

外部費用の計測，大規模ネットワークにも利用できる計算法の開発が必要であ

る．したがって，現実都市におけるこれらの試算は今後の課題とし，本章では，

定式化を示すにとどめておく． 
 
 
5.6 本章の結論 

 
本章では，Nested Logit 型ネットワーク均衡条件下の 適混雑料金の設定法を

示した． 適化の目的関数を，行動モデルと整合的な社会的余剰の 大化とお

くことで，既存の限界費用原理がそのまま当てはまることが示された．固定需

要モデル，独立型需要関数を用いた変動需要型モデルにおいて示されていたこ

とを，本章では，Nested Logit 型統合モデルにおいても，あてはまることを確認

した意義がある．独立型需要関数を用いた変動需要型モデルでは需要関数をア

ドホックに設定する必要があったが，Nested Logit 型統合モデルの場合は，利用

者の行動を明示的に扱ったモデル推定が可能であり，現実都市への適合度が増

す利点がある．本章では，東京都市圏の現実の大規模ネットワークを対象にモ

デルを適用し， 適混雑料金の試算結果も示した．現実に計画されている東京
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都心部へのロードプライシング政策によって得られる社会的余剰の増加は，

適混雑課金のそれと比較すると，ごくわずかなものであることが示された．し

かしながら，この 適課金政策と現実政策の差は，燃料税，車両税，駐車料金

などの関連政策の組み合わせで縮めうることが示唆される分析結果も示した． 
現実都市における混雑料金政策評価においては，仮に課金額を設定した場合

に，交通状態がどのように変化するかを記述的に示すモデルが数多く存在して

いる．本章で示した Nested Logit 型確率的利用者均衡モデルに基づく政策評価法

は，複数の交通手段を含むネットワーク上での利用者の行動を対象としており

記述性に優れながらも，社会的余剰を 大化するフローパターン・混雑料金を

算出可能であり，規範的な分析との関連が明確になっている特徴がある．既存

のモデルには実現できない政策評価の枠組みを例示したといえる． 
なお，本章の趣旨からずれるので詳しくは説明しないが，独立型需要関数を

用いた変動需要型ネットワーク均衡モデルで Mohring の定理(Mohring and 
Harwitz, 1962)533),xvii)が成立することを証明した Yang and Meng(2002)534)と同様な

アプローチで，本章のモデルでもその定理が成立することを証明できる． 
今後は，システマティックに次善解を算出する方法(e.g. Yang, et al. 2002; 

Verhoef, 2002, ほか第２章で紹介)535),536)への展開，また動的な限界費用理論 (桑
原, 2002)506)との統合が課題として挙げられる． 

                                                 
xvii) 詳しくは，第２章で説明している． 
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第６章 ロードプライシングの所得逆進性とその緩和策 

 
 
6.1 はじめに 

 
6.1.1 研究の背景と目的 

 
交通渋滞の緩和と大気汚染問題への対応を目的として，各種の TDM 施策が検

討されている．ロードプライシングは，一連の TDM 施策のなかでも特に注目さ

れる経済的誘導施策であり，東京都心部への導入も検討されている段階にある
537),538)．本研究では，このロードプライシング政策が，低所得者に対して相対的

に大きな影響を与えること，すなわち所得逆進的な問題をもつとされているこ

とに着目し，その緩和策を探ることを目的とする． 
まず，この所得間公平性を定量的に評価できる分析手法として，利用者の手

段と経路の選択行動とネットワークでの混雑を整合的に考慮しつつ，個人間の

異質性をも考慮しうるモデルを提示する．このモデルを用いて，単純なネット

ワークにおいて，ロードプライシング政策が所得逆進性を持つことを確認し，

その問題の解決策について議論する． 後に，東京都市圏の自動車・鉄道ネッ

トワークに対してモデルを適用し，現実の政策に関連した逆進性の数値を具体

的に提示し，その緩和策の有効性，留意すべき点を議論する． 
 
6.1.2 既存研究のレビュー 

 
ロードプライシングは逆進的な政策であり，所得配分上望ましくないという

意見は古くから述べられており(太田, 1990; 山田, 2001)539),540)，関連して数多く

の研究がなされている．例えば，個人間の異質性を考慮したボトルネックモデ

ルによる理論研究(Cohen, 1987; Arnott, et al. 1994)541),542)，仮想状況を想定した数

値実験(柳ら, 1999)543)，現実都市での試算事例(Anderson and Mohring, 1997; 室町, 
2001; Kaneko, et al. 2001)544),545),546)，課金収入の使途を論じたもの(Small, 1992)547)

が挙げられる．しかしながら既存研究は，対象としているネットワークが単純

である場合や，利用者の分類が高所得者と低所得者の 2 区分にとどまっている

場合が多い．また，Teubel(2000)548)のように混雑現象との整合性への配慮が不十

分なモデルを用いた分析例も少なくない． 
近，Yang, et al.(2002)549)は，利用者の異質性を考慮したマルチクラス型のネ

ットワーク均衡モデルにより BOT 型民活方式による有料道路整備の評価法を示
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している．本研究は，Yang, et al. (2002) 549)のモデルを手段選択も含めた形式に拡

張し，実際のネットワークにおいても議論を進めるものである． 
 
 
6.2 モデルの定式化 

 
ロードプライシングによる利用者の行動変化のうち本研究では，手段と経路

の変更に焦点を絞る．ランダム効用理論に従って，利用者の手段と経路の選択

行動を記述する．利用者は所得階層ごとにクラスに分けられており，クラス i
の利用者は，次の効用関数 ,

i
m kU を 大化する手段 m 経路 k を選択すると仮定す

る． 
 , , , , , ,i i i i i

m k m m k m m kU V V i m kε ε= + + + ∀  (6.1) 
ここで， i

mV は，経路によらず交通手段 m について一定である確定効用項， ,
i

m kV は，

手段と経路の組み合わせによって変化する確定効用項， i
mε ， ,

i
m kε は，それぞれ

i.i.d.ガンベル分布に従う手段選択と経路選択に関する誤差項とする．これらの条

件の下で，手段と経路の同時選択確率は，一般に Nested Logit モデルで記述され

る．本章では，確定効用項を次のように時間単位の一般化費用の形式で特定化

する． 
 , , ,( ), , , ,i i i i i

m k m k m k i m mV t p V C i m kτ= − + = − ∀  (6.2) 
ここで， ,

i
m kt ， ,

i
m kp は，それぞれ利用者クラス i の手段 m 経路 k の所要時間と料

金， iτ は利用者クラス i の時間価値， i
mC は手段に固有の非効用とする．さらに，

モデルの単純化のため，経路選択は確定的，すなわち , 0i
m kε = とおき，手段選択

について， i
mε はクラス i 間で同一と仮定する．すると利用者クラス i の手段選択

確率は， 

 exp[ ( )]Pr( , ) , ,
exp[ ( )]

i i i
m m i m

i i i
m m i m

m

t p Cm i i m
t p C

θ τ
θ τ

− + +
= ∀

− + +∑
 (6.3) 

で与えられる．ここで， i
mt ， i

mp は，それぞれ利用者クラス i の手段 m の 小一

般化費用経路の所要時間と料金で，θ はスケールパラメータである．さらに，一

般に所要時間は，ネットワーク上の混雑状況に応じて変化するため，以上のよ

うな利用者の選択行動と，その結果として生じる混雑現象の相互作用を記述す

ることが必要となる．これらは，マルチクラス型のネットワーク均衡モデルと

して定式化できる．このモデルは，以下に示すように，等価な 適化問題が構

成可能で，解の一意性が証明でき，現実の大規模なネットワークにおいても，

効率的に均衡解を求めることができる． 
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モデルの枠組みは，基本的に Yang, et al.549)のモデルと同等であるが，彼らの

モデルにおける需要関数に交通手段分担モデルを導入し，複数の交通手段を含

むネットワークでの均衡状態を考える．手段別のネットワークが独立に，利用

者均衡状態にあると仮定すると，今回のモデルは，以下の 適化問題として定

式化される． 

 , , , ,
,0, , , , , , , , , ,

1min ( ) ln
m
ax m m m m i m i i m i m i

a a a i i rs rs rs rs rs
m a i m a i m r s i m r s

t d p x q q q q Cω ω τ
θ

+ + +∑ ∑ ∑ ∑∫x q
 (6.4a) 

subject to , , , ,m i i
rs rs

m
q q i r s= ∀∑  (6.4b) 

 , ,
, , , , ,m i m i

rs k rs
k

f q i m r s= ∀∑  (6.4c) 

 , , ,
, , ,

, ,

, , ,m m i i m rs
a i rs k a k

r s k

x f i m aδ= ∀∑  (6.4d) 

 , , ,m m
a a i

i
x x m a= ∀∑  (6.4e) 

 , ,
, ,0, 0, 0, , , , , ,m i m i m

rs rs k a iq f x i m r s k a≥ ≥ ≥ ∀  (6.4f) 

ここで， 
i
rsq  :利用者クラス i の OD ペア rs 間 OD 交通量 

,m i
rsq  :利用者クラス i の手段 m の OD ペア rs 間 OD 交通量 

,
,

m i
rs kf  :利用者クラス i の手段 m OD ペア rs 間経路 k の交通量 

,
m
a ix  :利用者クラス i の手段 m リンク a の交通量 
m
ax  :手段 m リンク a の交通量 
( )m m

a at x  :手段 m リンク a の所要時間リンクコスト関数 
m
ap  :手段 m リンク a の料金 

iτ  :利用者クラス i の時間価値 
, ,
,

i m rs
a kδ  :リンク経路接続行列 
この問題は，凸 小化問題となり，一意な 適解をもつ．その 適解が満た

すべき条件より，手段別ネットワークにおける利用者均衡条件と OD ペア毎の

手段分担を表現するロジットモデル式(6.3)が導かれ，等価性も証明される．なお，

この目的関数は ,
m
a ix について凸であるが，厳密には凸でないため，この利用者ク

ラス i の手段 m リンク a の交通量 m
ax についての解は，必ずしも一意ではない．

したがって，モデルの出力結果の解釈の際には注意が必要である．この値につ

いても一意の解を得る方法の一例として，今回確定的に扱った経路選択を確率

的に扱う確率的利用者均衡モデルへの展開がある． 
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さて，以上のモデルにおいて，任意 OD 間のクラス i の利用者が経路と手段の

選択行動によって得る 大効用 ,max . i
m kU の期待値は， 

 ,
1max. ln exp[ ( )]i i i i

m k m m i m
m

E U t p Cθ τ
θ

⎡ ⎤ = − + +⎣ ⎦ ∑  (6.5) 

で与えられる．この期待 大効用の値は，利用者クラス i の平均的な効用水準を

時間単位で表現している．この値は，一意の解をとるため分析に用いることに

問題はない．なぜなら，ネットワーク上の各リンクの所要時間 ( )m m
a at x は， m

ax が

一意であるため，一意の値をとり，またその集積である経路所要時間 i
mt も一意

となるためである． 
本研究では，ある政策の実施によるこの効用値の変化が，低所得者クラスが

高所得者クラスより不利な状況になる場合，その政策を所得逆進的であると定

義して議論を進めることとする．なお，本章の分析は，交通市場のみに着目し

た部分均衡分析であり，他財への支出の変化も考慮した所得効果の議論は，分

析の対象外となる． 
 
 
6.3 時間価値分布の仮定 

 
ここでは，前章で定式化されたモデルに組み込む所得階層の分布とその階層

ごとの時間価値を求める．本研究では， も単純に我が国における現実味のあ

るパラメータを得ることを目的として，所得接近法に従って時間価値を求める

こととする． 
まず，家計調査550)から得られる所得分布(平均値 710 (万円/年)，標準偏差 410 

(万円/年))が対数正規分布に従っていると仮定する．労働時間が等しく法定労働

時間 2,000(時間/年)であると仮定すれば，所得を労働時間で除して得られる時間

価値τ(円/分)も以下の対数正規分布に従うことになる． 

 
2

2

1 (ln )( ) exp
22

f τ µτ
σστ π

⎡ ⎤−
= −⎢ ⎥

⎣ ⎦
 (6.6) 

この分布のパラメータは，µ=3.94，σ=0.54 と推定された．求められた時間価

値の分布の概形および統計量を図-6.1 に示す．分布の平均値は，59.2(円/分)とな

り通常用いられている時間価値と同等な値になっている．この連続分布を前項

の利用者クラス別のモデルに組み込むため，Yang, et al.549)と同様な方法で，分布

を離散化する．本章では，利用者を時間価値により 20 のクラスに分ける．すな

わち，利用者は各自の時間価値が 0~10，10~20，…,190~200 (円/分)にしたがって

区分され，各クラスでは，時間価値の区間平均値 5,10,…,195(円/分)を持つと仮



 - 161 -

定する．時間価値が 0~200(円/分)の利用者は，図-6.1 の分布より，全人口の 99.4%
を占めており，残りは無視できる．所得接近法に従う本研究の枠組みでは，高

所得者クラスは，時間価値の高い利用者層，低所得者クラスは，時間価値の低

い利用者層として表現される． 
 

0.000

0.005

0.010

0.015

0 50 100 150
時間価値τ

(円/分)

f (τ)確率密度 頻値 38.4(円/分)
中央値 51.2(円/分)
平均値 59.2(円/分)

標準偏差 34.2 (円/分)

 
図-6.1 仮定された時間価値の分布 

 
6.4 単純なネットワークにおける考察 

 
ここでは，単純なネットワークにおけるモデルの挙動を調べることで，ロー

ドプライシングの所得逆進性の確認とその緩和策に関する基礎的な考察を行う 
 
 
6.4.1 設定条件 

 
都心部への通勤交通を想定して，郊外部から都心部への OD ペア間に，図-6.2

のような鉄道路線 1 本と道路 2 本が存在すると仮定する．各施設のサービスレ

ベルは，表-6.1 のように与える．道路においては，混雑が発生するが，鉄道車内

において混雑は発生しないものと仮定する．また，自動車の乗車人員は 1.0(人/
台)とする． 
対象時間当たり郊外部から都心部に向けて 10,000 人の需要が発生し，それら

の利用者は，6.3.で述べたような時間価値の分布をもつクラスに分類されており，

6.2.で定式化した選択行動をとると仮定する．ロジットモデルのパラメータ

θ =0.01, 非効用項 0i
mC = とおく． 
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図-6.2  ネットワーク 

 
表-6.1 サービスレベルの仮定 

施設 自由走行時間 t0 容量 C 料金 駐車料金

鉄道 30 分 (一定) 200 円 0 円 

高規格道路 10 分 (BPR 式) 2,000 台 0 円 1,000 円 

一般道路 20 分 (BPR 式) 4,000 台 0 円 1,000 円 

 
注) 各道路の所要時間は BPR 式

4
0{1 0.15( / ) }t t x C= + にしたがって変動．x は，各道路の対象時間におけ

る交通量．この他，燃料費等の自動車の走行費用は無視する． 
 
 
6.4.2 初期均衡状態 

 
道路に課金がされていない表-6.1 の状況における初期均衡状態を求めると表

-6.2-(1)のような均衡状態になる．道路ネットワークにおいては，利用者の 短

経路選択行動の結果，高規格道路に利用者が集中し，高規格道路の所要時間は，

一般道と等しいレベルにまで下がった状態で，利用者均衡状態となる．料金を

含めた利用者の負担する一般化費用は，図-6.3 (左軸)に示すようなる．時間価値

の差により，料金の効用に与える影響が異なるため，低所得者層では，鉄道の

一般化費用が小さな値となり，高所得者層では，自動車の一般化費用が小さな

値となる．手段選択率は，これらの値を式(6.3)のロジットモデルに代入した値で

あり，図-6.3 (右軸)のように，高所得者ほど自動車分担率が高いという結果にな

る．以上に述べた状況がすべてモデル内部で整合的に表現されているのが，本

章で利用しているマルチクラスネットワーク均衡モデルである．また，高所得

者ほど自動車分担率が高いという状況は，一般的な現実の都市における状態を

反映していると考えられるxviii)． 

                                                 
xviii) これらの結果は，古典的な手段分担モデルである犠牲量モデルと類似した

郊外部 

都心部

駅 
駅鉄道

高規格道路

駐車場 
一般道路 
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図-6.3  時間価値ごとの手段別一般化費用と分担率 

 
図-6.4 課金時(500 円)における手段利用率 

 

                                                                                                                                               
分析結果になっているが，本章のモデルは，確率的な手段選択と経路選択お

よびそれらの均衡状態をも同時に考慮しており，より一般的なモデルといえ

る． 
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6.4.3 課金下の均衡状態 

 
高規格道路に 500(円/台)課金することを考える．この状況では，均衡状態は表

-6.2-(2)および図-6.4 のように変化する．高規格道路の利用が課金により制限され，

サービスレベルが維持される結果，自動車総所要時間は，初期状態よりも大幅

に削減されている．ただし，利用者のクラス別の状況は図-6.4 に示されるように，

課金された高規格道路の利用者は高所得者が占め，低所得者は一般道路と鉄道

に排除されている．この状況がマルチクラス均衡状態であることは次のように

確認できる．時間価値が 45 円/分より低いクラスでは，高規格道路利用の一般化

費用が一般道利用の一般化費用を上回るため，すべて一般道を利用する．時間

価値が 65 円/分よりも高いクラスではその逆になる．時間価値が 55 円/分のクラ

スでは，高規格道路利用の一般化費用が 11.6(分)+500(円)/55 (円/分)= 20.69 (分)
となり，一般道路の所要時間と等しくなっているため，両方の道路が利用され

る． 
なお，本筋からそれた細かい話になるが，この 55 円/分のクラスについては，

この場合は，一般道の利用者数と高規格道路の利用者数の解の一意性はない．

「道路利用者数( = 一般道の利用者数+高規格道路の利用者数)」の解は一意であ

るが，その条件を満たす無数の一般道の利用者数と高規格道路の利用者数の組

み合わせが存在する．図-6.4 に示されているのは，55 円/分のクラスについては，

解の一例に過ぎないことになる． 
 

表-6.2 課金収入分配後における均衡状態 

 

 鉄道利用

者数(人) 

高規格道

路利用者

数(人)

一般道利

用者数

(人) 

高規格道

路所要時

間(分)

一般道所

要時間

(分) 

自動車 

総所要時

間 

(台分) 

課金収入

(円) 

料金の値

下げに必

要な金額

(円) 

(1) 現状; 初期均衡状態 5,182 3,219 1,599 20.07 20.07 96,715 0 - 

(2) 高規格道路に¥500 課金 5,194 2,033 2,773 11.60 20.69 80,965 1,016,610 - 

(3) 課金+鉄道料金¥100 値下げ 5,250 2,020 2,730 11.56 20.65 79,741 1,009,950 525,000

(4) 課金+駐車料金¥50 値下げ 5,166 2,040 2,794 11.62 20.71 81,579 1,019,885 241,700

(5) 課金+駐車料金¥100 値下げ 5,139 2,047 2,814 11.64 20.74 82,194 1,023,290 486,100

(6) 課金+高規格道容量 4000 に増加 5,171 2,605 2,224 10.27 20.29 71,862 1,302,285 - 

(7) 課金+一般道容量 8000 に増加 5,181 1,934 2,885 11.31 20.05 79,719 967,145 - 
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さて，式(6.5)の期待 大効用の変化を利用者クラスごとに課金前後により比較す

ることで，所得階層ごとの課金政策による効用水準の変化を求めた結果を図-6.5
に示す．この図より，時間価値が 55 円/分より低い利用者層では，課金により効

用水準は低下するが，時間価値が 65 円/分よりも高い利用者層では，効用水準は

上昇することが分かる．時間価値が高いほど，効用水準はより増加する傾向に

ある．図-6.5 は，効用を時間単位で計測しているが，貨幣単位で計測した場合で

も傾向に変化はない．この現象の原因は，ロードプライシングによって，時間

価値の低い低所得者層が課金される高規格道を避けることによって，高規格道

が空き，その空いた道路を時間価値の高い高所得者層が走行することによる．

低所得者は，課金されていないが，一般道の混雑の増加により費用が増加する．

高所得者は，高規格道の所要時間が短縮することにより便益を受けるが，その

評価値は，時間価値が高いほど上昇する．つまり低所得者の犠牲のもと，高所

得者が高いサービスレベルを享受する状況になる．つまり，この単純なネット

ワークにおいても，ロードプライシングの所得逆進性が表現されていることが

確認できる． 
 

 
図-6.5 課金後の効用水準の変化 

 
6.4.4 課金収入の利用策に応じた均衡状態 

 
この所得逆進性を緩和する政策を考えよう．表-6.2-(2)に示されるように今回

の課金下では，対象時間当たり約 100 万円の収入が得られている．これらを的

確に分配すれば，低所得者の効用水準の低下を補償し，課金の所得逆進性を緩

和する可能性がある．もし，課金によって被害を受ける利用者を特定化できる

のであれば，その利用者の一般税を減額するなどにより直接的に逆進性は緩和
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されうる．しかしながらそのようなシステムの実施は一般に困難である．した

がって，課金収入を次のような交通施設の改良に用いることによって逆進性を

緩和できるかどうかを検討する． 
a) 鉄道料金値下げ 
b) 駐車料金値下げ 
c) 道路容量増加 
まず，鉄道料金を 200 円から 100 円に値下げする政策と，駐車料金を 100 円

あるいは 50 円値下げする政策を考える．料金体系が変化したことで，均衡状態

が変化するため，改めて均衡状態を求めた結果を表-6.2-(3)~(5)と図-6.6 に示す．

まず，表-6.2 から均衡状態において，料金の値下げに必要な金額は，課金収入を

下回っており，この値下げ金額の設定は供給者側から見ても妥当なものである．

料金の値下げに必要な金額が課金収入を下回るという条件は，料金値下げによ

り失われる鉄道事業者，駐車場事業者の収入を道路課金収入で補填が可能とい

う意味で，料金体系が満たすべき 低限の制約条件といえる．本章のモデルは，

輸送サービス供給者の行動分析を無視したものであり，その点で限界があるが，

この制約条件を満たすことで分析の 低限の妥当性が担保される．なお，本章

の趣旨から外れるので深くは議論しないが，課金政策に起因する利用者数変化

により各事業者の収入はそもそも変化しており，その収入変化も考慮に入れな

がらの補填という政策も考えられる． 
 
図-6.6 と図-6.5 を比較すると，課金収入の分配を行う場合，高所得者層の効用

水準の変化は，課金収入の分配前と大差ないが，低所得者層の効用水準が急激

に上昇していることが読み取れる．この結果，課金前と比較して，低所得者と

高所得者，中位所得者の順に効用水準の向上が大きい値となる．これは，高所

得者ほど課金による所要時間低下を高く評価する一方で，低所得者ほど，鉄道/
駐車料金値下げを高く評価するという要因が複合しているためである．つまり，

今回の想定ネットワークにおいては，課金収入を鉄道料金値下げもしくは駐車

料金の値下げに用いることが，ロードプライシング政策の所得間公平性の面か

ら見て望ましい政策と言える．特に，これらの分配策をとった場合，利用者の

全員の効用水準が向上している点は注目に値する． 
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図-6.6 課金収入で鉄道料金・駐車料金を 

値下げした場合の効用水準変化 

 
 

 
図-6.7  課金と同時に道路容量を増加させた場合の変化 

 
次に，課金の長期的な収入を用いて道路の容量を増加させる政策を考える．

道路の容量増加に必要な料金収入が得られるかどうかには不確実性が存在する

が，本章の目的である所得逆進性の緩和効果を概観するために，高規格道路，

もしくは，一般道路の容量をそれぞれ仮に 2 倍に増加した場合の均衡状態を表

-6.2-(6),(7)と図-6.7 に示す．高規格道路を改良した場合は，改良前の図-6.5 と比

較して所得逆進性は若干進行する傾向にある．これは，高所得者層のみが利用
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する高規格道路の改良は，高所得者層のみに効果をもたらしているためである．

高規格道路の容量増加により，一般道の混雑が緩和することになるが，その効

果は小さく，低所得者層の効用水準が低下する傾向に変わりはない．一方，一

般道の容量を拡大した場合，低所得者層も効用水準がわずかながら向上してお

り，利用者すべての効用水準が向上する状態が実現する．この場合でも高所得

者層がより高い利益をえる状況に変わりないが，所得層間の効用変化の差は小

さくなる傾向にある．これらから，ロードプライシングの収入を，課金対象道

路そのものの改良に向けた場合，政策の所得逆進性は進行するが，課金対象道

路の代替道路の改良に向けた場合，逆進性を若干緩和する可能性が示唆される． 
 
 
6.5 現実都市への適用事例 

 
以上の分析からは，現実の政策に対するいくつかの知見が得られたものの，

単純化したネットワークにおける事例であるという限界がある．そこで，本章

で示したモデルの利点の一つである大規模なネットワークにおいても計算可能

であることを生かして，東京都心部において実際に計画されているロードプラ

イシングに対して同様な分析を行うことを以下に試みる．日本における都市圏

交通行動調査は一般に所得と関連づけては行われておらず，データの制約上，

以下の分析は数多くの仮定のもととならざるを得ない．しかしながら，現実の

都市圏のネットワークに対する本モデルの適用可能性を示し，一つの試算結果

を提示することの意義は大きいといえる． 
東京都市圏における道路および鉄道のネットワークのデータ，モデルのパラ

メータなどの条件は，第３章，第５章と同様に設定した．PT 調査から得られる

OD 表が都市圏内で等しく図-6.1 のような時間価値分布に従うものと仮定し，前

章と同様に 20 クラスに分類した．貨物車については一律の時間価値 95 円/分を

仮定し，鉄道への転換が無い設定を行い，所得クラス別 20 クラスと合計 21 ク

ラスのモデルを朝のピーク時の 3 時間帯(7~10 時)を対象に構築している．ゾー

ン数は H10 東京 PT 調査中ゾーン 144，ネットワークは，道路約 23,000 リンク，

鉄道約 5,000 リンクからなる．現状再現性は，道路のリンク交通量について

R=0.72, 鉄道のリンク交通量について R=0.91 が得られており一定の精度を確認

している． 
このモデルにより現実に構想されている課金政策 538)の評価を行った．紙面の

都合もあり，環状 7 号・荒川区域を対象とした 1,000 円/台のコードンプライシ

ングを行った場合(図-6.8)，および課金収入でコードンエリア外発・エリア内着

の鉄道の料金を一律 50 円値下げした場合(図-6.9)の結果のみを示す．この想定に
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おいて 6.4.の分析と同様に，鉄道料金値下げに必要な道路課金収入が生じてい

るという条件は満たしている．発着ゾーンがコードンエリア内外かの区別によ

り集計した平均値を示している． 
図-6.8から現実都市では単純なネットワークと異なりODパターンごとに課金

の影響が大きく異なることが読み取れる．外内 OD は，直接的に課金の影響を

受け，外外 OD もエリアの迂回もしくは課金支払いが必要となる都心部の通過

トリップが含まれるので課金の影響を受ける．これら，外内，外外 OD は，単

純なネットワークの場合と同様に課金政策の所得逆進的な傾向が示されている．

一方，課金されていない内外 OD は，コードン内部の速度上昇により効用は増

加しており，同じく課金されない内々OD の効用変化は小さい． 
 

図-6.8  OD パターン別効用水準の変化 

 

図-6.9 課金収入で鉄道の料金を値下げした場合の変化 
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課金収入で外内 OD の鉄道料金を値下げした場合(図-6.9)，外内トリップの効

用変化については，図-6.6 と同様に，低所得者が鉄道料金値下げを高く評価する

と同時に，高所得者が所要時間低下を評価する要素が複合した変化形状となる．

外外，内々，内外トリップは，鉄道料金値下げの影響は少なく，ほとんど変化

はしない． 
以上のことから，現実都市でのロードプライシングにおいても，その政策は一

般に所得逆進的な効果を持つが，その傾向は，OD パターンごとに大きく異なっ

ており，課金収入の分配により逆進性の緩和を目指す場合にも，単純なネット

ワークとは違い，地域間の影響差に配慮した分配策が必要となることが示唆さ

れたといえる． 
 
 
6.6 本章の結論 

 
本章では，個人の所得格差を時間価値の分布に反映させたモデルを用いて，

ロードプライシングの所得逆進性とその緩和策について議論した．単純なネッ

トワークにおける適用計算では，課金収入を鉄道料金，駐車料金値下げに利用

することで政策の所得逆進性が緩和されることを示した．また，現実に課金が

計画されている東京都心部にもモデルを適用し，政策の逆進性，地域間の影響

差を提示した． 
一般に公平性に関わる議論は，価値判断と独立でありえないため，規範的な

モデルを作ることの意味は薄い．本章で示した結果は，数値実験に過ぎないと

ころもあるが，政策判断において公平性の視点を組み込む際に，有用な情報を

提供しうる，実都市圏にも適用可能な一貫性を保った分析フレームを提示した

ことの意義は少なくないと考えている． 
なお，本章で仮定した所得階層ごとの時間価値の設定法，所得逆進性の定義

には議論の余地があり，利用手段のキャプティブ層の考慮，課金前後で手段を

転換した利用者を区別した分析手法などと含めて今後の課題としたい． 
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第７章 ネットワーク上での混雑を考慮した最適職住配置手法の構築とその実

証研究 

 
 
7.1 はじめに 

 
交通部門のエネルギー消費の削減および混雑現象を代表とする大都市圏の交

通・環境問題の根本的な解決策として，都市構造を中長期的に交通・環境負荷

の小さいものへと改変する必要性が議論されている．長期的施策としての土地

利用コントロールは，交通計画における広義の TDM(交通需要マネジメント)施
策の一部とも位置付けられる． 

これに関連して，都市のコンパクト化や高密化の影響について，実都市にお

ける居住人口分布，従業人口分布を変化させた場合のシナリオ分析(藤原，岡村, 
2002)551)，事業所誘導政策の効果分析(村岡ら, 2002)552)など既存研究は数多い．

しかしながら，単に都市構造を高密化すれば，必ず交通エネルギー消費や交通・

環境負荷を削減できるというわけでないことも知られている．例えば，通勤交

通のみに着目しても，職場の立地を政策的に誘導しても，住居が近接していな

ければ，通勤距離，通勤時間が増加するということは大いに起こりうる．同一

の職住分布に対応して，職場と住宅の組み合わせ，すなわち OD パターンは複

数考えられるためである．これは，逆に考えれば，職住分布を全く変化させな

くとも OD パターンを入れ替えることのみで，交通・環境負荷を低減させるこ

とができるという発想につなげることができる． 
この点に関して，都市解析の分野では，職住 適配置の議論がなされている．

これは，都市構造を変えずとも職住配置の入れ替えのみで，通勤時間の削減が

どの程度可能であるかを示す分析手法である．各地域の都市活動量が現状のま

まという制約の元で，派生需要である交通の削減可能な限界値を示すものとも

いえる．しかし，既存の職住 適配置の研究においては，自動車の混雑現象，

現実の交通ネットワークの情報が十分に考慮されているとは言いがたい．また，

既存研究では， 適割当と現実の割当による通勤距離(時間)の乖離で定義される

「過剰通勤」の計測が主眼の場合が多く，職住再配置を現実の政策代替案と捉

えて評価を行った研究は少ない． 
本研究は，混雑現象を整合的に表現する交通分析手法の一つであるネットワ

ーク均衡モデルを利用して，職住 適配置の議論を，モデル内部の整合性を厳

密に保ちつつ，ネットワーク上の各リンクでの混雑現象を考慮した形で展開す

ることを目的としている．そして，ネットワーク上での混雑を考えた場合の職
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住 適配置に対応した分析フレームをいくつか提示し，東京都市圏を対象にそ

の実証研究を行う． 
混雑現象を考えた場合，職住再配置政策は，入れ替えを行わない人にも混雑

緩和という便益をもたらすことになる．本研究は，これらを定量的に示す分析

手法の開発を行い，職住再配置政策を長期的な TDM 施策の現実的な代替案とし

て検討する際の基礎的な情報を提供するものである． 
本章の構成は，以下のとおりである．7.2 で，既存の 適職住配置問題の混雑

を明示した拡張モデルを定式化し，その解法を示す．そのモデルを 7.3 で東京都

市圏に適用し実証的な分析を行い，7.4 で本章の結論をまとめる． 
 
 
7.2 混雑を考えた最適職住配置問題の定式化と解法 

 
7.2.1 既存の最適職住配置問題のレビューとその問題点 

 
まず， 適職住配置問題の基本モデルを提示しておこう．このモデルは，

Hamilton(1982)553)による過剰通勤の問題提起をうけて，White(1988)554)によって

定式化されたものである． 
[基本モデル] 

 1min ( ) rs rs
r s

Z c q= ∑∑q  (7.1a) 

subject to ,rs r
s

q O r= ∀∑  (7.1b) 

 ,rs s
r

q D s= ∀∑  (7.1c) 

 0 ,rsq r s≥ ∀  (7.1d) 
where 
 

rsq  : OD ペア rs 間 通勤目的 OD 交通量 

rsc  : OD ペア rs 間の交通抵抗(所要時間など) 

rO  : ゾーン r からの発生交通量(就業者数, 所与) 

sD  : ゾーン s への集中交通量(従業者数, 所与) 
この問題は，Operations Research の分野でよく知られた Hitchcock 型の輸送問題

である．このモデルに関しては，鈴木(1992)555), Merriman, et al. (1995)556)による

実証研究がある．鈴木は，東京都市圏における適用結果から， 適割当により，

平均通勤時間を現状より約 7 分減少させることができることを明らかにしてい
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る． 
さて，このモデルにおいて OD 間交通抵抗 crsは，外生的に与えられた一定値

であると仮定されている．この仮定は，交通抵抗値として OD 間距離や鉄道の

通勤時間を想定する場合は妥当であるが，自動車の通勤時間を想定する場合は

適切ではない．なぜなら，OD を入れ替えたことにより道路混雑が変化し，所要

時間も変化するためである． 
近の研究例では，英国での計算例(Frost, et al., 1998)557)，札幌市での実証研

究(桝谷ら, 2001)558)，共働き世帯の考慮(Kim, 1995)559)のほか，移動可能性につい

てセグメントを分けたモデル化，(Buliung and Kanaroglou, 2002; Furutani, et al., 
2002)560) ,561)が，おこなわれているが，いずれもネットワーク上の混雑を考慮し

ているものではない． 
 
 
7.2.2 混雑を組み込みために考慮すべき点 

 
Hitchcock 型の輸送問題として定式化された 適職住配置問題において交通抵

抗が混雑により変化する点を考慮するためには，次のような点に留意する必要

がある． 
・ OD 間のネットワークを考慮すること 
・ ネットワーク上のリンク単位の混雑現象を表現すること 
・ ネットワーク上の経路選択行動も考えること 
・ 入れ替え対象外の交通も混雑に影響することを表現すること． 
これらを整合的に表現するためには，交通ネットワーク均衡モデルが有効で

ある．すなわち，本研究は， 適職住配置問題と交通ネットワーク均衡モデル

を組み合わせた分析フレームを構築することになる． 
混雑を考えていない場合は，OD 間のネットワーク上の 短経路時間のみを考

えればよいため，これらの点は考慮する必要がなかった．混雑を考慮するため

には，これらを考える必要があり，特に経路選択の扱い方により，モデルの異

なった拡張が生じることを以下で示そう． 
 
 
7.2.3 OD 表と経路交通量の両方の最適制御 

 
まず，次のような問題を考えてみよう．このモデルを[ 適割当 SO]と呼ぶこ

とにする． 
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 2min . ( ( ), ) ( )a a a
a

Z x t x= ∑x f q  (7.2a) 

subject to ,rs r
s

q O r= ∀∑  (7.2b) 

 ,rs s
r

q D s= ∀∑  (7.2c) 

 , ,rs
k rs

k
f q r s= ∀∑  (7.2d) 

 ,
, ,

,rs rs
a a k k

r s k

x f aδ= ∀∑  (7.2e) 

 0, 0, 0rs
a k rsx f q≥ ≥ ≥  (7.2f) 

where 
rs

kf  : OD ペア rs 間経路 k の経路交通量 

ax  : リンク a の交通量 
( )a at x  : リンク a のリンクコスト関数(混雑考慮) 

,
rs
a kδ     : リンク経路接続行列(ODペア rs間経路 kがリンク aを通過するとき 1，

しないとき 0 をとる変数) 
このモデルは，式(7.1)の基本モデルと比較すると，目的関数が，リンク単位の

総交通費用の 小化になっている点と，ネットワーク上の交通量の保存条件が

制約条件に追加された点が異なっている． 
このモデルは，OD パターン q のみならず経路交通量 f，リンク交通量 x も，

システム管理者が制御することが可能であることを想定した規範的なモデルで

ある． 適職住配置問題の本来の意味を考えれば，OD パターンを制御すること

は自然であるが，OD パターンが決定されたあとの経路選択行動までも制御する

という仮定は現実的ではない． 
 
 
7.2.4 OD 表のみの最適制御 

 
適職住配置政策が意味することは，システム管理者が OD パターンは制御

するが，制御された後の OD 表をもとに利用者は各自の自由な行動をとるとい

う仮定であろう．そして基本的な 短経路選択行動仮説に基づくならば配分交

通量は利用者均衡モデルの解として求められるべきである．この場合，利用者

均衡モデルの解である OD 所要時間に応じて， 適職住配置問題の出力結果で

ある OD 表が変化し，一方で，OD 表の変化によって利用者均衡モデルの解が変
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化するという関係になる(図-7.1)．これらの整合性を取るために，次のような問

題も考えてみよう．このモデルを[ 適割当 UE]と呼ぶことにする． 

 3 0
min. ( ( ), ) ( )ax

a
a

Z t dω ω= ∑∫x f q  (7.3a) 

subject to  (7.2b)~ (7.2f) 
この問題の一階条件を求めると，経路交通量について利用者均衡条件が導か

れ，OD 交通量に関しては，利用者均衡の解としての OD 間 小交通時間を基に

した Hitchcock 問題の条件が得られる．従って，この問題は，利用者が 小交通

費用経路を選択するという条件下で総交通費用を 小化するように職住を入れ

替えるという問題となるxix)．この 適割当 UE モデルは，図-7.1 の関係を整合的

に記述するものである． 
 
 

図-7.1 混雑による所要時間の変化の影響 

 
このモデルは，交通ネットワーク均衡モデルの一つである両側制約型分布配

分統合モデル562)において，交通抵抗パラメータを+∞においた場合に相当する． 
また，各リンクに 適混雑料金が賦課されている場合，すなわち，リンクコ

スト関数が， 

 ( )ˆ ( ) ( ) a a
a a a a a

a

t xt x t x x
x

∂
= +

∂
 (7.4) 

という限界費用課金形式の場合， 適割当 SO と 適割当 UE は一致することに

なる．この関係は，OD 表所与とした固定需要型配分モデルにおける利用者均衡

配分とシステム 適配分の関係 562)と同様である．ネットワーク上の混雑を考え

て職住 適配置を考える場合，利用者の経路選択行動も規範的に扱うのか記述

的に扱うのかで， 適割当 SO/UE と展開が 2 通りありうる． 
 

                                                 
xix) より厳密には，本問題は均衡制約付き数理 適化問題(MPEC)として定式化

する方法が望ましい．ただ，本研究で示した手法でも得られる結果は同一のも

のとなる． 

 
適職住 
配置 

 
利用者の 短

経路選択行動

(利用者均衡モデル) 

OD 表の変化 

OD 所要時間の変化(輸送問題) 
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7.2.5 職住配置の対象外の交通の影響 

 
職住再配置の対象外であるが，対象時間帯にトリップを行う利用者も混雑現

象に影響する．これを考慮するためには，制約条件 式(7.2d)を次のように変更す

ればよい． 

 rs
k rs rs

k
f q q= +∑  (7.2d)’ 

ここで， 

rsq : 割当変更の対象とならない OD 交通量 
である．さらに，職住再配置を行った利用者の通勤目的以外のトリップパター

ンも変化し混雑に影響が生じる可能性はある．この点の考慮は今後の課題とす

る． 
 
 
7.2.6 解法と解の一意性 

 
これらのモデルについては両側制約型分布配分統合モデルと同様な解法が第

７章付録Ａ１に示すように適用できる．  
なお， 適割当の OD パターンは，目的関数が，q に関して，狭義凸関数でな

いため，必ずしも一意であるわけではない．ただし， ( )a at x が一般的な凸型のリ

ンクコスト関数の条件下で，目的関数は x に関して，狭義凸関数となるため，

適割当の結果としてのリンク交通量 x は一意に定まる．また， 適割当にお

ける総交通費用も一意に定まる．以下では，モデルの出力結果のうち，一意性

の保証されている要素を用いて分析を進めることとする． 
 
 
7.3 東京都市圏における実証分析 

 
以上の分析フレームを東京都市圏に適用し，考察を加える． 
 
 

7.3.1 データ・設定条件563,564 

 
対象地域の自動車，鉄道のデータは，既存研究565)のネットワーク，リンクコ

スト関数と同等とした．自動車では，混雑による所要時間の増加を表現する通

常のリンクコスト関数，鉄道では，混雑による車内混雑悪化による不効用を表
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 関数形 パラメータ 

自動車

リンク 

BPR 関数 
0[1 ( / ) ]car car car

a a a at t x Q βα= +
0
at :自由走行時間, car

aQ :交通容量

0.4 ~ 0.54α =
2.2 ~ 3.3β =

(道路種別毎に設

定) 
鉄道

駅間

リンク 

0[1 ( / ) ]rail rail rail
a a a at t x Q βα= +
0
at :乗車時間, rail

aQ : 乗車定員

0.019α =  
4.52β =  

(路線毎一律) 
 注) 今回，分析対象が 3 時間であるため交通容量，乗車定員はそれぞ

れ，1 時間単位の値を 3 倍したものを用いている． 

現する混雑不効用関数を用いている．設定したリンクコスト関数のパラメータ

値について表-7.1 にまとめておく．これらの設定のもとで，モデルの良好な現況

再現性が得られることは第３章，既存研究 565)で確認されている．ゾーン数は

H10 東京 PT 調査中ゾーン 144，ネットワークは，道路約 23,000 リンク，鉄道約

5,000 リンクから構成される．PT 中ゾーンは，都市圏中心部では市区町村境界に

相当し，都市圏周辺部では，市区町村境界をいくつか束ねたゾーニングである．

現状交通移動データ(発生，集中，OD 表)は，H10 東京 PT 調査および H11 道路

交通センサスのデータを用いた．なお，ゾーン内々交通，域外交通は分析から

除外している．ゾーン内々の通勤交通は，職住近接という観点でみれば，既に

適であるとみなせ，再配置の対象外とする仮定は妥当である． 
 

表-7.1 リンクコスト関数の関数形とパラメータ 563),564) 

 
さらに，本研究では，発時刻ベースで集計して午前 6 時~9 時に出発したトリ

ップのみを対象とする．これは，日単位の分析では，混雑現象を適切に表現で

きないためである．日合計の通勤トリップのうち，この時間帯に含まれるトリ

ップは，自動車交通で 78.8%，鉄道利用交通で 86.1%になる． 
また，この時間帯のトリップのうち，通勤目的のトリップが占める割合は，

自動車交通で 64.1%，鉄道利用交通で 74.9%である．この割合のトリップが，手

段毎にそれぞれ OD の入れ替えを行うことになる． 
本来，職住の入れ替えにより，通勤目的以外の交通も変化することになるが，

ここでは，通勤目的以外のトリップ OD は現状のままと仮定している． 
職住入れ替えの結果の評価指標としては，所要時間に関連した集計指標のほ

か，リンク別に速度別平均排出係数566)を用いて計算した CO2 排出総量を用いる． 
まず，アルゴリズムの挙動の確認として，図-7.2 に自動車ネットワーク対象の

適職住割当 SO モデルにおける目的関数の収束状況を示す．目的関数は単調に

減少していることが確認できる．100 回の繰り返し計算結果を行って十分な収束
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解を求めた場合でも計算時間は，5 分程度(2.0 GHz PC)であり，今回対象の大規

模ネットワークにおいても本モデルの計算費用上の問題は少ない． 
 

600

650

700

750

800

1 5 9 13 17 21 25 29 33 37

繰り返し回数

目的関数
値

(103 台時)

 
図-7.2  目的関数の収束状況( 適割当 SO モデル) 

 
 
7.3.2 自動車交通利用者の最適割当 

 
自動車交通についての計算結果を表-7.2, 表-7.3, 図-7.3 に示す．まず現状は利

用者均衡状態にあると仮定する(現状 UE)．比較のため，職住入れ替えを行わず

に，経路選択についてのみの 適化を行った場合の結果も検討する(OD 固定 SO)．
これは，OD 表は変化させずに，システム 適配分を行う場合，もしくは，全リ

ンクに限界費用課金が賦課されているリンクコスト関数を用いて UE を実行し

た場合に相当する．この場合，所要時間 短経路以外にも配分されることで，

総走行台キロは，わずかに増加している．しかし，総走行台時は減少し，平均

速度も向上している．速度の向上により CO2 総排出量も減少している． 
一方， 適職住割当を行った場合，総走行台キロ，台時，CO2 排出量共に，

30~40%の削減がされている．都市構造を変化させずとも，職住配置を変化させ

るだけで，このレベルまでの削減が可能であることが明らかになっている．OD
表固定の場合と同様に， 適割当と経路選択の 適化を併用した場合は，総走

行台時の削減量はより大きいが，総走行台キロの削減量は，経路選択の 適化

を併用しない場合よりもわずかに小さくなっている． 
また，総走行台時を総 OD 交通量で除して計算した平均所要時間の指標で見

ても， 適割当により約 10 分程度の短縮がなされている． 
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総走行台キロ

(103台キロ)
[変化率]

総走行台時

(103台時)
[変化率]

現状 UE 33,009 - 1,108 - 

OD 固定 SO 33,880 +3% 1,010 -9% 

適割当UE 22,117 -33% 721 -35% 

適割当 SO 23,221 -30% 631 -43% 

 

 
表-7.2 自動車交通の 適割当による交通状況変化 

 
表-7.3  自動車交通の 適割当による交通環境の変化 

 

  
図-7.3  自動車交通の 適割当結果 

 
 

 
平均所要

時間(分)

平均速度

(km/h) 

CO2総 

排出量(t)

 

[変化率]

現状 UE 41.24 29.8 1,804 - 

OD 固定 SO 39.35 33.5 1,752 -3% 

適割当UE 31.65 30.7 1,192 -34% 

適割当 SO 30.17 36.8 1,154 -36% 

午前 6-9 時，都市圏全域の集計値 
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鉄道混雑率(%) 
両方向平均値

 全域 山手線内

平均所要時間

(分) 
総不効用 

(103 人･分)

現状&UE 43.9 83.2 50.68 14555.2 

SO 41.6 70.2 48.28 8114.8 

適割当 UE 26.7 35.4 41.26 12153.1 

適割当 SO 24.0 25.3 38.28 6325.0 

午前 6-9 時，都市圏全域の集計値 

7.3.3 鉄道利用者の最適割当 

 
鉄道の車内混雑の増加による不効用が表-7.1 のコスト関数で表現されている

と考え，そして，この不効用を利用者全体で合計した総不効用が 小になるよ

うな割当を同様に計算した．結果を表-7.4 に示す． 
平均所要時間は，自動車と同様に約 10 分程度減少する．さらに，混雑率も大

幅に低下することにより，総不効用も大きく減少している．経路選択の 適化

を併用した場合に効果がより大きくなる傾向も自動車の場合と同様である． 
既存研究 555)は， 適割当による鉄道通勤時間の短縮効果が中心に示されていた．

本研究は，混雑を考える拡張を行うことで，通勤時間の短縮のみならず，混雑

緩和による不効用の軽減の試算結果も示したことに意義がある． 
 

表-7.4  鉄道利用交通の 適割当 

 
7.3.4 混雑を考えることによる解の変化 

 
本研究の特徴である混雑を考慮したことによる影響をみるため，自動車交通

について従来型の混雑を考えないモデルによる解との違いを比べてみる．ここ

での混雑不考慮型のモデルとは，式(7.1)の基本モデルにおいて rsc を現状固定 OD
を用いた UE から得られる OD 間所要時間に固定して計算したものである．この

場合， 適割当時の平均所要時間は，33.03 (分)となり，この値よりも表-7.2 に

示した混雑を考慮した 適割当UEの31.65 (分)の値のほうがわずかながら短い．

これは，職住再配置によって混雑が緩和し OD 所要時間が減少することをモデ

ルで表現できているか否かの差である．このことを「過剰通勤」の計測の文脈

で解釈すると，既存の混雑を無視したモデルは，「過剰通勤」の値を過小評価し

ていると言える． 
なお，どのような OD パターンの入れ替えが生じるのかについては，7.2.6 で

述べたように 適 OD パターンの解は，そもそも一意性が無いものであるため，
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詳細な検討をする意義はあまり無い．ただ，今回の計算事例では，混雑を考え

る/考えない場合のどちらも，同様な OD パターンの解が得られており，その点

への影響は少ないという結果となっている． 
 
 
7.3.5 一部の通勤者のみを割当変更する場合 

 
さて，上記結果から，職住再配置により大幅な混雑緩和，交通環境改善が可

能であることが明らかになった．ただし，日本の住宅市場では住み替えは容易

ではなく，職場の変更も一般的ではないため，通勤者全員の職住再配置政策は

現実的で無い．また，上記分析フレームでは，通勤先の業種，家族構成などの

違いが全く無視されており，その意味においても通勤者全員を対象とした政策

は現実性を欠く． 
しかしながら，混雑現象を考えた場合，職住再配置政策は，再配置を行って

いない利用者にも混雑緩和という便益をもたらすため，一部の通勤者のみでも

再配置を行うことが社会的には望ましいということがありうる．社会的に望ま

しいことが明らかになれば，再配置を奨励するような助成政策も正当化されよ

う．そこで，以下では，通勤者のうち再配置を行う割合を変化させた場合のシ

ナリオ分析を行う． 
すなわち，再配置の対象となる発生交通量 Or，集中交通量 Ds，再配置対象外

の OD 交通量 rsq を以下で与える． 

 ,commuter commuter
r rs s rs

s r
O q D qγ γ= =∑ ∑  (7.5a) 

 _(1 ) commuter non commuter
rs rs rsq q qγ= − +  (7.5b) 

ここで， commuter
rsq は，現状の通勤 OD トリップ， _non commuter

rsq は，通勤以外の OD
トリップである．つまり通勤トリップのうち100 %γ の再配置を行う場合

(0 1)γ≤ ≤ を想定する．ここでの 適配置モデルは，自動車対象の 適割当 UE
モデルを用いる． 
図-7.4 に結果を示す．当然ながら，割当の対象率を増やすほど，総走行台キロ，

台時，CO2 総量のいずれの削減率も増加している．ただし，特に走行台時につい

ては，わずかながら下に凸の非線形な変化形状になっていることは興味深い． 
この原因の精査のために，総走行台時を利用者便益と同様に考えて，その便益

の帰着先を調べてみる．まず，割当を変更しない OD トリップと，割当前後の

OD 時間から，割当を変更しない固定利用者分に帰着する走行台時削減量が計算

できる．一方，割当変更者に帰着する削減量は，全体の総走行台時の削減量か
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ら，固定利用者分の台時の削減量を差し引いたものであり，この値も一意に求

めることができる．このようにして求めた結果を図-7.5 に示す．この図からは，

割当変更対象率が 10~30%の場合，割当によって生じた総走行台時の便益の約 3
割程度は，割当の対象となっていない固定利用者に，帰着していることが読み

取れる． 

 
図-7.4  割当対象率を変化させた場合(自動車) 

 

 
図-7.5  総走行台時の削減量の帰着構成 

 
図-7.4 のグラフが下に凸になっているのは，割当対象者の割合が少ない場合で

も，混雑緩和を通じて，割当対象以外の利用者にも職住再配置政策の便益が生

じており，割当対象者が増えると，この固定利用者への便益が相対的に低下す
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ることによって生じている．この知見は，混雑現象を表現したことによっては

じめて得られるものであり，この点で，本研究の意義を強調したい． 
さらに 適職住配置を交通政策の一つとして位置づけ，他の代替案と比較を

してみよう．一例として，混雑現象に対する経済学的な 適施策である，全リ

ンクへの 適混雑課金を取り上げる．表-7.2 における OD 固定 SO の結果は，こ

の政策の評価値ともいえる．この場合の総走行台時の削減率 9%を，職住再配置

政策で実現しようとするならば，通勤者の 20%弱の入れ替え策で達成できるこ

とも図-7.4 から読み取れる．このように，本モデルを用いれば，職住再配置政策

を長期的な交通施策の代替案として比較検討することが出来る．もちろん，居

住地，勤務地の入れ替えの困難性を考慮に入れる必要があるが，客観的な一つ

の指標として提示する価値は高いといえよう． 
 
 
7.4 本章の結論 

 
本章では， 

・ 適職住配置問題について，ネットワーク上での混雑を考慮した拡張を行い，

モデルの定式化，解法の構築を行い， 
東京都市圏を対象にその分析フレームを適用した結果， 

・ 通勤交通の 適配置により，自動車総走行台キロ，台時，CO2 総排出量をそ

れぞれ 30~40%削減可能であること，鉄道混雑も大幅に緩和されること， 
一部の通勤者のみの割当変更しか行えない場合についても，自動車交通の場

合， 
・ 10~30%の変更率のもとでは，割当によって生じた総走行台時の削減便益の約

3 割程度は，割当の対象となっていない固定利用者にも波及していること， 
・ 20%弱の自動車通勤者の割当変更でも 適混雑課金と同等程度の効果が得ら

れること， 
などを実証的に明らかにした． 
以上のことから，本章では，職住再配置政策を長期的な TDM 施策の現実的な

代替案として検討する際に有用となる論理整合的な分析フレームを構築し，そ

れを用いて，いくつかの基礎的な情報を提供しえたと考える．過剰通勤を計測

するという文脈で 適職住配置問題を用いる場合には，混雑の有無の違いは大

きなものではないことも明らかにされたが，混雑現象を考えた場合，職住再配

置政策は，再配置を行っていない利用者にも混雑緩和という便益をもたらすこ

とが確認された意義は少なくないであろう． 
なお，本章では，職住の入れ替えによる手段の変更は考慮に入れていない．
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手段の変更も考慮に入れるように分析フレームを拡張するのは容易である．た

だし，出発地，目的地の駐車場の必要性を考慮に入れれば，手段の変更を考え

ない本章の基礎的な分析の有用性は高い． 
今後の課題としては，割当可能な世帯のセグメント化，環境負荷 小化を目

的関数とする展開，他の都市圏での適用比較などが挙げられる． 
 
 

 
第７章付録Ａ１  最適割当モデルの解法 

 
適割当 UE モデルの解法は以下のようになる． 

Step 0: 初期許容解 X(1)={x(1), q(1)}を与える．繰り返し回数 n=1． 
Step 1: 元の問題を線形近似した補助問題を解き，その解を 

Y={xsub, qsub}とする． 
Step 2: 以下の 1 次元探索を行い，ステップサイズαを求める． 

( ) ( )min . ( ( )), . . 0 1n nZ s tα α+ − ≤ ≤X Y X  
Step 3: 解の更新． ( 1) ( ) ( )( )n n nα+ = + −X X Y X   
Step 4: 収束していれば終了．そうでなければ，n=n+1 として Step1 へ． 

 
Step1 の補助問題の具体的な解法は，以下のようになる． 

Step 1.1: リンクコストの更新． ( )( ),n
a a at t x a= ∀   

Step 1.2: OD 間 短経路探索により 小コスト ( )n
rsc を求める． 

Step 1.3: ( )n
rsc を単位輸送費用とする Hitchcock の輸送問題を解いて，OD

交通量 qsub を求める． 
Step 1.4: OD 交通量 qsub を Step1.2 で求めた， 短経路に流し，リンク交

通量 xsub を求める． 
 

適割当 SO モデルの場合も，リンクコスト関数を式(7.4)に置き換えれば，以上

の解法をそのまま適用できる．再配置を行わない交通の影響を考える場合は，

Step 1.4 で，配分する OD 交通量を subq q+ とおけば良い． 
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(Version, 2004/8/17, 2:43 PM) 
本章では，本研究で得られた成果と今後の課題をまとめるとともに，今後の

展望を述べる． 
 
 
8.1 本研究の成果 

 
本研究では，従来から都市圏レベルの交通需要予測，交通政策分析に広く用

いられてきた工学的実用性を重視した四段階推定法がもつ，行動理論との不整

合性，モデル内部の不整合性による問題点を解消可能なネットワーク均衡モデ

ルを応用した交通政策分析フレームを構築した．この分析フレームは，現実の

大規模ネットワーク，利用者の多次元選択行動を対象にしながら，実用性と同

時に行動理論との整合性，モデル内部の整合性を厳密に保持したもので，この

点を生かした政策分析を提示した． 
また，既存の学術研究では，非集計ロジットモデルを代表とする交通行動分

析系の研究成果が実務で用いられている状況に比較して，交通ネットワーク分

析系については，高度な研究成果の実務への反映が極めて不十分である，言い

換えると理論的展開の実用化への努力が軽視されている，との問題意識に立ち，

現実の都市圏への適用を精力的に行った．この際に，既存のネットワーク均衡

分析の研究が，注意を 大限に払ってきたモデルの解の一意性を担保しつつ，

実務で要求される現状再現性の向上を意図した拡張をおこない，モデルの特徴

が生かした政策分析を行っている．大規模なネットワーク，複雑な利用者行動

を対象としながら，論文を通じてアドホックな設定やヒューリスティックな解

法の使用を一切排除している．これらの分析の過程で開発したモデルは，現実

の都市圏の交通需要予測・便益評価にも十分適用可能な，従来の四段階推定法

に代替しうる有用性，実用性を兼ね備えたものであることを明らかにした．具

体的に誘発交通を考慮した道路整備効果の推定，ロードプライシングの政策評

価など，緊急な回答が必要とされている政策課題について，試算の域ではある

が，具体的な数値結果を示せた社会的意義は少なくないものと考える． 
 
以下，成果の内容を具体的にまとめて詳述する． 
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8.1.1 ネットワーク均衡モデルの実都市への適用時に有用となる概念の整理 

 
ネットワーク均衡モデルの概念自体は，古くから提唱され，そのモデルが四

段階推定法に変わる需要予測手法としての望ましい性質を持つことは，一部の

研究者の間では良く知られた事実であった．しかしながら，それらの高度な研

究成果を実際の都市圏で適用するための研究努力は，十分とは言いがたいもの

であった．本研究では， 新の研究を含む広範なレビューをもとに，既存研究

では十分な整理がされていなかった，実都市圏への適用時に有用となるモデル

の拡張の考え方，検討するべき課題について整理した． 
まず，固定需要型確定的利用者均衡モデルの発展形としてのマルチクラスモ

デル，多基準モデル，非加算型経路費用モデル，確率的利用者均衡モデルの

近の研究動向を紹介した．そして，それらが利用者均衡モデルにおけるどの行

動仮説の緩和に対応するのかという相互関係を整理した．これらのモデルは，

極めて限定的な仮定が課せられた利用者均衡モデルよりも豊富な政策評価指標

を出力しうるものである．また，大規模ネットワークでも計算可能なモデルも

多いため，実都市圏での適用における現状再現性向上にも有用であると考えら

れる． 
また，確率的利用者均衡モデルは，理論的には古くから完成し，良く知られ

たモデルであるが，いくつかの問題点があり，それらは，a) 経路選択肢集合の

決定法，b) 経路選択肢間の類似性の表現法，c) 均衡解への収束が保証されたア

ルゴリズムの開発，d) 目的関数における経路エントロピー項の効率的計算法，

e) 需要モデルと整合的な利用者便益指標の効率的計算法，f) 経路選択モデルの

パラメータ推定法，と分類されることを明らかにした．また，それらを同時に

解決できる枠組みは提示されていないことを示した．これらの問題より，確率

的利用者均衡モデルは，現実の大規模都市圏での政策分析においては，いまだ

実用的とはいえないと判断された． 
また，分担・配分統合モデルにおいて，平均乗車人員や手段別時間価値の設

定法について，それが，モデルの等価 適化問題の構成可能性に与える影響を

整理した．特に，自動車ネットワークのみにおいて混雑が発生しているという

場合においては，クラス別の平均乗車人員や手段別クラス別の時間価値を設定

しても，等価な 適化問題が構成可能であることを示した． 
また，ネットワーク均衡モデルに含まれる，道路のリンクコスト関数及び鉄

道の混雑不効用関数，行動モデルのパラメータについての推定事例，およびそ

の推定の考え方について整理した． 
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8.1.2 大規模都市圏における統合需要型ネットワーク均衡モデルの実用化 

 
ネットワーク均衡モデルの適用においては，モデルの特徴である解の一意性

と論理性を保持しながら，現状再現性を高める改良を行う，というモデル構築

の考え方が現実の交通計画の評価では有用となるという立場にたち，その考え

に基づいたモデルを構築した．具体的には，東京都市圏を対象として，自動車

と鉄道の大規模な GIS データを活用し，利用者のトリップ目的による異質性を

考慮しつつ利用者がトリップを行うか否か/またトリップを行う場合に，どこの

目的地に/どの手段で/どの経路を用いて移動するのかを 4 レベル Nested Logit モ
デルにより表現しつつ，自動車と鉄道の混雑現象も整合的に記述するモデルを

構築している．このモデルは，解の一意性，論理性，モデル内部の整合性を堅

持しながら，既存モデルと同等程度の良好な現況再現精度が得られていること

が確認された．また，大規模な多手段の交通ネットワークを対象に，鉄道の混

雑現象を考慮しつつ，発生レベルまでを統合した点で先進的なモデルとなって

いる． 
 
 
8.1.3 都市交通政策の今日的課題に対応した各種政策分析 

 
このモデルを用いて，旧来の四段階推定法では評価が困難であった，道路整

備による誘発交通を考慮した道路投資効果の推定を行った．従来用いられてき

た固定需要型のモデルとの推定結果の比較より，誘発交通を考慮することで生

じる交通量の変化は都市圏全体ではわずかであるが，対象道路の交通状況の変

化は大きいこと，利用者便益の推定値に多大な影響を与えうること，今回の適

用地域では，既存のモデルは便益を過大推定することなどを実証的に明らかに

した．この評価事例は，都市交通政策の有効性に関連して「混雑緩和を目的と

して道路などの交通施設整備を行うと，新たな交通需要を誘発し，結局混雑緩

和にはつながらない」として古くから観念的に議論されてきた「誘発交通問題」

に対して，ひとつの合理的な理論フレームに基づいた科学的な分析結果を示し

たものである． 
また，現実の大規模都市圏におけるロードプライシング政策と 適課金策の

比較，ロードプライシングの所得逆進性の問題とその緩和策の分析， 適職住

配置問題のネットワーク上の混雑を考慮した拡張など，都市交通政策の立案に

有用な情報を提供しうる政策分析を行った．これらは既存のモデルでは実現が

困難であったものである． 
現実に計画されている東京都心部へのロードプライシング政策によって得ら
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れる社会的余剰の増加は， 適混雑課金のそれと比較すると，ごくわずかなも

のであることが示された．しかしながら，この 適課金政策と現実政策の差は，

燃料税，車両税，駐車料金などの関連政策の組み合わせで縮めうることが示唆

される分析結果も示した． 
また，混雑課金政策が所得逆進性的な性質を持ち，その問題は課金収入で緩

和できるという，既存研究で概念的には指摘されていた事項について，混雑現

象も整合的に考慮できるモデルを用いて，単純なネットワーク，および現実の

東京都心部への課金政策を対象に確認した．特に，現実の都市における評価で

は，所得間公平性のみならず，地域間の影響差が生じることが示された．本研

究で構築した整合性に優れたモデルから出力される定量的な情報は，これら公

平性に関わる事項を政策決定時に検討する際に有用となると考える．  
次に 適職住配置問題のネットワーク上での混雑を考慮した拡張モデルを構

築し，それを東京都市圏を対象に適用した．その結果，自動車総走行台キロ，

台時，CO2 総排出量をそれぞれ 30~40%削減可能であること，鉄道混雑も大幅に

緩和されることを示した．また，過剰通勤を計測するという文脈で 適職住配

置問題を用いる場合には，混雑の有無の違いは大きなものではないことも示さ

れたが，混雑現象を考えた場合，職住再配置政策は，再配置を行っていない利

用者にも混雑緩和という便益をもたらすことも確認された．これらの分析より

職住再配置政策を長期的な TDM 施策の現実的な代替案として検討する際の基

礎的な情報を提供しえたと考える． 
 
 
8.1.4 複数手段ネットワーク上で利用者の多次元選択行動を明示した理論展開 

 
繰り返しになるが，ネットワーク均衡モデルの概念自体は，特に土木計画学

の学問分野においては，目新しいものではなく，本研究では，マルチクラス型

への改良などを行っているものの，このモデル自体に論文としてのオリジナリ

ティを主張するものではない． 
本研究の学問的意義のひとつは，このモデルの特徴を応用して，一般的な条

件下で限界費用課金が 適課金であること，ピグー税，ボーモル・オーツ税な

どの環境負荷を考慮した混雑課金理論，道路建設に関する Mohring の定理，容

量パラドックスの生起条件など，通常，単純なネットワークで議論されていた

事項のいくつかが，現実の大規模なネットワーク上で利用者の多次元選択行動

を明示した場合にも成立することを証明した点にある．これらの点は，直感的

に納得できるものであるのに関わらず，ネットワーク均衡モデルに関する既存

研究では，十分に明らかにされていなかった点である． 
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もちろん，既存の時間空間を捨象した単純な理論モデルの意義を，本研究は

否定するものではない．既存の理論モデルから得られていたエレガントな知見

が現実都市のネットワーク，複雑な利用者行動を明示した枠組みでも成立する

ことを確認し，その知見を生かした政策分析を行ったことが本研究の特徴とい

える． 
 
 
8.2 今後の研究課題 

 
本研究に関する今後の課題をまとめる． 

 
 
8.2.1 道路整備による誘発交通のモデル出力値と現実の値の比較 

 
論争の多い混雑地域における道路整備の効果について，本研究では，論理一

貫した分析フレームのもと，誘発交通を考慮した評価の試算を行った． 
 
評価の前提として，数多くの仮定が必要となるが，現時点で，考えうるもっ

ともらしい仮定をもうけ，さらにそれらの仮定のもとシステム全体を論理一貫

性を保ちながら記述した分析フレームを構築し，それらに基づいて現実の評価

を行った点は，実際の計画立案に対して大きな貢献を果たしたものと考えてい

る． 
ただし，これらの評価値は，出力値の前提となる仮定とワンセットで解釈さ

れるべきことは言うまでもない．そして，それらの値の現実性についての検討

が是非とも必要である． 
しかしながら， Bonsall (1996)567)が述べるように，誘発交通を，通常の交通調

査で分離することは，容易ではないため，これらの検討は，実は容易ではない． 
米国，英国で数多くの検証がある道路容量に対する地域の交通走行台キロの弾

力性の推定値も，直接には比較の対象としにくい．この検証のためには，第２

章でまとめたように，既存の弾力性の推定値について，それがどの地域レベル

の(施設レベル，地域レベル)，どの混雑レベル(ピーク時，オフピーク時)での，

何に対する弾力値(交通費用なのか，所要時間なのか，あるいは道路容量なのか)
を明確に区別した整理のもとでの比較が必要となると考えている． 
これらの検証は，8.3.2 で述べるモデルのフレームの理論的な拡張(土地利用・

交通モデル，経済均衡モデルとの統合など)を行う以上に，早急な対応が必要と

考えている． 
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8.2.2 計算アルゴリズム・パラメータ推定法の改良 

 
利用者の行動とパフォーマンスモデルの均衡点を求める計算法については，

本研究は，Evans (1976)568)の部分線形化法を利用しているが， 近，発表された

Bar-Gera and Boyce (2003)569)による起点別リンク交通量を用いた準ニュートン型

のアルゴリズムの適用も検討の余地がある．この解法を用いて厳密解を求める

意義を政策感度との関連で明らかにすることは，実務的に有用な情報となろう． 
 

また，今回，行動モデルのパラメータ推定は，もっとも単純な方法を用いて

いる．この点の改良が必要である． 
この改良の方向性については，均衡モデルであるため混雑現象と整合性のと

れたパラメータ推定法の利用が主張されることが多い． 
ただ，筆者の考えでは，混雑現象と整合性をとることよりも，むしろ非集計

行動モデルにおける洗練化された推定法，例えば，SP-RP 統合モデル，パネルデ

ータの利用などの方面へ，改良を進めることのほうが重要と考える．また，特

に，8.2.1 でも述べたが，モデルの出力値と現実の政策感度との比較を重視する

べきである．この結果，通常のモデルでは，すべて選択層と仮定している利用

者クラスを，固定層と選択層に区別するなどの改良を目指すことのほうが，現

実の政策評価に用いるモデルとして適切な感度をもちえるため望ましいと考え

る． 
混雑現象と整合性のとれた推定法というのは，数学的には，MPEC の上位問

題をモデル推定値と観測値の差の 小化とおけばよい．ただ，このように定式

化した数学的問題としての面白さ以上に，現実政策の感度の妥当性を担保する

ような改良を重視するべきと考える． 
利用者の行動モデルに含まれるパラメータは，そもそも需要関数の一部とも

解釈できるものであり，混雑現象とは独立に推定可能なものも多いであろう．

平均的個人の行動モデルに含まれる個別のパラメータの持つ意味，解釈を吟味

した改良が望まれよう． 
 

本研究で用いた道路のリンクコスト関数，鉄道の混雑不効用関数は，いずれ

も既存研究の推定値をそのまま用いている．これらを今回の適用地域，適用年

次に合わせて，改良，再推定することで，モデルの再現性の向上がみこめる．

これらパフォーマンスモデルのパラメータについても，利用者の行動モデルと

同様に均衡モデルと整合的な枠組みでの推定を試みる研究もある．ただ，筆者
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の考えでは，道路のリンクコスト関数については，そのパラメータが意味する

こと，性質を考慮した推定法が必要であろう．特に，鉄道の混雑不効用関数は，

利用者の混雑を回避する経路選択行動，SP データの利用，家賃関数を用いた手

法など，推定のアプローチは数多いと考えられ，それらのアプローチを組み合

わせた手法なども検討する必要があろう． 
 
 
8.2.3 実務での実用化にむけた検討 

 
モデルとは，どんなに理論的に優れていようとも実際の評価に適用されて初

めて，土木計画，交通計画に有用なツールと言えるだろう．学術研究と実務と

の乖離を埋める努力も，大学研究者の重要な使命と考える．この方向性に関し

て検討が必要な点をまとめる． 
 
まず，本研究で開発したモデルを国内外の他の都市圏でも適用し，課題を抽

出するなど実証分析の積み重ねが求められる． 
 
また，今回の対象都市圏では，公共交通と自動車のネットワークが完全に分

離しており，分担配分統合モデルとしては，扱いやすい都市圏であった．一般

にバスの走行速度が自動車に影響を与えることを考えるべき都市圏，あるいは

地域を対象にする場合は，手段間の非対称な相互干渉の存在により，モデルと

等価な数理 適化問題を構成することは一般に不可能となる． 
この場合，モデルは，形式的には変分不等式問題として定式化される．この

モデルに対しての解の存在は証明できるが，解の一意性は必ずしも保証されな

い． 
この問題に対する解法としては，緩和法(対角化法)が幅広く利用されている．

この解法が収束する条件は，必ずしも明確なものではなく，理論的な厳密性は

十分ではない．ただし，もしこの解法が収束すれば，その解は，もとの変分不

等式問題の解の一つであることが証明できる．ただし，得られた解は，必ずし

も一意とは限らないため，解法の初期条件などを変更した試行を繰り返すこと

などにより複数解が存在しているかどうかを確認することが必要となり，実用

的な方法とは言いがたい．また，解の一意性を前提としない予測モデルの使い

方について考えておくことも実務的には必要であろう． 
 

また，車種別交通量配分手法の実用的な方法の開発が望まれる．アプローチ

としては，確率的利用者均衡モデルの改良と，利用者均衡モデルの 尤経路推
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定の 2 つがある．ただ，どちらも，どのように経路を特定し，類似性を考慮す

るかといった点に難点があり，現時点では実用的な手法は提案されておらず，

今後の研究課題となる． 
 
 
8.3 今後の展望 

 
本研究の対象外ではあるが，本研究の発展形として今後重要となる研究展望

を述べる． 
 
8.3.1 利用者の行動モデルの一般化 

 
8.3.1.1 行動モデルの選択次元の一般化 

 
本研究で扱った利用者の選択行動は， 大で経路選択，手段選択，目的地選

択，トリップ有無の選択，の 4 次元である．これらのほかに，時刻の選択，自

動車の同乗有無の選択，アクセス・イグレス手段の選択，高速道路利用有無の

選択，トリップチェインの選択，居住地の選択，などを組み込む発展が考えら

れる． 
アクセス・イグレス手段の選択と高速道路利用有無の選択モデルについては，

第２章で紹介した Mixed mode 型モデル，あるいは高速転換率内生型モデルと整

合的に組み合わせることは容易である．時刻の選択については時間帯別モデル

を前提にすれば，モデル構築は容易であるが，パラメータの推定法などに検討

が必要な点が多い．自動車の同乗有無の選択の内生化は，手段選択と捕らえる

ことで拡張は容易に思えるが，等価 適化問題が構成しにくく，実用的なモデ

ルの構築は困難のようである．居住地の選択については，長期的な均衡を前提

とした上で 8.3.2 で述べる立地均衡モデルの枠組みでの統合が有用となろう． 
トリップチェインの選択については，ピストン型のトリップチェインを前提

とした場合の改良モデルを開発中である(円山, 2004)570)． 
以上の行動変化は，すべて人の動き(パーソントリップ)に着目したものである．

しかしながら実際の都市圏における車両のうち貨物車が占める割合は少なくな

い．これら物資流動に関係した行動変化のモデル化は重要な発展課題となる． 
このほか，第２章で紹介した非加算型経路費用モデル，多基準ネットワーク

均衡への拡張なども興味深い． 
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8.3.1.2 ＧＥＶ型モデルへの展開 

 
本研究では利用者の行動モデルは，Nested Logit 型の選択構造を仮定したモデ

ルを利用している．このモデルは，単純な Logit 型の選択構造を仮定したモデル

が持つ IIA 特性による問題を緩和しつつ，実用性を兼ね備えたバランスの取れた

モデルである．ただ， 近では，非集計行動モデルの文脈で，Nested Logit 型の

選択構造をより一般化したモデルが多数開発されている．これらを利用した選

択構造の一般化も一考の余地がある．例えば，経路選択レベルの Cross Nested 
Logit 型への変更，手段と目的地の選択レベルについて GNL モデルの適用など

が考えられる．Closed form型のGEVモデルであれば，第２章で紹介したように，

モデルと等価な 適化問題が構成しやすいため，本研究のような均衡モデルと

も整合的な展開が可能である． 
ただし，本研究のモデルは，基本的に集計モデルであるため，それらの改良

が政策感度に与える変化はきわめて小さいことも予想される．この点について

のトレードオフを考慮した展開が必要であろう．第２章でも述べたが，P&R を

導入したネットワーク均衡モデルへの GEV モデルの導入は，有用性が発揮され

る例かもしれない． 
 
 
8.3.2 空間経済システム・モデルへの拡張 

 
本研究のモデルは，通常の社会経済モデルからみれば，交通市場のみを取り

扱った部分均衡モデルと位置づけられる．交通政策が，交通市場以外にもたら

す影響は考えられていない．しかしながら，交通計画・政策が，土地利用，地

域経済に与える影響も少なくないとして，それらをモデル化する研究も第２章

でレビューしたように数多い．一般均衡の枠組みでこれらのフレームを拡大す

ること(立地(土地利用)均衡モデル，応用一般均衡モデルなどとの統合)は重要な

発展課題であろう． 
ただし，この拡張の際には，地域・都市に関するどのような政策も評価でき

るスーパーモデルを作ることを目指すことは有効ではないと考える．利用可能

なデータの精度，均衡が意味する時間スパン(短期，長期)を十分に検討したうえ

で適切なモデルの選択をすることが望まれると考える．言い換えると政策評価

に応じた使い分けの整理が必要と考える． 
使い分けの分類軸としては， 
計画レベル: 戦略的，戦術的，実施計画 
計画スパン: 短期，中期，長期， 
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がありうる． 
さもないと Lee (1973, 1994)571),572)が「大規模モデルのレクイエム」で述べてい

るモデルの目的過多，過度の複雑性によるブラックボックス化などの問題に再

度突き当たることを筆者は危惧する． 
 
 
8.3.3 ＭＰＥＣアプローチへの展開 

 
応用数学の問題として，ネットワーク均衡モデルなどを下位の条件として，

上位に政策目標を置いた MPEC (Mathematical Programming with Equilibrium 
Constraints; 均衡制約つき数理 適化問題)も第２章で紹介したように盛んに研

究されている．この問題は，その対象の汎用性とうらはらに，数学的には，大

域的な 適解を求めることがきわめて難しい問題であり，また大規模ネットワ

ークを対象にした場合の適用は多くなく，今後の研究展開が必要とされる．  
特に，同じく第２章で紹介した非線形感度分析を用いて，MPEC のフレーム

で，例えば，セカンドベスト課金の一種といえる，現実に構想されている東京

都心部のコードンプライシングの課金額の検討なども行うことは有用となろう． 
 
 
8.3.4 モデルの動学化 

 
本研究の対象としたような混雑の激しい都市圏において，静的な交通均衡概

念に基づくモデルを適用することの意義について疑問が呈されることは少なく

ない．本研究は，静的な均衡に基づきながらも，時間帯別のモデル化を行うこ

とで，この問題に対して近似的な対応をとっているが，本来渋滞現象は，時間

軸を明示したボトルネックとして表現するのが も素直なアプローチである．

この点への拡張は必須といえるが，その際にどのような分析を目的とするかで

区別することが望まれよう． 
以下，分析の目的を，理論の展開と，実際の政策評価への適用に 2 分して述

べていく． 
 

8.3.4.1 理論の動学化 

 
動的均衡配分理論は，実際の政策評価に利用するというモデルではなく，ベ

ンチマークとしての役割を持っている． 
動的な限界費用理論と本研究で扱った複数交通手段のネットワーク上での利
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用者の多次元選択行動を統合することも重要な研究課題と思われる．おそらく，

単一リンクを対象として得られている，”動的限界費用は，渋滞継続時間に等し

い”という理論(桑原, 2002)573)は，対象時間帯内での利用者の行動モデルと整合的

な社会的余剰の合計値を最大化するという意味でネットワーク上での多次元選

択行動を明示した場合でも拡張可能と思われる． 
静的な固定需要型利用者均衡配分において，全リンクへ限界費用課金を課す

ことが総所要時間の最小化というシステム最適配分になるという関係は，動学

的な意味においても，(弾性需要型)動的利用者均衡配分に全リンクへの限界費用

課金を課すことで，モデルと整合的な社会的余剰が最大化される動的システム

最適配分が実現されるという関係にあると考えられる．これらの理論面での厳

密な証明を行うことの学術的な価値は極めて高いであろう． 
 
 

8.3.4.2 政策評価の動学化 

 
現実の政策評価において動的な渋滞現象を明示的に扱うには，シミュレーシ

ョンに頼らざるを得ない．動的な交通流シミュレーションも，現在では本研究

の対象としたような大規模なネットワークでも計算可能となっている．ただ，

この計算可能ということは，そのまま，そのモデルが政策評価に利用可能であ

ることを意味しない． 
シミュレーションに必要とされる，入力データ(時間 OD 表，容量)の精度の要

求は高いと想定され，それに応じるデータの確保(現時点と将来時点)，モデルの

再現性を確保するためのキャリブレーション技術，そのキャリブレーション値

の妥当性の検証なども必要となろう． 
また，結果の一意性が保証される本研究のような数理モデルと異なり，シミ

ュレーションでは，初期値，用いる乱数列などにより結果が異なることになる．

これらは，分析者が意図せずとも，結果に恣意性が混入する可能性も否定でき

ない．シミュレーションによる政策評価システムは，モデル全体の整合性，解

の一意性を重視する本研究の設計思想とは全く異なるものになると考えられる

が，現実に忠実なモデル化が可能で，豊富な情報を提供しうるという利点があ

り，その利点，欠点を考慮した政策評価における使い方の検討が必要と考える． 
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